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2020年 7月 23日更新 

この政策ノートは、経済協力開発機構（OECD）起業・中小企業・地域・都市局

（CFE）が、OECD 都市政策作業部会（WPURB）及び「包摂的な成長を実現

するOECDチャンピオンメイヤーズ」と共同で作成した。3月 27日及び 5月 13日に発

行した旧版の更新版であり、新型コロナウイルス（COVID-19）に対応し、経済・社

会危機から回復するために各都市がとった対策の事例を拡充したものである。経済的、

社会的及び環境的な影響に関する問題の分析と、デジタル化、モビリティ、都市密度、

都市設計及び協調的ガバナンスに関して得られた教訓、そして、都市のレジリエンス

（強靭さ）に関するこれまでの取り組みを踏まえた、よりよい都市の再構築に向けた行

動志向の指針を提示する。各都市から報告された短期・中期的対応は、i）ソーシャ

ルディスタンシング、ii）職場と通勤、iii）社会的弱者、iv）自治体サービス提供、v）

事業支援、vi）コミュニケーション・意識啓発・デジタルツールという 6 つのカテゴリーに分

類している。また、各都市がどのようにしてロックダウン（都市封鎖）の段階的解除を

図っているかについての最新情報も盛り込んでいる。追加資料 A には都市回復のため

の長期的な戦略についての詳しい情報、追加資料 B にはロックダウンとその解除の間

の各都市の取り組みの一覧、追加資料 C には都市の対応の収集・知識と経験の共

有の促進を目的とした各種機関や都市ネットワークによる取り組みをまとめている。 

新型コロナウィルス（COVID-19）への

都市の政策対応 
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要旨 

都市は新型コロナウイルス（COVID-19）危機への対応の最前線に立っている。全国的な措置を実施するという重

要な役割を担いながら、ボトムアップ型の革新的な回復戦略の「実験室」にもなっている。COVID-19 は、包摂的

（インクルーシブ）でグリーンでスマートな都市を目指す新たな都市パラダイムへの転換を加速させた。 

本政策ノートでは、今回の危機から、よりよい都市を再構築するための 10項目の主な教訓をまとめている。 

1. COVID-19 は各地に程度の異なる影響をもたらしたが、多くの政策対応は場所を意識しない画一的なもの

であったため、地域の実情に基づいた人間中心のアプローチの必要性が際立つことになった。 

2. 公衆衛生の危機が大きな経済的・社会的ショックを引き起こした。都市への影響と回復の程度は、産業構

造、労働市場の状況、貿易の開放性によって異なる。 

3. 近接性の再発見は、公共空間や都市設計・計画を見直し、モビリティ向上からアクセス向上へと目的が急

速に変わるきっかけとなり得る。 

4. 今回の危機では、特に大都市において移民、低所得者、女性、高齢者などの社会的弱者が大きな打撃を

受け、人や地域間の格差を著しく顕在化させた。 

5. 健康問題は、都市の密度ではなく、むしろ構造的な格差と都市化の質に関係する。都市圏への集積のメリッ

トは引き続き大きいため、都市（居住・立地）のメリットがデメリットに変容することはないと考えられる。  

6. デジタル化は今回の危機において大きな変革をもたらす力となっており、今後も「新たな日常」の重要な要素

であり続ける。ただし、リモートワークが可能な程度は国によって、また各国内でもばらつきがある。 

7. 「ZOOM 効果」と「グレタ効果」が環境意識の向上を加速させ、クリーンモビリティと循環型経済への転換が政

治的・社会的に受け入れられやすくなっている。 

8. COVID-19 はガバナンスに影響を及ぼしており、政府、特に地方政治家に対する市民の信頼が高まっている

国と、逆に低下している国がある。 

9. COVID-19 ショックにより、レジリエンス（強靭さ）への一層の重点化が求められる。将来のショックに備える

には、都市のレジリエンスを高めるため「誰が」「何を」「どの規模で」「どのように」行うかを管理する必要がある。 

10. SDGs、新都市アジェンダ、仙台フレームワークなどのグローバルな目標は、計画立案、政策、戦略及び予算を

抜本的に見直す上で、適切かつ時宜に適うものである。 

各都市は、ソーシャルディスタンシング、職場と通勤、社会的弱者、自治体サービス提供、事業支援及び市民関与に

関する短期的な危機管理対応を実施した後、より包摂的でグリーンでスマートな都市を目指す長期的回復戦略の

立案を始めた。 

 回復期の間に格差を埋め、構造的格差に対処するため、各都市は、特に地元事業支援と雇用、低家賃住

宅の建設と改修、社会的弱者世帯の支援といった多くの包摂的施策をとっている。 

 多くの都市は既に COVID-19 後の生活に関する計画立案を始めており、クリーンな形態の都市モビリティとエ

ネルギー効率に重点を置きながら、経済回復と環境の持続可能性を組み合わせた一連の投資を行っている。  

 パンデミックへの緊急対応においてデジタル化が極めて重要な役割を果たすことから、多くの都市が、警戒を怠

らず、感染リスクを注視しつつ、スマートシティツールの利用をより恒久的に体系化してきた。情報、参加、文化

資源及び自治体サービスのデジタル化が進む中で、バーチャル空間が一層不可欠なものになりつつある。 

しかし、この問題の重大さは都市が独力で調整できるものではない。今回の危機からの回復は、政府のすべてのレベ

ルにわたって責任を共有する必要がある。政府全体で財源とよいガバナンスを活用し、すべての人々への機会の提

供、低炭素で気候変動対応力のある経済への転換、都市居住者の快適な暮らしの向上、そして現在及び将来の

包摂的な成長の促進に取り組まなければならない。 
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新型コロナウイルス（COVID-19）感染の世界的流行（パンデミック）は、世界の 100 カ国以上でロックダウン（都市

封鎖）が実施される事態を招き、2001年 9月 11日の米国同時多発テロ事件と 2008年の世界金融危機に次ぐ 21

世紀で 3 度目、かつ最大の経済・金融・社会的ショックをもたらした。社会のあらゆる部分に影響を及ぼしたこのショック

により、世界規模で生産が止まり、世界中のサプライチェーンが打撃を受け、消費が急落したのに加え、信用が崩壊し、

最終的には特に都市環境において、ロックダウンとソーシャルディスタンシングの結果としてサービスの急速な劣化を招いた。

OECD の試算によれば、COVID-19 感染の第二波が生じた場合、OECD 加盟国の 2020 年の国内総生産（GDP）

は 9.5%縮小するとみられる1。  

過去数カ月にわたり、ウイルスを抑制し、病院や医療インフラにかかる負担を最小限に抑えるため、多くの厳しい措置が

適用されてきた。当初の最も喫緊の優先課題は、人命と健康の損失を最小限に抑えることであった。しかし、パンデミック

は重大な経済的・社会的危機も引き起こした。多くの OECD加盟国でロックダウン制限が解除されつつある中、当初の

短期的対応に加え、長期的回復計画を併せて実施する必要がある。そのためには、政府のあらゆる層とすべてのステーク

ホルダーが協調してこの課題に取り組むことが求められる。危機の脱出に向けた国際協力がかつてなく重要性を増してお

り、この点において都市には果たすべき重要な役割がある。 

OECD は 3 月初旬から、ウイルス拡大の抑制、居住者と地元経済の保護、経済・社会危機からの回復を目的とした

自治体の政策対応の情報を収集している。この政策ノートはこのような対策に関し、ロックダウン制限の段階的解除と長

期的回復に関するものも含めた最新情報を掲載している。COVID-19 パンデミックによる都市への経済的、社会的、環

境的影響の概要と、デジタルツールの使用、都市モビリティ、都市密度、都市設計、協調的ガバナンスに関して得られた

教訓も盛り込んでいる。さらに、強靭でコロナ後の世界にも適応できるよりよい都市の再構築に資する一連の行動志向

の提言も提示する。 

 

                                                           
1 OECD (2020), OECD Economic Outlook, Volume 2020 Issue 1, OECD Publishing, Paris, https://doi.org/10.1787/0d1d1e2e-en. 

はじめに 
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世界の人口のほぼ半数は都市に居住しており、2050 年にはこの割合が 55%まで上昇すると予想されている2。都市は

医療施設が十分に発達しているため、国内の他の地方に比べれば COVID-19 危機に対応する備えができているかもし

れない。しかし、都市は多くの人が住み、集まる人口密度が高い場所であることから、居住者同士が密に接し、ソーシャ

ルディスタンシングの実践が難しいためにウイルスが蔓延するリスクがある。特に大都市や地方都市は、国境を超えるビジ

ネスや移動の拠点として機能する場合が多く、人と人との接触が増えることでパンデミックを拡大させる可能性がある。例

えば、日本では札幌の雪まつりや大阪のライブハウスなどで集まった多くの人に COVID-19感染が広がり、クラスター（集

団感染）が発生したと報告されている3。クアラルンプール4 （マレーシア）や大邱5 （韓国）などでみられたように、都市

での宗教上の集会もウイルス蔓延の温床になりうることが分かっている。 

さらに、格差や都市貧困層の集中が著しい都市は、十分な資源があり、密集度が低く、格差の少ない都市に比べて潜

在的に影響を受けやすい。研究者らによれば、ウイルスの流行は都市の中心部に広がる前に、都市周辺のコミュニティや

交通網を経由して潜伏し、伝播することがしばしばあるため、パンデミックは都市の周縁部から発生する場合が多い6。 

                                                           
2 OECD/European Commission (2020), Cities in the World: A New Perspective on Urbanisation, OECD Urban Studies, OECD Publishing, 

Paris, https://doi.org/10.1787/d0efcbda-en 

3 https://www.straitstimes.com/asia/east-asia/japan-identifies-15-clusters-as-covid-19-cases-mount 

4 https://www.abc.net.au/news/2020-03-19/coronavirus-spread-from-malaysian-event-to-multiple-countries/12066092 

5 https://www.vox.com/2020/2/22/21148477/coronavirus-south-korea-shincheonji-church-jesus 

6 https://www.weforum.org/agenda/2020/03/how-should-cities-prepare-for-coronavirus-pandemics/ 

第 I 部：新型コロナウイルス（COVID-

19）の都市への影響と都市政策に関す

る教訓 

http://www.oecd.org/coronavirus/jp/
https://doi.org/10.1787/d0efcbda-en
https://www.straitstimes.com/asia/east-asia/japan-identifies-15-clusters-as-covid-19-cases-mount
https://www.abc.net.au/news/2020-03-19/coronavirus-spread-from-malaysian-event-to-multiple-countries/12066092
https://www.vox.com/2020/2/22/21148477/coronavirus-south-korea-shincheonji-church-jesus
https://www.weforum.org/agenda/2020/03/how-should-cities-prepare-for-coronavirus-pandemics/
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大気汚染は都市の方が深刻で、肺や心臓の損傷を引き起こすことも知られており7 、年間 700 万人以上の早期死亡

の原因となっている8。喘息や慢性気管支炎などの既往の呼吸器疾患のある居住者は、COVID-19 に感染しやすい場

合がある。このことは、都市居住者や有毒ガスに曝露されている人に、それ以外の人々より深刻な影響を及ぼすおそれが

ある9。 

COVID-19危機は都市の居住者や都市計画立案者にとって、消費、生産、移動のパラダイムを一から大幅に考え直す

機会になりうる。ある程度までは、「コロナ後の生活」は「コロナと共にある生活」になる。したがって、様々な異なるニーズを

より深く考慮に入れ、モビリティ優先から基本的な施設やサービスへのアクセス性優先へと考え方を転換させる都市空間

への新たなアプローチに基づいた、長期的な都市の再構築が必要となる。「循環型経済」「持続可能な開発目標

（SDGs）のローカル化」「戦術的都市計画」10、「15 分都市」11 といった主要な概念はすべて、生産性や社会的包摂

性を維持し、環境を守りながら、生活の質の向上を実現する助けになりうる。 

本ノートの第 I 部には二つの目的がある。第一は、COVID-19 パンデミックが都市に及ぼす経済的、社会的、環境的影

響についての分析を提示することである。COVID-19 の全体的な影響を計るには時期尚早であるが、多くの都市は特に

回復戦略との関連において、地域的な行動や意思決定を支援するための予測や影響評価を始めている。第二の目的

は、都市政策の設計及び実施とよりよい都市の再構築に関して得られた教訓を、特に i）デジタルツールの使用、ii）都

市モビリティと都市の公共交通の将来、iii）都市密度の役割、iv）都市計画と都市設計、v）協調的ガバナンスの観

点からまとめることである。このような教訓から、コロナ後の世界における都市と都市政策を再考する上で有益な知見が

得られる。 

COVID-19の都市への影響 

経済的影響 

OECD は、2020 年にはこれまでに前例がないほど世界経済が縮小すると予想している。第二波が発生した場合、

OECD加盟国全体で 2020年末までに GDPは 9.5%低下すると予測されている。そうなれば、1930年代の大恐慌以

来最大の経済の落ち込みとなる12。国によって状況が異なるため程度はそれぞれ大きく違うが、2020 年にはほぼすべての

国で GDP が縮小するとみられる。経済成長予測が下方修正される中、失業数の上昇が続いている。世界全体で約 3

億ものフルタイム雇用が失われ、4億 5000万社近くの企業が深刻な破綻の危機に直面している13。 

                                                           
7 https://www.theguardian.com/environment/ng-interactive/2019/may/17/air-pollution-may-be-damaging-every-organ-and-cell-in-the-body-

finds-global-review 

8 https://www.who.int/health-topics/air-pollution 

9 https://www.theguardian.com/world/live/2020/mar/17/coronavirus-live-news-updates-uk-us-australia-europe-france-italy-who-self-isolation-

travel-bans-borders-latest-update?page=with:block-5e70a3248f085e564ad8592c#liveblog-navigation 

10 「長期的な変化を促進するための低コストで拡張可能な短期的介入を用いた地域構築への組織的または市民主導のアプローチ」

をいう。詳しくは次を参照。http://tacticalurbanismguide.com/about/ 

11 「市民が仕事、買い物、医療、文化などのあらゆるニーズを自宅を出てから 15分以内に満たすことができる」。 

12 OECD (2020), OECD Economic Outlook, Volume 2020 Issue 1, No. 107, OECD Publishing, Paris, https://doi.org/10.1787/0d1d1e2e-en. 

13 https://www.ilo.org/wcmsp5/groups/public/---dgreports/---dcomm/documents/briefingnote/wcms_743146.pdf 

http://www.oecd.org/coronavirus/jp/
https://www.theguardian.com/environment/ng-interactive/2019/may/17/air-pollution-may-be-damaging-every-organ-and-cell-in-the-body-finds-global-review
https://www.theguardian.com/environment/ng-interactive/2019/may/17/air-pollution-may-be-damaging-every-organ-and-cell-in-the-body-finds-global-review
https://www.who.int/health-topics/air-pollution
https://www.theguardian.com/world/live/2020/mar/17/coronavirus-live-news-updates-uk-us-australia-europe-france-italy-who-self-isolation-travel-bans-borders-latest-update?page=with:block-5e70a3248f085e564ad8592c#liveblog-navigation
https://www.theguardian.com/world/live/2020/mar/17/coronavirus-live-news-updates-uk-us-australia-europe-france-italy-who-self-isolation-travel-bans-borders-latest-update?page=with:block-5e70a3248f085e564ad8592c#liveblog-navigation
https://doi.org/10.1787/0d1d1e2e-en
https://www.ilo.org/wcmsp5/groups/public/---dgreports/---dcomm/documents/briefingnote/wcms_743146.pdf
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このような背景の中で、各都市は今回の危機が地元の経済と金融にもたらす結果の予測を始めている。状況は OECD

加盟国間で、また各国内でも、各都市の主要産業（観光産業に大きく依存する都市が特に影響を受ける）や収益

源によって大きく異なるものの、どの国も一様に GDP と雇用水準が急速に低下している。 

 モントリオール・メトロポリタン・コミュニティ（カナダ）は、パンデミックが大都市圏の経済に及ぼした影響の分析

を公表し、COVID-19はグレーター・モントリオール地域の 2020年第 2四半期の経済に著しいが一時的な縮小

をもたらすと予想されることを示した。感染を避け、死者数を抑えるために必要なソーシャルディスタンシングにより、

特に小売業、個人向けサービス業、旅客輸送（特に航空と公共交通）といった対人接触がとりわけ顕著な部

門の動きが止まることから、経済活動が停滞する。サプライチェーンの遮断と主要な貿易相手国の景気後退によ

り、輸出、投資、観光業が中期的に減退する14。 

 パリ（フランス）では 3月中旬以降、経済活動が 37%減少し、全国の減少率の 34%をさらに上回った。今回

の危機による市の損失額は 4億ユーロと試算されている15。 

 バルセロナ（スペイン）はGDPの減少率を、2009年の金融危機時を 4倍上回る 14%減少と試算している。 

 英国の中核都市の連携組織コア・シティ（ベルファスト、バーミンガム、ブリストル、カーディフ、グラスゴー、リーズ、

リバプール、マンチェスター、ニューカッスル、ノッティンガム、シェフィールド）は、今回の危機により生じたコストは、

参加都市のみで 2020年 5月 22日にまでに限っても 16億ポンドに上ると試算している16。 

 アムステルダム（オランダ）は主要産業が観光業であることから、予想される経済的影響の当初見通しは極め

て大きい。数値は確定されていないものの、危機が継続した場合、経済的な悪影響は月間 16 億ユーロ、成長

率は当初予測の 2.3%増を大きく下回る 1.5～2.8%減と試算されている17。 

 マドリード（スペイン）の労働市場への外出制限による影響調査18 によれば、同市では 2 カ月間の外出制限

後、6万 500人の直接雇用が失われ、間接雇用も含めると 10万 8,000人にも達すると推定されている。これ

は総雇用数の 5.4%に当たる。部門別の内訳では、最も影響が大きいのはホスピタリティ産業（31.8%、1 万

9,227 人減）、次いで小売業（11.3%、6,850 人減）、個人向けサービス業（5.6%、3,425 人減）、文化

（2.5%、1,497人減）となっている。 

 ボゴタ（コロンビア）では 2 カ月の外出制限後、GDP が約 4%減少したと試算されており、失業率は 18%に

達した。外出制限が 3 カ月続いた後は、減少率は同市史上かつてない-8%に及ぶとみられる。ボゴタの GDP

は、ホテル、飲食店、観光、コンサートなど、回復に時間がかかるであろう事業活動に依存しているため、今後も

深刻な影響が続くと考えられる。パンデミック前は、同市の 2020 年の経済成長率は 3.5%と予想されていた19。 

 ワシントン DC（米国）では、COVID-19 とそれに伴う影響により多くの事業が閉鎖に追い込まれたことから、7

万人の労働者が失業を申請し、同地区の 2020 年度の現行予算において 7 億米ドルの歳入不足が生じてい

る。2021年度と複数年予算の残りの年度は、さらに歳入不足が増える見込みである20。 

                                                           
14 https://cmm.qc.ca/nouvelles/la-cmm-publie-une-analyse-dimpact-de-la-pandemie-sur-leconomie-metropolitaine/ 

15 https://www.cnews.fr/france/2020-05-17/paris-vote-son-plan-de-relance-200-millions-deuros-957824 

16 https://www.corecities.com/cities/agenda/economy/covid-costs-now-%C2%A316bn-and-rising-says-core-cities-uk 

17 World Economic Forum, Global Future Council on Cities and Urbanisation 2019-2020 Term: April 2020 Calls, city contributions.  

18.https://www.madrid.es/UnidadesDescentralizadas/UDCMedios/noticias/2020/04Abril/20Lunes/Notasprensa/ImpactoEconomicoCovid/fichero

s/CORONAVIRUS y mercado laboral Madrid.p 

19 https://www.dinero.com/pais/articulo/que-cambio-en-el-plan-de-desarrollo-por-efecto-del-coronavirus/286211 

20 https://coronavirus.dc.gov/reopendc 

http://www.oecd.org/coronavirus/jp/
https://cmm.qc.ca/nouvelles/la-cmm-publie-une-analyse-dimpact-de-la-pandemie-sur-leconomie-metropolitaine/
https://www.cnews.fr/france/2020-05-17/paris-vote-son-plan-de-relance-200-millions-deuros-957824
https://www.corecities.com/cities/agenda/economy/covid-costs-now-%C2%A316bn-and-rising-says-core-cities-uk
https://www.madrid.es/UnidadesDescentralizadas/UDCMedios/noticias/2020/04Abril/20Lunes/Notasprensa/ImpactoEconomicoCovid/ficheros/CORONAVIRUS%20y%20mercado%20laboral%20Madrid.p
https://www.madrid.es/UnidadesDescentralizadas/UDCMedios/noticias/2020/04Abril/20Lunes/Notasprensa/ImpactoEconomicoCovid/ficheros/CORONAVIRUS%20y%20mercado%20laboral%20Madrid.p
https://www.dinero.com/pais/articulo/que-cambio-en-el-plan-de-desarrollo-por-efecto-del-coronavirus/286211
https://coronavirus.dc.gov/reopendc
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 サンフランシスコ（米国）では 3 月の 1 カ月間に、企業からの一時解雇通知を 77 件受領し、計 5,676 人が

一時解雇された21 。経済的脆弱性はハイテク産業部門にも存在し、ハイテク企業のリモートワーク制度が「人口

流出」につながり、経済消費と市の財源の減少を招くおそれがある22。 

経済活動と雇用の急減に加え、各都市は深刻な歳入減少にも見舞われている。 

 サンフランシスコ（米国）は、歳入不足により、今年前半に成立した今後 2 年間の予算の赤字額は 11～17

億米ドルまで増えると試算している23。 

 フィレンツェ（イタリア）もまた、350億ユーロの GDPの 15%を観光業が占めることから、壊滅的な経済損失を

受けた。通常の予算額 8億ユーロのうち、2億ユーロの損失と試算している24。 

 レイキャビク（アイスランド）は、今回の危機に関連する市の財政への経済的影響の試算と、市の基本的サー

ビスと地元企業、及び市民の財政的保護のための措置の準備を担当する部署を設置した25。 

 全米都市連盟と全米市長会により 4 月の最初の 7 日間に実施された全米各地の自治体の調査で、大多数

の自治体が歳入不足を予想していることが分かった。店舗や飲食店での消費が減少すれば、各都市が市のサ

ービスの予算に充当する主要な財源の一つである売上税の税収減につながる。ニューヨーク市（米国）は 2 財

政年度の税収減を 74億米ドルと予想しており、ロサンゼルス（米国）の同期間の損失額は 4億 2,500万～

8 億 2,900 万米ドルの範囲と見込まれている26。フェニックス（米国）では、市の歳入の 30%以上が小売及

び観光・娯楽産業関連の売上税である。COVID-19 の流行前、同市では翌財政年度は 2,800 万米ドルの

黒字と予測していた。しかし現在は、市の予算への COVID-19 の影響を楽観的に見積もった場合でも、2,600

万米ドルの赤字と予想している。この赤字額は、パンデミックの全面的な影響が続くのは 7 月までという想定で

算出されたものである。影響が 10 月まで続けば赤字額は 5,600 万米ドル、12 月まで続けば 7,900 万米ドル

まで膨らむとみられる。2021年 6月まで続いた場合、赤字額は 1億米ドルを上回ると予想される27。 

 欧州自治体・地域協議会（CEMR）が 2020 年 5 月に実施した今回の危機の自治体・地域の財政への影

響に関する調査で、各自治体は大幅な収入損失に加え、危機対応の前線に立ち、多額の支出増に直面した

ことから、自治体財政に大きな影響が及んだことが確認されている。この調査によれば、支出増は主として、公

務員やウイルス曝露リスクのある作業員用の防護具の購入、ロックダウン及び保護対策の実施費用、最弱者

層の支援によるものであった。収入損失については、経済活動の大幅な減速が招いた個人所得税及び法人税

の税収の落ち込みが主な原因であった28。 

OECD ノート「The territorial impact of COVID-19: Managing the crisis across levels of government

（COVID-19 の地域的な影響：各階層の政府による危機管理）」はさらに、地方政府における予算上の制約は、一

様ではないものの、長期にわたって続くと予想されると指摘している。今回の危機は医療・社会関連支出を短期的に圧

                                                           
21 https://sfmayor.org/article/mayor-london-breed-and-board-president-norman-yee-convene-covid-19-economic-recovery-task 

22 https://www.lemonde.fr/smart-cities/article/2020/06/15/london-breed-maire-de-san-francisco-distanciation-physique-masques-notre-

nouvelle-normalite_6042850_4811534.html 

23 https://sfmayor.org/article/mayor-london-breed-and-board-president-norman-yee-convene-covid-19-economic-recovery-task  

24 https://www.lemonde.fr/smart-cities/article/2020/06/17/dario-nardella-maire-de-florence-au-fond-je-suis-optimiste-nous-nous-

releverons_6043109_4811534.html 

25 https://reykjavik.is/en-covid19 

26 https://www.nlc.org/sites/default/files/NLC%20USCM%20Survey%20Results.pdf 

27 https://eu.azcentral.com/story/news/local/phoenix/2020/04/10/phoenix-faces-26-million-budget-deficit-covid-19-impact/5131924002/ 

28 https://ccre.org/img/uploads/piecesjointe/filename/200629_Analysis_survey_COVID_local_finances_EN.pdf 

http://www.oecd.org/coronavirus/jp/
https://sfmayor.org/article/mayor-london-breed-and-board-president-norman-yee-convene-covid-19-economic-recovery-task
https://www.lemonde.fr/smart-cities/article/2020/06/15/london-breed-maire-de-san-francisco-distanciation-physique-masques-notre-nouvelle-normalite_6042850_4811534.html
https://www.lemonde.fr/smart-cities/article/2020/06/15/london-breed-maire-de-san-francisco-distanciation-physique-masques-notre-nouvelle-normalite_6042850_4811534.html
https://sfmayor.org/article/mayor-london-breed-and-board-president-norman-yee-convene-covid-19-economic-recovery-task
https://www.lemonde.fr/smart-cities/article/2020/06/17/dario-nardella-maire-de-florence-au-fond-je-suis-optimiste-nous-nous-releverons_6043109_4811534.html
https://www.lemonde.fr/smart-cities/article/2020/06/17/dario-nardella-maire-de-florence-au-fond-je-suis-optimiste-nous-nous-releverons_6043109_4811534.html
https://reykjavik.is/en-covid19
https://www.nlc.org/sites/default/files/NLC%20USCM%20Survey%20Results.pdf
https://eu.azcentral.com/story/news/local/phoenix/2020/04/10/phoenix-faces-26-million-budget-deficit-covid-19-impact/5131924002/
https://ccre.org/img/uploads/piecesjointe/filename/200629_Analysis_survey_COVID_local_finances_EN.pdf
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迫する一方で、その最大の影響は中期的と予想される。同ノートは支出削減による潜在的に危険な影響について警鐘

を鳴らし、自治体の収入減と支出増による「はさみ効果」の回避と、公共投資の確保を呼びかけている29。 

社会的影響 

COVID-19 の影響は既存の社会経済的脆弱性と複合し、社会的弱者層やマイノリティに偏った影響を及ぼした。貯蓄

が少なく、リモートワークができない場合の多い低賃金労働者は、ソーシャルディスタンシングや小売店、交通機関、飲食

店その他のサービスの閉鎖などの対策により深刻な打撃を受けた。OECD 加盟国全体で推定 190 万人とされるホームレ

スの人々は、隔離生活をし、感染から身を守るための手段が全くないか、ごく限られている。高齢者に関しては、独り暮ら

しや、頼りにできる家族や友人がいない人も多く、感染した場合に合併症のリスクが高いことに加え、COVID-19 によって

日常生活の自立に深刻な制約がかかり、孤独感などの心理的な影響が生じている。女性は直接的な接客に依存する

サービス業（観光、ホテル、飲食店など）に従事する人の割合が高く、COVID-19 による経済の悪化の悪影響を受けや

すい上、家庭内暴力（DV）のリスクも高まっている30。マンチェスター（英国）では、不適切な住宅や不安定雇用が集

中している地域は COVID-19 の影響が特に大きかったことから、社会経済的格差を危機からの回復に向けた優先緊急

課題とみなしている。このような傾向は地域規模でも顕在化した。6 月 5 日時点で、ロンドンと英国南部では R 値（実

効再生産数：一人の感染者が平均で何人に感染させるかを示す値）がすでに 1を下回っていたのに対し、北西部地域

ではまだ 1 を超えていた31。マンチェスターは協議と調査を通じて地元コミュニティと協力し、社会的弱者層やマイノリティへ

の危機の影響評価に取り組んでいる。 

ブリストル（英国）でも、COVID-19 危機とソーシャルディスタンシングのルールが社会経済的格差の動向を悪化させた

ことが認識されている。同市はこうした格差に取り組む市民団体による調査を支援し、その提言を考慮に入れている32。

一例は、ブリストルを拠点とするブラック・サウス・ウエスト・ネットワーク（BSWN）が実施する、黒人・アジア系・少数民

族（BAME）の企業やコミュニティ、団体に対し、助言と BAME コミュニティへの危機の影響のモニタリングを通じて支援

を提供する活動である。地域的対策の参考となるよう BSWNが行った調査と報告から、BAME コミュニティは食品産業

や小売業、芸術・文化・創造産業、タクシー運転手その他の低所得の自営業など、COVID-19 危機により最も大きな

打撃を受けた部門の仕事に従事する人が多い傾向にあり、さらに医療、住宅、ICT へのアクセスの面での既存の格差や、

BAME の草の根団体は国の資金援助を受けることが従来から難しいことが、事態の一層の悪化を招いたことが明らかに

なっている33。 

                                                           
29 http://www.oecd.org/coronavirus/policy-responses/the-territorial-impact-of-covid-19-managing-the-crisis-across-levels-of-government-

d3e314e1/ 

30 https://read.oecd-ilibrary.org/view/?ref=126_126985-nv145m3l96&title=COVID-19-Protecting-people-and-societies  

31 https://www.lemonde.fr/smart-cities/article/2020/06/16/andy-burnham-maire-de-manchester-la-crise-due-au-covid-19-a-souligne-nos-

hypocrisies_6042975_4811534.html 

32 https://www.bristol.gov.uk/tenders-contracts/coronavirus-information-for-adult-care-providers 

33.https://static1.squarespace.com/static/594948a7414fb5804d2b4395/t/5ec3ee32a5b5c27385219625/1589898876817/Covid19_Report_v2_c

ompressed.pdf 

http://www.oecd.org/coronavirus/jp/
http://www.oecd.org/coronavirus/policy-responses/the-territorial-impact-of-covid-19-managing-the-crisis-across-levels-of-government-d3e314e1/
http://www.oecd.org/coronavirus/policy-responses/the-territorial-impact-of-covid-19-managing-the-crisis-across-levels-of-government-d3e314e1/
https://read.oecd-ilibrary.org/view/?ref=126_126985-nv145m3l96&title=COVID-19-Protecting-people-and-societies
https://www.lemonde.fr/smart-cities/article/2020/06/16/andy-burnham-maire-de-manchester-la-crise-due-au-covid-19-a-souligne-nos-hypocrisies_6042975_4811534.html
https://www.lemonde.fr/smart-cities/article/2020/06/16/andy-burnham-maire-de-manchester-la-crise-due-au-covid-19-a-souligne-nos-hypocrisies_6042975_4811534.html
https://www.bristol.gov.uk/tenders-contracts/coronavirus-information-for-adult-care-providers
https://static1.squarespace.com/static/594948a7414fb5804d2b4395/t/5ec3ee32a5b5c27385219625/1589898876817/Covid19_Report_v2_compressed.pdf
https://static1.squarespace.com/static/594948a7414fb5804d2b4395/t/5ec3ee32a5b5c27385219625/1589898876817/Covid19_Report_v2_compressed.pdf
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環境的影響 

国際エネルギー機関（IEA）によれば、2020 年の世界の CO2 排出量は 8%減少すると予想されている。4 月初旬に

は、主として COVID-19 関連のロックダウンに伴う経済活動の減少により、1 日当たりの CO2 排出量が世界全体で平

均約 17%減少した34。例えばニューヨーク市（米国）では、CO2 排出量がパンデミック前の水準から 38%の減少がみら

れた。欧州では、ロックダウン期間中に 1 日当たりの炭素排出量が 58%減少し、自動車やバイクからの排出量は 88%

低下したと報告されている。しかしながら長期的には、前回の世界経済危機から経済が回復した後、温室効果ガス

（GHG）排出量が大幅に増加し、短期的な排出量減少が無になったことを考えれば、対前年比で 8%の減少は特に

重要ではないかもしれない35。また、協調的で実質的な対応がなされなければ、COVID-19 危機によって低炭素投資は

リスクにさらされることになる。これには主に二つの理由があり、その第一は、経済不安は企業による投資やイノベーション

活動の手控えや先延ばしを誘発する傾向があることである。この点は、エネルギー部門の投資に関しては特に重要である。

第二の理由は、化石燃料エネルギーの価格が下がれば、低炭素及びエネルギー効率技術へのあらゆる段階の投資に対

する動機が弱くなることである36。 

世界の多くの都市で外出制限が実施された間、交通の減少により大気の状態が良くなった。ロックダウンが実施された

地域では、道路交通活動が 50～75%減少し、大都市ではラッシュアワーの交通渋滞が最大で 95%減少した。マドリー

ド市（スペイン）では、外出制限が始まって数日後にラッシュアワーの交通量が 14%低下した37。中国の各都市では、

外出制限の結果として大気汚染が 10～30%減少した38。ニューヨーク（米国）では、ウイルス抑制対策の影響で汚染

レベルが 2019 年と比べて 50%近く低下した39。自動車に関連する汚染物質である二酸化窒素については、世界的に

低レベルな記録となった。2020年 3月 13日から 4月 13日までの間に二酸化窒素レベルは前年と比べて大幅に減少

した。ロックダウン措置の影響で、マドリード（スペイン）、ミラノ（イタリア）、ローマ（イタリア）では約 45%の減少、パ

リ（フランス）では 54%という劇的な減少がみられた40。欧州 50都市の大気汚染を追跡している欧州連合（EU）の

コペルニクス大気監視サービスのデータでは、3 月には 42 都市の二酸化窒素レベルが平均を下回ったことが明らかになっ

ている41。ニューデリーでは、ロックダウンの最初の数週間の間にラッシュアワーの交通渋滞が 95%減少したと同時に、二酸

化窒素レベルが 66%低下した。インド及び中国の各都市では、産業活動が縮小される中で硫黄酸化物濃度の減少も

みられた42。 

                                                           
34 https://www.iea.org/reports/global-energy-review-2020 

35 http://www.oecd.org/coronavirus/policy-responses/covid-19-and-the-low-carbon-transition-impacts-and-possible-policy-responses-749738fc/ 

36 注釈 36と同上。  

37 https://www.politico.eu/article/6-ways-coronavirus-is-changing-the-environment/ 

38 https://earthobservatory.nasa.gov/images/146362/airborne-nitrogen-dioxide-plummets-over-china 

39 https://www.bbc.com/future/article/20200326-covid-19-the-impact-of-coronavirus-on-the-environment 

40 http://www.esa.int/Applications/Observing_the_Earth/Copernicus/Sentinel-5P/Air_pollution_remains_low_as_Europeans_stay_at_home 

41 https://maps.s5p-pal.com/cases/  

42 https://www.iea.org/reports/sustainable-recovery/covid-19-and-energy-setting-the-scene#abstract 
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しかしながら、多くの国で COVID-19 関連のロックダウンが解除されるにつれて、二酸化窒素濃度も上昇しつつある。例

えば中国では、二酸化窒素濃度が通常の水準に戻っている43。汚染レベルは都市部の方が高く、肺や心臓の損傷を引

き起こし、年間 700万人以上の早期死亡の原因となっている44。大気汚染の監視を行っている世界の 3,000都市では、

居住者の 80%以上が世界保健機関（WHO）の定める限度を超える大気質レベルにさらされている45。発電所、自動

車、その他の産業施設から排出される二酸化窒素は、呼吸器疾患の発症の可能性を高めるなど、人の健康に多大な

影響を及ぼしうる。喘息や慢性気管支炎などの既往の呼吸器疾患のある居住者は、COVID-19 に感染しやすい場合

がある。このことは、都市移住者や WHO の規定を超える地域に居住している人は、それ以外の人よりも COVID-19 の

深刻な影響を受けやすいことを示している46。 

COVID-19 危機の間に固形廃棄物の量が増加しており、その中には使い捨てのマスクや手袋などのリサイクル不可能な

廃棄物も含まれ、不適切な捨て方が原因で世界各地の海岸に打ち上げられている。北米では、生活廃棄物の量が約

30%増えると予想されている47。アイルランドでは、家庭廃棄物の量が 20～30%増加した48。米国の各都市では、

2020 年 3 月から 4 月にかけて、自治体による固形廃棄物及びリサイクル収集量が平均で 20%増加し49、シカゴ（米

国）などの都市では最大 50%の増加と推定されている50。湖北省（中国）では COVID-19 感染拡大の間に、感染

性医療廃棄物の量が 1日当たり 40トンから 240トンと 600%も増加した51。カタロニア州（スペイン）の廃棄物局は、

3月半ば以降に 350%の増加を確認している。同州の通常の発生量は 3,300 トン（月当たり約 275 トン）だが、3月

の外出制限開始以降は、通常より 925 トン多い 1,200 トンに達している52。 

教訓：コロナ後の世界における都市と都市政策を再考する  

デジタルツールの使用 

デジタル化は、各都市のパンデミックへの対応において極めて重要な手段の一つとなっている。感染リスクをモニタリングす

るツールや、外出制限やソーシャルディスタンシングの尊重を確保するためのツールなどが利用される一方、バーチャルな手

段によって特定のサービスや経済活動を継続することも可能になっている。このようなツールやそれに伴う習慣の変化は、各

                                                           
43 https://www.esa.int/ESA_Multimedia/Images/2020/06/Global_air_pollution_maps_now_available 

44 https://www.who.int/health-topics/air-pollution 

45 https://www.who.int/airpollution/data/cities-2016/en/ 

46 https://www.theguardian.com/world/live/2020/mar/17/coronavirus-live-news-updates-uk-us-australia-europe-france-italy-who-self-isolation-

travel-bans-borders-latest-update?page=with:block-5e70a3248f085e564ad8592c#liveblog-navigation 

47 https://www.lordstown.com/documents/COVID19MunicipalUpdate1.pdf 

48 https://www.irishexaminer.com/breakingnews/business/fears-waste-collection-will-be-caught-up-in-the-covid-19-disruption-992922.html 

49 https://swana.org/news/swana-news/article/2020/06/17/swana-submits-statement-on-recycling-challenges-for-u.s.-senate-hearing 

50 https://theconversation.com/covid-19-is-laying-waste-to-many-us-recycling-programs-139733 

51 https://www.adb.org/sites/default/files/publication/578771/managing-medical-waste-covid19.pdf  

52 https://www.acrplus.org/en/municipal-waste-management-covid-19#data_catalonia  
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都市の回復段階と今後予想される新たな感染流行の波への備えを拡充するにあたって、恒久的な一要素であり続ける

と考えられる。そのため、プライバシー権の問題や、インターネットアクセスの普遍性について再考させられることになった。  

実際、接触追跡とソーシャルディスタンシング確保の面では、各都市はデータの使用法に関して様々なアプローチを採用し

ている。ニューカッスル（英国）は、スマートシティ技術を活用してソーシャルディスタンシングが尊重されているかどうかを評

価している53。大邱（韓国）では感染拡大の間の疫学的調査において、患者経路の追跡にスマートシティのデータハブを

利用することができた54。ソウル（韓国）でも、地理位置情報データ、銀行カードの使用状況、監視カメラを利用していた

55。一方、都市データを利用して集団密度や移動パターンを観察するなど、個人を対象とする度合いが比較的低い監視

方法を選択した都市もある。例えば、メキシコシティ（メキシコ）は Google マップやカーナビアプリ Waze との協力関係

を活用して移動傾向のモニタリングを行い56、ブダペスト（ハンガリー）は人の密集の高い場所を特定するのにスマートシ

ティツールを利用した57。さらに、政府は「スマートシティ」データベースを拡充し、隔離違反者に追跡用リストバンドの着用を

承諾させることを計画している58。このデータベースは当初、交通や汚染などの問題に関する情報を都市間で共有すること

を目的に設計されたものである。保健当局は、COVID-19 感染者の発見と隔離にかかる時間を短縮するのにこのネット

ワークを活用する計画である。しかし、こうしたツールの利用は感染拡大の抑制にプラスの影響をもたらすものの、プライバシ

ー上の懸念を浮上させている。例えば、欧州委員会は現在、欧州の通信事業者 8 社と連携し、COVID-19 の拡大を

追跡する諸措置の協調を図るため、匿名化されたモバイル位置情報の集積データの取得に取り組んでいる。プライバシー

上の懸念への対策として、データは危機が収束した時点で消去されることになっている59。 

各都市がロックダウンやソーシャルディスタンシング対策を実施する中で、リモートワークやリモート学習も多くの人々にとって

一般的なものになった。COVID-19 危機から、主として「Zoom 効果」と「グレタ効果」が重なった影響により得られた重

要な教訓は、リモートワークは生産性と両立可能で、負の環境外部性の低減に大きく寄与するということである。 

将来はおそらく、多くの従業員や企業がリモートワークの可能性を活用し、適切かつ可能な場合は移動パターンを調整す

るという「新たな日常」が現れるであろう。事実、世論調査では、交通危機の後、市民は新しい労働習慣や移動習慣を

維持することが示されている。例えば、2014 年のロンドンの交通ストライキの後、乗客の 5%が新しい経路や交通手段を

見つけ、それを継続していた60。もっと最近では、ベルギーの世論調査で、最大で 90%の労働者が、現在の制限が解除

                                                           
53 https://www.weforum.org/agenda/2020/04/smart-cities-technology-coronavirus-covid19/.  

54 https://news.itu.int/covid-19-how-korea-is-using-innovative-technology-and-ai-to-flatten-the-curve/ 

55 https://www.lemonde.fr/international/article/2020/06/16/park-won-soon-maire-de-seoul-nous-voulons-faire-de-seoul-une-reference-de-l-

apres-covid_6043041_3210.html 

56 https://www.lemonde.fr/smart-cities/article/2020/06/21/claudia-sheinbaum-maire-de-mexico-la-megalopole-de-demain-sera-plus-

participative_6043603_4811534.html 

57 https://www.lemonde.fr/international/article/2020/06/18/gergely-karacsony-maire-de-budapest-la-gestion-de-la-crise-a-ete-rendue-

compliquee-par-le-gouvernement-hongrois_6043309_3210.html 

58 https://www.reuters.com/article/us-health-coronavirus-southkorea-respons/ahead-of-the-curve-south-koreas-evolving-strategy-to-prevent-a-

coronavirus-resurgence-idUSKCN21X0MO.  

59 https://www.oecd.org/coronavirus/policy-responses/tracking-and-tracing-covid-protecting-privacy-and-data-while-using-apps-and-biometrics/ 

60 http://cep.lse.ac.uk/pubs/download/cp455.pdf 
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されて誰もが職場に戻れるようになった後もリモートワークを続けたいと答えた61。6 月には、ロンドン（英国）の居住者の

最大 70%が、公共交通機関で通勤するのに抵抗を感じていると報告された62。イル＝ド＝フランス地域圏では 5 月 11

日以降、最大 31%の人が公共交通機関の利用を減らすか全く利用しなくなり、自家用車かアクティブモビリティ（自転

車、電動スクーター、徒歩）に切り替えたと報告されている63。 

ただしリモートワークに関しては、人や場所による格差がある。リモートワークによって感染リスクへの曝露を抑えたり、予防

策の恩恵を受けたりできる労働者がいる一方で、仕事の性質上や、既存の格差、あるいはデジタル格差のためにそれが

できない労働者も多い。第一に、世界の雇用人口の 61%（20 億人）はインフォーマル雇用64 にあり、マスクや手指消

毒剤などの適切な保護用品を使えず、健康や安全上のリスクにさらされる可能性が高い。第二に、誰もが在宅で仕事

ができるわけではない。米国では、仕事の性質上、在宅勤務ができるのは労働者の 30%未満で、在宅勤務ができるか

どうかは人種や民族によって、また場所によっても大きく異なる65。OECD ノート「Capacity for remote working can 

affect lockdown costs differently across places（リモートワークの可能性がロックダウンのコストに与える影響

は場所によって異なる）」によれば、OECD 加盟国におけるリモートワーク可能な仕事の平均比率には明らかな地域的

格差があり、この勤務形態に馴染む雇用はルクセンブルクで 50%、フランスで 40%、トルコでは 21%である66 。第三に、

多くの労働者は自宅に安定した広帯域インターネット接続がないか、雇用者側がリモートワークに必要な技術的手段を

従業員に提供する手段を持っていない67。 

デジタル格差は、COVID-19によって明るみに出た数多くの格差の一つである。各都市は当初、この格差を何とかして埋

めようと、緊急または一時的な措置を講じた。ボストン（米国）は「1 ミリオン・プロジェクト」を通じ、高校生に無料の「携

帯電話またはホットスポット（Wi-Fi 接続のアクセスポイント）」を提供することで、デジタル格差への対処に取り組んでい

る。ボストンの公立学校では、デバイスの必要な生徒に Chromebook（グーグルが開発した ChromeOS を搭載したノー

トパソコン）の提供も行っている。ニューヨーク（米国）では、生徒への供与用の Chromebook 2万 5,000台を市が備

蓄しているが、それでもデバイスを利用できない生徒がまだ約 30万人いる。横浜市（日本）では、インターネットにアクセ

スできない生徒がいる可能性があるため、4 月 20 日から一部の授業を地元テレビ局（テレビ神奈川）のサブチャンネル

で視聴できるようにした。ミラノ（イタリア）では、リモート学習を始めた学校へのデバイスやインターネット接続の寄付の募

集を始めた。トロント市（カナダ）は ICT 企業と連携し、低所得層居住地区や長期介護施設、シェルターなどに一時

的な無料インターネットアクセスを提供した。各都市が緊急対応から長期戦略に移行する中、インターネット接続とデジタ

ル機器の利用機会を強化・拡大することが、回復とレジリエンスのための重要な主眼となっている。 

                                                           
61 https://www.bdo.be/fr-be/actualites/2020/bdo-mesure-les-ambitions-de-teletravail-apres-le-covid-19 

62 https://www.bloomberg.com/news/articles/2020-06-12/fear-of-public-transit-remains-high-in-london?srnd=citylab-transportation 

63 News Tank Cities (2020), "Ile de France: 31% utilisent moins où évitent les transports en commun depuis le 11 mai", News Tank Cities 

(09.07.2020) 

64 https://www.ilo.org/global/about-the-ilo/newsroom/news/WCMS_740101/lang--en/index.htm 

65 https://www.bls.gov/news.release/flex2.t01.htm 

66 http://www.oecd.org/coronavirus/policy-responses/capacity-for-remote-working-can-affect-lockdown-costs-differently-across-places-

0e85740e/ 

67 http://www.oecd.org/coronavirus/policy-responses/the-territorial-impact-of-covid-19-managing-the-crisis-across-levels-of-government-

d3e314e1/ 
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都市モビリティ 

モビリティは COVID-19パンデミックの影響を強く受け、これを機に都市空間へのアプローチを再考し、別の選択肢を提案

する機運が生まれている。例えば、各都市は戦術的都市計画に基づく対応（第 III 部参照）の一環として、外出制限

後の期間の好ましい選択肢の一つとして自転車を奨励している。より長期的で恒久的な戦略へ移行する中で、各都市

は現在、アクティブモビリティのためのインフラや、公共交通機関の安全性とアクセス性の向上、電気自動車やスクーター

などの排出量の少ない交通手段への投資を進めている。 

公共交通機関への COVID-19 の影響が大きかった一方で、ほとんどの OECD 加盟国ではロックダウンの段階的解除

の間に、交通機関が衛生対策やソーシャルディスタンシング対策を実施し、それによって新たな交通関連クラスターの発生

を抑制できる顕著な対応能力を示した。実際に、多くの都市公共交通機関はこの先例のない危機に適応し、最低限の

運行とメンテナンスの確保と、従業員及び交通利用者の健康を守るための厳格な衛生対策の導入に成功したが、重大

な課題が残っている68。世界各地の都市交通当局は、先例のない利用者数の少なさとそれに呼応する運賃収入の損

失にも直面しており、これによって財務の安定性が脅かされている。このような現状は、公共交通において物理的距離の

確保が求められる状況の中で今後も何カ月にもわたって続くとみられる。 

 米国公共交通協会（APTA）は、米国内の交通当局は 2020年第 2四半期から 2021年末の間に、総計

で 488 億米ドルの資金不足に直面すると試算している。全米平均で、2020 年 4 月の公共交通利用者数は

2019 年 4 月と比べて 73%、運賃収入は 86%減少した。設備投資の減少が雇用喪失につながることも懸念

されており、事業計画の遅れや中止により、2020年に 3万 7,000人、2021 年に 3万 4,000人の建設関係

の雇用が失われる可能性がある。経済が回復した場合でも、乗車定員の削減、消毒経費、利用者数の低減、

失業率予測などのいくつもの制約により、四半期別の交通収益不足は 42億米ドルから 81億米ドルの範囲で

2021年末まで続くと試算されている69。 

 2020 年 4 月、APTA は会員機関（米国とカナダの 1,500 以上の公営及び民営交通機関）を対象に、交

通機関とその将来計画への COVID-19の影響に関する調査を行い、米国の交通機関利用者数の 76%を占

める 121の公共交通機関から回答を受領した。調査結果から、4月には 45%の機関で運行率が COVID-19

前の 50%以下となり、87%の機関が無料運行を実施するか運賃の強制徴収を止め、52%の機関が投資計

画を延期または中断したことが分かった70。 

 ワシントン首都圏交通局（WMATA）は COVID-19 前は鉄道駅 91 カ所とバス停 1 万カ所以上を運営し、

週日平均で約 100万人を運んでいた。しかし、COVID-19の影響で利用者数と運行数が劇的に落ち込み、3

月最終週までに鉄道利用者数は 92%、バス乗客数は 75%減少した71。 

 ニューヨーク市都市圏交通公社は、受領済みの連邦政府の緊急援助 38 億米ドルを計算に入れても、年末ま

でに最大 85 億米ドルの資金不足に直面すると試算されている72。3 月末には、地下鉄利用者数が通常の週

日 500万人の 10%にまで落ち込んだ73。 

                                                           
68 https://www.itf-oecd.org/sites/default/files/respacing-cities-resilience-covid-19.pdf 

69 https://www.apta.com/wp-content/uploads/APTA-COVID-19-Funding-Impact-2020-05-05.pdf 

70 https://www.apta.com/wp-content/uploads/APTA-Continuing-Impacts-COVID-19-Agencies-05-2020.pdf 

71 https://www.bloomberg.com/news/articles/2020-06-09/inside-d-c-metro-s-mass-transit-recovery-plan?srnd=citylab-transportation 

72 https://www.nytimes.com/2020/04/20/nyregion/nyc-mta-subway-coronavirus.html 

73 https://www.bloomberg.com/news/articles/2020-05-06/a-post-pandemic-reality-check-for-transit-boosters 
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 サンフランシスコ市の交通機関では、駐車料金と罰金による収入が運賃収入の 2 倍近くに上るが、ロックダウン

期間中にはそのどちらの収入も大きく減少した（最も厳しいロックダウンの期間にはバス路線網の 70%の運行

が停止された）74。 

 ロンドン交通局も同様に、英国でのロックダウン措置導入以降、運賃収入が 90%減少した75。 

 フランスのロックダウン期間中には、パリ交通公団（RATP）の交通網の 30%のみが運行され、1 日の利用者

数は平均でわずか 50万人（COVID-19前の通常 1,200万人の 4%）だった76。 

フランスでは 5月 9日から 6月 11日までの間に COVID-19のクラスターが 300件発生したが、その中に公共交通に関

連するものはなかった。同様に日本でも、5 月下旬に緊急事態宣言が解除された後、感染拡大の間に公共交通が原

因とみられる新たなクラスターはなかったと報告された77 （主に原因とされたのはジム、酒類を提供する飲食店、ライブハ

ウス78）。これらの報告やデータは短期間にわたるものに過ぎないが、明らかな交通関連のクラスターが確認されていない

のは、利用者数の減少、厳格な衛生対策、クラスターの正確な発生源を直接的に特定することの困難さといった他の要

因と並んで、物理的距離確保の効果的な実施やマスク着用の順守によるものと考えられる。しかしいずれにしても、今回

のようなパンデミックの間にも公共交通を安全に利用できる可能性を示す心強い兆候である。 

都市密度と都市の特権 

コンパクトシティは、長らく高く評価されてきた。例えば、高密度な開発形態、地域サービスや職場までの移動が容易なこ

と、都市圏内の距離が短く、公共交通機関がインフラ投資の効率性にプラスに寄与していること、エネルギー消費量と

CO2 排出量が低く抑えられること、さらに知識が普及しやすいこと、経済効果が地域内に波及しやすいことなどである79。

COVID-19 との関連においても、高密度な都市環境においては、医療や社会サービスを速やかに利用でき、社会的孤

立を防ぐための支援ネットワークの構築や、パンデミックの影響を軽減するための「社会インフラ」（すなわちコミュニティ施

設）の活用が可能である。しかしながら、COVID-19 の拡大に伴い、人口密度の高い都市の脆弱性と、居住者同士

が密に接し、ソーシャルディスタンシング対策の適用が難しいことによるウイルス蔓延の可能性に関する議論が浮上し始め

ている。 

しかし、最近の調査結果では、都市密度は必ずしも感染率の高さと相関しないことが示唆されている。米国都市計画協

会の機関誌『Journal of the American Planning Association』に 6 月 18 日に発表されたある研究は、米国内の

913 の大都市圏における COVID-19 の感染率と死亡率を分析している。この研究によれば、人種や学歴などの他の因

子を調整すると、都市圏の密度は感染率と有意な関連性はなく、しかも密度の高い都市圏の方が、スプロール型の都

市圏よりもむしろ死亡率が低い傾向があることがわかった。この死亡率の低さは、医療システムの充実を含めた開発水準

                                                           
74 同上。 

75 https://www.london.gov.uk/coronavirus/coronavirus-covid-19-faqs/what-has-impact-been-tfls-finances 

76 https://www.lemonde.fr/economie/article/2020/05/07/deconfinement-la-distanciation-sociale-a-l-epreuve-du-metro-

parisien_6038981_3234.html 

77 https://www.citylab.com/transportation/2020/06/coronavirus-risk-transit-france-japan-trains-subway-buses/612841  

78 https://www.sciencemag.org/news/2020/05/japan-ends-its-covid-19-state-emergency  

79 https://www.oecd.org/regional/greening-cities-regions/compact-city.htm 
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の高さにあるとしている。さらに、感染率及び死亡率の高さは、実際には 60 歳以上の人口比率の高さ、大卒人口比率

の低さ、アフリカ系アメリカ人の比率の高さに相関することがわかった80。 

以上の研究結果は、都市が COVID-19 の影響を受けやすくなる原因は密度だけではなく、構造的な経済・社会状況

によって、その都市が効果的な政策対応を実施できる能力が左右されることを示唆している。例えば、格差が存在し、住

宅事情が不十分で、都市貧困層の密集度の高い都市は、十分な資源があり、密集度が低く、格差の少ない都市に

比べて潜在的に影響を受けやすい。 

一部のアジア諸国では、早期対応（リモートワークやロックダウン命令の実施）と早期検査及び徹底した感染者追跡に

より、香港、ソウル、東京など複数の超過密都市で大規模な感染拡大の回避に成功した。これらの超過密都市では、

富裕な地域の多くで住民が自宅に留まり、リモートワークをし、食料品その他の必要品を配達してもらうことでウイルスへの

曝露を抑えることができた。中国では、上海、北京、深圳、天津、珠海といった比較的富裕で人口密度の高い都市のエ

ビデンスを見ると、十分な財源を動員でき、高水準の施設やサービスを居住者に提供できたため、確認された感染者数

が比較的少なかった81。 

一方、比較的貧困で密度も高い郊外地域では、複数家族、複数世代の世帯に大勢がひしめいて暮らしていたり、現場

のサービス業に従事し、十分なソーシャルディスタンシング対策や防護具もなく他人や一般の人々と密に接していたりする

人が多いことから、感染リスクにさらされる度合いが大きい。富裕層と貧困層の密度格差は、ニューヨーク市の感染者数

の地域別内訳にも表れている。最も大きな打撃を受けたのは密度の高いマンハッタン地区ではなく、比較的密度の低い

ブロンクス、クイーンズや、さらに密度の低いスタテン島といった地区であった82。シンガポールでは、直近のCOVID-19感染

急増は、何万人もの長期滞在外国人労働者が密集して住む宿舎で発生したと報告されている83。同様にメルボルンで

は、建物の条件上、ソーシャルディスタンシングが不可能だとして、公営住宅団地が急遽封鎖されることになった84。さらに、

インフォーマルな居住地に住む人々は、より条件の整った場所に住む人と比べて感染するリスクが高い。このことはエクアド

ルのグアヤキルの状況に如実に表れており、この都市では非効率な都市計画と不十分な住宅事情が原因で、危機への

対応が困難になっている85。 

都市計画と都市設計 

各都市は居住者の安全と健康を確保しながら、都市計画を改良し、市民のための公共空間を改善し、都市のサービス

や施設を利用しやすくなるように不可欠な都市機能の立地を再考している。COVID-19 の流行を背景に、カルロス・モレ

ノが考案した 15 分都市のような構想が、住む、働く、買い物する、医療やケアを受ける、学ぶ、楽しむという 6 つの必須

                                                           
80 https://www.jhsph.edu/news/news-releases/2020/urban-density-not-linked-to-higher-coronavirus-infection-rates-and-is-linked-to-lower-covid-

19-death-rates.html 

81 https://blogs.worldbank.org/sustainablecities/urban-density-not-enemy-coronavirus-fight-evidence-china  

82 https://furmancenter.org/thestoop/entry/covid-19-cases-in-new-york-city-a-neighborhood-level-analysis 

83 https://www.theguardian.com/world/2020/apr/17/singapores-cramped-migrant-worker-dorms-hide-covid-19-surge-risk 

84 https://www.theguardian.com/australia-news/2020/jul/05/what-we-know-about-victorias-coronavirus-public-housing-tower-hard-lockdowns 

85 https://www.elcomercio.com/actualidad/nigeria-isla-trinitaria-guayaquil-pobreza.html 
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機能に短い移動距離でアクセスできるようにすることで、都市生活の質と持続可能性を高める手段として注目を集めて

いる86。 

 ミラノ（イタリア）の「適応計画 2020」はこの構想を採用し、サービスの利用しやすさに加え、例えば夏季に学校

の校舎を一般の人々に開放したり、構内の緑地を利用できるようにしたりするなど、既存のインフラや施設の柔

軟な利用の促進も伴うようにしている87。 

 パリ（フランス）では 6月 28日の市議会議員選挙の第 2回投票の後、イダルゴ市長が 15分都市を専任で

担当する副市長を任命した。 

 モントリオール（カナダ）では COVID-19 危機を契機に、都市形態の将来と市中心部における都市利用を再

考しており、ロックダウン中にリモートワークを導入した大学や企業と協議しながら、リモートワークと引き続き必要

とされる物理空間の利用を融合させた新たなシステムの定義に取り組んでいる。公共空間はこの両立において

重要な役割を果たすことになり、歩道沿いのテラスの拡張や街路の歩行者専用道路化を通じてソーシャルディス

タンシングを可能にしながら、市民にとって魅力的な場所であり続けるように整備される。モントリオールにはすでに、

容易にアクセスできる公共サービスや施設のある複数の地区が並存しており、今回の施策は、このような「ヒューマ

ン・スケール」（人間尺度：人間の感覚や行動に適合した空間の規模や物の大きさ）のメリットをさらに裏付け

るものである。 

また、今回の危機は、多くの都市とその居住者にとってのアクセスしやすい緑地の重要性も際立たせた。 

 例えば米国では、ロックダウンが施行された 3 月に国内の公園の入園者数が大きく増加した。ダラスにある人気

の遊歩道の利用率は 30%から 35%に上昇し、ミネアポリスでは遊歩道の利用率が夏季と同程度の水準に増

加、ペンシルベニア州のプレスクアイル州立公園では 3月第 3週に入園者数が対前年比で 165%増加した88。 

 パリ（フランス）では、緑地は気候変動対応力のためだけでなく、危機の際の「避難所」として、またソーシャルデ

ィスタンシングを尊重しながら集会を行える公共空間としても重要だと認識されている89。同市は、食品が生産

地からパリの消費者に届くまでの平均移動距離（現在は 660 km）を短縮するため、一部の食料生産地の移

転も計画している。これは環境的影響に関する問題であるが、ショックや輸送遮断が生じた場合の食料不足の

リスクにも関連する90。 

 モントリオール（カナダ）も、すべての居住者の徒歩圏内に緑地を確保するため、緑地数を増やすことを計画し

ている91。 

 同様にバレンシア（スペイン）でも、危機によって市内の緑地帯に対する居住者の評価が高まった。緑地帯は、

長期的な気候変動適応策としてだけでなく、市民への生鮮食料品の緊急の直接的な供給源としても、レジリ

エンス戦略の不可欠な一部として保護されている92。 

                                                           
86 https://www.youtube.com/watch?v=cF66viJ4Mok&feature=youtu.be  

87 https://www.intelligentcitieschallenge.eu/sites/default/files/2020-05/Piero%20Pelizzaro_Milano%202020%20-%20Adaptation%20plan_0.pdf 

88 https://www.citylab.com/environment/2020/06/public-parks-cities-protests-funding-coronavirus-inequality/612607/ 

89 https://urbanresilienceforum.eu/ 

90 https://www.lemonde.fr/planete/article/2020/04/05/coronavirus-paris-repense-sa-strategie-de-resistance-aux-crises_6035609_3244.html 

91 https://www.lemonde.fr/smart-cities/article/2020/06/17/valerie-plante-maire-de-montreal-pour-des-villes-plus-solidaires-et-plus-

ecologiques_6043219_4811534.html 

92 https://urbanresilienceforum.eu/ 
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https://urbanresilienceforum.eu/
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今回の危機により、医療施設のリソース不足と過飽和のリスクに対する意識が高まり、各都市は特定の必須サービスや

リソース生産の確保、拡充、移転に乗り出した。ソウル（韓国）は公共医療への大規模投資を決定し、パンデミック監

視システムの設置と、公立医科大学、感染症研究センター、疫学研究所を含む市営施設の新設を計画している93。 

協調的ガバナンス 

各都市は、COVID-19 危機の複数の側面への緊急、短期、及び長期の対応を策定し、実施するため、国や地方の政

府、都市のステークホルダー、市民を含む広範囲の関係者と協調を図ってきた。各国内や、OECD の「包摂的な成長を

実現するチャンピオンメイヤーズ」などの国際的な都市ネットワークは、相互学習や知識と経験の共有に積極的に取り組

んでいる。また、緊急支援や、ロックダウン中及びその後の協調行動、長期的な都市の回復とレジリエンスへの包摂的な

統合型アプローチを呼びかけるための地域レベルや国レベルとの、あるいは国際舞台での対話においても、こうしたネットワ

ークが重要な役割を果たしている。多くの国では、優先課題の違いや政治的背景により、政府の各層の間に何らかの緊

張がしばしば生じている。そうした緊張を緩和し、厳しい状況に対応するには、効果的な多層的対話と調整メカニズムが

不可欠である。 

国と地方政府との対話 

国と地方レベル政府との対話は、都市がパンデミックの早期の段階で緊急事態に効果的に対応する上で、特に医療対

応能力の管理において、極めて重要であった。現在もなお、各国が意欲的な経済回復対策を展開しつつある中で、その

重要性は変わっていない。国の意思決定者に都市のニーズを理解させ、国の法的及び財政的手段においてそのニーズを

考慮してもらう上で、対話が鍵となってきた。 

 メキシコシティ（メキシコ）は域内の病院の対応能力を調整するため、国の政府と密接に協力し始めた。現在

は市と国の両レベルの政府が、もう一つの切迫した問題である水不足の状況下での水管理に関しても対話を

継続することを期待している94。 

 コロンビアでは、国の政府が各市長に対し、市内の緊急対応の調整のため医療部門に介入することを許可した。

これにより、例えばボゴタでは、民間診療所の集中治療室（ICU）の病床の 90%をあらゆる患者が使えるよう

にすることができた。また同市は、2,000 床の仮設病院を設置し、在宅診療を行う医療チームの数を 4 つから

103に増やした95。 

 英国では、パンデミックへの対応において各都市、自治体当局、国の政府間の調整が極めて重要となり、零細

企業支援のための一連の資金援助策が策定された。これらの資金ができるだけ早く企業に届くようにするため、

自治体当局経由で資金が提供されている。総額 130 億ポンド（150 億ユーロ余り）が、融資ではなく補助金

として交付されることになっている。 

 トルコでは、国の政府が各地域への直接的な財政援助を発表した。自治体当局も、中小企業（SME）やそ

の他関連機関向けの施策の提案や財政支援を行っている。これらの施策をモニターし、必要な場合は追加措

置をとるパンデミック委員会が各都市に設置され、自治体公共サービスの継続性を確保している。 

                                                           
93 https://www.lemonde.fr/international/article/2020/06/16/park-won-soon-maire-de-seoul-nous-voulons-faire-de-seoul-une-reference-de-l-

apres-covid_6043041_3210.html 

94 https://www.lemonde.fr/smart-cities/article/2020/06/21/claudia-sheinbaum-maire-de-mexico-la-megalopole-de-demain-sera-plus-

participative_6043603_4811534.html 

95 https://www.lemonde.fr/smart-cities/article/2020/06/19/claudia-lopez-maire-de-bogota-la-crise-sanitaire-a-ete-le-choc-de-realite-dont-nous-

avions-besoin_6043374_4811534.html 

http://www.oecd.org/coronavirus/jp/
https://www.lemonde.fr/international/article/2020/06/16/park-won-soon-maire-de-seoul-nous-voulons-faire-de-seoul-une-reference-de-l-apres-covid_6043041_3210.html
https://www.lemonde.fr/international/article/2020/06/16/park-won-soon-maire-de-seoul-nous-voulons-faire-de-seoul-une-reference-de-l-apres-covid_6043041_3210.html
https://www.lemonde.fr/smart-cities/article/2020/06/21/claudia-sheinbaum-maire-de-mexico-la-megalopole-de-demain-sera-plus-participative_6043603_4811534.html
https://www.lemonde.fr/smart-cities/article/2020/06/21/claudia-sheinbaum-maire-de-mexico-la-megalopole-de-demain-sera-plus-participative_6043603_4811534.html
https://www.lemonde.fr/smart-cities/article/2020/06/19/claudia-lopez-maire-de-bogota-la-crise-sanitaire-a-ete-le-choc-de-realite-dont-nous-avions-besoin_6043374_4811534.html
https://www.lemonde.fr/smart-cities/article/2020/06/19/claudia-lopez-maire-de-bogota-la-crise-sanitaire-a-ete-le-choc-de-realite-dont-nous-avions-besoin_6043374_4811534.html
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 スペインでは地域政策が改革され、自治体当局がバーチャル会議を開催できるようになり、各自治体が予算の

黒字分を特にCOVID-19関連に使えるようになった。各自治体が独自の対応をとれるように与えられた自治権

が、市民社会や NGO によるイノベーションを補完している。スペイン市町村・県連盟（FEMP）は今回の危機

への対応において重要な役割を果たしており、政府と定期的に会合を持ち、経済関係を含むパンデミック後のた

めの合意の起案に当たっている96。 

今回の危機に対する革新的な政策対応の策定や推進に都市が率先して当たり、そうした対応が後に全国レベルに拡

大された事例もある。英国では、マンチェスター、ロンドン、バーミンガム及びリバプールが国の政府に対して一致して声を上

げ、公共交通機関でのマスク着用の義務化や R 値モニタリングの地域分割化の推進に成功した97。ソウル（韓国）は、

危機センターの設置、ソーシャルディスタンシング対策、公共交通機関でのマスク義務化を通じ、緊急危機対応において

主導的な役割を担った。これらの対策はその後全国的に採用された98。各都市が緊急段階を脱し、回復戦略の策定を

進めつつある中、一部の都市は、各地のニーズに合わせた長期的対応の調整を図り、レジリエンスと持続可能性の向上

と格差解消に向けた投資を行うため、政府上層に更なる財政支援と予算の柔軟性拡大を重ねて求めている。 

都市ネットワークの役割 

COVID-19 への対応と回復のプロセスを通じて、各国内及び国際的な都市ネットワークが、相互学習、知識・経験の共

有、及び政策立案の主導において重要な役割を果たしうることが証明された。国際機関やネットワークによる COVID 関

連の取り組みの詳細については、追加資料 Cに掲載している。 

 OECD の包摂的な成長を実現するチャンピオンメイヤーズは、いかにしてグローバルな公衆衛生の危機に対応し、

より強靭かつグリーンで包摂的な、誰一人取り残さない都市を築くかに関する実践を共有する民間の議論の場

を創出した。新しいウェビナーシリーズ「格差問題」99 の枠内で実施されたウェビナー「都市の COVID 危機：2 つ

のロックダウンの物語」100 で、チャンピオンメイヤーズの参加市長らは脆弱性の原因を低減するための取り組みを

共有し、将来に向けてレジリエンスを強化するための有益な教訓を提示した。本ノートにあげる事例が示すように、

参加する市長の多くは、世界規模でも革新的な対応や回復戦略を積極的に主導している。 

 グローバル・レジリエント・シティーズ・ネットワーク（GRCN）はコロナ危機の期間を通じて特に積極的に活動して

おり、各都市の最高レジリエンス責任者を動員して危機への対応における専門知識や経験の共有を定期的に

行っている。また、各都市が知識や教訓を共有し、危機の影響に対処するとともに将来の世界規模の課題に

備えて体制をさらに強化するための重要な措置や取り組みを特定するための、参加型、協調型のオープンなプラ

ットフォームを創設した101。 

 C40 シティーズは「グローバル・メイヤーズ COVID-19 リカバリー・タスク・フォース」を設置し、COVID-19 からの健

全かつ持続可能で公平な経済回復を目指す諸原則に関する声明を発表した。この声明は、回復は摂氏 3 度

の温度上昇に向かっていた従来通りの事業活動に戻るものであってはならないと強く求め、公衆衛生と科学的

専門知識に従うこと、公共サービスを保証すること、格差解消に取り組むこと、気候変動危機の緩和と適応の

                                                           
96 http://www.femp.es/ 

97 https://www.lemonde.fr/smart-cities/article/2020/06/16/andy-burnham-maire-de-manchester-la-crise-due-au-covid-19-a-souligne-nos-

hypocrisies_6042975_4811534.html 

98 https://www.lemonde.fr/international/article/2020/06/16/park-won-soon-maire-de-seoul-nous-voulons-faire-de-seoul-une-reference-de-l-

apres-covid_6043041_3210.html 

99 http://www.oecd-inclusive.com/champion-mayors/inequality-matters-webinar-series/ 

100 http://www.oecd-inclusive.com/champion-mayors/webinar-covid-in-cities/ 

101 Global Resilient Cities Network, “Cities for a Resilient Recovery, Emerging Data, Part 1 of 3. 

https://drive.google.com/file/d/1vRF9KhvyfuNuftZ-LQCmKazg5BVT_am5/viewで閲覧可能。 

http://www.oecd.org/coronavirus/jp/
https://www.lemonde.fr/smart-cities/article/2020/06/16/andy-burnham-maire-de-manchester-la-crise-due-au-covid-19-a-souligne-nos-hypocrisies_6042975_4811534.html
https://www.lemonde.fr/smart-cities/article/2020/06/16/andy-burnham-maire-de-manchester-la-crise-due-au-covid-19-a-souligne-nos-hypocrisies_6042975_4811534.html
https://www.lemonde.fr/international/article/2020/06/16/park-won-soon-maire-de-seoul-nous-voulons-faire-de-seoul-une-reference-de-l-apres-covid_6043041_3210.html
https://www.lemonde.fr/international/article/2020/06/16/park-won-soon-maire-de-seoul-nous-voulons-faire-de-seoul-une-reference-de-l-apres-covid_6043041_3210.html
http://www.oecd-inclusive.com/champion-mayors/inequality-matters-webinar-series/
http://www.oecd-inclusive.com/champion-mayors/webinar-covid-in-cities/
https://drive.google.com/file/d/1vRF9KhvyfuNuftZ-LQCmKazg5BVT_am5/view
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ための取り組みを推進することの重要性を強調している。特に、タスクフォースの集団的な発言力を行使し、各

国政府に都市及び都市が必要とする投資を支援するよう、国際機関や地域機関には健全かつ公平で持続可

能な回復を支援するために各都市に直接的に投資するよう求めていくと表明している102。7 月には、これらの原

則をさらに具体化した「C40 Mayors Agenda for a Green and Just Recovery,（C40市長連合のグリーン

で公平な回復のためのアジェンダ）」で、グリーン雇用の創出、重要性の高い公共サービスへの投資、公共交通

機関の保護、エッセンシャルワーカー（社会機能を維持するために必要不可欠な労働者）の支援、及び公共

空間の人々と自然への返還に重点を置いた対策を提示した103。 

 欧州の都市ネットワーク、ユーロシティーズも、共同宣言「都市が推進する EUの回復」を発表し、欧州委員会に

対し、EU の回復プログラムに都市を一層関与させることと、都市が欧州の資金援助を直接利用できるようにす

ることを求めた104。 

政策分野間の調整 

多分野間の政策調整は、社会経済状況のモニタリング、時宜にかなった政策対応の形成、回復へ向けた行動計画の

調整において不可欠となっている。  

 バルセロナ（スペイン）は、危機の経済的影響の評価と予測、及び調整された対応の策定に当たる経済対応

調整センター（CECORE）を設置した105。 

 米国の各都市は、タスクフォースなどの分野横断的組織を動員し、回復戦略の策定と助言に専念させている。

例えばグレーター・ヒューストン事業回復センターは、企業主導の回復の取り組みに重点を置く106。ワシントンDC

は地区経済回復チーム107と、健康、機会、繁栄、公平という価値観に沿った回復の方向性を目指す 11 の部

門委員会で構成される DC再開諮問グループ108を設置した。シカゴは、広範な産業界の専門家、自治体の首

長、地域に根差したパートナー、政策立案者を動員し、i）政策・経済刺激委員会、ii）精神衛生委員会、iii）

マーケティング及び事業開発委員会、iv）地域調整委員会、v）経済社会変革委員会の 5 つの中核委員会

を軸に構成される COVID-19 回復タスクフォースを立ち上げた109。ロサンゼルス郡は経済レジリエンシー・タスク

フォースを設置し、「事業」「医療」「労働」「飲食店・レジャー・ホスピタリティ」など 13の部門別作業部会を設けた
110。デンバーは、COVID-19 による更なるマイナス影響の緩和と防止についての提言を行う諮問グループの役割

を担う経済救済・回復協議会を設置した111。 

ステークホルダー関与と市民参加 

もう一つの重要な教訓は、COVID-19 危機からの回復戦略の策定に都市ステークホルダーと市民を関与させることの重

要性である。多分野の専門家と市民が、戦略をより包摂的で多部門的なものにするためだけでなく、合意形成における

包摂性と当事者意識を高めるプロセスを策定する上でも重要な役割を果たしている。GRCNが 47都市の最高レジリエ

                                                           
102 https://www.c40.org/press_releases/taskforce-principles 

103 https://www.c40knowledgehub.org/s/article/C40-Mayors-Agenda-for-a-Green-and-Just-Recovery?language=en_US 

104 https://covidnews.eurocities.eu/2020/06/12/recovery-mayors-call-for-a-new-pact-between-the-eu-and-cities/ 

105 https://www.barcelona.cat/internationalwelcome/en/noticia/new-fund-with-25-million-euros-to-reactivate-the-citys-economy_938977 

106 https://www.houston.org/recovery 

107 https://coronavirus.dc.gov/recovery-business 

108 https://coronavirus.dc.gov/reopendc 

109 https://www.chicago.gov/city/en/sites/covid-19/home/covid-19-recovery-taskforce.html 

110 https://covid19.lacounty.gov/economic-resiliency-task-force/ 

111 https://www.denvergov.org/content/denvergov/en/denver-office-of-economic-development/economic-relief-and-recovery-council.html 

http://www.oecd.org/coronavirus/jp/
https://www.c40knowledgehub.org/s/article/C40-Mayors-Agenda-for-a-Green-and-Just-Recovery?language=en_US
https://covidnews.eurocities.eu/2020/06/12/recovery-mayors-call-for-a-new-pact-between-the-eu-and-cities/
https://www.barcelona.cat/internationalwelcome/en/noticia/new-fund-with-25-million-euros-to-reactivate-the-citys-economy_938977
https://www.houston.org/recovery
https://coronavirus.dc.gov/recovery-business
https://coronavirus.dc.gov/reopendc
https://www.chicago.gov/city/en/sites/covid-19/home/covid-19-recovery-taskforce.html
https://covid19.lacounty.gov/economic-resiliency-task-force/
https://www.denvergov.org/content/denvergov/en/denver-office-of-economic-development/economic-relief-and-recovery-council.html
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ンス責任者を対象に実施した調査では、94%が回復計画の立案にステークホルダーを関与させていると回答し、83%が

計画立案と実施のパートナーに複数のステークホルダーを挙げた。ステークホルダーは、分野上も職階上も様々な層の政府

関係者、研究・学術機関、多国間の諸機関や金融機関、慈善基金や出資機関、地域社会レベルのステークホルダー

など多岐にわたる112。 

 ブリストル（英国）は、数千に及ぶ企業やボランティア団体、コミュニティ組織、専門家、学術関係者、パートナ

ー組織との一連のウェビナーや調査、インタラクティブなワークショップを通じた関与の成果を踏まえ、「ワンシティ経

済委員会」を通じて「ワンシティ経済回復計画」を策定している。これは、新しい形で全市を一致団結させるため

のメカニズムとして確立された「ワンシティ・アプローチ」に沿い、都市はシステムであり、一つの機関の決定は全市に

影響を及ぼすという考え方を反映したものである。企業、ボランティア・コミュニティ活動・社会事業（VCSE）、

保健医療、法定サービス、教育、交通、住宅、環境及び市内の大学のパートナー数百人を集めたリーダーシップ

体制により支えられている113。 

 バルセロナ（スペイン）は、危機への最適な対応法を検討するため、社会、文化、スポーツの各分野及び政党

のステークホルダーとの都市協定の策定に取り組んでいる114。 

 トロント（カナダ）は、エンゲージメントと調査の調整、市の回復戦略の立案、市のプログラムやサービスの実施

方法の再考・再構築に向けた対策の提言を担う、トロント回復・再建局（TORR）を設置した。各コミュニティ

や社会・経済インフラの復旧を成功させる上で、居住者、企業、コミュニティが重要な役割を果たすことになる。

同市は今後も各機関やコミュニティ、パートナーとの関与を続け、回復と再建に関連する市の対策の形成に資す

る意見を取り入れていく。また、2020年 7月 15日までに実施した調査で、どうすればトロントは回復・再建でき

るかについて市民の意見を求めた115。 

 モントリオール（カナダ）は大学や企業と協力し、リモートワークやリモート学習と市内での身体活動の継続との

バランスがとれるような、将来のハイブリッドな都市システムの定義に取り組んでいる116。 

 シドニー（オーストラリア）は都市回復計画を策定中で、この計画には 5月 18日から 6月 3日の間に市民意

見公募として実施された調査で収集された意見が取り入れられている。市はこの調査により、地元企業、資産

所有者、諸団体、居住者、労働者、学生その他の各層から直接的な意見や提案を受けることができた。これら

の意見などは公的報告書として公開される。また同市は、すべての居住者に追加の意見を提出するよう呼びか

けており、特に聴覚や言語の障害のある人や通訳を必要とする人に支援を提供している117。 

 メルボルン（オーストラリア）も、居住者が参加し、今回の危機によって自身の優先事項や市の将来についての

考え方がどう変わったかを共有できるオンラインプラットフォームを開設した。収集された意見は市の長期的回復

計画の参考にされる118。 

 ヴァルミエラ（ラトビア）では観光業の回復支援策として、ラトビア及びエストニアの観光客を市に取り戻すため

のアイディアやプロジェクトを創出し、資金提供するためのハッカソン（プログラム開発イベント）を企画した119。 

 

                                                           
112 https://drive.google.com/file/d/1vRF9KhvyfuNuftZ-LQCmKazg5BVT_am5/view  

113 https://www.bristol.gov.uk/  

114 https://www.lemonde.fr/smart-cities/article/2020/06/14/ada-colau-maire-de-barcelone-cette-pandemie-nous-montre-un-

chemin_6042779_4811534.html 

115 https://www.toronto.ca/home/covid-19/covid-19-reopening-recovery-rebuild/covid-19-about-reopening-recovery-rebuild/ 

116 https://www.lemonde.fr/smart-cities/article/2020/06/17/valerie-plante-maire-de-montreal-pour-des-villes-plus-solidaires-et-plus-

ecologiques_6043219_4811534.html 

117 https://www.cityofsydney.nsw.gov.au/council/your-say/sydneys-recovery-plan  

118 https://participate.melbourne.vic.gov.au/city-future 

119 https://www.valmiera.lv/lv/jaunumi/turisma_zinas/23294_27_un_28junijs__valmieras_turisma_inovaciju_hakatons  
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今後は、COVID-19 と共生する暮らしになるだろう。ウイルスの流行を抑制し市民の健康を守るための公衆衛生上の緊

急事態を経て、今回のパンデミックとその影響により都市は、サービス提供、空間計画の策定、経済成長再開の方法の

見直しを迫られている。一部の都市は既に、危機の先にある COVID-19発生後に必要となる回復の取り組みに目を向

けている。これまで都市は常に創造性とイノベーションにあふれる場所だった。自治体のリーダーは、今回もそうなるよう努力

しようとしている。 

現在は疑いなく、政治的なコストを伴う可能性はあるが、数カ月前より社会的に容認できる大胆な勇気ある決定に向

けて弾みがついている。デジタルソリューションの活用拡大や、物不足に対応した生産の分散化、製造再開、サプライチェ

ーンの再構築など、パンデミック後の取り組みを、人々の生活を向上させイノベーションを促す機会に変えられる。社会的

弱者を守るため、個人の利益より市民の義務とコミュニティの関与が優先されている。これにより持続的な行動変容を促

し、物の製造、エネルギー消費、輸送編成の方法といった点で、都市のレジリエンス及び農村部との接続効率を高めるこ

とができる。  

コロナ後の回復を通じて都市に「新たな日常」を確立し、経済、社会、環境システムの脆弱性を軽減できる可能性があ

る。一般的に、人口動態の変化や都市化、気候変動が都市に与える影響の予測によって、現在及び将来の世代の社

会福祉と経済成長が脅かされることがある。こうしたメガトレンドに直面して、都市は次の危機が訪れる前に、レジリエンス

と循環性を高め、よりグリーンでスマートな都市になるための措置を実施すべく取り組みを加速することができる。 

持続可能な開発目標（SDGs）やパリ協定などのグローバル課題は、国家、地域及び地方政府が、持続可能な開発

という新たなパラダイムの推進だけでなく、パンデミックからの回復に投資と資源を優先的に投入するための重要な機会を

提供する。グローバル課題は、民間セクターと市民社会を含む現地のステークホルダーを、「新たな日常」の共創と確立に

参加させるための共通のロードマップやビジョンも提供してくれる。. 

都市のレジリエンスに関して得られた重要な教訓から、効果的なリスク管理の導入には、準備、予防、対応という 3 つの

ステップが必要であることが示される。本書は対応に重点を置いているが、準備と予防を通じ将来的な行動を導かねば

ならない。危機に対応するだけでなく、未来の危機に備えそれを防止することで、都市のレジリエンスを達成できる。準備

は、危機からの回復に必要な時間とコストを考慮しつつ、損害を限定し管理するための基盤になる。予防は、規制、財

第Ⅱ部:回復とレジリエンスを目指す長

期的な都市戦略 

http://www.oecd.org/coronavirus/jp/
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政的手段、及びレジリエントな都市インフラへの投資を通じて、社会経済面及び環境面の危機への曝露を長期的に軽

減する事前対応的な手段である。 

COVID-19 による危機とそれへの対応は、都市が回復への取り組みにおいて、より包摂的（インクルーシブ）でグリーン

かつスマートに行動するための長期的戦略、及び変革実現の土台となるガバナンスと資金調達に対するニーズの重要性

や可能性を明確に示すものだ（図 1）。  

パンデミックが世界の多くの地域で拡大を続け、今も数々の都市が封鎖中であったり、段階的な緩和を進めていたり、あ

るいは「第二波」の到来を受けて厳しい規制を再導入している一方、多くの都市がパンデミックによる甚大な経済的影響

から立ち直り、よりレジリエントな未来に向け回復するため、既に長期的な戦略の策定を始めている。社会的弱者を支

援し、コロナ後の社会の包摂性を高めるため、教育とスキル育成に投資している都市もある。環境にやさしい都市、環境

にやさしい経済を実現する機会として、独自の景気刺激策の追求を目指している都市もある。重要な点として、こうした

新たな戦略の多くは、パンデミックの幅広い影響や、持続可能性の多面的な推進を目指す都市の目標を反映して、部

門別ではなく全体的なものになっている。また政策立案プロセス自体を確実に包摂的なものにするため、これらの戦略は、

市民や企業、市民社会と連携して策定されている。  

こうした背景に基づき、本書パートⅡでは、パンデミックからの回復と今後のショックに備えたレジリエンスに向けた、都市の

長期的な戦略の最新動向をまとめている。33 都市から集めた事例を、5 つのカテゴリーに分けて示す。分野横断的な 3

つのセクションでは、i)包摂的な回復、ii)グリーンな回復、iii)スマートな回復に関わる戦略に注目し、他の 2 つのセクショ

ンでは、iv)観光・文化・創造産業の回復戦略、v)都市のレジリエンスに向けた総合的戦略を掘り下げる。以下で紹介

する個々のイニシアチブの詳細及び参考資料については、追加資料 Aを参照。 

図 1. コロナ後の都市の長期的な行動 

 
 

 

コロナ後の都市の長
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包摂的な回復  

今回の危機は、以前から存在する社会的不公平への対処の重要性を浮き彫りにしている。ロックダウンは幅広い企業に

影響を与えたが、最も困難な状況に置かれたのは対面でのやりとりが欠かせない中小企業だった。今回の危機は社会の

全ての層に影響を及ぼしたものの、女性、子ども、ホームレス、高齢者などの社会的弱者は不釣り合いに大きな影響を受

けた120。格差を解消し、パンデミックからの回復に伴う構造的不平等に対処するため、各都市は、特に地元企業支援・

地域雇用、安価な住宅の整備改修、社会的弱者の支援のため、回復の取り組みのなかで様々な措置を講じている。 

地元企業支援と地域雇用 

パンデミックは世界の雇用市場に大きな影響を与え、数百万人が失業と貧困に直面している。世界各国の政府が、

COVID-19 危機による甚大な経済的影響から自国経済を守るための措置を発表したが、市当局も、自治体に応じた

回復戦略の策定、公共投資を通じた地元経済の活性化、中小企業支援において一定の役割を果たさねばならない。

多くの都市が、インフラ投資や減税、経済的支援を含む幅広い刺激策を用いた回復ビジョンや回復計画を策定してい

る。 

 シカゴ（米国）は 6 月 17 日、経済再開に向けたビジョンとガイドラインを定めた。同市商工会議所の

「COVID-19 経済回復作業部会」の取り組みには、インフラ投資など多面的な活動項目が含まれる。オヘア空

港の近代化に 85億ドルが投入される予定である。加えてシカゴは、オバマ大統領センター、ワン・セントラル、リン

カーン・ヤード、マイケル・リース病院敷地開発などの大型プロジェクトや、データセンターの現地構築を目指す企業

のゾーニング及び計画策定について、承認の前倒しを推進している121。 

 ヒューストン（米国）は、企業主導の回復イニシアチブを構築するため「ヒューストン都市圏事業回復センター」を

設置した。このセンターは、回復事業に関わる政策や資金調達についてアドバイスを提供する122。 

 マドリード（スペイン）市議会は 5 月 29 日、商業・娯楽・ホスピタリティ・文化の回復を推進するための減税を

発表した。この減税により事業税収入は 6600 万ユーロ以上減少するだろう。加えて、全ての経済活動を維持

し回復を加速させるため、2020 年までに雇用維持要件を撤廃するが、雇用維持要件を守る企業は経済活動

税（IAE）の優遇措置が 2021年まで延長される123124。  

 バルセロナ（スペイン）は、経済回復事業「Barcelona Never Stops」を策定し、経済・社会組織の再生と市

の経済刺激を目的とする一連の措置を実施している。2021 年の夏まで続くこの計画は、バルセロナをより強靭

性ある都市に変え、地元消費を促し、雇用を保護・拡大し、市の国際的な評判を再び高めるための新たなビジ

ネスモデルの推進を目指している。この目標を達成するため、同市は助成金・資金調達、能力構築、PR・コミュ

ニケーション、経済的手段、既存法規の修正といった分野の措置を実行していく125。 

 ビルバオ（スペイン）は 5 月 8 日、50 以上の措置を含む社会的結束、経済回復、雇用、文化のための計画

（Bilbao Aurrera ）を承認した。市議会が直接拠出する 1500万ユーロの総予算を用いて、次の 3つの具体

的分野に対処する。すなわち社会的結束に 220 万ユーロ以上、経済と雇用に 1140 万ユーロ以上、文化に

130 万ユーロ以上を投じる。経済分野では、2 つの方向に沿って主な措置を策定した。他方で財政分野では、

                                                           
120 https://read.oecd-ilibrary.org/view/?ref=126_126985-nv145m3l96&title=COVID-19-Protecting-people-and-societies  

121 https://www.chicagolandchamber.org/Portals/0/CCC/CCC_Economic%20Recovery%20Report.pdf 

122 https://www.houston.org/recovery 

123 https://covidnews.eurocities.eu/2020/06/01/madrid-lower-taxes-for-local-businesses/ 

124 https://diario.madrid.es/blog/notas-de-prensa/el-ayuntamiento-rebaja-impuestos-para-impulsar-la-recuperacion-de-comercio-ocio-

hosteleria-y-cultura/ 

125 https://www.barcelona.cat/reactivacioeconomica/es/plan-de-accion 
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例えばテラス（75%）、ごみ（95%）、タクシーなどに関わる特定の税金と利用料について、総額 300 万ユー

ロ相当の引き下げが行われる。また商業・ホテル・観光業の消費を刺激するため、市が 250万ユーロの市債を発

行する126。 

 サンフランシスコ（米国）は、経済回復に向けた取り組みの指針となる戦略を立案するため「COVID-19 経済

回復作業部会」を開催した。この作業部会は、i)雇用と事業支援（特に中小企業）、ii)社会的弱者、iii)経

済発展の 3 つの主要分野を軸として組織される。30 人以上のメンバーが、インタビュー、フォーカスグループ、集会、

アンケートを通じて調査を実施し、1000人以上から話を聞いて総合的な経済回復に関する最終的な提言を作

成した。この提言は、8月に発表される予定127。 

 マリンガ（ブラジル）は 6 月 29 日に作業部会を設置し、市政府と Sebrae（ブラジル零細・小企業支援サー

ビス機関）の協力に基づき「経済社会開発回復計画」を策定した。この計画は、景気浮揚に向けた他の取り

組みと並び、雇用創出、新規投資、能力構築、法改革・給付金交付・融資アクセスの促進を目指している。

市民の積極的な関与を基盤とする計画であり、学術界や市民社会、民間セクターも参加している128。 

 パラティ（ブラジル）は、COVID-19 経済回復計画を立ち上げた。この計画には、路上販売向け特別事業を

盛り込んだ自治体によるインフォーマルワーカー支援プログラムや、官民パートナーシップに基づく文化奨励プログラ

ムが含まれる。同市の経済は観光と美食に依存しているため、中期的には、観光部門の分散に重点を置いた

措置になっている。長期的には、歴史地区や桟橋などの公共空間の改修・改装、及び衛生インフラがないエリ

アにある歴史地区の下水網整備などの措置が含まれる129。  

各都市は、財政支援や PR・キャンペーンを含む次のような多様な措置を用いて、中小企業を中心とする地元企業を支

援する独自のプログラムも策定しており、市民に対し地元企業の支援や、リモートワーク、公共空間の柔軟な活用、職業

訓練への協力を推奨している。 

 ボストン（米国）は、従業員同士や従業員と顧客が近い距離で接する零細企業を支援するため「ボストン営

業再開基金（Reopen Boston Fund）」を設置した130。 

 経済支援事業の一環として、フランクフルト（ドイツ）は地元店舗を宣伝するキャンペーンを行っている。ポスター

や、紙またはオンラインの広告を活用して地元の企業や飲食店を宣伝したり、市民に様々なデリバリーの利用を

促している。狙いは、市民と顧客に地元企業を応援してもらうことにある131。 

 ニース（フランス）は 5月 29日、コロナ後の経済回復を支援する雇用協定を発足させた。クリスチャン・エストロ

ジ市長は、地元の弱小起業家や公共企業、戦略的な中小企業を対象とする 350 万ユーロの追加予算を発

表した。この事業は、観光・貿易など最も大きな影響を受けた部門に加え、経済的な魅力を高めるための産業

やイノベーションも対象としている132。 

 パリ（フランス）は、企業及び文化関係者・文化協会に対する支援計画を策定した。この計画に基づき市は、

今後 5年かけて以下に取り組む。市のサービス事業者の 9割を中小企業にする、企業・職人・文化事業・革新

的な新興企業に 600 万ユーロの投資を行う、観光産業支援に 500 万ユーロを投じる、社会経済と社会連帯

経済の担い手に 400万ユーロの支援を行う133。 

                                                           
126 https://www.kulturklik.euskadi.eus/z12-detalle/es/contenidos/noticia/2020050811512418/es_def/index.shtml 

127 https://onesanfrancisco.org/sites/default/files/2020-06/CCSF_ERTF_Task%20Force%20Meeting%20%232%2006.11.20_FINAL.pdf 

128 http://www2.maringa.pr.gov.br/site/index.php?sessao=8e54409f63558e&id=36586 

129 http://www.paraty.rj.gov.br/informativo/noticias/plano-de-recuperacao-economica-no-municipio 

130 https://www.boston.gov/departments/small-business-development/reopen-boston-fund  

131 https://covidnews.eurocities.eu/2020/06/09/frankfurt-campaign-for-local-shops/ 

132 https://covidnews.eurocities.eu/2020/06/02/nice-pact-for-jobs/#more-4647 

133 https://www.paris.fr/pages/suivez-en-direct-le-conseil-de-paris-7805 

http://www.oecd.org/coronavirus/jp/
https://www.kulturklik.euskadi.eus/z12-detalle/es/contenidos/noticia/2020050811512418/es_def/index.shtml
https://onesanfrancisco.org/sites/default/files/2020-06/CCSF_ERTF_Task%20Force%20Meeting%20%232%2006.11.20_FINAL.pdf
http://www2.maringa.pr.gov.br/site/index.php?sessao=8e54409f63558e&id=36586
http://www.paraty.rj.gov.br/informativo/noticias/plano-de-recuperacao-economica-no-municipio
https://www.boston.gov/departments/small-business-development/reopen-boston-fund
https://covidnews.eurocities.eu/2020/06/09/frankfurt-campaign-for-local-shops/
https://covidnews.eurocities.eu/2020/06/02/nice-pact-for-jobs/#more-4647
https://www.paris.fr/pages/suivez-en-direct-le-conseil-de-paris-7805
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 東京都（日本）は、事業者向け感染拡大防止ガイドラインを含め、COVID-19 感染症を乗り越えるためのロ

ードマップを作成するとともに134、適切な機械設備を購入する中小企業への助成金制度を導入した135。並行

してホテル業界を支援するため、都はバリアフリー化支援事業を含め、リモートワークの場を提供する宿泊施設と、

自宅でリモートワークすることが難しい社員をマッチングする事業も立ち上げた136。 

 ミラノ（イタリア）は、サービス・生産・物流のデジタル化の推進、地元での生産及び資源管理の強化、建設部

門の回復支援、社会的イノベーションとスタートアップ企業の支援を含む包摂的な回復戦略「ミラノ 2020: 適応

戦略」を策定した137。 

 ホーボーケン（米国）は、COVID-19 零細企業回復戦略を策定した。この戦略は、歩道での営業を許可し、

道路脇の駐車スペースを路上レストランやパークレットとして共用の野外飲食スペースに転用し、通行止めの時間

帯に企業が路上で営業する枠組みを作りだしている138。 

 佐賀県（日本）では、歩道を活用した新たな形の飲食店・バーが試験的に運営されている。この事業は

「SAGA ナイトテラスチャレンジ」として、佐賀市と地元商店街振興組合の協力のもとで市中心のビジネス街で

試行運営されており、利用者に安全に飲食できる場を提供するとともに地元企業を支援している139。 

 横浜市（日本）は、テイクアウトやデリバリーを行っている飲食店を紹介し支援するためのウェブサイト「テイクア

ウト＆デリバリー横浜」を開設した140。市が店舗に登録を依頼し、居住者が地図上で近所の店を検索できるよ

うになっている。 

安価な住宅の整備改修  

COVDI-19 危機は、低所得世帯向けの安価で安定的な住宅の不足、及び貧困地区の劣悪な住居環境に伴う感染

リスクも浮き彫りにした。失業者支援や所得支援、ホームレスへのシェルター提供などの短期的な措置に加えて、劣悪な

住宅事情を改善し公衆衛生の危機に及ぼす悪影響を軽減するため、政府による長期的な対応が必要である141。一

部の都市は、安価で適切な住宅の供給を拡大し、貧困地区を改善するための公共投資や政策措置を開始している。  

 ウィーン（オーストリア）は、今後数年内に 1,000 戸のアパートから成る市営住宅を新たに 7 カ所に建設すると

発表した。この新たな住宅を市内全域に展開し、魅力的な居住環境のなかで高品質で手頃な価格の物件を

開発する。この住宅事業では、新たな住宅地区に歩行者専用区域と緑地、さらに徒歩圏内にスポーツ文化施

設を設けることを目指している。2022年に着工を予定している142。 

 メキシコシティ（メキシコ）は、10億ドルを投資して建設部門に約 100万件の新規雇用を創出する。投資は、

公共インフラと公営住宅を対象とする。この計画は、主に住宅改修や交通の便のよい地域への公営住宅新設

といった住宅整備事業を通じて、13 の都市回廊の再開発に貢献すると見込まれる。相乗効果と間接雇用を

生み出すことから、市政府にとってインフラ・公営住宅への投資は回復戦略に不可欠である143。この戦略では、

                                                           
134 https://www.bousai.metro.tokyo.lg.jp/1007942/1007957.html  

135 https://www.bousai.metro.tokyo.lg.jp/taisaku/saigai/1007261/1008442.html  

136 https://www.bousai.metro.tokyo.lg.jp/taisaku/saigai/1007261/1008453.html 

137 https://www.comune.milano.it/documents/20126/7117896/Milano+2020.+Adaptation+strategy.pdf/d11a0983-6ce5-5385-d173-

efcc28b45413?t=1589366192908  

138 https://www.hobokennj.gov/resources/covid-19-small-business-recovery-strategy  

139 https://project.nikkeibp.co.jp/atclppp/PPP/news/052801568/  

140 https://takeout.city.yokohama.lg.jp/ 

141 https://read.oecd-ilibrary.org/view/?ref=126_126985-nv145m3l96&title=COVID-19-Protecting-people-and-societies  

142 https://covidnews.eurocities.eu/2020/06/05/vienna-1000-new-municipal-apartments/ 

143 https://www.sinembargo.mx/24-06-2020/3811072;  
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新たな高速バス路線や 2 本の「ケーブルバス」（ケーブルカー）路線など、パンデミック前に既に発表されていたモ

ビリティ事業のリソースも活用する144。 

 リバプール（英国）は、14 億ポンドの回復計画を策定した。これには、200 戸以上の組立式住宅及びコミュニ

ティセンターの新規開発、COVID -19によるリスクが最も大きい最貧困地区の社会的弱者世帯 4,000戸を対

象とした住宅改修が含まれる。この計画により、建設部門の新規雇用 12,000件を含め計 25,6000件の雇用

が創出されると推定される145。 

 横浜市（日本）は、家賃補助付きセーフティネット住宅のオーナーに対する家賃減額補助の上限額を引き上げ、

パンデミックにより収入が大幅に減少した入居者の家賃負担を軽減している146。 

 ボゴタ（コロンビア）は、COVID-19 がもたらす様々な危機に対応するため開発計画を見直した。新たな計画

は、雇用水準の維持と中小企業支援、デジタル貿易の発展、労働市場における新たな能力、リモートワーク、

グリーン雇用の創出を目指すものである。この開発計画を補うものとして、市政府は、雇用創出と経済活動促

進のため都市・不動産開発事業を実施する。これには環境面の持続可能性の維持、技術転換基金の設置、

都市農業・近郊農業の促進、環境面の持続可能性の維持が含まれる。起業家の育成と女性の雇用可能性

の推進に、特に重点が置かれる予定である147。 

社会的弱者の支援 

COVID-19 は社会的弱者に最も深刻な打撃を与える可能性が高いとの認識から、各都市は、社会のなかの弱者への

影響を緩和するための措置を講じてきた。都市は市民との距離が近く、地域の実情を深く理解できるため、社会的弱者

への影響を緩和する効果的な措置が可能である。社会的弱者には、物理的、経済的にパンデミックにさらされやすい

人々が含まれる。カウンセリング、食料提供、シェルターなどの短期的措置に加えて（詳細はパートⅢ参照）、市当局は、

子どもやホームレス、移民、若者を含む地域の弱者支援に的を絞って、次のような長期的な戦略と投資計画を策定して

いる。 

 ナント（フランス）は、社会的弱者に食料を提供するため巨大な菜園に姿を変えつつある。同市は、緑地や温

室、共同庭園、空いている緑地を菜園に転換している。約 50区画（総面積 25,000 m2 ）に旬の野菜や果

物を育てる予定だ。合計 25 トンの野菜を収穫し、Secours populaire、Restos du cœur、町内会などのフー

ドバンクを通じて約 1,000 の弱者世帯に支給したいと考えている148。この戦略は、都市緑化の共通便益を活

用して社会的弱者を支援する格好の例といえ、困窮家庭への食糧支援と公共空間の緑化を効果的に組み

合わせている。 

 ロッテルダム（オランダ）は、学童とホームレスの支援に投資している。予算 240 万ユーロを投じて貧困家庭・貧

困地域の学童 6,000 人を対象とする夏期補習講座を支援し、落ちこぼれを防ぐ。感染防止緊急対策として、

150 のホームレス用シェルターをソーシャルディスタンスに配慮して改修するのに加えて、2000 万ユーロのホームレス

支援パッケージを通じて、独立した住居、生活環境の改善、カウンセリングの提供を支援していく149。この取り組

みは、外出制限期間に策定した緊急対策を土台としこれを強化することにより、都市がパンデミックへの緊急対

策フェーズを脱し長期的な戦略を実施する方法を示すものである。  

                                                           
144 https://www.infobae.com/america/mexico/2020/06/24/coronavirus-en-la-ciudad-de-mexico-gobierno-planea-generar-987183-empleos-tras-

crisis-por-covid-19/;  

145 https://liverpoolexpress.co.uk/liverpool-submits-1-4bn-covid-19-recovery-plan-to-no-10/  

146 https://www.city.yokohama.lg.jp/kurashi/sumai-kurashi/jutaku/joho/safety-kakuju.html 

147 https://bogota.gov.co/mi-ciudad/administracion-distrital/asi-cambio-el-plan-de-desarrollo-de-bogota-por-el-coronavirus 

148 https://covidnews.eurocities.eu/category/covidnews/exit-recovery/  

149 https://www.rotterdam.nl/ 
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https://bogota.gov.co/mi-ciudad/administracion-distrital/asi-cambio-el-plan-de-desarrollo-de-bogota-por-el-coronavirus
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 ミラノ（イタリア）は回復戦略において、デジタルツールの利用拡大や、食料・支援・食料品配達などの分野で

非営利団体や篤志家との連携を通じた社会的弱者への適切な措置の実施を通じて、地方機関、地方議会

議員、非営利団体、市民団体、自営業を含む全ての人を確実に参加させる計画を立てている150。 

 ニューオーリンズ（米国）は、COVID-19 危機により深刻な影響を受けた移民労働者への緊急経済援助に

750,000 ドルを投じる151。この資金は最終的には、直接経済支援として約 500世帯に交付される。連邦緊急

事態管理庁（FEMA）と連携して、社会的弱者に食事を提供する大規模給食プログラムも開始した152。 

 イスタンブール都市圏（トルコ）は 2020 年 6 月現在、現金給付と特別ショッピングカードの配布を通じて、計

860,000世帯を支援している153。  

 マドリード（スペイン）は、地方政府からの助成金 900万ユーロ及び大学からの助成金 300 万ユーロの一部を

用いて、大学生への奨学金を設置する COVID-19 回復計画154 を発表した。これにより、パンデミックにより最

も大きな影響を受けた層が公立大学で学業を継続できる。同様に、COVID-19 の治療・診断を目的とする研

究事業にも 800万ユーロが交付される。  

 ウィーン（オーストリア）は、労働市場への打撃が原因で COVID-19 により深刻な被害を受けた若年層の支

援を試みている。同市は、現在失業中の若者 16,000 人以上を支援するため 1700 万ユーロを投資している。

このパッケージには、若者世代を対象とした企業内職業訓練、資格パスポート、休業期間中の遅れを取り戻す

ための支援、医療・介護・IT業界への参入支援が含まれる155。 

グリーンな回復  

COVID-19からの復興は、都市にとって、より環境にやさしい経済を作りだす明確なチャンスである。都市の環境対策への

投資は、雇用を創出し長期的な経済成長に向けた地域的な環境を用意するだけでなく、炭素排出量を削減し、将来

的な気候関連リスク（洪水、異常な高温など）に対し地域社会を備えさせ、都市環境の質（大気汚染、生物多様

性など）を改善するものでもある。政策立案者らは 2008 年の世界金融危機後に、再生可能エネルギーの利用拡大に

重点を置くものを含む、グリーンな回復パッケージを既に策定している。以来、再生可能エネルギーや他のグリーン技術のコ

ストが大幅に減少しているため、COVID-19からの回復は、環境にやさしい経済政策を打ち出す上でよい機会である。156。

OECDの先日の分析では、グリーンな回復を推進する上で各国政府が重要な役割を果たしているが、現在提案されてい

る最新の国家経済回復対策は十分に「グリーン」ではないか、または「ブラウン（環境汚染をもたらす）」な活動（化石

燃料補助など）への継続的な支援がグリーンな対策を上回っていることが示された157。都市レベルでは、次第に多くのグ

リーンな回復取り組みが登場しており、都市の高い意欲に加えて、画期的な解決策を試す能力が証明されている。世界

各地の都市は既に、持続可能な都市モビリティとエネルギー効率に特に重点を置いて、経済回復と環境面の持続可能

性を達成するため多様な投資を行い、コロナ後の暮らしを見据えて計画を作成している。  

                                                           
150 https://www.comune.milano.it/documents/20126/7117896/Milano+2020.+Adaptation+strategy.pdf/d11a0983-6ce5-5385-d173-

efcc28b45413?t=1589366192908  

151 https://ready.nola.gov/incident/coronavirus/mayor-cantrell-announces-$750,000-commitment-to-im/ 

152 https://ready.nola.gov/incident/coronavirus/city-of-new-orleans-announces-mass-feeding-program/ 

153 https://ibb.istanbul/en 

154 https://www.comunidad.madrid/noticias/2020/05/27/comunidad-madrid-presenta-ambicioso-plan-reactivacion-covid-19 

155 https://covidnews.eurocities.eu/2020/06/10/vienna-education-and-training-for-young-people/ 

156 http://www.oecd.org/coronavirus/policy-responses/covid-19-and-the-low-carbon-transition-impacts-and-possible-policy-responses-749738fc 

157 http://www.oecd.org/coronavirus/policy-responses/building-back-better-a-sustainable-resilient-recovery-after-covid-19-52b869f5/ 
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持続可能な都市モビリティ 

 

ほとんどの都市では、ロックダウン中に車の交通量が激減した結果、大気汚染と炭素排出量が減少した。前述のように、

ロックダウンを行った地域では大都市の道路交通量が 50～75%、ラッシュ時の渋滞が最大 95%減少したが、こうした減

少は一時的なもので、封鎖が解除された多くの都市で既に元に戻っている。 

ロックダウン時の制限が緩和されるに伴い、大部分の都市では急激に以前の状態に戻りつつあるが、交通量と大気汚

染が減少した経験に刺激されて、多くの都市のリーダーがよりクリーンで持続可能な都市モビリティを追求しようとしている。

都市が提案する最も一般的な持続可能な都市モビリティ対策として、自転車専用レーンなどのアクティブモビリティ・インフ

ラへの投資、衛生対策の強化や非接触型決済での運賃支払、サービス提供エリアの拡大といった公共交通機関の安

全性とアクセス可能性の改善、電気自動車や電動スクーターなどの低排出な移動手段などがあげられる。インフラ投資

は雇用機会を創出し、多様な経済部門（建設、自動車、ICT など）への民間投資を促すこと、また効果的な都市モ

ビリティシステムは都市の生産性に不可欠であることから、こうした投資の選択肢は経済回復という全般的な目標に沿う

ものである。  

世界各地の都市が、主に自転車インフラへの投資を通じて、アクティブモビリティを広く推進している。各都市は、都市の

大気の質を改善させるとともに、主として自家用車使用と公共交通機関への需要を減少させる手段として、この戦略を

推進してきた。短期的な措置とみなされがちだが、アクティブモビリティの重視は、都市での自動車利用に長期的な影響

を与えるだろう。都市は最近、インフラに重点を置いて大規模な投資を進めており、こうした投資が多くの都市景観を作り

変えると考えられるためである。 

 ボゴタ（コロンビア）のクラウディア・ロペス市長は先日、1970 年代以降の先見性ある野心的な政策を通じて

既に設置済みの 550km の自転車用道路に加えて、新たに 35km の自転車専用道路を設置すると発表した
158。 

 ミラノ（イタリア）のジュゼッペ・サーラ市長も、コロナ後に歩行者がサイクリングやウォーキングに使用できるよう、

全長 22 マイルの道路を今年の夏に改修すると発表した159。ロンバルディア州は欧州で最も大気汚染が深刻な

地域のひとつであるため、これは特に歓迎すべき動きである。クリーンな小型都市モビリティを推進するこうした大

胆な取り組みが、世界の他の多くの都市に刺激を与えている。  

 パリ（フランス）市長は、普段は自動車が走行する 50km（30 マイル）の道路を将来的に自転車専用にす

ると発表した。これにはポルテ・ドルレアン通り、ルクレール将軍通り（南側のセクション）、エトワール地下道、ポ

ルト・マイヨが含まれる。加えて歩道に人が密集するのを避けるため、学校周辺を中心に 30 本の通りを歩行者

専用道路に指定する。首都パリの中心部を東西に走るリヴォリ通りは、5 月 11 日時点で自転車専用になって

いる。この通りの走行を認められるのは、バス、タクシー、配送トラック、さらには緊急車両や障害者用車両など

一部の車に限られる160161。 

アクティブモビリティの推進を補足する手段として、多くの都市は公共空間の配置や既存の公共交通機関の最適化も長

期的に見直している。今後何カ月にもわたり、ソーシャルディスタンシングが必要とされるためである。この目的に向けて、各

                                                           
158 https://bogota.gov.co/mi-ciudad/salud/coronavirus/ciclovia-habilitada-durante-la-cuarentena-por-la-vida 

159 https://www.theguardian.com/world/2020/apr/21/milan-seeks-to-prevent-post-crisis-return-of-traffic-pollution  

160 https://www.france24.com/en/20200505-paris-to-turn-more-streets-over-to-bicycles-as-covid-19-coronavirus-lockdown-lifts 

161 https://www.sortiraparis.com/news/in-paris/articles/219085-bikeways-in-paris-the-rue-de-rivoli-entirely-for-bicycles-and-pedestrians/lang/en  

http://www.oecd.org/coronavirus/jp/
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都市は既に、道路の恒久的な封鎖、カーシェアリングや電気自動車向けの公共空間の確保、需要削減と運行範囲の

拡大を目指した公共交通機関の再編・調整、スマートなグリーンモビリティの試験導入など、長期的な戦略とビジョンにお

ける都市計画策定の重点課題を大幅に修正し始めている。 

 シアトル（米国）は、20 マイルの区間について車両交通を恒久的に禁止する。この決定は、ロックダウン中に

市民がソーシャルディスタンシングを確保しながら運動できるよう、臨時措置として 4 月に導入された取り組み

「Stay Healthy Streets」の続行を示すものだ162。 

 マドリード（スペイン）は 5月末、カーシェアリング専用の駐車場を新設した。この駐車場は キャピタル・デ・エスパ

ーニャ通りから 25 メートル、地下鉄のフェリア・デ・マドリード駅の出口のひとつと隣接した場所にある。この試験事

業は、毎日 10,000 台の自家用車が流入するこの商業地区で持続可能なモビリティ及びインターモダリティの推

進を試みるものである163。同市は、公共交通機関を活用したい市民を支援するため 45km のバス専用レーンも

新たに設置する。これは、現在のバス交通網の 30%に相当する164。 

 メデリン（コロンビア）は、交通に重点を置いて 2030 年までに炭素排出量の 20%削減を目指しつつ、コロナ

後の経済回復の準備を進めている。特に、3年以内に自転車専用レーンを 145kmへと約 50%拡大し、電車、

トラム、ケーブルカーを含む相互に接続した交通機関の路線数を 2030年までに 2倍以上に増やす計画である。

さらに、市民が低価格でレンタルできる電動自転車 50,000 台の提供に取り組み、10 年後を目途に全ての公

共交通機関の電動化に力を注いでいる165。 

 ソウル（韓国）は、自動運転車、ロボットを使った配送、スマート駐車場の導入を通じて今後も様々なスマート

グリーンモビリティの開拓を続けていく。こうした措置に加えて、2030年に自転車のモーダルシェア 15%を達成する

ことを目標に、自転車専用高速道路の整備を急ピッチで進めている166。 

 ローマ（イタリア）は、サービス事業者 2 社を通じて数千台のスクーター導入を実現するため、電動スクーターシェ

アサービスの指針を承認した167。 

 2020 年 7 月 4 日に電動スクーターレンタルサービスが法律で認められたのを受け、ミドルズブラ（英国）は、公

共交通機関の混雑や環境を汚染する自家用車の復活を防ぐ取り組みとして、英国全土での体系的な実施の

基盤を築くために、市全域での電動スクーターレンタル事業を都市として初めて試験的に立ち上げた168。  

 ロッテルダム（オランダ）は、新たな交通手段を提供するため、公営交通企業 RET（ロッテルダム電鉄）、及

び自転車・電動自転車・スクーターを提供する企業 4 社と連携してモビリティ計画を策定した。この計画に伴い

RET のアプリケーション上でサービスを提供し、利用者が最も便利に最短時間で目的地にたどり着く方法を探せ

るようにしている169。 

                                                           
162 https://durkan.seattle.gov/2020/05/mayor-durkan-urges-residents-to-continue-to-stay-home-and-announces-stay-healthy-streets-pilot-will-

become-permanent-bike-projects-will-be-expedited-in-2020/ 

163 https://www.madrid.es/portales/munimadrid/es/Inicio/Actualidad/Noticias/Almeida-inaugura-el-primer-aparcamiento-reservado-para-

vehiculos-de-uso-compartido-junto-a-

IFEMA/?vgnextfmt=default&vgnextoid=0a3ab7a22b052710VgnVCM1000001d4a900aRCRD&vgnextchannel=a12149fa40ec9410VgnVCM100

000171f5a0aRCRD 

164 https://www.madrid.es/portales/munimadrid/es/Inicio/Actualidad/Noticias/Madrid-contara-con-45-kilometros-adicionales-de-carriles-

bus/?vgnextfmt=default&vgnextoid=59e813f26f552710VgnVCM1000001d4a900aRCRD&vgnextchannel=a12149fa40ec9410VgnVCM100000

171f5a0aRCRD 

165 https://www.weforum.org/agenda/2020/06/colombias-medellin-eco-city-coronavirus-covid19-recovery  

166 https://www.lemonde.fr/international/article/2020/06/16/park-won-soon-maire-de-seoul-nous-voulons-faire-de-seoul-une-reference-de-l-

apres-covid_6043041_3210.html 

167 https://www.comune.roma.it/web/it/notizia/coronavirus-fase-2-tutti-i-provvedimenti-del-campidoglio-le-informazioni-necessarie.page 

168 https://www.theguardian.com/environment/2020/jul/03/e-scooters-go-on-trial-in-middlesbrough-to-aid-uks-green-recovery 

169 https://www.rotterdam.nl/  
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https://www.madrid.es/portales/munimadrid/es/Inicio/Actualidad/Noticias/Almeida-inaugura-el-primer-aparcamiento-reservado-para-vehiculos-de-uso-compartido-junto-a-IFEMA/?vgnextfmt=default&vgnextoid=0a3ab7a22b052710VgnVCM1000001d4a900aRCRD&vgnextchannel=a12149fa40ec9410VgnVCM100000171f5a0aRCRD
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https://www.madrid.es/portales/munimadrid/es/Inicio/Actualidad/Noticias/Madrid-contara-con-45-kilometros-adicionales-de-carriles-bus/?vgnextfmt=default&vgnextoid=59e813f26f552710VgnVCM1000001d4a900aRCRD&vgnextchannel=a12149fa40ec9410VgnVCM100000171f5a0aRCRD
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 ダブリン（アイルランド）は 5 月初め、国家交通局と共にモビリティ提案の「現実的な」枠組み策定に着手した。

この計画では、歩行者区域と安全なサイクリング施設に充てる空間を新たに設置し、堅固な公共交通網を維

持しつつ自転車や徒歩などの手段を可能にするために必要な、様々なバスの路線変更を実施することを提案し

ている170。 

 ミラノ（イタリア）は、移動需要の削減（スマートワークやリモートワークの促進など）、移動手段の改善と多様

化（自転車、電動スクーター、カーシェアリングの推進など）、公共交通機関の安全性向上（バスや地下鉄の

乗車人数制限、ソーシャルディスタンシングを通じたバス停や駅での混雑軽減など）、歩道からの障害物の撤去、

公共交通機関と他の移動システムの連動、乗車チケット・駐車チケット・駐車許可証の自動化推進、一時的

な駐車スペース整備への投資（医療・緊急サービス用の必需物資の配送など）を行うための包括的な措置を

定めた、適応戦略 を発表した171。この計画では、都市のタイミング、スケジュール、リズムを見直し、柔軟性を高

めて移動需要を分散させ、学校や企業に柔軟な時間設定を促し、各種事業やサービス、文化公演の営業時

間を延長することも目指している。また公園やスポーツ施設の段階的な再開に伴い、健康、娯楽、運動を目的

とした公共空間の再利用も計画している。さらに、巧みな都市計画と歩行者専用道路化を通じて、全ての地

区に Piazze Aperte（開放広場）を確保する取り組みを進め、駐車場の上にテラスを設置する一方で、市全

域に時速 30kmの速度制限を課している172。 

 米国では、67以上の交通機関がコロナ後の復旧計画または回復計画を策定したとされる。交通機関は、運航

路線の統合または拡大（44機関）、スタッフの配置転換（42機関）、時差勤務の活用（31機関）など、

いくつかの運用変更も検討している173。 

 ワシントン DC（米国）の「ReOpen DC」は、COVID-19 が今後もたらす状況を踏まえて交通機関の利用に

着目したロードマップを定めている174。公共空間の方向性を見直すための具体的な措置として、歩道拡大への

重点的取り組み、自転車専用レーンの増設、幹線道路を運行するバス路線へのレーン割当拡充などが含まれ

る。ワシントン首都圏交通局（WMATA）も、低い乗車率を利用して建設・修復作業を広く展開する夏場の

安定運行と、9 月以降の段階的な再開に重点を置いた計画を作成した。再開時は混雑を避けるため、バスの

運行ルートを見直し地下鉄の時刻表に合わせる。WMATA は、異なる交通手段の運賃をセット販売し、まとめ

て非接触型決済を展開する取り組みにも力を入れている175。 

 米国とカナダの 1,500 以上の官民部門の会員から構成される米国公共交通協会（APTA）は、パンデミック

中の公共交通サービス復旧に向けたチェックリスト、交通機関消毒の指針、公共交通機関の従業員及び利用

者の安全対策に関する白書を含む幅広い文書を発表している176。APTA は 4 月に「モビリティ復旧回復作業

部会」を新たに設置した。この作業部会は、COVID-19パンデミック後の世界における公共交通サービス用ロード

マップを作成している。作業部会の成果には、従業員と利用者の安全対策、市民と利用者からの信頼、顧客

重視の運行、レジリエンシー、公平性、社会的ニーズなど、公共交通機関の今後の成功に不可欠な幅広い課

題を扱った一連の提言が含まれる予定である177。 

                                                           
170 https://www.nationaltransport.ie/wp-content/uploads/2020/05/Covid_Mobility_Plan_22.5.20_FA_WEB.pdf 

171 https://www.comune.milano.it/documents/20126/7117896/Milano+2020.+Adaptation+strategy.pdf/d11a0983-6ce5-5385-d173-

efcc28b45413?t=1589366192908 

172 https://www.intelligentcitieschallenge.eu/sites/default/files/2020-05/Piero%20Pelizzaro_Milano%202020%20-%20Adaptation%20plan_0.pdf 

173 https://www.apta.com/wp-content/uploads/APTA-Continuing-Impacts-COVID-19-Agencies-05-2020.pdf 

174 https://coronavirus.dc.gov/reopendc 

175 https://www.wmata.com/about/board/meetings/board-pdfs/upload/3A-COVID-19-Recovery-Final.pdf 

176 https://www.apta.com/research-technical-resources/standards/security/apta-ss-sem-wp-016-20/; https://www.apta.com/public-transit-

response-to-coronavirus/apta-resources/; https://www.apta.com/wp-content/uploads/COVID-19_Transit_Guide_FINAL_04132020.pdf 

177 https://www.apta.com/news-publications/press-releases/releases/american-public-transportation-association-creates-new-mobility-

recovery-and-restoration-task-force/ 
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https://www.apta.com/news-publications/press-releases/releases/american-public-transportation-association-creates-new-mobility-recovery-and-restoration-task-force/
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エネルギー効率化 

各都市は、この機会を活かして都市整備に投資している。都市整備を通じて、コロナ後に建物の省エネ効率を最大化し

電気代を節約することができる。過去のグリーン経済刺激策パッケージから学んだ教訓から、省エネと改修工事への投資

といった特定の分野が、排出量を削減しつつ、建設部門の雇用創出と経済活動に大きく貢献することが示されている178。 

例えば、建物の近代化を通じて多くの雇用を創出でき、中小企業が多くを占める地方のバリューチェーンに資金が注入さ

れる可能性がある。一例としてリール都市圏（フランス）は 6 月 1 日、公営住宅 3,000 戸、3,600 戸以上の個人住

宅、学生寮 600戸の省エネリフォームへの今後 3年間の投資を含む、6,600万ユーロの回復計画を発表した。この事業

は、建設部門の雇用創出と低炭素経済への移行の両方を促進することを目指している179。コペンハーゲン（デンマーク）

は、急ピッチで公共工事事業を実施しており、これにより市当局に 50～100の新規雇用を創出すると推定される。公的

調達への資本支出制限の解除を通じて、この事業を促進している180。 

リール（フランス）は、各種の企業支援制度を通じて地元経済に約 3,200万ユーロを注入している。「再生基金」は、商

店経営者、職人、農家などの零細事業者に 2,000万ユーロを支給する。基金を利用する事業者は、エコ設計への移行

やエネルギー転換を約束しなければならない。従業員数 10人未満の零細企業や小規模団体を対象とする融資制度が

新たに設置され、返済期間 3～5年で最高 660万ユーロの融資を行う予定となっている181。 

省エネ措置と並行して、各都市は再生可能エネルギー事業にも投資している。例えばソウル（韓国）は、2018～2022

年に全ての市営建築物と住宅 100 万戸へのソーラーパネルの設置を目指す野心的な太陽光発電計画を策定した。こ

れにより 4,500件の雇用創出が見込まれる。同市は現在までに市営建築物に 98 メガワット相当の太陽光発電設備を

設置、13,125世帯以上がソーラーパネルの提供を受け、大気汚染物質 PM2.5の排出量が 8.7 トン減少した182。加え

て 3 月、ソウル市は韓国の都市として初めて、新規商業建築・住宅建築への建材一体型太陽光発電設備導入に対し

助成計画（2020 年は予算 10 億ウォン）を発表した183。スウォンジーベイ（英国）は 6 月、コロナ後のペンブルックシ

ャー州の経済再生と気候変動への対処を目指す、6,000万ポンドの海洋エネルギー事業「Pembroke Dock Marine」を

発表した。この事業は、ペンブルックシャー州議会の支援を受けて民間セクターが指揮している。今後 15年間で 1,800件

以上の雇用創出が見込まれる。この事業は、ウェイブハブ社が運営する、未来の発電技術の整備を実現する面積

90km2 のペンブルックシャー実証実験地区、及びオフショア再生可能エネルギー（ORE）カタパルトが運営する技術革

新研究拠点である「海洋エネルギー工学研究所」を含む、4つの事業から構成されている184。 

                                                           
178 https://read.oecd-ilibrary.org/view/?ref=134_134752-qmhlk04mue&title=COVID%E2%80%9319-and-the-low-carbon-transition-Impacts-

and-possible-policy-responses 

179 https://www.lillemetropole.fr/sites/default/files/2020-06/Dossier%20de%20presse%20relance%20%C3%A9co.pdf  

180 https://www.c40knowledgehub.org/s/article/How-cities-can-strengthen-local-economic-recovery-by-investing-in-building-

retrofits?language=en_US 

181 https://covidnews.eurocities.eu/2020/06/05/lille-32-millions-to-support-local-economy/ 

182 Ibid.  

183 https://www.koreatimes.co.kr/www/nation/2020/03/281_285885.html 

184 https://www.wales247.co.uk/green-light-for-60-million-pembrokeshire-marine-energy-project/  

http://www.oecd.org/coronavirus/jp/
https://read.oecd-ilibrary.org/view/?ref=134_134752-qmhlk04mue&title=COVID%E2%80%9319-and-the-low-carbon-transition-Impacts-and-possible-policy-responses
https://read.oecd-ilibrary.org/view/?ref=134_134752-qmhlk04mue&title=COVID%E2%80%9319-and-the-low-carbon-transition-Impacts-and-possible-policy-responses
https://www.lillemetropole.fr/sites/default/files/2020-06/Dossier%20de%20presse%20relance%20%C3%A9co.pdf
https://www.c40knowledgehub.org/s/article/How-cities-can-strengthen-local-economic-recovery-by-investing-in-building-retrofits?language=en_US
https://www.c40knowledgehub.org/s/article/How-cities-can-strengthen-local-economic-recovery-by-investing-in-building-retrofits?language=en_US
https://covidnews.eurocities.eu/2020/06/05/lille-32-millions-to-support-local-economy/
https://www.koreatimes.co.kr/www/nation/2020/03/281_285885.html
https://www.wales247.co.uk/green-light-for-60-million-pembrokeshire-marine-energy-project/
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スマートな回復 

デジタル化は、パンデミックへの都市の緊急対策に重要な役割を果たしてきた。多くの都市がロックダウンを解除しつつあ

る今、各都市は依然としてソーシャルディスタンシングが求められるなかで、感染リスクの監視と警戒を続けつつ新たな生

活リズムや習慣を推進し定着させるため、スマートシティツールの活用を強化し拡大している。自治体のサービスや情報提

供、参加手段、文化資源のデジタル化に伴い、バーチャル空間は都市の公共空間に一層欠かせないものになっている。

従って、適切なネット接続が不可欠なサービスとなっており、インフラ全体で普遍的なネットアクセスを保証する必要がある。  

パンデミックにより多くの都市は、ロックダウン中だけでなく、回復計画の策定への参加プロセスの一貫として長期的にも、

デジタルソリューションの追求を加速するよう迫られた。 

 タリン（エストニア）はハッカソン（プログラム開発イベント）を開催し、アントワープ（ベルギー）、ケルン（ドイ

ツ）、マドリード（スペイン）は、スタートアップ企業に対し COVID-19 関連課題を克服する新しい画期的な方

法を提案するよう要請した。スタートアップ企業や革新的な中小企業に「常態への復帰」を求める中で、マドリー

ドは、パンデミック後の経済的現実への対処、新たな対人関係モデルの必要性を受けた都市という概念の見直

し、特別なニーズを持つ層の解決策の模索という 3 つの課題への解決策を追求した。ニース（フランス）は、 緊

急時の新たなデジタル物流管理ツールを開発した。マイクロソフト社は、これにヒントを得て他の地域も支援する

予定である185。 

世界の各地で唐突にロックダウンが実施された結果、多くの子どもが自宅で学習を続けることになった。この時期の教訓

をもとに、各都市は短期的にも長期的にもよりスムーズな遠隔学習体験を保証するため、プラットフォームを開発し支援

措置を策定した。 

 リガ（ラトビア）では、市の教育文化スポーツ局が、生徒にバーチャル授業を行えるようデジタルプラットフォームを

導入した。バンベルク（ドイツ）、イスタンブール（トルコ）、ティラナ（アルバニア）もデジタル学習プラットフォー

ムを開発し、ティラナは全ての授業を無料プラットフォーム上にアップロードして、全国テレビで放送した186。リガ市

開発局も週 1日をリモートワークデイに指定し、対面会議の代わりに都市計画作成の事務文書に関するウェビナ

ーを開催した187。 

 東京都（日本）は、デジタル変革の推進に向けた取り組みの加速に力を入れ、オンライン学習、遠隔医療、リ

モートワーク、公共サービスのデジタル化を推進した。「スマート・スクール・プロジェクト」は、都立学校に通う全ての

子どもと学生がオンラインで学習できるようにすることを目指している188。 

COVID-19 により、都市居住者が急遽自宅にとどまり接触を減らすよう求められた想定外の経験に基づき、各市政府

は公共サービスのデジタル化に向けて次のような取り組みを推進している。 

 ミラノ（イタリア）の「適応戦略 2020」には、デジタルサービスに関するセクションが含まれており、市民へのデジタ

ルサービス提供の拡大、簡素化、推進、及びこれをサポートする ICTネットワークの強化を計画している。デジタル

ツールを活用して、公共部門と公的イニシアチブの支援や補足を行う。この計画では例えば、感染監視システム

の開発を目指している。文化へのアクセスを拡大する取り組みとして、オンライン図書目録の拡充、オンライン文

                                                           
185 ユーロシティーズ（2020）「政策メモ――新型コロナウイルスの社会経済的影響の軽減に向けた都市対策の概要」 、2020年 7月

1日改訂。 

186 ユーロシティーズ（2020）「政策メモ――新型コロナウイルスの社会経済的影響の軽減に向けた都市対策の概要」 、2020年 7月

1日改訂。 

187 https://pasvaldiba.riga.lv/ 

188 https://www.metro.tokyo.lg.jp/english/ 

http://www.oecd.org/coronavirus/jp/
https://pasvaldiba.riga.lv/
https://www.metro.tokyo.lg.jp/english/
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化事業及び「従来型」ライブイベントの推進を行う。最後に、配送物流を見直し地場消費を促すため、ミラノ市

独自のデジタルプラットフォームを開発していく189。 

 フィレンツェ（イタリア）も公共サービスの完全デジタル化に取り組んでおり、現在の 85%から市民へのサービスの

100%デジタル化を目指している。これには建築造園施工管理のデジタル化も含まれ、承認手続きの簡素化を

目指している。同市は、適切なサービス・設備と安全な環境の確実な提供を通じて、リモートワークやアジャイルワ

ークの推進にも取り組んでいる。リモートワークに必要なネット接続への普遍的なアクセス、いわゆる「ネットワーク

接続の権利」の確保を目指して、フィレンツェは、サービス改善が必要なエリアを特定するため、光ファイバー接続

の有無と回線の質をマップ化している190。 

 ソウル（韓国）など他の都市も、デジタル格差を解消し万人による技術アクセスを拡大するには、公的な介入

を通じたデジタル化への取り組みが必要だと認識している191。 

観光・文化・創造産業の回復 

観光は多くの都市に欠かせない部門であり、雇用、企業、サービスを支えている。国内観光と国際観光の両部門合わせ

て、平均して OECD諸国の GDPの 4.4%、サービス輸出の 21.5%に直接貢献している。OECDの修正版シナリオによ

ると、パンデミックの期間や旅行・観光の回復速度によるが、今回の衝撃により 2020 年の国際観光経済は 60～80%

落ち込むと考えられる192。観光客は少なくとも当面は自然が豊かな農村部に足を運ぶ可能性が高いため、農村と比べ

都市はより大きな影響を受けるだろう193。 

国内観光は 2021年に回復すると予想されるが、国際観光の回復には 2年以上かかる見込みが高い194。国際観光に

大きく依存するいくつかの都市は、先を見越して海外からの観光客を誘致する戦略を策定している。例えばレイキャビク

（アイスランド）は、事態が正常化した後の目的地としてレイキャビクを宣伝するマーケティングキャンペーンを含む、観光

措置パッケージを発表した195。ミラノ（イタリア）の適応戦略にも、衛生プロトコルを遵守した「安全な都市」ミラノの PR

が盛り込まれており、安全が確認され次第、創造的な文化活動をまずは地元居住者、その後に海外観光客を対象とし

て段階的に再開する計画を立てている196。 

他方で、一部の都市はパンデミックを、より持続可能なビジネスモデルを目指し観光振興を見直す機会と捉えた。なかに

は文化と都市の機能を改めて振り返った結果、場合によっては社会構造に悪影響をもたらす大規模な観光事業からの

転換を決めた都市もある。フィレンツェ（イタリア）は、大規模な観光事業は実施せず年末までに観光活動を 30%回

                                                           
189 https://www.comune.milano.it/documents/20126/7117896/Milano+2020.+Adaptation+strategy.pdf/d11a0983-6ce5-5385-d173-

efcc28b45413?t=1589366192908 

190 https://www.comune.fi.it/system/files/2020-05/rinascefirenze_DOC_6.pdf 

191 https://www.lemonde.fr/international/article/2020/06/16/park-won-soon-maire-de-seoul-nous-voulons-faire-de-seoul-une-reference-de-l-

apres-covid_6043041_3210.html 

192 https://www.oecd.org/coronavirus/policy-responses/tourism-policy-responses-to-the-coronavirus-covid-19-6466aa20. 

193 Ibid.  

194 オックスフォード・エコノミクス、4月 1日。 https://resources.oxfordeconomics.com/hubfs/City-Tourism-Outlook-and-Ranking.pdf 

195 https://www.oecd.org/coronavirus/policy-responses/tourism-policy-responses-to-the-coronavirus-covid-19-6466aa20. 

196 https://www.comune.milano.it/documents/20126/7117896/Milano+2020.+Adaptation+strategy.pdf/d11a0983-6ce5-5385-d173-

efcc28b45413?t=1589366192908  

http://www.oecd.org/coronavirus/jp/
https://www.comune.milano.it/documents/20126/7117896/Milano+2020.+Adaptation+strategy.pdf/d11a0983-6ce5-5385-d173-efcc28b45413?t=1589366192908
https://www.comune.milano.it/documents/20126/7117896/Milano+2020.+Adaptation+strategy.pdf/d11a0983-6ce5-5385-d173-efcc28b45413?t=1589366192908
https://www.comune.fi.it/system/files/2020-05/rinascefirenze_DOC_6.pdf
https://www.lemonde.fr/international/article/2020/06/16/park-won-soon-maire-de-seoul-nous-voulons-faire-de-seoul-une-reference-de-l-apres-covid_6043041_3210.html
https://www.lemonde.fr/international/article/2020/06/16/park-won-soon-maire-de-seoul-nous-voulons-faire-de-seoul-une-reference-de-l-apres-covid_6043041_3210.html
https://www.oecd.org/coronavirus/policy-responses/tourism-policy-responses-to-the-coronavirus-covid-19-6466aa20
https://resources.oxfordeconomics.com/hubfs/City-Tourism-Outlook-and-Ranking.pdf
https://www.oecd.org/coronavirus/policy-responses/tourism-policy-responses-to-the-coronavirus-covid-19-6466aa20
https://www.comune.milano.it/documents/20126/7117896/Milano+2020.+Adaptation+strategy.pdf/d11a0983-6ce5-5385-d173-efcc28b45413?t=1589366192908
https://www.comune.milano.it/documents/20126/7117896/Milano+2020.+Adaptation+strategy.pdf/d11a0983-6ce5-5385-d173-efcc28b45413?t=1589366192908
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復させることを目指している。これまで居住者は、市中心部を団体観光客に奪われたように感じていた。新たな「Rinasce 

Firenze（フィレンツェ再生）」計画は、市中心部への観光バスの乗り入れを禁止する。いずれバスは同市の周辺部まで

しか入れなくなる見込みである。この計画では、現地居住者・企業の利用を想定して市中心部への再投資を行う予定

であり、従ってホテルや飲食店は新たな営業許可を受けられなくなる197。バルセロナ（スペイン）とブダペスト（ハンガリ

ー） も同じく、観光事業をより家族にやさしい文化的なモデルに転換する意向である198。  

観光と共に、文化・創造産業も COVID-19発生とその後の危機により最も深刻な影響を受けた部門のひとつである199。

そのため多くの都市が、回復戦略でこうした部門の支援を目指した。文化・創造産業に重点を置いた回復戦略の主な

例として、以下があげられる。 

 マドリード（スペイン）は、750 万ユーロの寄付を受けて文化施設・文化活動を対象とする回復計画「マドリード

喝采計画（Plan Aplaude Madrid）」を承認した200。現代美術・パフォーマンス・文化交流に特化した空間は

年 2 回のプログラム助成金を受けられ、市議会が 2020 年の不動産税と経済活動税の 25%減額を決めた。

マドリードを象徴する 2 つの施設、シルコ・プライス劇場とフェルナンゴメス文化センターの改修に、220 万ユーロが

投じられる予定である。文化センターは約 40 年ぶりの改修となる201。 

 ロンドン（英国）も、草の根音楽施設、アーティストの工房、独立系映画館などの危機に瀕した文化・創造産

業を支援するため、260万ユーロの緊急基金を設置した202。 

 ビリニュス（リトアニア）も、回復計画「ビリニュス・プラン 4×3」を策定している。この計画には、個人、企業、文

化活動を対象とした支援策が含まれる。計画ではこの部門に 100 万ユーロを充てているため、ビリニュスにとって

文化は重点課題と考えられる203。 計画には、文化・創造産業への財政支援、キャンセルになったイベントの部

分的な補償、舞台芸術への 1 回限りの支援、特定の課税免除、教育機関の文化教育イベントへの参加、地

元の作家や演奏家の出演を通じたフェスティバルの活性化が含まれる204。 

 加えて多くの都市が、音楽業界と地元会場を支援するため音楽イベントに力を入れ、居住者に手軽な娯楽を

提供している。例えばグローバルな取り組みとして、United We Stream は毎晩、マンチェスター、ベルリン、アム

ステルダム、パリ、バンコクなど様々な都市の音楽会場からコンサートをライブ配信し、音楽業界の演奏家や主催

者を支援するため数千ドルを調達している。同様にニューオーリンズ（米国）も、地元の音楽家や会場を支援

するためライブ配信イベント「Band Together」を開催した。コロンバス（米国）の音楽委員会は、自宅から出

られない高齢者のため街頭コンサートを開催している205。 

                                                           
197 https://www.lemonde.fr/smart-cities/article/2020/06/17/dario-nardella-maire-de-florence-au-fond-je-suis-optimiste-nous-nous-

releverons_6043109_4811534.html 

198 https://www.lemonde.fr/smart-cities/article/2020/06/14/ada-colau-maire-de-barcelone-cette-pandemie-nous-montre-un-

chemin_6042779_4811534.html; https://www.lemonde.fr/international/article/2020/06/18/gergely-karacsony-maire-de-budapest-la-gestion-de-

la-crise-a-ete-rendue-compliquee-par-le-gouvernement-hongrois_6043309_3210.html 

199 OECD （2020）「COVID-1――文化・創造産業への影響、政策対応、機会（近日刊行）」 

200 https://diario.madrid.es/blog/notas-de-prensa/el-ayuntamiento-presenta-el-plan-aplaude-madrid-dirigido-al-tejido-cultural/ 

201 https://covidnews.eurocities.eu/2020/05/20/madrid-e7-5-million-for-culture/  

202 https://www.london.gov.uk/press-releases/mayoral/new-fund-to-support-londons-at-risk-culture 

203 https://covidnews.eurocities.eu/2020/05/20/vilnius-recovery-plan-allocates-e1-million-to-culture/ 

204 https://vilnius.lt/en/2020/05/05/its-official-vilnius-introduced-its-plan-for-combating-after-effects-of-the-pandemic/ 

205 https://www.iq-mag.net/2020/05/bettermusiccities-live-music-help-cities-bounce-covid-19-shain-shapiro/#.XuyKfKYUnuh 
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都市のレジリエンスに向けた総合的戦略 

各都市は回復を、より持続可能で公平でレジリエントな社会に向けた抜本的な変化の機会と捉えている206。ひとつには

COVID-19 危機が現在の脆弱性と不平等を際立って露呈させたため、このような飛躍が促されている。加えて、ロックダ

ウン中に経験した日常生活の寸断により、市民の側に行動を変容させ、さらに根本的な変化を受け入れる準備が整った

207。例えばミラノ（イタリア）は「適応計画 2020」において、今回の危機からの脱却を利用して都市とその規模に関す

る基本的な特徴や想定に疑問を投げ、健康的な生活の必要性を問いかけている。ミラノは回復へのアプローチとして、「コ

ロナ後にどんな社会でありたいか、どんなコミュニティを築きたいか？ “以前”の状態に極力早く戻すことが、我々の最大

の目標なのか？ 今回の危機がもたらした”恩恵“に目を向け、都市と生活の質を高めるため前進しようとしているか？」

といった重要な疑問を提起している208。 

都市開発に総合的なレジリエンスの視点を導入する必要性を認識したため、多くの都市は、次のように全般的なレジリ

エンス戦略の策定または見直しを試みている。  

 マルメ（スウェーデン）は、洪水被害を防ぐための緑地の拡大、食料安全保障に向けた取り組みの強化など、

過去の危機やショックが既にレジリエンスの強化に寄与してきたと指摘した。同市は現在、開発・調達プロセスの

計画策定にレジリエンス基準を追加している209。 

 ミラノ（イタリア）も、当初のレジリエンス評価ではパンデミックのリスクを考慮していなかったため、レジリエンス戦

略を見直している。この戦略では、異常値に伴うリスクへの備えを強化するため、都市計画に最悪の事態を想

定したシナリオを盛り込む必要があることも確認された210。  

 パリ（フランス）では、今回の危機を契機として、政府のあらゆる部門にレジリエンスの視点を適用することの重

要性に目が向けられた。同市の 2017年レジリエンス戦略は、市民連帯ネットワーク（Paris volunteers）を活

用した高齢者の安否確認、コミュニケーションを活用した感染防止対策に関する意識啓発など、今回のパンデミ

ックでも有用であることが証明された。今回のパンデミックを受けて同市は、危機から学んだ教訓を踏まえて戦略

を見直し、今後の危機への備えを強化する方法を検討するよう促された211。 

 イズミル（トルコ）は「COVID-19 へのレジリエンス行動計画」を作成した。この計画は、災害・危機的状況に

対する同市の過去の予防対策を示しつつ、特にCOVID-19流行中とその後の管理のため立案された新たな措

置を紹介するものである212。 

各都市は、長期的な開発戦略の更新版にもコロナ後の回復という背景を盛り込んでいる。例えば、アムステルダム（オ

ランダ）、バルセロナ（スペイン）、タリン（エストニア）、ウィーン（オーストリア）、ユトレヒト（オランダ）は、都市開

発戦略（ユトレヒトの「健康な都市生活戦略」、ウィーンの「スマート都市ウィーン」など）のロードマップとして、国連の持続

可能な開発のための 2030 アジェンダを活用している。これらの戦略はコロナ前から実施されてきたが、各都市は現在、グ

                                                           
206 http://www.eurocities.eu/eurocities/news/Key-messages-from-our-city-dialogue-on-mitigating-the-socio-economic-impact-of-COVID-19-in-

cities-WSPO-BPDMD4 

207 https://news.trust.org/item/20200504154215-ne8jf 

208 https://www.intelligentcitieschallenge.eu/sites/default/files/2020-05/Piero%20Pelizzaro_Milano%202020%20-%20Adaptation%20plan_0.pdf 

209 https://urbanresilienceforum.eu/ 

210 https://www.weforum.org/agenda/2020/05/cities-pandemic-coronavirus-covid19-health-response-response-rebuild/ 

211 https://www.lemonde.fr/planete/article/2020/04/05/coronavirus-paris-repense-sa-strategie-de-resistance-aux-crises_6035609_3244.html 

212 https://covidnews.eurocities.eu/wp-content/uploads/2020/06/Resilience-Action-Plan-of-Izmir-1.pdf 
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ローバルな政策枠組みを利用し、遵守すべきアジェンダではなく、回復戦略の立案・実施の指針となる政策ツールとしてこ

うした枠組みを積極的に取り入れている213。 

よりよい都市の再構築に向けた政策提言 

こうした都市戦略に基づき、あらゆるレベルの政府が、COVID-19 から学んだ教訓を踏まえてよりよい都市の構築に協力

するための行動志向の政策提言を以下に示す。この政策提言は、災害リスク管理と都市レジリエンスに関し OECD が

以前示した指針、及び 2019年 3月に採択された OECD都市政策の原則も基盤としている214。 

全ての人に機会を与える 包摂的な都市 を構築するため、あらゆるレベルの政府は以下を行うべきである。 

 大胆な社会イノベーション戦略の立案・実施及び空きビルの転用を通じて、社会的弱者（高齢者、ホームレス

など）に医療、在宅介護などの効率的な社会地域サービスを提供する。 

 取り残された人々（移民、低賃金労働者など）を対象に、コロナ後の地方労働市場の新たな需要に対応し

た適応可能で柔軟性のある有意義な独自の雇用活性化プログラムを実施する。 

 社会的結束及び持続可能な交通手段との統合を推進するため、多様な住宅需要に応じて住宅の量、質、価

格を調整するための措置を講じる。 

 コロナ後の回復フェーズで都市モビリティの未来を見直す際は、様々なカテゴリーの人（高齢者、子育て世代、

障害者など）の需要を考慮して、ソフトモビリティへのアクセスを改善する（交通手段としての自転車など）。 

 特に低所得の若者を対象に、質の高い教育へ公平にアクセスできる環境を整備するとともに、オンライン教育

の可能性を十分に活用する。高等教育機関、企業、地方自治体、市民社会の連携を促す。 

低炭素経済への移行を可能にするグリーンな都市 を構築するため、あらゆるレベルの政府は以下を行うべきである。 

 渋滞税や一定の免税を認める臨時規制を通じて自家用車の利用を減らし、環境にやさしいアクティブ都市モビ

リティなどのマルチモーダル交通を改善する（近接性・歩行可能性、供給サイドと需要サイドの交通管理政策の

統合など）ことにより、交通渋滞や大気汚染などの負の集積外部性に対処する 。 

 先見性ある空間計画・土地利用計画の策定を通じて、都市の密集性や都市形態（コンパクトあるいはスプロ

ール）の利点を活用し、例えば環境に配慮した建物や道路の設計・建設、及び可能であれば再生可能エネル

ギーの生産・調達により、気候変動に強い低炭素都市インフラに重点を置く。 

 商品・製品の価値を最も高い水準に維持し、廃棄物の発生を防ぎ、廃棄物を再利用、資源に転換するため、

循環型経済の推進を通じて、資源のより効率的な利用及び持続可能な消費・生産パターンを推進する。 

 例えばグリーン投資事業や環境に配慮したビジネス慣行への条件付き助成金、優先的融資、財政的インセン

ティブの設置を通じて、コロナ後の回復に向けた景気刺激策や投資に、気候変動の影響緩和及び適応策を組

み込む一方で、不当に影響を受ける可能性がある社会的弱者への措置を並行して策定する。 

 短距離輸送の物流を見直しつつ、地方経済を刺激する（地元での食料生産など）。  

居住者の幸福度を高めるイノベーションの可能性を存分に活用し、包摂的な成長を推進できるスマートな都市を構築す

るため、あらゆるレベルの政府は以下を行うべきである。  

 身体の不自由な人、貧困地域の居住者、技術にアクセスしにくい人を対象とする場合を含め、公共交通分野

の新技術（アプリを使った配車サービスなど）の包摂性と持続可能性を確保するとともに、個人のプライバシー

を守る。 
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 雇用の安定を推進し、公共の利益と労働者の社会的セーフティネットを守るため、長期的に適用すべきソーシャ

ルディスタンスのルールを考慮しつつ、シェアリングエコノミー、ギグエコノミーに対する適切な規制を導入する。 

 スマートシティの機能、及び居住者の幸福と包摂的な成長への貢献をより正確に評価するため、データ測定に

関する計画を推進する。 

 リアルタイムデータ、通行料の電子決済、スマートパーキングシステム、IoT センサー、スマートコントラクトなどのデジ

タル化を活用して、地方自治体としてより効率的で持続可能で安価な、包摂的な公共サービスを提供する。 

 イノベーション志向のソリューションを購入するため、都市による公的調達の活用を支援する枠組みを整備する。 

包摂的・グリーン・スマートな都市を構築するため、政府は、ステークホルダーとの責任分担に基づき、効果的な戦略・政

策を立案し実行する手段として、次のような優れたガバナンスを活用すべきである。  

 自治体間の連携や国際的な協調、官民パートナーシップを含め、居住者の利益を中心に据えたレジリエンスを

高める画期的な連携手段、パートナーシップ、または契約を通じて、アジャイルで柔軟な都市ガバナンスのモデル

を推進する。 

 健康と安全に関する長期的な目標、レジリエンス、持続可能な開発に関連する各地特有のニーズ、国家目標、

グローバルなコミットメントを、透明性ある効果的な方法で同時に達成するため、政府のレベルを横断して責任と

リソースを調整する。 

 都市の規模の多様性に応じて戦略策定と公共サービス提供を行うため、市民の居住地と勤務地に基づき、政

策活動に対し都市レベルで機能的アプローチを採用する。 

 複雑な課題に応じた強靭で統合的な都市戦略を立案し実施するため、地方自治体職員の戦略的な管理能

力とイノベーション能力を強化する 。 

 回復フェーズの社会、環境、経済面の措置を見直すため、意思決定・実行へのコミュニティの関与や、構造的格

差への恒久的な解決策のためのデジタルツールの継続的な活用を通じて、市民の参画を促進する。 

 画期的な仕組みを活用して、回復フェーズにおいて不動産開発業者、都市計画者、機関投資家、金融セクタ

ーなどの民間セクターに加え、規制当局、学術界、市民社会と協働する。 

 企業や市民と責任を分担して、包摂的でグリーンな成長という視点に基づき地方市場を形成し、生産・消費パ

ターンを変化させ、直線型経済から循環型経済に移行するため、経済、社会、環境面の目標を盛り込んだ持

続可能な公的調達と公共インフラを推進する。 

 公開情報へのアクセス、透明性向上と意思決定者の説明責任の強化、公共政策を共同で策定する場の拡

大を推進するため、開かれた政府に向けた取り組みを支援する。 

 例えば、他都市の画期的な対応から学ぶための都市間協力を通じて、都市のシステムとネットワークをサポート

する。 

先見性ある総合的なコロナ後の回復措置を実施するため、政府は、包摂的・グリーン・スマートな都市に向けて十分な財

政資源を活用すべきである。  

 公共空間、都市インフラ、近隣開発、低価格住宅の整備資金を調達するサステナビリティボンドを含む、画期

的な資金調達の仕組みの導入を推進する。 

 危機や想定外の経済的打撃が発生した場合、危険準備金・積立金、信用枠、家賃猶予など具体的な金融

手段の可能性を活用する。 

 機会を最大限に増やしリスクに対処するため、必要に応じて民間セクターから資金を調達する。 

 企業、特に中小企業に対し、保健上の危機や制度的なショックのリスクも考慮し、柔軟なリモートワークとデジタ

ル化を見据えた事業継続計画を策定するよう促す。 

 特に包摂的な目標を掲げた事業やインフラ案件に対し、市民が公的資金の使われ方について発言できるよう、

画期的な参加型予算の導入を検討する。 

 分散型再生可能エネルギー、食料生産・流通などの分野で、協同組合や他の社会的企業などの形で市民を

巻き込むモデルを含め、社会的経済を推進する財政モデルを促進する。 

http://www.oecd.org/coronavirus/jp/
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世界中の都市で COVID-19 が流行し、地域社会と居住者の健康に測り知れない影響を与えたため、多くの地方自治

体は感染拡大への対応の最前線に立った。ウイルスの流行を最小限に抑えるため中央政府が主導的な役割を担った

一方、多くの国の都市が、新型コロナに係る政策課題への対応を現場で補う上で重要な役割を果たした。数多くの国

で、都市は次の 2つの役割を果たした。  

 ひとつには都市は、そのリソースや能力（市警察など）あるいは現地での権限（公立公園・庭園の閉鎖など）

を利用して、外出制限措置の執行及び現地での支援など、全国的な措置の実施手段としての役割を果たし

た 

 他方で都市は、テクノロジーなどの資源を利用するとともに市民に近い独自の立場を利用して、ボトムアップの

画期的な対応の指揮を執ってきた（社会的弱者への配慮など）  

40以上の都市から集めた事例（追加資料 A参照）は、次の 6 種類の政策対応に分類できる（図 2）。これらの政

策対応が、パンデミックの進行度合いに応じて様々な程度で展開されている。 

 ソーシャルディスタンシングと外出制限  

 職場慣行と通勤パターン  

 社会的弱者を対象とした措置 

 水道、廃棄物などの自治体公共サービス 

 事業支援と経済回復  

 市民向けコミュニケーション・意識啓発・デジタルツール 

第 III部: ロックダウンとその解除：初期

段階における都市の政策対応  

http://www.oecd.org/coronavirus/jp/
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図 2. COVID-19に対する都市の 6つの政策対応 

 

確認された政策対応から、都市のレジリエンスとショックからの回復能力に関して次のいくつかの考察が得られる。 

 都市の対応は、その国が初期や後期などパンデミックのどの段階にあるかに応じて解釈し、検討する必要がある。

いずれの場合も、学んだ教訓を活用してより巧みに未来に対処し、影響を軽減して回復に向けた計画を策定で

きる。 

 国によって、また同じ国内であっても、都市の COVID-19流行への対応能力は同等ではない。この対応能力の

ばらつきは、公共サービス提供の配分（医療は集中化する傾向がある）、人口規模（比較的小規模な都市

は、包摂性（インクルージョン）により注意を払っているように思われる。）、規制枠組み、財政力、インフラなど

様々な要因に左右される。 

 各都市は、情報提供、市民保護（衛生など）、接触の減少、企業支援（融資など）を目的とする緊急措

置や、より長期的な効果を狙う措置（職場改革など）といった地域に根差す幅広い対応を実施している。  

 COVID-19 対策の多くの実施に当たり、各都市はイノベーションとオンライン/デジタル・ツールに依存しており、イ

ンターネットやスマートフォン・アプリ、テクノロジーが、コミュニケーションや意識啓発やリモートワークだけでなく、学習

とスキル開発にも重要な役割を果たしている。 

 第一段階では大半の対応が短期的だが、一部の都市は、特に市民生活を見直して都市の公共空間の設計

と活用法の変化を促し、歩行者や自転車によるマイクロモビリティの空間を拡大するため、より中期的な対応に

次第に移行していた。 

 長年コンパクトシティが称賛されてきたが、居住者同士の近接性、ソーシャルディスタンシングの困難さ、基本的

サービスに手軽にアクセスできる安全でコンパクトな都市環境を確保する方法を検討する必要性などから、新型

コロナ危機は人口密度が高い都市の脆弱性に関する議論を引き起こした。 

 サプライチェーン途絶、輸出・投資の減少、観光とビジネス双方の渡航制限が、中長期的に都市に影響を与え

得る。  

 多くの都市が、製品の生産やエネルギー消費、交通その他のサービス提供の方法を通じて、今回のパンデミックと

その余波を、より強靭で循環性が高く、スマートで農村部との接続性が高い都市を生み出すチャンスに変えられ

ると理解していた。  

 分権化がどの程度進んでいるかに関わらず、都市は常に、全国的な措置を効果的に実施し、国家的な枠組

み・取り組みに沿って地域に根差した対応を策定するため、中央政府と協力する必要がある。  

 パンデミック中の国内及び国際的な都市間の協力が、都市がパンデミックへの対応を成功させる鍵になっている。

都市同士の横の交流が結束と連帯感を生み、公開性と透明性を高める一方、都市ネットワークは、経済、社

会、環境面の目標を考慮した上で、危機に対応し効果的な回復を遂げるためのベストプラクティスに係る有益

な情報を提供してくれる。 

ソーシャルディスタンシ

ングと外出制限 

職場慣行と通勤パターン 

社会的弱者を対象と

した措置 

自治体公共サービスの提供 事業支援と経済回復 

市民向けコミュニケーション・意識啓

発・デジタルツール 

COVID-19 に対す

る都市の 6 つの

政策対応 
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ソーシャルディスタンシングと外出制限 

初期の政策対応 

パンデミックの初期段階での緊急対応として、次のようなソーシャルディスタンスシングの確保と外出制限措置の実施が行

われた。 

 集会の禁止、イベントの中止または延期。ほとんどの都市が大規模な集会を中止または延期した。例えばオー

スティン（米国）は、通常は 40万人以上が参加し 2019年には 3億 5590万ドルの経済効果をもたらした 3

月開催予定の毎年恒例の映画音楽祭、South by Southwest を中止した215。大規模な集会を中止または

延期できない場合（フランス統一地方選挙の第 1回投票など）、手を洗う設備と消毒薬が用意され、頻繁に

会場の消毒を行った。多くの都市は、マスクと消毒ジェルの供給も確保した。2020年夏に開催予定だった東京

オリンピック（日本）などのスポーツイベントも、中止または延期された。ミラノ（イタリア）とパリ（フランス）は、

大人数での外出を制限し、外出制限に係る全国的な措置の実施を支援するため、他の都市に先駆けて全て

の公共公園を閉鎖した216。 

 市の文化施設の閉鎖。美術館・博物館、コンサートホール、映画館などの文化施設を閉鎖した。ブエノスアイレ

ス（アルゼンチン）市役所は、200 人以上が集まる娯楽、社会、文化活動を禁止する条例を通じてこの決定

を下した。禁止期間は当初は 30 日だったが、のちに延長された217。フランスを含む世界の多くの都市で、デモを

禁止し、映画館・劇場・飲食店を閉鎖するため同様の措置がとられた。 

 学校・大学の休校。これに伴い学期の調整、試験延期、オンライン学習ツールや教育アプリの無料提供拡大

などが実施された。福岡市（日本）は、公立校の休校により自宅で過ごす子どもたち向けに学習用動画を配

信した218。他の例として、モスクワ（ロシア）は、生徒がオンラインで学習を進められるよう「モスクワ電子学校」

を立ち上げた219。 

制限緩和  

数カ月のロックダウンを実施した後、欧州の大半の都市はロックダウンを段階的に解除するための措置を支援する計画を

立案し実施した。多くの計画は段階的・地域的なアプローチに基づくもので、感染者数に応じて集会制限と経済活動再

開が緩和された。国家の制度的な特徴（連邦制、集権的）に応じて、中央政府、及びまたは、地方政府が決定を下

した。 

 フランスでは、コロナの流行状況と医療機関の逼迫状況に基づき行政区分（départements）を色分けしたマ

ップ（レッド、オレンジ、グリーン）を作成し、定期的に更新した。「レッド」に色分けされた、流行の広がりが比較

的大きく医療体制が逼迫している地域では、「グリーン」に色分けされた地域より慎重に制限緩和措置が実施さ

れた。  

 オーストリアは、イースター後に制限を段階的に緩和した。4 月 14 日に小規模店舗を再開した後、5 月に他の

店舗や飲食店も続いた。4 月末まで、移動はやむを得ない場合のみに制限された。学校は 5 月半ばまで休校

が続き、高等教育機関は学年度末までオンライン授業を継続した。5月 15日に飲食店、動物園、美術館・博

                                                           
215 http://www.austintexas.gov/sites/default/files/files/COVID-19%20Declaration(2).pdf 

216 https://www.nytimes.com/reuters/2020/03/16/world/europe/16reuters-health-coronavirus-france-parks.html 

217 https://www.buenosaires.gob.ar/coronavirus 

218 https://translate-city-fukuoka-lg-jp.j-

server.com/LUCFOC/ns/tl.cgi/https%3a//www.city.fukuoka.lg.jp/hofuku/hokenyobo/health/kansen/nCorV.html?SLANG=ja&TLANG=en&XMOD

E=0&XCHARSET=utf-8&XJSID=0 

219 https://www.mos.ru/city/projects/covid-19/?adfox&utm_place=893819&utm_ban=3540544&ues=1  
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物館、5 月 29 日に宿泊施設、娯楽施設、プール、観光地の再開が認められた。スポーツイベントや文化イベン

ト、大規模な集会全般が認められるのは、早くても 7月になる見込み。  

都市は市民と政府をつなぐ最も身近な窓口であり、人口密度が高く密集が生じやすい場所であることから、「常態」に復

帰しつつソーシャルディスタンシングを維持するため次の措置を実施している。  

 安全保護具の配布。多くの自治体が、ロックダウン緩和措置を踏まえてマスクなどの保護具を配布している。フ

ランスやスペインなど一部の国では、公共交通機関でのマスク着用が義務付けられている。マドリード（スペイン）

は 4 月、政府と連携して駅などでマスク配布を開始した220。パリ（フランス）市長は、区役所や薬局を通じて

5月 11日から市民に 200万枚の布マスクを配布すると約束した221。  

 学校でのソーシャルディスタンシングの確保。無症状の子どもがウイルスを媒介する可能性を示すエビデンスが増

加している222。また、子どもにソーシャルディスタンシングを効果的に守らせるのも難しい。そのため政府と地方自

治体は、十分な安全衛生対策を確保するため学校再開を慎重に進めている。スペインでは、5 月 26 日から学

校が一部再開されたが、全面的な再開は 9 月以降と見込まれる。これは、イタリアの同様の決定に倣ったもの

だ223。デンマークは 4 月 15 日、欧米諸国で初めて小学校を再開した。感染の広がりを防ぐため、保護者は校

内に立ち入れず、教員も職員室に集まることはできない。子どもの机は互いに 2 メートル離さねばならない224。パ

リ市は、5 月 11 日から医療関係者・救急隊員・公務員の子どもに限り小学校で受け入れると発表したが、一

部の学校はロックダウン期間中すでに医療関係者をはじめ他の「エッセンシャル」ワーカーの子どもを受け入れてい

た。5 月 14 日には、「優先受入」の対象が公共交通機関職員の子ども、障害のある子ども、オンライン授業を

受けられない貧困家庭の子どもに拡大された225。6 月 22 日には、高校を除く全ての学校が再開された。グリー

ンゾーン内の 15～18 歳向けの学校（lycées）は第 2 フェーズの一環として再開されたが、登校は必須ではな

い226。 

職場慣行と通勤パターン 

初期の政策対応 

全国的な規模で全面的なリモートワークが求められる前に、市当局は、パンデミックの初期段階及び外出制限期間中、

まずは市職員にリモートワークを推奨した。各都市は、以下のような措置を実施した。  

 リモートワークや時差出勤の活用。COVID-19 により早くから最も深刻な被害を被った都市のひとつ、ミラノ（イ

タリア）は、3月 10日の全国的な外出制限措置の発動に先立ち、2月 24日から居住者にリモートワークを推

奨し始めた227。サンノゼ（米国）では、自治体職員は市民に模範を示すためリモートワークを推奨された228。リ

                                                           
220 https://www.elespanol.com/espana/madrid/20200413/reparten-mascarillas-estaciones-metro-cercanias/482201904_0.html 

221 http://www.leparisien.fr/politique/plan-de-deconfinement-d-anne-hidalgo-seuls-15-des-ecoliers-parisiens-feront-leur-rentree-le-14-mai-04-

05-2020-8310747.php 

222 https://www.nytimes.com/2020/05/05/health/coronavirus-children-transmission-school.html 

223 https://www.bbc.com/news/explainers-52575313  

224 https://www.nytimes.com/2020/04/17/world/europe/denmark-schools-coronavirus.html 

225 http://www.leparisien.fr/politique/plan-de-deconfinement-d-anne-hidalgo-seuls-15-des-ecoliers-parisiens-feront-leur-rentree-le-14-mai-04-

05-2020-8310747.php 

226 https://www.bbc.com/news/explainers-52575313  

227 https://www.yesmilano.it/en/articles/coronavirus-useful-info-events-and-locations-milano 

228 https://www.sanjoseca.gov/news-stories/news/emergency-notifications 
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オデジャネイロ（ブラジル）市長は、自治体の長として初めて時差勤務を推奨したひとりで、交通機関の混雑

を避けるため工業は午前 6時、商業は午前 8時、サービス業は午前 10 時に第 1 シフトを開始するよう提案し

た。市の公共部門も在宅でこれと同じ勤務体制を採用した229。日本では首相が企業に対し、人との接触を 7

割、可能であれば 8割減らすため、できる限りリモートワークを推進するよう要請した。政府の専門家委員会が 5

月 4 日に発表した提言でも、リモートワークやローテーション勤務、時差通勤、オンライン会議の活用が「新しい生

活様式」の実践例としてあげられた。 

 地元企業にリモートワーク・フレックス制の支援を要請。都職員のリモートワーク推進に加えて、東京都（日本）

は、企業に対し柔軟な勤務体系の導入を促し230 、リモートワーク用設備やソフトウェアの導入に必要な経費の

助成金支給を通じて、中小企業など企業のリモートワーク移行を支援する措置を講じた。ブラガ（ポルトガル）

では、市の経済開発局 InvestBraga が、零細企業による e コマースやリモートワーク、オンライン会議などのデジ

タルスキル育成を支援するウェビナーを開催した。同局は、デジタル課題に関し無料相談も行っている。  

 職場の安全性向上に向けた検査実施。流行の発生以降、モスクワ（ロシア）は企業に対し、従業員の検温

を実施し、症状がある者（発熱、咳または息苦しさ）は出社させず、帰宅させるか治療を受けさせるよう勧めた
231。大邱（韓国）は、検査需要の急増に対応するため「ドライブスルー方式」の検査所を開設した。この施設を

使えば、市民が車に乗ったままの状態で直接検査を実施できる。パリ（フランス）では 3月末、17区の区役所

に初のドライブスルー検査所が開設され、医療従事者は予約制で車に乗ったまま検査を実施できるようになった
232。車内で検査する方が、患者と医療従事者どちらにとっても、病院や保健所に出向くよりはるかに安全で短

時間で済む。検査は約 10分で終わり、大邱の場合、結果は 3日以内にテキストメッセージで通知される。  

 交通機関の再編と消毒 。公共交通機関での乗客の接触は、COVID-19の流行に重要な影響を与える可能

性がある。ピーク時に混雑した電車やバスに通勤客がすし詰めになる都市では、このリスクが特に大きい。パンデミ

ックの初期段階では、通勤を制限する政府の指令に従って、多くの自治体が段階的に運行本数の削減を進め、

市民に対し不要不急の移動を控え、公共交通機関で消毒などの衛生対策を実施するよう促した。サンフラン

シスコ（米国）では駅やバス車内に消毒液を用意し、消毒の回数を増やしている233。ヴェネツィア（イタリア）

では、 パンデミックの初期段階でゴンドラの徹底的な消毒が実施された。ナポリ（イタリア）では、電車やバスの

座席の清掃・消毒や、利用者に向けた消毒証明書の掲示を通じて、職員と利用者を守るための適切な防護

措置を確保した234。マドリード（スペイン）では、ほとんどの電車（64%）への自動ドア設置を通じて接触を最

小限に抑えている235。また同市は、大学向けの路線や空港までの急行バスを減便する一方で夜間バスは維持

するなど、需要の変動に合わせてバス路線も再編した。EMT（サービス事業者）も、車両を毎日徹底的に消

毒する計画を維持している236。ブラスチラバ（スロバキア）は、欧州で最初に公共交通機関利用時のマスク着

用を義務付けた都市のひとつだった。運輸局は、運転手に近い前方のドアからの乗車、降車も禁止した。ドアは

自動的に開くため、乗客がボタンを押す必要はない237。 

                                                           
229 http://prefeitura.rio/cidade/coronavirus-prefeitura-anuncia-medidas-de-prevencao-na-cidade-contra-a-doenca/ 

230 https://stopcovid19.metro.tokyo.lg.jp/en 

231 https://www.mos.ru/city/projects/covid-19/?adfox&utm_place=893819&utm_ban=3540544&ues=1 

232 http://www.leparisien.fr/paris-75/un-centre-de-depistage-drive-corona-ouvre-dans-la-cour-de-la-mairie-du-17e-a-paris-26-03-2020-

8288703.php 

233 https://www.sfdph.org/dph/alerts/files/Updated-DPH-Recommendations_COVID-19-English-03062020.pdf 

234 http://www.comune.napoli.it/coronavirus 

235 https://www.madrid.es/portales/munimadrid/es/Inicio/El-Ayuntamiento/Medidas-especiales-por-el-coronavirus-SARS-CoV-

2/?vgnextfmt=default&vgnextchannel=2f7abc18998c0710VgnVCM2000001f4a900aRCRD  

236 https://www.emtmadrid.es/getattachment/0b56140c-62fe-4fe3-8c39-51d9fc306325/EMT_COV_19_EN_.pdf.aspx 

237 http://zvladneme.to/  
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https://www.mos.ru/city/projects/covid-19/?adfox&utm_place=893819&utm_ban=3540544&ues=1
http://www.leparisien.fr/paris-75/un-centre-de-depistage-drive-corona-ouvre-dans-la-cour-de-la-mairie-du-17e-a-paris-26-03-2020-8288703.php
http://www.leparisien.fr/paris-75/un-centre-de-depistage-drive-corona-ouvre-dans-la-cour-de-la-mairie-du-17e-a-paris-26-03-2020-8288703.php
https://www.sfdph.org/dph/alerts/files/Updated-DPH-Recommendations_COVID-19-English-03062020.pdf
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制限緩和  

パンデミックによって、人々の移動の仕方や働き方が大きく変化した。短期的には、自宅にとどまりウイルスの流行を阻止

するため、企業や都市はできる限りリモートワークの方針を採用するよう迫られた。規制緩和後も従業員は、オフィスや交

通機関での密集を避けるため、少なくともワクチンができるまで必要に応じてリモートワークを継続できる。国際労働機関

（ILO）は、職場に厳格な衛生安全基準を確実に遵守させる規制措置がなければ、感染者数が各国で再び増加に

転じるリスクが極めて高いと警告している238。感染の第 2 波のリスクを軽減するため職場で実施されている対策の例とし

て、以下があげられる。 

 リモートワークと時差出勤の継続。政府と地方自治体は、企業にできる限りリモートワークを継続するよう促して

いる。地方自治体が、交通機関の混雑や職場での密を避けるため、時差出勤を実施し推奨しているケースもあ

る239。イル・ド・フランス地域圏（フランス）は、出社・退社時間に時差を設けるよう提案し、企業、労使団体、

自治体、公共交通機関と憲章に関わる交渉を進めている。従業員は、午前 5:30～6:30、6:30～7:30、7:30

～8:30、8:30～9:30、9:30～10:30 のシフト制で出社することになる240。6 月 21 日には、Ile-de-France 

Mobilités（フランス交通政策組合）はリモートワーク推奨と「ラッシュ分散」の要請を延長した。すなわち、従業

員を午前 6:30～10:30に出社させ、午後 3:30～7:00に退社させるよう求めた241。  

 市民の安全な移動。外出制限解除後に職場に戻るエッセンシャルワーカー以外の労働者の移動リスクを減らす

ため、自転車または徒歩を推奨する交通・モビリティ計画の実施に着手した都市もある。ニューヨーク（米国）

は、COVID-19危機中に 100 マイルの道路を社会的に責任ある娯楽活動のために開放するため尽力した242。

パリ（フランス）は、数多くの期間限定の「コロナ対策自転車道路」を含め、ロックダウン中及び解除後に

50km の自転車専用レーンの緊急整備に取り組んだ243。トロント（カナダ）は、歩行者が安全に車道を歩ける

よう外側車線の一部を封鎖し、市内数カ所の歩道を拡張した244。その他の取り組みは、電車とバスの増発を

通じ交通機関でのウイルス感染の抑制を目指している。シカゴ（米国）では、交通局が市のバイクシェアリング

提携事業者 Divvyと協力し、パンデミックが続く期間について会員料金の大幅割引を実施している245。 ベルリ

ン（ドイツ）では、 フリードリヒスハイン=クロイツベルク区が、やむを得ない外出時に自家用車利用の増加を防

ぎつつソーシャルディスタンシングを確保する創造的な解決策として、期間限定の自転車専用レーンを導入した
246。 

                                                           
238 https://www.ilo.org/global/about-the-ilo/newsroom/news/WCMS_742898/lang--en/index.htm 

239 https://www.bbc.com/news/uk-52519340 

240 https://france3-regions.francetvinfo.fr/paris-ile-de-france/teletravail-prolonge-attestation-employeur-horaires-decales-charte-negociation-

organiser-deconfinement-1824154.html 

241 https://www.bfmtv.com/economie/entreprises/transports/paris-retour-a-la-normale-dans-les-transports-a-partir-de-ce-lundi_AN-

202006210105.html 

242 https://www.theguardian.com/environment/2020/may/01/city-leaders-aim-to-shape-green-recovery-from-coronavirus-crisis 

243 https://www.paris.fr/pages/deplacements-les-mesures-de-la-ville-pour-le-deconfinement-7788 

244 https://www.theglobeandmail.com/canada/toronto/article-toronto-introduces-bigger-sidewalks-to-make-room-for-pedestrians-on/ 

245 https://www.chicago.gov/city/en/depts/mayor/press_room/press_releases/2020/march/FinancialReliefTransportation.html 

246 https://www.berlin.de/sen/uvk/presse/pressemitteilungen/2020/pressemitteilung.911916.php 
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事業支援と経済回復 

OECD加盟国の大都市圏は、OECD加盟地域の総 GDPの 60%、雇用の 59%、OECD総人口 の 55%を占めて

いる247。COVID-19 危機のため多くの都市が、スーパーや薬局、銀行、保険、郵便を除く経済・商業活動を一時的に

停止した。  

短中期的な措置  

世界各国の政府が COVID-19 危機の甚大な経済的影響から自国経済を守る措置を発表した一方、市当局も、中

小企業支援に一定の役割を果たしており、以下を通じて貧困層への資金援助、及び危機からの回復に向けできる限り

強固な準備を整えるための企業支援を実施している。 

 中小企業向け相談サービス: ビルバオ（スペイン）は 3月末以降、市議会が主催する緊急相談サービスを通じ

て起業家、小規模小売店、中小企業を支援している。このサービスでは、電話とオンラインで支援を提供してい

る248。税務手続きの処理は全て延期された。横浜市（日本）は 1 月 30 日という早い段階で中小企業向け

の特別経営相談窓口を設置した249。シアトル（米国）では、デジタルサービス事業者による複数の取り組みを

通じ零細企業を支援している250。リスボン（ポルトガル）は、危機の影響を軽減し経済回復を促進するため、

利用できる全ての支援及び相談に関する情報を確実に企業に届けるため、零細・中小企業支援チームを設置

した。チームには、多様な分野の専門家が参加している251。パリ（フランス）は、職種別組合、事業者団体、

経済パートナーとの週 1回の意見交換を推進している252。 

 基金の設置: ミラノ（イタリア）市長は、困窮者を援助し都市活動の回復を支援するための互助基金の設立

を発表した。既に市議会が承認した 300万ユーロの予算に加えて、この基金は個人、企業、団体による経済活

動への参加に充てられる。基金は初日（2020 年 3 月 14 日）に 80 万ユーロを調達した253。キング郡（米

国）は、慈善団体と協力して救済基金を設立し、支援を必要とする人と提供できる人を結びつける寄付マッチ

ング用のページを開設した254。シアトル（米国）は、大手 IT企業が参加する救済基金を設置した255。 

 減税: マドリード（スペイン）市議会は、経済活動税や娯楽・ホスピタリティ・商業施設、旅行代理店、百貨店

に対する税金について、年末まで雇用を維持することを条件に 6300万ユーロの減税を承認した256。モントリオー

ル（カナダ）は緊急財政支援を提供し、企業支援策を講じている。支援策には、市町村税の延期、緊急経

済支援、元利金の自動的な支払猶予が含まれる257。シアトル（米国）は、納税が遅れた企業に延滞金を課

                                                           
247 https://www.oecd-ilibrary.org/sites/reg_cit_glance-2018-35-en/index.html?itemId=/content/component/reg_cit_glance-2018-35-en 

248https://www.europapress.es/euskadi/noticia-asesoria-gratuita-ayuntamiento-bilbao-recibe-510-consultas-pymes-comercios-autonomos-10-

dias-20200407145659.html 

249 https://www.city.yokohama.lg.jp/ 

250 https://blog.cloudflare.com/cloudflare-for-teams-free-for-small-businesses-during-coronavirus-emergency/ 

251 https://ciudadesiberoamericanas.org/lisboa-medidas-para-superar-la-crisis-del-coronavirus/ 

252 https://www.paris.fr/pages/coronavirus-les-mesures-prises-par-la-ville-7672 

253 https://www.agi.it/cronaca/news/2020-03-04/coronavirus-sala-milano-rilancio-7325067/  

254 www.kingcounty.gov/covid  

255 https://www.cbsnews.com/news/coronavirus-small-businesses-struggle-to-adapt-as-more-workers-stay-home/;https://www.inc.com/jason-

aten/these-5-tech-companies-are-providing-free-remote-working-tools-during-coronavirus-outbreak.html 

256 https://www.madrid.es/portales/munimadrid/es/Inicio/El-Ayuntamiento/Medidas-especiales-por-el-coronavirus-SARS-CoV-

2/?vgnextfmt=default&vgnextchannel=2f7abc18998c0710VgnVCM2000001f4a900aRCRD 

257 https://montreal.ca/en/articles/covid-19-support-measures-montreal-businesses  
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さないと発表した258。ブラガ（ポルトガル）は、休業した全ての地元企業を対象に公共空間・テラスの利用及

び宣伝に係る市税の全額控除を適用した。InvestBraga は、社会保障制度の利用条件、企業奨励金の指

針、観光業界への特別支援など経済界に援助を行っている259。 

 融資。ニューヨーク市（米国）は、従業員 100人未満の企業への返済期間 15～20年の無利子融資、25%

の売上低下が証明できる場合の最高 75,000 ドル融資など、中小企業に対する支援を実施している。東京都

（日本）は、施設の使用停止など感染拡大防止に協力した中小企業を対象に第 1 回感染拡大防止協力

金の支給を決定した。加えて、パンデミックの影響を受けた中小企業向けに緊急融資制度と無料相談窓口を

設置した260。ブエノスアイレス（アルゼンチン）では 公立銀行 Banco Ciudadが、中小企業に給与支払の資

金を提供するため新規融資制度を発足させた。どの融資制度も、年間名目金利の 20～24％と利率を大幅に

引き下げている261。 

 付加価値税（VAT）登録事業者への助成金支給と支援。東京都（日本）は、リモートワーク推進に必要

な設備やソフトウェアの導入費用を支援するため中小企業に助成金を支給した262。ミラノ （イタリア）は、

VAT 登録事業者を経済的に支援して、職業訓練・資材を拡充し（専門機器、装置など）事業発展への投

資（ソフトウェアなど）を推進するため、「Partita AttIVA」というプログラムを実施した。263. 

 家賃支援給付・免除 。パリ（フランス）は、休業した企業や NGO の家賃や道路・テラス使用料、他の市税

の猶予など、経済主体を支援する制度を策定した264。リスボン（ポルトガル）は、休業した市営ビル（市議会

または市営企業）内の全ての商業施設、及び市営ビルに設置された全ての社会・文化・スポーツ・娯楽施設の

家賃支払を 2020 年 6 月 30 日まで全額免除した265。ポルト（ポルトガル）は、倉庫として市営施設または

地元施設とリース契約を結んだ商店の家賃支払を免除した266。また文化機関に特別前払金（上限 75%）

を支払い、現在の困難な状況に対抗し克服できるよう強固な保証を提供した267。ヴィアナ・ド・カステロ（ポル

トガル）は 4 月と 5 月、プライア・ノルテ・ビジネスパークと起業支援センター内にある企業の家賃を免除した。レ

イキャビク（アイスランド）市議会は 3 月 26 日、COVID-19 のパンデミックが引き起こした危機への初期対応

として、緊急行動計画に満場一致で賛成した。この計画には、料金の支払猶予、家庭・企業への柔軟な対応

強化、不動産手数料の引き下げなど 13の措置が含まれる268。  

 現地生産・流通の支援。ヴィラ・ノヴァ・デ・ファマリカン（ポルトガル）は、経済主体と協力して地元小売業向

けの市場と地元産品の消費を推進するプログラムを開発した。また協同組合、企業、流通業者、飲食店、スー

パー業界と提携して地元の販売網・供給網も推進した。企業及び地方職業安定所に対する政府の措置に関

わる質問に答える、ヘルプラインも開設した269。パリ（フランス）は、商品を配送するため個人事業主と物流企

業を結びつける支援を行い、地方農業団体（AMAP）に一部の青空市の運営継続を認めることで、農業部

                                                           
258 https://www.cbsnews.com/news/coronavirus-small-businesses-struggle-to-adapt-as-more-workers-stay-home/ 

259 https://www.cm-braga.pt/pt/0203/viver/protecao-e-seguranca/covid-19 

260 https://www.metro.tokyo.lg.jp/tosei/tosei/news/2019-ncov.html#Eng 

261 https://www.buenosaires.gob.ar/sites/gcaba/files/lineas_de_credito.pdf 

262 https://stopcovid19.metro.tokyo.lg.jp/ 

263 https://www.comune.milano.it/-/lavoro.-da-fondazione-welfare-ambrosiano-partita-attiva-una-nuova-opportunita-di-sostegno-per-liberi-

professionisti-e-lavoratori-autonomi  

264 https://www.paris.fr/pages/coronavirus-les-mesures-prises-par-la-ville-7672 
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門と近距離流通網を支援している270。シドニー（オーストラリア）は、特に地域雇用の推奨を通じてコロナ後の

回復と今後の生活に貢献するセントラルシドニー計画戦略の草案を発表した271。 

中央政府との連携 

パンデミックを受けて、各国は自国民と経済を守るため大胆な回復パッケージを発表した。これには、中央・地方のレベル

を超えた政府間の協力と連携が求められる。さらに国の意思決定者は、地方当局が作業工程で適度な柔軟性を発揮

して効率的に行動できるよう、国の法的特権を活用しなければならない。例えば、 

 英国では、パンデミックと闘う上で都市や地方当局と中央政府の強力な連携が不可欠であり、零細企業を支

援するため一連の財政支援制度が設けられた。援助金をできる限り企業に届けるため、地方当局経由で支給

された。130億ポンド（150億ユーロ以上）が、融資ではなく助成金として交付された。  

 スペインでは地域政策が変更され、地方当局によるオンライン会議開催、及びコロナ関連予算剰余金の地方

自治体による活用が認められた。地方自治体は、市民社会や NGOが考案したイノベーションを補うため、独自

の対応を実施する裁量が与えられた。スペイン地方自治体連盟（FEMP）は、今回の危機管理に重要な役

割を果たし、政府と定期的に会議を開催して経済面も含むパンデミック後の合意案を作成した272。 

 トルコでは、政府が各地域への直接的な経済援助を発表した。地方自治体が措置を提案し、中小企業やそ

の他の機関に経済的援助を提供した。地方の公共サービスの継続性を確保しつつ、措置を監視し必要に応じ

て追加措置を講じるため、各都市にパンデミック対策委員会が設置された。 

自治体公共サービスの継続 

程度の差はあるものの、OECD 加盟国は、次第に複雑さを増し膨大なリソースを必要とする機能を、下位レベルの政府

に委譲している。そのため各都市は、飲料水の供給、汚水回収、廃水処理、固形廃棄物管理を含む基本的サービスを

供給している。ドイツが議長国を務める 2020 年の欧州評議会では、レジリエンス、デジタル化、共有財（すなわち、公

共サービスと基幹インフラへの平等なアクセス、利用可能性、優れた設計）に一層の重点を置いて、パンデミックと危機

管理に関する「新ライプチヒ憲章」が採択される見込みである。 

廃棄物・水道  

世界の多くの地域では、たとえ構造的な理由や不測の理由で供給を継続できない場合でも、水道などの基本的サービ

スを市民が利用できるよう都市が保証している。地方自治体の長がパンデミックがもたらす公衆衛生上の複雑な脅威へ

の対処に奔走するなか、多くの都市と電気ガス水道会社は、料金未納者への供給停止を見合わせることに合意した。

最も重要な感染防止策が手洗いと全般的な衛生管理であることを考慮すると、これは特に重要である。デトロイト（米

国）では、公衆衛生に反するとの抗議を受けて、料金未納を理由に給水を停止していた数千世帯への水道用水供給

を一時的に再開する予定である273。米国の 7州（ウィスコンシン、ニューヨーク、コネチカット、ニュージャージー、ペンシルバ
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271 https://www.smartcitiesworld.net/news/news/sydney-outlines-future-planning-strategy-that-will-transform-city-skyline-5247 

272 http://www.femp.es/ 

273 https://amp-theguardian-com.cdn.ampproject.org/c/s/amp.theguardian.com/us-news/2020/mar/12/detroit-water-shutoffs-unpaid-bills-

coronavirus 

http://www.oecd.org/coronavirus/jp/
https://www.smartcitiesworld.net/news/news/sydney-outlines-future-planning-strategy-that-will-transform-city-skyline-5247
https://amp-theguardian-com.cdn.ampproject.org/c/s/amp.theguardian.com/us-news/2020/mar/12/detroit-water-shutoffs-unpaid-bills-coronavirus
https://amp-theguardian-com.cdn.ampproject.org/c/s/amp.theguardian.com/us-news/2020/mar/12/detroit-water-shutoffs-unpaid-bills-coronavirus


48    

新型コロナウィルス（COVID-19）への都市の政策対応 © OECD 2020 

  

ニア、イリノイ、ルイジアナ）は、サービス停止の禁止を義務づけた274。アロラ（スペイン）の市政府は、州の外出制限措

置により閉鎖を続けている施設について、今後 3 カ月間水道料金を免除した275。フランスでは、衛生の必要性が高まっ

ている現在、多くの都市が、市民が確実に水道水を利用できるようにするための措置を実施している276。ポルト（ポルト

ガル）は、政府令により全面的または部分的に休業中で、及びまたは、売上が 40%以上急激に減少した非家庭用の

利用者を対象に、4月 1日から 6月 30日まで上下水道料金・都市ごみ処理料金を一部免除した277。リマ（ペルー）

も、タンク 10 槽分の飲料水の供給をはじめ、最貧困層への飲料水の供給確保を目指している278。ブラガ（ポルトガル）

では、全ての利用者を対象に上下水道料金を引き下げた279。 

各都市はごみ回収の継続的な保証にも取り組んでいるが、特定のごみが分別されていない場合もある。 英国などの公

衆衛生当局は、感染を防ぐため、自主隔離中の人が触れたごみは全て二重の袋に入れ、口を結ぶよう推奨している280。

ルクセンブルク281 と ニューアーク（米国）282では、通知があるまで予約制のごみ回収（粗大ごみ、庭から出るごみなど）

を中止している。ポーランドでは、自治体の廃棄物管理業組織のうち大手 5団体が政府に対し、パンデミック発生時の廃

棄物管理部門の規制がないと訴えた283。キングストン（カナダ）は、家庭用有害廃棄物回収サービスを中止した284。リ

マ（ペルー）では、都心部のごみ回収が保証されており、同市は他の地方自治体に援助を行っている285。ブラガ（ポル

トガル）の水道・廃棄物管理会社 AGEREは、零細企業の都市ごみ収集にかかる基本料金を全額免除し、全ての事

業者を対象に 25%の料金引き下げを行った286。 

公的調達  

公的調達のプロセスは、地方自治体が中心的な権限を持つ場合に市民への多くのサービス提供において重要な役割を

果たす。今回のパンデミックは、地方自治体の現在及び将来の契約、及びサービス提供に影響を与える。またパンデミッ

クが、地方自治体が満たすべき新たな安全・衛生・デジタル面の需要も生み出している。実際、地方自治体は常に医

療提供に責任を負うわけではないが、それ以外のサービスを提供するには、サービス提供に携わる人の安全を確保するた

め特定の装備を調達する必要がある。例えばコロナ流行中に保安サービスを提供するには、警察はマスクや手袋などの
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特定の装備が欠かせない。サンフランシスコ（米国）は 3 月 23 日、州から N95 マスク 100 万枚を調達したと発表し

た。このマスクは、最前線で働く人々に役立っている287。ローマ（イタリア）などの都市は、”Giardini” Service のタンク

車 7 台を使用し適切な製品を調達して、公共空間と街路を消毒している288。マドリード（スペイン）は、3 月 25 日時

点でエッセンシャルワーカーを対象に 1万回分の検査を確保した289。 

公共サービスの継続性を確保するため COVID-19危機への早急な対応が求められたことから、多くの国が、公的調達の

ルールの柔軟性を高めるべく指令や他の法的文書を発行した。各国の行政体制に応じて、全国的な枠組みの場合もあ

れば州・自治体レベルの枠組みの場合もある。メキシコシティ（メキシコ）は 3月 30日、直接裁定の可能性を含め、公

的調達プロセスに一層柔軟なルールを適用するパンデミック特別対策令を公布した290。フランスでは、指令を通じて、通

常は審議会が委任する権限を地方自治体に付与している。この権限には、公的調達活動に係る決定が含まれる291。 

パンデミックは、公共団体と様々なレベルの政府の連携を強化する必要性も浮き彫りにした。多くの国と同様にイタリア

と米国では、国家、地域、地方レベルの政府が、マスクを含め価格が大幅に上昇した個人防護具の調達をめぐり競い

合っている292。 

地方自治体を含む公共団体への供給業者を支援するため、具体的な措置が導入された。これには前払、違約金免除、

支払期日の前倒しが含まれる。  

 コペンハーゲン（デンマーク）は、流動性を高めるため供給業者に前倒しで請求額を支払い、支払を 30 日以

内から 2週間以内に短縮している293。 

 ミラノ（イタリア）は、建設業界の企業を対象に公的調達契約の支払を簡素化した。これには、企業への前払

及び支払期日の前倒しが含まれる294。 

 バルセロナ（スペイン）は、公共調達中断に関する市長令を公布した。これは公共機関が締結する契約の継

続性や中小企業を中心とする供給業者の流動性を確保し、雇用維持に努めるものである295。  

 パリ（フランス）では、社会的意識の高い企業 30 社のネットワークを利用して、フランス規格協会（ANFOR）

が発表した技術仕様に基づき布マスク 200万枚を生産することを決めた296。 
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社会的弱者を対象とした措置  

COVID-19 の流行は脆弱なコミュニティに最も深刻な打撃を与える可能性が高いことを踏まえて、各都市は、社会的弱

者への影響を軽減するための措置を講じた。都市は市民との距離が近く、現地のニーズを深く理解できるため、この役割

を果たす上でとりわけ適した立場にある。社会的弱者には、身体的、経済的にパンデミックにさらされやすい人々が含ま

れる。高齢者、基礎疾患がある人、自己隔離できる家や避難所を持たない人は、より感染しやすく重症化しやすい。高

齢者、基礎疾患がある人、ホームレス、及び移民など他の社会的弱者を支援するため、市当局は標的を絞った社会政

策を通じて、最も恵まれない層を守ろうと努力している。 

ホームレス  

COVID-19 危機がホームレスの状況を悪化させ、避難所、サービス、必需品の提供を含む次の具体的な措置が必要と

された。  

 ニューヨーク市（米国）では、市内 460人以上のホームレスが検査で陽性と確認され、27人が COVID-19 に

より死亡した。市長は、6,000人をホテルに移動させると発表した297。 

 推定 15 万人のホームレスが暮らすカリフォルニア（米国）では、5 万人以上にホテルを提供する計画である298。 

 トロント（カナダ）では、135 人以上のホームレスが感染した299。同市は、検査結果を待つホームレスを安全に

隔離できるよう「隔離施設」を設置し、14 日間の自己隔離が必要な場合に備えて、普段は避難所で暮らす人

が滞在できるようホテルも確保した300。 

 モントリオール（カナダ）は、避難所サービス、排せつ物を化学処理するトイレ、衛生用品、食料支援、継続的

な冬季支援などのホームレス支援措置を発表した。同市は複数のパートナーと協力して、ホームレスの避難所に

利用できそうな場所を探している301。  

 ビルバオ（スペイン）では、ホームレス、移民、付添のいない未成年を受け入れる場所が整備された302。必要に

応じて宿泊場所を提供するため、市のスポーツ施設にベッドを設置した。 

 オークランド（米国）は、宿泊場所のない居住者への衛生サービスを拡充した303。 

 パリ（フランス）は、孤立した弱者の居場所を把握するためマップを作成し304、政府や NGO と協力して体育

館 14施設をホームレスに開放した。Fabrique de la Solidarité を通じて、ホームレスを支援するボランティアを募

集した。1 週間足らずの間に 1,000 人のパリ市民が、巡回活動や食事パックの調理・配布に参加した。

www.jemengage.paris.fr プラットフォームを通じて、ロックダウンや推奨される衛生措置に従いつつ、支援が必

要な人と、同じ建物内または近隣に住む支援できる人を結びつける地元援助ネットワークが整備された。 

 ブラスチラバ（スロバキア）は、専門家や医療従事者、福祉関係者の支援を得て、COVID-19 危機が続く間

にホームレス 4,000人が利用できる隔離施設の建設を開始した305。  

                                                           
297 https://www.globalcitizen.org/en/content/coronavirus-impact-on-homessless-population/ 

298 https://www.cbsnews.com/news/california-launches-project-roomkey-initiative-to-place-homeless-in-hotel-rooms/ 

299 https://globalnews.ca/news/6867885/coronavirus-outbreak-toronto-homeless/ 

300 https://globalnews.ca/news/6710050/coronavirus-toronto-homeless-population-protection/ 

301 https://montreal.ca/en/news/city-taking-measures-to-support-homeless-residents  

302 www.bilbao.eus 

303 https://www.oaklandca.gov/news/2020/new-coronavirus-covid-19-update  

304 https://www.latribune.fr/regions/ile-de-france/paris-veut-recenser-les-personnes-fragiles-et-isolees-et-maintenir-les-marches-842582.html 

305 https://domov.sme.sk/c/22364461/koronavirus-a-menovanie-vlady-sledujeme-minutu-po-minute.html 

http://www.oecd.org/coronavirus/jp/
http://www.jemengage.paris.fr/
https://globalnews.ca/news/6867885/coronavirus-outbreak-toronto-homeless/
https://globalnews.ca/news/6710050/coronavirus-toronto-homeless-population-protection/
https://montreal.ca/en/news/city-taking-measures-to-support-homeless-residents
https://eur02.safelinks.protection.outlook.com/?url=http%3A%2F%2Fwww.bilbao.eus%2F&data=02%7C01%7CKate.BROOKS%40oecd.org%7C7decbdea85cc41ce750e08d7d157d1d1%7Cac41c7d41f61460db0f4fc925a2b471c%7C0%7C1%7C637208047546892462&sdata=yQdaWC0xq1BvlhnCVYgtOALDMVgpWBNjm50ybz8VG9I%3D&reserved=0
https://www.oaklandca.gov/news/2020/new-coronavirus-covid-19-update
https://www.latribune.fr/regions/ile-de-france/paris-veut-recenser-les-personnes-fragiles-et-isolees-et-maintenir-les-marches-842582.html
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 英国政府は、ホームレスをホテルに宿泊させるための資金を各都市・地方当局に提供した。路上生活者の 90%

以上がこの取り組みにより保護された。ブリストル市議会と市内の様々な業界から成るパートナーは、市が復興

を進める中でホームレスを見守る新団体と宿泊施設を設置した。COVID-19 への対応を通じて、多くのホームレ

スが安全確保のためホテルに収容された。多くの地方自治体は、こうした対応を進める間に、避難所や収容所

の過密、資金不足、スタッフやボランティアの安全確保、物資不足への対応など様々な障害に直面した。ホーム

レスは総じて感染防止のための追跡・検査が難しい。そのため多くの都市の職員は、現在把握している支援を

必要とするホームレスの人数が実体と乖離しているのではと懸念している。他方でパンデミックを通じて、社会政

策によってホームレスに持続的に好影響を与える機会も得られる。 

移民、難民 

パンデミックが、世界の難民と国内避難民の窮状を悪化させる危険性が高い。渡航禁止、国境閉鎖及び収容施設の

生活環境いずれもが、移民のリスクを高めている。今回のパンデミックは、世界に 2 億 7,200 万人いる海外出稼ぎ労働

者の一部をさらなる苦境に置く傾向にある。国内外を問わず家を追われた避難民は特にリスクが大きい。加えて、全世

界で 2,590 万人の難民と 4130 万人の国内避難民の大多数が途上国に暮らしている306。シンガポールでは、人口の

20%以上が外国人労働者であり、その大半が就労許可を得て低賃金で働いている。こうした労働者の多くはバングラデ

シュやインド出身で、建設・造船・製造・家事サービス部門で働いている。確定症例の国籍別内訳を見ると、これらの国

出身の労働者の罹患率が不釣り合いに高いことが分る307。 

欧州や米国の国境に位置する収容所に暮らす移民は、流行国への近接性、狭い生活環境に加え、もともと逼迫してい

る医療体制が相まって、COVID-19 大規模流行のおそれに直面している。COVID-19 は既に、ヨルダン、レバノン、シリ

ア、バングラデシュなど、多くの難民を抱える国々で多数の命を脅かしている。こうした場合、収容所内での隔離は実施で

きない。さらに言えば、一部の国のロックダウンが国のサービスに影響を及ぼし、亡命希望者の申請処理や支援提供が遅

れている。集会の禁止を理由として、いくつかの重要な移民支援サービスは追って通知があるまで中止されている。 

特に移民・難民を対象とした都市の措置には、以下が含まれる。 

 公共サービスへのアクセス確保。ラバト（モロッコ）は、移民の未成年者への教育面でフォローアップを目指して

いる308。ミラノ（イタリア）の社会政策局は COVID-19 による緊急事態中に非正規移民に関する報告書を

作成し309 、市当局が継続的に提供しているサービスを詳しく紹介した。ニューヨーク市（米国）は、各種サービ

スへのアクセスを確保するため、移民を含む全居住者に身分証明書を発行した（COVID-19 危機以前から実

施されていた取り組み）。デュッセルドルフ（ドイツ）は一部の難民に住居を用意し、現在は難民センターを隔

離施設として活用している310。 

 住宅の提供。サンフランシスコ（米国）の COVID-19 データトラッカーは、社会的弱者と最前線で働く人々に

一時的な住居を提供するための市の継続的な取り組みについて情報を掲載し、毎日更新している311。民間ホ

テルや他の施設に合計 2,741 床のベッドが用意され、その半数以上はホームレスが対象とされた。ロンドン（英

                                                           
306 https://www.weforum.org/agenda/2020/04/the-coronavirus-pandemic-could-be-devastating-for-the-worlds-refugees/ 

307 https://www.nytimes.com/interactive/2020/04/28/world/asia/coronavirus-singapore-migrants.html 

308 https://www.uclg.org/en/media/news/leveraging-migrants-contribution-emergency-and-protecting-most-vulnerable-during-covid-19 

309.https://www.google.com/url?q=https://drive.google.com/file/d/1dOkzEPHoeoeO2ibjEwF_VT89dzABk86m/view&sa=D&ust=1588247426815

000 

310 https://www.duesseldorf.de/international/information-on-the-corona-virus/?L=0 

311 https://data.sfgov.org/stories/s/4nah-suat 
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国）では、最初の試行措置としてインターコンチネンタルホテル 2施設の客室約 300室が、ホームレス支援慈善

団体が把握している弱者の避難所に転用された312。客室は割引価格で 12 週間確保された。ホテル利用者に

よる公共交通機関の利用を避けるため、市はボランティアのタクシー運転手の協力を得て、利用者を支援サービ

スの提供場所まで移動させた。同様にシュトゥットガルト（ドイツ）は、予防措置として宿泊療養場所を300以

上用意した。借り上げた建物は、市内いくつかの区に散らばっている。最初の利用者には難民・移民も含まれた
313。ポルトガルの都市オデミラには、8,000～10,000 人の外国人農業労働者が居住している。市長は、この集

団内での感染防止の必要性を考慮して隔離予防計画を作成した。これには、衛生サービスを備えた公共インフ

ラの提供、最大 500人の農業労働者への食事提供が含まれる。  

 パンデミックによる経済的影響の軽減: ニューヨーク市（米国）は、移民を含む全居住者を市全体の COVID-

19 対策及び救援活動の対象とするため、オープン・ソサエティ財団と提携してニューヨーク市 COVID-19 移民緊

急救済プログラムを設置すると発表した。世界のいくつかの地域で、COVID-19 により経済的打撃を受けた低

所得世帯の家賃等の支払を支援するための基金が設置されている。米国のオースティン314 及びワシントン315 が

設置した基金は、特に不法移民を優先している。 

OECD 諸国では、平均して移民の約 3 分の 2 が主として人口密集地域である大都市圏に居住している。今回の危機

を通じて、OECD 諸国がどれほど移民に依存しているかも浮き彫りになった316。国や都市がロックダウンを行う間も、移

民は欠かせない業務の最前線に立っている。ロンドンでは、移民出身者がNHS（国民保健サービス）の看護師の50%、

ソーシャルワーカーの 59%を占めている317。ニューヨークでは、最前線で働く人々の半分以上が外国生まれであり、建物清

掃業ではその比率が 70%に達する318。 最近の OECD 報告書のエビデンスよると319、現地居住者の失業率が低い地

域ほど移民への態度が肯定的になる傾向がある。しかし、コロナ後は、特に都市で失業率の上昇が顕著になると見込ま

れる。そのため市長はこの機を捉えて移民への従来の肯定的な印象を活用し、長期的な移民支援策を維持できる可能

性がある。移民の統合に関するOECDの調査から得られたもうひとつの教訓は、政策立案者によるこの問題に関する市

民向けコミュニケーションの重要性とその困難さである。市長は、パンデミックへの対応における移民・難民の役割に関し調

査を実施してエビエンスを集め、市民向けコミュニケーション・キャンペーンに投資し、主に移民が担う仕事（医療、在宅介

護、レジ係、配送など）の重要性を明らかにできる。移民の仕事が社会全体に与えるメリットの認識を基盤とするこのア

プローチを、差別との闘いに役立て、地方レベルで社会の一体性を高められる。  

高齢者 

高齢者は、パンデミックに最も脆弱な層のひとつと考えられる。各都市は、高齢者を守り医療支援を提供し、彼らのニー

ズに応じて商業活動を見直すための措置を実施してきた。  

                                                           
312 https://www.london.gov.uk/press-releases/mayoral/rough-sleepers-to-be-offered-hotel-beds-to-isolate 

313 https://covidnews.eurocities.eu/2020/03/28/stuttgart-shelter-for-quarantine-patients/#more-1038 

314 https://www.austintexas.gov/edims/document.cfm?id=338435 

315 http://www.eventsdc.com/NewsRoom/PressReleases/EVENTS-DC-ANNOUNCES-$18-MILLION-HOSPITALY-AND-TOUR.aspx 

316 https://www.oecd-forum.org/posts/migrants-a-critical-aspect-of-covid-policy-responses-and-recovery 

317 https://discoversociety.org/2020/04/16/race-class-and-covid-19-not-an-equal-opportunities-contagion/ 

318 https://comptroller.nyc.gov/reports/new-york-citys-frontline-workers/ 

319 https://ec.europa.eu/regional_policy/sources/docgener/studies/pdf/local_integration.pdf 
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 サンノゼ（米国）は、保護また隔離を必要とする、慢性疾患を持つ 50 歳以上の市民をマップ化するとともに、

避難所の収容力を拡充し、普段は季節限定のホームレス用避難所も通年で設置を続けた320。 

 ウィーン（オーストリア）は、展示会場を大規模な療養施設に転用した。この施設は、入院の必要はないが自

宅で自立した生活が難しい軽症患者が利用している。療養施設では食事と基本的な医療を提供している321。 

 ビルバオ（スペイン）は、高齢者を中心とする社会的弱者を守るため市民と連携した。市民に対し、近所に孤

立した人や基本的な生活ニーズへの対応が困難な人、家族や社会の支援を受けていない人がいれば、市社会

福祉サービスに連絡するよう求めた。ホームレス、移民、付添のいない未成年に対応するための施設も新たに設

置された322。必要に応じて宿泊できるよう、市のスポーツホールにベッドを設置した。市議会は、心身の健康状態

や生活状況（孤立していないか、自立の程度）を確認し、行政サービスが必要かどうか問い合わせるため、65

歳以上の高齢者約 27,000人に電話をかけた。 

 横浜市（日本）は、高齢者・児童福祉施設に備蓄サージカルマスク 50万枚を配布した323。 

 トゥールーズは、フランスの他の地域と同様に介護施設を面会禁止にした。高齢者向けの飲食店やカフェは閉鎖

されたが、高齢者の自宅に直接食事を届ける宅配サービスが実施された324。イル・ド・フランス地域圏のアンジェ

ヴィルなど、フランスの多くの（主に小規模な）自治体では、市職員が 65歳以上の高齢者に週 3回電話し基

本的な支援が必要か確認した325。 

 ブラスチラバ（スロバキア）は、食料や医薬品を配達し社会との接点を提供するため、高齢者専用の無料電

話窓口を設置した。  

 リマ（ペルー）は、高齢者のためのボランティアのオンライン登録制度に加え、感染予防策に関する情報や医療

相談・心理カウンセリングを提供する電話窓口を設置した。  

 レイキャビク（アイスランド）では、多くの店舗が開店を 1 時間早め、その時間は高齢者やハイリスクな人だけが

買い物できるようにした。  

 ヴィアナ・ド・カステロ（ポルトガル）は、一人暮らしの高齢者に食料・医薬品・個人防護具を届けるボランティア

を集め、精神科医によるサポート窓口を設置した。 

 スペインでは、午前 10～12 時と午後 7～8 時に介護者の付添が必要な人や 70 歳以上の高齢者の外出が

認められた。  

 リュブリャナ（スロバキア）の在宅介護協会は、高齢者とその家族を対象に、自宅での高齢者の自立を促す

電話での治療支援・相談支援を無料で行った。月曜から金曜の午前 8 時から午後 3 時まで、作業療法士が

無料で電話カウンセリングを実施した。 

 スルタンベイリ（トルコ）は、1日 2回の温かい食事の配達、自宅の消毒、市場や薬局での買い物や掃除など

の基本的ニーズへの対応など、65歳以上の高齢者のための活動を実施した326。  

 ブエノスアイレス（アルゼンチン）は、i) 毎日の電話による高齢者への支援提供、ii) 買い物（食料や医薬品）

やペットの散歩の手伝いを目的として、市民ボランティアによる 70 歳以上の高齢者支援ネットワーク Mayores 

Cuidadosを設立した。 

                                                           
320 https://www.sanjoseca.gov/news-stories/news/emergency-notifications 

321 https://www.wien.gv.at/presse/2020/03/17/corona-virus-880-betten-in-betreuungseinrichtung-in-der-messe-wien-stehen-bereit  

322 www.bilbao.eus 

323 https://www.city.yokohama.lg.jp/ 

324 https://www.toulouse.fr/web/sante/-/covid19-mesures-mairie-de-toulouse-toulouse-metropole-et-le-centre-communal-d-action-sociale;  

325 http://www.leparisien.fr/essonne-91/covid-19-en-essonne-a-angerville-la-mairie-chouchoute-ses-aines-isoles-19-03-2020-8283858.php 

326 https://www.sultanbeyli.istanbul/haber/siz-evde-kalin-biz-hizmetinizdeyiz/ 
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http://www.leparisien.fr/essonne-91/covid-19-en-essonne-a-angerville-la-mairie-chouchoute-ses-aines-isoles-19-03-2020-8283858.php
https://www.sultanbeyli.istanbul/haber/siz-evde-kalin-biz-hizmetinizdeyiz/
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貧しい低賃金労働者 

COVID-19 パンデミックがもたらした公衆衛生上の危機は、健康と経済双方に影響を及ぼしている。飲食店、ホスピタリ

ティ、小売、他のサービス業など特定の業界で働く人は、特に所得減少のリスクがある。医療従事者、食料品店スタッフ、

配送運転手など COVID-19 流行中も仕事を続ける人は、人と接触する機会が多いため感染リスクが高まる。こうした

労働者の多くが低賃金であり、所得が減少したり、医療費を負担する能力が制限され得る327。調査によると、低所得

層は糖尿病や心疾患などの基礎疾患を有する割合が高いため、感染しやすい可能性もある328。従って、低所得層はパ

ンデミックにより経済と健康という二重の脅威にさらされる。  

家賃猶予などの措置を通じて、都市は一定の救済を行える。こうした取組の例を以下にまとめる。  

 シカゴ（米国）は、雇用主に対し、COVID-19 危機中に外出制限令に従った労働者への報復や解雇を禁じ

る新たな条例を導入した329。 

 ニューヨーク市（米国）は、大幅な値上げは違法とすると一時的に宣言した。これにより低所得層も確実に購

入できる330。 

 ニューオーリンズ（米国）は、パンデミックが原因で資金を調達できないおそれがある 9件の低所得者用賃貸住

宅事業に充てるため、州から 1,040 万ドルの補助金を交付された。同市は、影響を受けた低所得世帯に家賃

補助・光熱費補助を提供し、各世帯が負担可能な額と標準的な家賃相場の差額を負担する借家人賃貸補

助制度を実施した331。 

 サンフランシスコ（米国）は、営業停止、労働時間や賃金の減少、レイオフ、COVID-19 による医療費自己

負担による所得減少を理由として居住者が退去を迫られるのを防ぐため、COVID-19 の経済的影響に関連す

る住居立ち退きへの猶予令を宣言した332。 

 シントラ（ポルトガル）市議会は、公営住宅の居住者及び非営利団体（IPSS、スポーツ文化協会）の家賃

支払を 2020年 6月 30日まで猶予した。この措置は併せて約 1,700世帯、70団体を保護するものである333。  

 パリ（フランス）は 4 月 9 日、給食費の負担レートが最も低い家庭に対し月 50～150 ユーロの特別援助を支

給した（第 2子、第 3子は 50ユーロ上乗せ）。28,549世帯（児童数 52,000人）が支給を受けた334。  

 リスボン（ポルトガル）は、全市営住宅の家賃支払を 2020年 6月 30日まで猶予した。計 24,000世帯、7

万人がこの措置の対象となる。6 月 30 日以降、未請求額は無利子または延滞金なしで 18 カ月以内に支払

うことができる。各世帯はいつでも、世帯所得の減少、失業または収入減少を理由として家賃の見直しを要請

できる。また同市は、家庭及び社会福祉機関を対象とした、この緊急時に必要な物品・サービス・備品の購入

を目的とする社会緊急基金を 2,500万ユーロ積み増した335。 

                                                           
327 https://www.kff.org/medicaid/issue-brief/double-jeopardy-low-wage-workers-at-risk-for-health-and-financial-implications-of-covid-19/ 

328 https://www.nytimes.com/2020/03/15/world/europe/coronavirus-inequality.html 

329 https://www.jdsupra.com/legalnews/chicago-city-council-introduces-covid-18375/ 

330 https://www1.nyc.gov/ 

331 https://ready.nola.gov/incident/coronavirus/city-receives-$10-4m-from-state-in-affordable-hous/ 

332 https://sfmayor.org/article/mayor-london-breed-announces-moratorium-evictions-related-covid-19-pandemic 

333 https://cm-sintra.pt/covid19/coronavirus 

334 http://www.leparisien.fr/paris-75/coronavirus-la-ville-de-paris-debloque-une-aide-de-3-5-millions-d-euros-pour-les-familles-les-plus-

demunies-09-04-2020-8297106.php 

335 https://www.lisboa.pt/covid-19-medidas-e-informacoes/entrada 

http://www.oecd.org/coronavirus/jp/
https://www.kff.org/medicaid/issue-brief/double-jeopardy-low-wage-workers-at-risk-for-health-and-financial-implications-of-covid-19/
https://www.nytimes.com/2020/03/15/world/europe/coronavirus-inequality.html
https://www1.nyc.gov/
https://ready.nola.gov/incident/coronavirus/city-receives-$10-4m-from-state-in-affordable-hous/
https://sfmayor.org/article/mayor-london-breed-announces-moratorium-evictions-related-covid-19-pandemic
http://www.leparisien.fr/paris-75/coronavirus-la-ville-de-paris-debloque-une-aide-de-3-5-millions-d-euros-pour-les-familles-les-plus-demunies-09-04-2020-8297106.php
http://www.leparisien.fr/paris-75/coronavirus-la-ville-de-paris-debloque-une-aide-de-3-5-millions-d-euros-pour-les-familles-les-plus-demunies-09-04-2020-8297106.php
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 ポルト（ポルトガル）は、家賃補助額を見直すため柔軟な措置を導入した。解雇、レイオフ、専門職の業務減

少、他の所得減少事由による世帯所得の変動に応じて、所得補助金の額を見直すため直通電話窓口を設

置した。要請があれば、所得に応じた補助金の調整が行われるまで、家賃支払が即刻猶予される。また毎月の

家賃を支払えない全世帯を対象に、2020年 12月 31日まで公営住宅の家賃の分割支払も認めた336。 

 イスタンブール（トルコ）では、水道ガス料金を払えない市内 172,000 以上の世帯を支援するため、極めて短

期間で 350 万ドルが調達された。市は専用ウェブサイト経由で、料金を支払えない人と、パンデミック時に連帯

を示すため代わりに料金を負担したい人をマッチングした337。5,000人に 3食を提供するキッチンも開設した338。

社会的支援の強化に加えて、最貧困層を対象に 2020 年 6 月時点で約 36,000 枚の無料買い物カードと

560,000の食品セットが配布された339。 

 ヴィラ・ノヴァ・デ・ファマリカン（ポルトガル）は、収入を失った世帯の家賃支払を援助し、水道料金を引き下げ、

施設の水道光熱費を免除した。困窮学生に対し、テイクアウトで毎日昼食も提供している。  

 コルル（トルコ）は、収入がない世帯に 1 日 2 回温かい食事を提供した。食事は無料フードバンクで調理され

た後、保健衛生基準に従って各家庭に届けられた。340.  

 リュブリャナ（スロベニア）は、リスクのある家庭の子どもや高齢者への（市バス運転手による）食品配達を実

施した。リュブリャナ保健所は、現在の COVID-19 流行状況に苦しむ全ての人への電話またはメールでの心理

社会的なサポートを確保した。市は、他都市から通勤する大学医療センター職員が毎日自宅に帰らずにすむよ

う、消毒済のホテルの空室を提供した341。  

 リマ（ペルー）は、市民社会団体やボランティアの協力を得て、社会的弱者への食糧・必需品の配達を手配し

た。  

 ヘント（ベルギー）は、所得水準に関わらず全居住者への経済的支援を 5 月 1 日以降も延長した。追加援

助金は、社会的、経済的な調査を実施した後に支給される。  

女性  

多くの都市で、外出制限措置によりドメスティックバイオレンス（DV）が増加し、地方自治体が対策を講じている。スペ

インでは 4月最初の 2週間だけで、DVヘルプラインへの電話件数が前年同期比 47％増加した。サポートサービスは、政

府から必要不可欠な業務に指定されているが、メールまたはソーシャルメディアでこのサービスに連絡した女性の数は、

700%も増加したと言われる。ブラジルでは、ドメスティックバイオレンスの事例が 40～50%増加したと推定される。  

一部の都市は、こうした DV に対抗する具体的なキャンペーンを開始している。例えばマドリード（スペイン）は、外出制

限期間中に被害者を支援するため「Tú no te quedes en casa」及び「NoEstásSola」と呼ばれるキャンペーンを立ち上

げた。パリ（フランス）では、DV 被害者を救出するため、政府の協力を得て、女性が外出制限令を破って警察に訴え

出ることが認められた。また緊急番号 17 を使って、24時間体制で虐待を通報できるようになった。フランスは、自宅が安

全でない場合に被害者が滞在できるよう、ホテルの部屋も確保した342。スペインの多くの都市では、薬局に行って「マスク

                                                           
336 http://www.cm-porto.pt/covid-19-medidas-do-municipio 

337 http://askidafatura.ibb.gov.tr 

338 https://bit.ly/3dEeKPn 

339 http://askidafatura.ibb.gov.tr/ 

340 https://www.corlu.bel.tr/news/1/0/archive 

341 https://www.ljubljana.si/sl/mestna-obcina/mestna-uprava-mu-mol/oddelki/oddelek-za-zdravje-in-socialno-varstvo/koronavirus-informacije-in-

ukrepi/ 

342 https://www.aljazeera.com/news/2020/03/domestic-abuse-rises-lockdown-france-fund-hotel-rooms-200331074110199.html 

http://www.oecd.org/coronavirus/jp/
http://askidafatura.ibb.gov.tr/
https://bit.ly/3dEeKPn
http://askidafatura.ibb.gov.tr/
https://www.corlu.bel.tr/news/1/0/archive
https://www.ljubljana.si/sl/mestna-obcina/mestna-uprava-mu-mol/oddelki/oddelek-za-zdravje-in-socialno-varstvo/koronavirus-informacije-in-ukrepi/
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19」という合言葉を口にすれば、家庭内での暴力をこっそり通報できる。この言葉を聞くと薬剤師が当局に連絡してくれ

る。デュッセルドルフ（ドイツ）など数都市では、DV 被害者にホテルや他の避難所を提供している。デュッセルドルフは、

必要とする女性・子どものために宿泊施設、避難所、保護サービスを拡充した。イスタンブール（トルコ）では、女性用の

避難所にするためいくつかの建物が改修され、緊急事態にある女性への対応を優先するため女性 NGO と密接な協力

関係を確立した343。リマ（ペルー）は、特に隔離期間中の女性と子どもの保護を目的として、暴力被害者への法的・

心理的カウンセリングを行う電話相談窓口を強化し、その認知度を広げた。 

外出制限期間により、他の形でも男女格差が拡大した。女性は、不安定で低賃金なパートタイムのサービス業に占める

割合が高いため、格段に経済的影響を受けやすい。OECD のデータによると、2018 年には OECD 諸国の女性が就く

仕事の 84%はサービス部門であり、こうした業界の多くが外出制限措置により営業を停止した344。必要不可欠なサービ

ス業の最前線に立つため、女性はウイルスにも感染しやすい。世界中で、レジ係、薬剤師、ソーシャルワーカー、清掃係、

介護士、医療従事者には女性が多い。米国では、女性が就く仕事の 3 分の 1 が、COVID-19 危機下で必要不可欠

とみなされている345。さらに、ステイホームや在宅勤務を続ける女性も、休校の影響や高齢者介護の必要性から、公平と

は言えない量の家事労働や育児・介護を無給で担っている。OECD 加盟国では、女性は男性と比べ平均 2 倍の時間

を無給労働に費やしている346。多くの都市が、パンデミックが女性・女児に与える不当に大きな影響を認識し、これを軽

減するための措置を実施している。例えばベシクタシュ（トルコ）は、「平等は家庭から始まる」と銘打ったソーシャルメディ

ア・キャンペーンを開始し、夫婦間で家事・育児の平等な分担を促している347。パリ（フランス）は、医療従事者や救急

救命士が社会から最も必要とされている時期に、育児負担を軽減するため彼らの子どもが学校に通い続けることを認め

た。制限緩和を進めるフランスでは、交通機関職員の子どもや年齢が低い子どもから順に登校が再開される予定である

348。 

市民向けコミュニケーション・意識啓発・デジタルツール  

危機のさなかには、公共機関への信頼や透明性ある市民向けコミュニケーションが、平時以上に重要になる。特に、保健

緊急事態は地域社会に不安と疑念を引き起こし、精神衛生上の問題を生んだりこれを悪化させる可能性がある。外出

制限・自己隔離の期間も、孤独と抑うつの感情を引き起こすリスクがある。  

初期の政策対応  

COVID-19 に直面して、数人の市長及び市当局は、市民に情報を提供して安心させ、コミュニケーションを図る画期的

な方法を考案した。日々のニーズや衛生課題に対処するため、幅広いデジタルツールも開発した。市民向けの情報提供

プログラム、ウェブサイト、ポスター、宣伝、ソーシャルメディアを通じて、都市は様々なアウトリーチの可能性を活用している。

                                                           
343 https://bit.ly/3fIXFFV  

344 https://www.oecd.org/gender/data/ 

345 https://www.nytimes.com/2020/04/18/us/coronavirus-women-essential-workers.html 

346 https://stats.oecd.org/index.aspx?queryid=54757# 

347 http://www.besiktas.bel.tr/Sayfa/32638/esitlik-evde-baslar 

348 http://www.leparisien.fr/politique/plan-de-deconfinement-d-anne-hidalgo-seuls-15-des-ecoliers-parisiens-feront-leur-rentree-le-14-mai-04-

05-2020-8310747.php 

http://www.oecd.org/coronavirus/jp/
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自治体リーダーは、流行抑制のため全居住者に各自の役割を果たすよう要請し、20 秒手を洗う、咳をする時はひじで口

を覆うといった、感染率を大幅に下げる可能性がある基本的な対策を辛抱強く伝え続けている。またオンラインポータル、

デジタルプラットフォーム、オープンデータを使って、各都市がパンデミックのどの段階にあるかリアルタイムの情報共有も行っ

ている。多くの場合、有名人や漫画家に働きかける、ソーシャルメディアを使ってライブで質問に答えるなど、様々な創造

的な手法を使って、市民に安心を与えるため市長自らが先頭に立っている。  

 ワンストップ・データベース。東京都（日本）は、 感染者数、感染状況、感染者の特徴（年齢、性別）、コー

ルセンターへの相談件数、地下鉄利用者数などの COVID-19 のリアルタイムな発生状況を集約したワンストッ

プ・データベースを作成した。さらにサイトのソースコードをオープンデータとして提供し、他の自治体や機関がデータを

活用して同様のウェブページを作成できるようにしている349。トレント自治県（イタリア）は、信頼できる保証済

の情報源のみから集めた指針、知見、参照サイト、最新情報、法令・条例をまとめた公共アプリを開発した350。

バンクーバー（カナダ）は、COVID-19 流行への市の緊急対応を市民に知らせるためオンラインダッシュボードを

立ち上げた。市の全てのサービスの概要を紹介し、コンプライアンス教育（市民による規則・指針の遵守を確保

する方法）、移動（自動車、自転車、歩行者による移動の推移）、エッセンシャルワーカー向け保育サービス、

ホームレス支援、食料確保事業、地域社会への貢献など、幅広いトピックに関する情報を提供している351。 

 コールセンター。東京都（日本）は 4月 17日に、外国人からの幅広い問い合わせに対応する電話相談センタ

ーも新たに設置した。英語、中国語など 14 カ国語で対応している。ピエモンテ州（イタリア）は、風邪症状や

呼吸器症状がある市民からの報告を受ける無料電話窓口を設置した。デュッセルドルフ（ドイツ）は、

COVID-19 に関する 24 時間電話相談窓口を開設し、ホームページ上に感染者数をリアルタイムで表示するテ

ロップを掲載している。ディジョン（フランス）は、OnDijon に、健康に関わるもの以外のあらゆる質問を受け付

ける電話番号を掲載している352。 

 情報提供・ボランティア募集活動。サンフランシスコ（米国）は、公衆衛生担当者が作成した COVID-19 予

防のヒントを紹介した多言語併記のポスターを公共空間に掲示し、できる限り広く地域社会全体へのアウトリー

チを確保した353。シドニー（オーストラリア）では、市のコミュニティセンター、図書館、保育所で公衆衛生に関す

る情報を提供した354。ブリストル（英国） は、2019年のキャンペーン#WeAreBristolを再活用して、市民に対

し互いの違いを乗り越え共通点に目を向けるよう呼びかけた。市議会と地域財団が参加する新たなパートナーシ

ップ、Can Do Bristol は、時間やお金を提供できる人が登録し、支援が必要な人が地元で助けてくれる人を見

つける場を提供している。ブリストルで可能な全てのボランティア活動が掲載されたこのウェブサイトは、最も支援

が必要な場での活動を推進するため地域団体に活用されている。アテネ（ギリシャ）は、ギリシャ語に加え 8 カ

国語で、情報や予防に役立つメッセージを繰り返し放送する市営ラジオ局を開設した。 

 アウトリーチ活動。ラベンナ（イタリア）は、各種協会や翻訳者の協力を得て COVID-19 に関する情報を伝え

る動画をアラビア語、ウォロフ語、バンバラ語、パシュトー語、フランス語、英語で作成した355。感染予防の指針も

14カ国語に翻訳した。モントリオール（カナダ）は、住宅、食料支援、様々な権利及び政府による支援、公衆

衛生上の指示に関する重要情報を移民やマイノリティコミュニティに伝えるためのアウトリーチ活動を展開した。公

衆衛生上の指示を説明する録音メッセージを、マイノリティコミュニティ向けのラジオ局が数カ国語で放送した。パ

リ（フランス）とセーヌ=サン=ドニ県（パリ首都圏に位置する）は、地元団体と協力して、低所得世帯、ホーム

レス、亡命希望者、移民コミュニティなど公式な情報源に容易にアクセスできない層を対象とする包摂的な多言

                                                           
349 https://stopcovid19.metro.tokyo.lg.jp/en 

350 https://trecovid.apss.tn.it/app/tabs/home 

351  https://covid19dashboard.vancouver.ca/ 

352 https://www.infos-dijon.com/news/cote-d-or/cote-d-or/numerique-tout-on-dijon-est-mobilise-pour-repondre-aux-habitants.html. 

353 https://www.sfdph.org/dph/alerts/coronavirus.asp 

354 https://news.cityofsydney.nsw.gov.au/announcements/coronavirus-how-were-responding 

355 http://www.integrazionemigranti.gov.it/Attualita/Notizie/Pagine/Emergenza-Nuovo-Coronavirus-.aspx 

http://www.oecd.org/coronavirus/jp/
https://trecovid.apss.tn.it/app/tabs/home
https://www.infos-dijon.com/news/cote-d-or/cote-d-or/numerique-tout-on-dijon-est-mobilise-pour-repondre-aux-habitants.html
https://www.sfdph.org/dph/alerts/coronavirus.asp
https://news.cityofsydney.nsw.gov.au/announcements/coronavirus-how-were-responding
http://www.integrazionemigranti.gov.it/Attualita/Notizie/Pagine/Emergenza-Nuovo-Coronavirus-.aspx
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語コミュニケーション活動を開始した。この活動の目的は、パンデミックの広がりを抑制する基本的な対策を 25 カ

国語で伝えることである356。 

 市長からのメッセージ: デュッセルドルフ（ドイツ）では、市長が市民宛ての動画メッセージを公開し、基礎疾患

がある人や高齢者などリスクがある人を守るよう要請した357。ブラスチラバ（スロバキア）では、市長が地元の有

名漫画家に感染防止策をイラストにするよう依頼した。市長は Facebook で定期的に動画セッションも開催し、

市民からの質問に答えている。さらに俳優や有名人を起用した動画も制作し、市民に責任ある行動を求めた358。

パリ（フランス）市長は、Instagramへの投稿やライブ動画を通じて、自転車専用レーンの拡大、ロックダウン緩

和に合わせた段階的なマスク配布などの新たな対策をめぐる最新情報を市民に届けるメッセージを定期的に発

信した。ブリストル（英国）市長は、動画で市民に呼びかけて冷静な態度を見せ、最新の情報を伝えて居住

者を安心させた359。リマ（ペルー）では、初のオンライン市議会が開催されリアルタイムで採決が実施された360。 

 ウェブサイト:エジンバラ（英国）市のウェブサイトは、利用方法に関する市民の疑問に答えるため検査手順を

掲載している361。ケープタウン（南アフリカ）市のウェブサイトは、ウイルスに関する詳細なファクトシートを掲載し

ている362。横浜市（日本）は、関連団体である横浜市国際交流協会（YOKE）を通じて市内在住の外国

人への COVID-19関連の情報提供を強化した。YOKEはウェブサイトを開設し363、特に英語と中国語で関連

情報を収集している（横浜には大きな中華街があるため）。メキシコシティ（メキシコ）は、区別の感染者数と

死亡者数を毎日リアルタイムで公表している。このサイトは、多くの「フェイクニュース」に対抗して信頼できる情報

を提供する一方、どんな公共サービスを利用できるか、必要な場合どこに支援を求めればよいかも紹介している
364。 

 デジタルアプリとプラットフォーム: 

o 健康確認アプリ: ブエノスアイレス（アルゼンチン）は、最善の感染防止法をアドバイスするデジタルプラット

フォームを開発した365。サンパウロ（ブラジル）は、遠隔医療を活用して確定例と疑い例をデジタルで監視

しており、自己隔離中の患者用のアプリケーションを立ち上げた366。パリ（フランス）の l’APHP（パリ公立

病院連合）は、自己隔離中の患者を見守るためのデジタルアプリ Covidom を使用している367。アムステ

ルダム（オランダ）の総合病院 OLVG は、「コロナチェック」というモバイルアプリを開発した。ユーザーがこの

アプリを使って携帯やタブレットから症状を申告すると、医療関係者が内容を確認し必要に応じて連絡をと

る。当初はアムステルダムでのみ利用可能だったが、他の病院や既存の健康確認アプリと連動したため現

在は全国で利用されている368。ウィーン（オーストリア）は、感染症の流行抑制を支援する感染症管理シ

ステム（EMS）の開発と実装をアトス社に依頼した。COVID-19 危機に伴い、オーストリア国内の他の都

                                                           
356 https://www.paris.fr/pages/covid-19-paris-et-le-departement-de-la-seine-saint-denis-lancent-une-campagne-d-information-multilingue-et-

inclusive-7736 

357 https://www.duesseldorf.de/international/information-on-the-corona-virus/?L=0 

358 https://www.youtube.com/watch?v=JBmb-wZDPuM.  

359 https://thebristolmayor.com/2020/03/17/bristols-response-to-coronavirus-update-17-03-20/  

360 https://sites.google.com/munlima.gob.pe/coronavirus-lima  

361 https://www.edinburgh.gov.uk/coronavirus 

362 https://www.westerncape.gov.za/department-of-health/coronavirus 

363 https://yoko-covid19.com/en 

364 https://datos.cdmx.gob.mx/pages/covid19/ 

365 https://www.buenosaires.gob.ar/coronavirus 

366 http://www.saopaulo.sp.gov.br/ultimas-noticias/governo-de-sao-paulo-anuncia-novas-medidas-de-combate-ao-coronavirus/  

367 https://www.nouveal.com/covidom-le-suivi-des-patients-porteurs-du-covid-19   

368 https://decoronacheck.nl/. 

http://www.oecd.org/coronavirus/jp/
https://www.paris.fr/pages/covid-19-paris-et-le-departement-de-la-seine-saint-denis-lancent-une-campagne-d-information-multilingue-et-inclusive-7736
https://www.paris.fr/pages/covid-19-paris-et-le-departement-de-la-seine-saint-denis-lancent-une-campagne-d-information-multilingue-et-inclusive-7736
https://eur02.safelinks.protection.outlook.com/?url=https%3A%2F%2Fwww.duesseldorf.de%2Finternational%2Finformation-on-the-corona-virus%2F%3FL%3D0&data=02%7C01%7CSena.SEGBEDZI%40oecd.org%7C6bcac00ea73145f03b7708d7ca4c125d%7Cac41c7d41f61460db0f4fc925a2b471c%7C0%7C0%7C637200300398807745&sdata=TGPG1leI91lIaXyORRPQvdKJfgF1pcdo%2FdvTk6kvlek%3D&reserved=0
https://eur02.safelinks.protection.outlook.com/?url=https%3A%2F%2Fwww.youtube.com%2Fwatch%3Fv%3DJBmb-wZDPuM&data=02%7C01%7CKate.BROOKS%40oecd.org%7Cc62d883168c448fab92608d7d0a00c3f%7Cac41c7d41f61460db0f4fc925a2b471c%7C0%7C1%7C637207258135012962&sdata=8If0%2BvkZ4C4tgaJwEnNgUI7RSqg7ZSPssiYcf5dFapM%3D&reserved=0
https://thebristolmayor.com/2020/03/17/bristols-response-to-coronavirus-update-17-03-20/
https://sites.google.com/munlima.gob.pe/coronavirus-lima
https://www.edinburgh.gov.uk/coronavirus
https://www.westerncape.gov.za/department-of-health/coronavirus
https://yoko-covid19.com/en
https://www.buenosaires.gob.ar/coronavirus
http://www.saopaulo.sp.gov.br/ultimas-noticias/governo-de-sao-paulo-anuncia-novas-medidas-de-combate-ao-coronavirus/
https://www.nouveal.com/covidom-le-suivi-des-patients-porteurs-du-covid-19
https://decoronacheck.nl/
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市や州に、患者発生報告の把握・追跡を含め全ての患者データとウイルス関連データをリアルタイムで保管

し管理するデジタルプラットフォーム、EpiSYSも提供された369。 

o 事業支援アプリ: テルアビブ・ヤフォ（イスラエル）は、居住者に最新の関連情報を適時提供する一方、

市も市内の居住者や企業の最新の状況を確実に把握できるよう、プラットフォームを更新した。バルパライソ

（チリ）は、居住者が近隣の営業中の店や宅配サービスを行っている店を探しやすいよう、全ての地元店

舗、サービス業者、必需品販売店の地理情報を追跡するプラットフォームを開発した。このプラットフォームの

もうひとつの目的は、市内の人の移動を制限することにある370。ヘント（ベルギー）は 2020年 3月に、オン

ラインショップをひとつのウェブサイトにまとめたプラットフォームを作成した。レーゲンスブルク（ドイツ）は、

COVID-19 危機のさなかに支援を行うため、贈り物を探している人や地元店舗を応援する人向けの既存

の地域ポータルの活用を強化している371。ユーザーはこのプラットフォームを通じて、各種店舗の配達・テイクア

ウトサービスやオンライン割引クーポンを入手できる。  

o ソーシャルアプリ: オスロ（ノルウェー）は、感染防止対策とソーシャルディスタンシングのルールを実行するた

めのニーズや対応を理解するため、マイノリティを中心とする NGO と週 1 回オンライン会議を開催している
372。トゥールーズ（フランス）は、ボランティアと支援が必要な人を結びつける仕組みを通じてロックダウン中

に社会的弱者への支援を実現するオンラインプラットフォームを立ち上げた373。アムステルダム（オランダ）で

は、COVID-19 危機においてを通じて市民を支援する目的で、市の取り組みを可視化してオンラインにつな

ぎ、市内地図に掲載するため、オープンソースソフトウェアを使うプラットフォームWij Amsterdamが開発され、

2020年 3月に始動した374。 

 アラート。フィラデルフィアとニューヨーク市（米国）は、特別な電話番号からサービスに登録した居住者を対象に

COVID-19 アラートメッセージを発信した375。ニース（フランス）は、カメラとラウドスピーカーを搭載したドローンを

使って、市民に外出制限のルールを知らせている376。 

 オンライン教育活動。バンベルク（ドイツ）とその周辺地区は、教育機会に関する情報を集めたオンラインプラッ

トフォームを構築した377。ウィーン（オーストリア）は現在、ドイツ語、数学、英語の補習が必要な 10～14 歳の

生徒（高等学校低学年に相当）を対象に無料個人指導プロジェクト、Förderung 2.0（サポート 2.0）を提

供している378。ニューヨーク市（米国）では、遠隔学習を支援するため、必要とする生徒に教育局がネット接続

可能なタブレット 30 万台を貸与した。このデバイスを最初に受け取ったのは、ホームレス避難所に暮らす公立校

の生徒 13,000 人だった。タブレットは、ネットやコンピュータを利用できない生徒から順に優先基準に従って支給

された379。  

 オンライン文化活動。ベルガモ（イタリア）は 2020 年 3 月以降、10 の美術館・博物館を自宅からオンライン

で見学するよう促している。バーチャルツアーやオンライン展覧会も用意されている。パリ（フランス）は 4 月に

                                                           
369 https://www.globenewswire.com/news-release/2020/04/03/2011304/0/en/COVID-19-Atos-and-the-City-of-Vienna-implement-system-for-

digital-epidemic-management.html 

370 https://munivalpo.maps.arcgis.com/apps/webappviewer/index.html?id=eb6c373e1c994bfcb402bd94fb02e437.  

371 https://geschenke-aus-regensburg.com/. 

372 https://www.coe.int/en/web/interculturalcities/covid-19-special-page#{%2262433518%22:[0]} 

373 https://solidaires.toulouse.fr/entraide. 

374 https://wijamsterdam.nl/initiatieven.  

375 https://www1.nyc.gov/ 

376 https://www.nouvelobs.com/confinement/20200320.OBS26357/un-drone-muni-d-un-haut-parleur-fait-respecter-le-confinement-a-nice.html.  

377 https://bildungsregion-bamberg.de/  

378 https://www.worldbank.org/en/topic/edutech/brief/how-countries-are-using-edtech-to-support-remote-learning-during-the-covid-19-

pandemic 

379 https://www.schools.nyc.gov/learn-at-home/ipad-distribution.  

http://www.oecd.org/coronavirus/jp/
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https://solidaires.toulouse.fr/entraide
https://wijamsterdam.nl/initiatieven
https://www1.nyc.gov/
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Que faire à la Maison（自宅で何をするか）という取り組みを開始し、スポーツ、展覧会、コンサート、子ども

向けなどバーチャル体験の選択肢を紹介している。ニューオーリンズ（米国）では、文化経済局がオンラインシリ

ーズ「文化を楽しもう（Embrace the Cultuer）」を開始し、料理実演から子どものための朗読まで幅広いトピ

ックを扱っている380。  

制限緩和 

多くの都市は、制限の段階的な緩和を進めながら市民にリアルタイムで確実に情報を提供するようにしている。例えば商

業活動に関する情報を市民に公開したり、保健・交通サービスに関する最新情報を提供している。一部の例を以下に紹

介する。 

 ヴァーサ（フィンランド）のヴァーサ中央病院は、ウイルスに曝露した人を医療従事者が見つけ出すため開発され

たアプリ、Ketju の試験利用を開始している。このアプリは、アプリを自発的に利用するユーザー間の接触をブルー

トゥース技術を使って匿名で記録し、感染の連鎖を素早く正確に発見することで、医療関係者の負担を軽減す

るとともに、COVID-19 との闘いに貢献する具体的な手段を市民に提供する。このアプリは、全国的なロックダ

ウンによる制限が 4 月 15日から段階的に緩和され始めた後、COVID-19流行の今後のステージに備える上で

重要なツールである381。  

 ビルバオ（スペイン）市議会は、ビルバオの商業観光業振興のための官民団体 BILBAO DENDAK のメンバ

ーである。Bilbao Dendakは、営業中の店舗や自宅配送サービスを行っている店舗を掲載したインタラクティブな

地図を作成した382。この地図は、5 月 4 日以降のスペイン国内でのロックダウン措置の段階的な緩和に応じて

更新されている。 

 マドリード（スペイン）の公営バス事業者 EMT は、その放送チャネルを積極的に活用して、バスの混雑状況や

移動を減らす義務を全利用者に発信している。さらに EMT は、自身が有する全てのデジタルチャネル（ウェブ、

アプリ、ソーシャルネットワーク）を利用して、ロックダウン制限緩和中の最新の運行情報をリアルタイムで利用者

と市民に通知している383。 

 ニューヨーク市（米国）交通局（DOT）は、市民と職員の接触・曝露リスクを減らすためスマートフォンを使っ

た非接触型決済の利用を推奨した。居住者は、ParkNYC （2016年開始、2019年に 2200万件以上の取

引に使用された）、全国アプリ ParkMobile という 2種類のアプリを利用できる384。 

 

                                                           
380 https://ready.nola.gov/incident/coronavirus/tonight-mayor-s-office-embrace-the-culture-vir-(1)/ 

381 https://www.sitra.fi/en/news/vaasan-keskussairaala-pilotoi-koronalle-altistuneiden-tunnistamisessa-auttavaa-ketju-sovellusta/ 

382 https://www.bilbaodendak.eus/mapa-comercios-abiertos/ 

383 https://www.emtmadrid.es/getattachment/0b56140c-62fe-4fe3-8c39-51d9fc306325/EMT_COV_19_EN_.pdf.aspx 

384 https://parknyc.parkmobile.us/parknyc/ 及び https://parknyc.parkmobile.us/parknyc/. 
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追加資料 A：回復とレジリエンスを目指す長期的な都市戦略 

都市 国 アクション ウェブリンク 

バルセロナ スペイン 

バルセロナ市議会は、1) 強靭性ある都市に向けた新たなモデルを目指し、2) 事業を強化し、3) 雇用を促進し、4) 優
先的に地元の消費を促進し、5) 国際的評価を再構築し、6) バルセロナに投資を呼び込み、7) 都市としてのビジョン

を持ちながら変革的ソリューションを開発するという 7つの戦略的目標に基づく経済回復のプロジェクトを立ち上げた。 

これらの目標を達成するため、一連の対策が実施される予定である。特に、回復期における安定性を保証するため
資金調達の仕組みが活用される。労働者と企業の両方に対する教育を増やすと同時に、社会的弱者への影響を
最小限に抑えるよう社会的視点を維持していく。市内での生活に刺激を与え観光と消費を再び活性化させる新た

なイベントを打ち出す。有機的成長を促進するため、市内の事業と社会経済構造間のシナジーを創出する新たなツ

ールを確立していく。また、具体的な開発計画を創っていく。 

行動戦略は、ショックプラン（0～3 か月）、レジリエンス（3～6 か月）、回復（6～12 か月）、改革（12 か月）

の 4段階で実施予定。 

https://www.barcelona.cat/reactivacioeconomic
a/es/plan-de-accion 

ベルリン ドイツ 

クロイツベルクとフリードリヒスハインの両地区は、移動の際、1 人での自動車利用の増加を防ぐ一方で、ソーシャルデ

ィスタンシングを保つための独創的な解決策として、期間限定の自転車レーンを導入した。 
https://www.berlin.de/sen/uvk/presse/pressemit
teilungen/2020/pressemitteilung.911916.php 

ビルバオ スペイン 

パンデミックの峠を越え緩和段階が始まったものの、まだ公衆衛生の緊急事態中であった 2020 年 5 月 8 日に、ビル
バオ市議会は COVID-19 公衆衛生危機が同市の市民や企業に与えた影響を軽減し、復活・回復を果たすべく、
1,500 万ユーロの投資と 50 超の対策からなる「社会・経済・文化の緊急計画」（Social, Economic and Cultural 

Emergency Plan）、BILBAO AURRERAを承認した。 

この野心的計画は市議会の内閣により起草された。同計画は他の機関、及び商業、ホテル業界、文化施設等、

直接影響を受ける部門や専門分野との複数回の協議を経て、市議会における他の政治集団と共に作成・合意さ

れた。 

当計画は具体的に 3つの分野に分けられる。 

社会的結束（220万ユーロ以上） 

経済と雇用（1,140万ユーロ以上） 

文化（130万ユーロ以上） 

これは最も影響が大きいと思われる 2020年中に導入される例外的、一時的な対策である。全ての対策は他
の政権が導入した対策との調整・補完がなされた。 

https://www.citiesforglobalhealth.org/fr/node/90
3 

https://www.bilbao.eus/cs/Satellite?language=e
n&pagename=Bilbaonet%2FPage%2FBIO_ho
me  

http://www.oecd.org/coronavirus/jp/
https://www.barcelona.cat/reactivacioeconomica/es/plan-de-accion
https://www.barcelona.cat/reactivacioeconomica/es/plan-de-accion
https://www.berlin.de/sen/uvk/presse/pressemitteilungen/2020/pressemitteilung.911916.php
https://www.berlin.de/sen/uvk/presse/pressemitteilungen/2020/pressemitteilung.911916.php
https://www.citiesforglobalhealth.org/fr/node/903
https://www.citiesforglobalhealth.org/fr/node/903
https://www.bilbao.eus/cs/Satellite?language=en&pagename=Bilbaonet%2FPage%2FBIO_home
https://www.bilbao.eus/cs/Satellite?language=en&pagename=Bilbaonet%2FPage%2FBIO_home
https://www.bilbao.eus/cs/Satellite?language=en&pagename=Bilbaonet%2FPage%2FBIO_home
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経済レベルでは、同計画は地元の零細企業、ホテルやレストラン、観光業、文化・創造産業など、最も大き
な影響が予想される部門に重点的に取り組んでいく。 

これら全ての活動は、分野横断的に柔軟かつ適応力をもって臨むという原則、リソースの有効活用の仕方、
人々のニーズに即しながらその都市に対する戦略的投資の意義を失わない投資と支出のバランス、内外のデ
ジタル化、他の機関や都市との協力強化と参加（官と官・官と民）、及び「Development Cooperation for 
2020」への助成金の比率維持を念頭に策定された。 

目的は、現状の克服に資する他の中長期的戦略やアプローチにも並行して取り組み続けることである。 

ボゴタ コロンビア 

ボゴタは COVID-19による様々な危機に立ち向かうべく開発計画を調整した。同計画の新版は雇用水準の維
持と中小規模企業の支援、デジタル交易の育成、労働市場、テレワーク、グリーン雇用に向けた新たな能力
育成を意図している。開発計画を補完すべく、市役所は雇用の創出と経済活動の促進に向けた都市・不動
産開発事業を実施し、環境の持続可能性を維持し、技術転換ファンドを開発し、都市部と郊外における農
業を促進し、環境の持続可能性の維持に努める意向である。特に起業家の育成と女性の雇用に注力する
予定である。ボゴタ市は 1970年代から野心的、先進的な政策として進められてきた 550 kmの自転車専用道
路をさらに 35 km延長すると発表した。 

https://bogota.gov.co/mi-ciudad/administracion-
distrital/asi-cambio-el-plan-de-desarrollo-de-
bogota-por-el-coronavirus  

https://bogota.gov.co/mi-
ciudad/salud/coronavirus/ciclovia-habilitada-
durante-la-cuarentena-por-la-vida  

ボストン 米国 

ボストンは、アートとエンタテインメント、保育、イベントスペースやバー、フィットネス、フードビジネス、サロンや理髪店、ス
パ、美容サービス等のパーソナルケアといった部門で、従業員の大多数及び顧客や従業員同士が近い距離で働く
（従業員 15人未満の）小規模ビジネスを支援するため、「ボストン営業再開基金」（Reopen Boston Fund）を設

立した。 

ボストンは 1Million Projectを通じて高校生に「携帯電話・ホットスポット」を無償供与することでデジタル格差に対処し

ている。ボストンの公立学校も端末を必要としている学生に Chromebookを供与している。 

https://www.boston.gov/departments/small-
business-development/reopen-boston-fund 

ブリストル 英国 

ブリストルは COVID-19危機以前から「ワンシティ経済回復計画」（One City Economic Recovery）戦略の開発に着
手してきた。この戦略は、貧困と不平等を減らし、ブリストル市のレジリエンスと環境の持続可能性を高め、全てのコ
ミュニティの経済的・社会的幸福度を向上させることを目指している。パンデミック危機の経済的影響を鑑み、同市
は企業とコミュニティ、とりわけ少数民族に向けた具体的な提言を策定した。同報告書によると、財政支援を通して

全ての BAME（黒人、アジア系、少数民族のコミュニティ）に、対象を絞った支援策を提供する意向だという。他の
提言としては、公共部門の貸付や社会的投資に対する現在の資格基準から外れる BAME主導の小規模な慈善・
任意団体、スタートアップ及び新規事業に対する補助金、賃金助成金、マイクロローンの提供がある。さらに、BAME

部門がオンラインでのサービス提供に切り替えられるよう、IT テクノロジーサポートに投資することも提案している。同提
言は、部門の多様性、持続可能性におけるグッドプラクティス、及び経済回復過程における相互依存性を育成する
仕組みを提案している。提言は、部門の多様性、持続可能性における適切なプラクティス、及び経済回復のプロセ

スにおける相互依存の実現メカニズムを示唆している。 

https://www.businesswest.co.uk/blog/business-
and-community-leaders-come-together-one-
city-plan-bristols-economic-recovery  

https://static1.squarespace.com/static/594948a
7414fb5804d2b4395/t/5ec3ee32a5b5c273852
19625/1589898876817/Covid19_Report_v2_c
ompressed.pdf  

シカゴ 米国 

シカゴランド商工会議所は、基本原則、及び経済界が安全に事業を再開し従業員を職場に戻すために取ることが

できる具体的な行動を確定するため、COVID-19経済回復タスクフォースを開催した。 

交通: 

経済界における公共交通機関のニーズを調査し関連する立案作業を支援するため他のビジネス・グループや地域の

交通機関と協力する。 

市中感染を減らすため交通機関の利用者と労働者に新たな安全策、予防策について教育すべく、交通機関その

他の関連団体と市民の意識改革キャンペーンを促進する。 

https://www.chicagolandchamber.org/Portals/0/
CCC/CCC_Economic%20Recovery%20Report
.pdf 
https://www.chicagolandchamber.org/chamber-
news/covid-19-economic-recovery-task-force-
report/ 

http://www.oecd.org/coronavirus/jp/
https://bogota.gov.co/mi-ciudad/administracion-distrital/asi-cambio-el-plan-de-desarrollo-de-bogota-por-el-coronavirus
https://bogota.gov.co/mi-ciudad/administracion-distrital/asi-cambio-el-plan-de-desarrollo-de-bogota-por-el-coronavirus
https://bogota.gov.co/mi-ciudad/administracion-distrital/asi-cambio-el-plan-de-desarrollo-de-bogota-por-el-coronavirus
https://bogota.gov.co/mi-ciudad/salud/coronavirus/ciclovia-habilitada-durante-la-cuarentena-por-la-vida
https://bogota.gov.co/mi-ciudad/salud/coronavirus/ciclovia-habilitada-durante-la-cuarentena-por-la-vida
https://bogota.gov.co/mi-ciudad/salud/coronavirus/ciclovia-habilitada-durante-la-cuarentena-por-la-vida
https://www.boston.gov/departments/small-business-development/reopen-boston-fund
https://www.boston.gov/departments/small-business-development/reopen-boston-fund
https://www.businesswest.co.uk/blog/business-and-community-leaders-come-together-one-city-plan-bristols-economic-recovery
https://www.businesswest.co.uk/blog/business-and-community-leaders-come-together-one-city-plan-bristols-economic-recovery
https://www.businesswest.co.uk/blog/business-and-community-leaders-come-together-one-city-plan-bristols-economic-recovery
https://static1.squarespace.com/static/594948a7414fb5804d2b4395/t/5ec3ee32a5b5c27385219625/1589898876817/Covid19_Report_v2_compressed.pdf
https://static1.squarespace.com/static/594948a7414fb5804d2b4395/t/5ec3ee32a5b5c27385219625/1589898876817/Covid19_Report_v2_compressed.pdf
https://static1.squarespace.com/static/594948a7414fb5804d2b4395/t/5ec3ee32a5b5c27385219625/1589898876817/Covid19_Report_v2_compressed.pdf
https://static1.squarespace.com/static/594948a7414fb5804d2b4395/t/5ec3ee32a5b5c27385219625/1589898876817/Covid19_Report_v2_compressed.pdf
https://www.chicagolandchamber.org/Portals/0/CCC/CCC_Economic%20Recovery%20Report.pdf
https://www.chicagolandchamber.org/Portals/0/CCC/CCC_Economic%20Recovery%20Report.pdf
https://www.chicagolandchamber.org/Portals/0/CCC/CCC_Economic%20Recovery%20Report.pdf
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特に都市部のビジネス街でライドシェアや自転車通勤、スクーターといった代替の移動手段を促進する。 

ダウンタウンのパーキング・ガレージと連携し、柔軟なパーキングオプション、割引、自転車駐車場を探す。 

学校と保育所: 

学校が全学生、特に自主隔離を要する脆弱または危険な状態の学生用に、ラップトップやタブレット等の遠隔学習

端末を入手できるよう、経済界を支援する。 

規制緩和を提唱し、企業が職場に託児所を設立する許可を早急に取得できるようにする。 

コムキャストや AT&T などのプロバイダーと共同でブロードバンドのさらなる普及を促すため、地域の広範なインフラを最

大限活用する。 

従業員を（ボランティアとして）活用し、教師がオンライン授業を行えるようトレーニングを提供する。 

従業員に新たな安全策と手順について教育するため、同商工会議所の既存の研修制度を手直しする。 

インフラ投資:  

オヘア空港の近代化に 85億ドルの投資を提唱。 

米国最大の物流ハブとしてのシカゴの地位を維持・強化するため、連邦政府に追加の CREATEファンドを提供するよ

う促す。 

78 やオバマ・プレジデンシャル・センター、ワン・セントラル、リンカーン・ヤード、マイケル・リース病院の敷地開発などの大

規模プロジェクト、及びシカゴにデータセンターを建設したい企業のために、区画整理と計画承認を迅速化するようシ

カゴ市に圧力をかける。 

公共部門のリスクを抑える一方で民間資金を活用するため、官民パートナーシップ（P3）協定の利用を奨励する。 

ダブリン アイルランド 

ダブリンは 5 月初め、国家運輸局と共にモビリティ提案の「現実的な」枠組みの開発に着手した。この計画は、歩行
者のエリアと安全なサイクリング施設用に追加のスペースを確保することと、堅牢な公共交通網を維持しながら自転

車と徒歩での移動を可能にするため様々なバス・ルートの変更に着手することを提案している。 

https://www.nationaltransport.ie/wp-
content/uploads/2020/05/Covid_Mobility_Plan_
22.5.20_FA_WEB.pdf  

ホーボーケン 米国 

ホーボーケン市は、屋外の歩道スペースまで店舗を拡張し、strEATERIES（車道を利用したカフェテリア）やパークレッ
トといった屋外共用スペースを作り、予定されている道路封鎖の期間中に車道まで店舗スペースを拡大して営業でき

るよう、「COVID-19零細企業回復戦略」（COVID-19 Small Business Recovery Strategy）を策定した。 

https://www.hobokennj.gov/resources/covid-
19-small-business-recovery-strategy  

ヒューストン 米国 

ヒューストンは、ビジネス主導の回復イニシアチブを立ち上げるため、「グレーター・ヒューストン事業回復センター」
（Greater Houston Business Recovery Center）を設立した。同センターは回復プログラムに関わる政策と資金調達に
ついてガイダンスを提供する予定。このプログラムにおける最初のステップとして、同パートナーシップはメンバーとヒュースト
ン全域の経済界に、企業が COVID-19危機を耐え忍び、無事に回復できるよう連邦政府の各種プログラムや機会に

ついて情報提供することを目的としている。 

https://www.houston.org/recovery  

フィレンツェ イタリア 

フローレンス市は現状で 85%デジタル化されている市民サービスを 100%にすべく、市の行政サービスの完全デジタル化
を目指している。これには、承認プロセスの簡素化を目的とした、建築・景観設計のデジタル化も含まれる。同市は
所定のサービスやアメニティ、安全な環境を提供することで、リモートワークやアジャイルワークの実現にも取り組んでい

る。また、同市はテレワークに必要なインターネット回線に誰でもアクセスできるよう（ ネットワーク接続の権利と呼ばれ
ている）、サービスを改善する必要がある地域を特定するため光ファイバーケーブルの敷設状況と品質もマッピングして

いるところである。 

同計画は、都市封鎖前に市の中心部へと 1 日 360 台運行されていた観光バスの流入を禁止することで、マス・ツー
リズムからの方針転換も目指している。また、中心部に住民や地元企業用として再投資し、ホテルやレストラン用とし

ては新たな免許を取得できなくする。 

https://www.comune.fi.it/system/files/2020-
05/rinascefirenze_DOC_6.pdf 

https://www.lemonde.fr/smart-
cities/article/2020/06/17/dario-nardella-maire-
de-florence-au-fond-je-suis-optimiste-nous-
nous-releverons_6043109_4811534.html 

http://www.oecd.org/coronavirus/jp/
https://www.nationaltransport.ie/wp-content/uploads/2020/05/Covid_Mobility_Plan_22.5.20_FA_WEB.pdf
https://www.nationaltransport.ie/wp-content/uploads/2020/05/Covid_Mobility_Plan_22.5.20_FA_WEB.pdf
https://www.nationaltransport.ie/wp-content/uploads/2020/05/Covid_Mobility_Plan_22.5.20_FA_WEB.pdf
https://www.hobokennj.gov/resources/covid-19-small-business-recovery-strategy
https://www.hobokennj.gov/resources/covid-19-small-business-recovery-strategy
https://www.houston.org/recovery
https://www.comune.fi.it/system/files/2020-05/rinascefirenze_DOC_6.pdf
https://www.comune.fi.it/system/files/2020-05/rinascefirenze_DOC_6.pdf
https://www.lemonde.fr/smart-cities/article/2020/06/17/dario-nardella-maire-de-florence-au-fond-je-suis-optimiste-nous-nous-releverons_6043109_4811534.html
https://www.lemonde.fr/smart-cities/article/2020/06/17/dario-nardella-maire-de-florence-au-fond-je-suis-optimiste-nous-nous-releverons_6043109_4811534.html
https://www.lemonde.fr/smart-cities/article/2020/06/17/dario-nardella-maire-de-florence-au-fond-je-suis-optimiste-nous-nous-releverons_6043109_4811534.html
https://www.lemonde.fr/smart-cities/article/2020/06/17/dario-nardella-maire-de-florence-au-fond-je-suis-optimiste-nous-nous-releverons_6043109_4811534.html
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リール フランス 

6月 1日現在、「リール都市共同体」（European Metropolis of Lille）は苦境に陥っている経済活動を支援し、回復
を促すため、6,610 万ユーロの前例のない回復計画を発表した。回復計画は、エネルギーの移行に関係した会社とプ

ロジェクトをメインに、9つのまったく新しい対策に基づいている 

従業員 10人未満の会社や団体に対し、5,000～30,000ユーロの 3～5年ローン、利息 0%の「Covid Relance」を用意。

この新スキームはリール都市共同体（European Metropolis of Lille）、 オー＝ド＝フランス地域圏（Hauts-de-France 
Region）、及び Banque des Territoires銀行の共同融資によるもの。地元経済の回復計画には 17の活動と自治体

の契約の原則も含まれる。 

Metropolis of Lilleは都市部に直接恩恵を与えることで部門内のビジネスの回復を後押しする対策を講じている。計画
によると、900 億ユーロの包括的支援策として 3 年間（2020～2022 年）で、追加で 3,000 戸の公営住宅を改築す

る予定となっている。3年間で年間 600戸の断熱改修を施すコンドミニアム改修に巨額の支援計画（360万ユーロ）
が実施されている。また、3年間にわたり年間 600戸の住宅の安全工事に対する資金調達を含め、荒廃したコンドミ
ニアムに対する個別の対策もある。加えて、国と同じ条件で「シテ・サンテフィック」（Cité Scientifique）の学生寮の改

修を急ぎ、学生の生活の質を改善し、リール・キャンパスの魅力を高めるため、1,200 万ユーロの投資も行う（ 5 年間
で 1,200 万ユーロ）。バシュラールとブーシェの学生寮では 600 戸が対象。リールは敷地への立ち入り制限策も講じて
おり、所得条件に応じて 1世帯当たり平均 5,000ユーロ、もしくは、ソーシャルランドロードによる VAT減税プログラムに

対して、また民間のプロモーションを通した手頃なプログラム（400 万ユーロ）に対して、銀行ローン補助の形で最高

700戸となる。 

リールのビジネスツーリズムと都市部におけるイベントの活性化を促進するため、特に Hello Lilleアトラクティブネスエージ

ェンシーを動員することで、リールはこの目的に 240万ユーロを拠出する。 

https://www.lillemetropole.fr/sites/default/files/2
020-
06/Dossier%20de%20presse%20relance%20
%C3%A9co.pdf 

リバプール 英国 

リバプールはイノベーション、住宅、雇用と創造性の 4 つの主要テーマを中心とした 14 億ポンドの経済回復計画
（LERP: Economic Recovery Plan）を策定した。特に、LERPでは 200棟以上の組立式住宅とコミュニティセンターの

新規開発、及び COVID-19の感染リスクが最も大きい最貧困地区の社会的弱者世帯向けに 4,000棟の住宅改修
を行う。同計画は 25,600 の雇用を創出するとともに、建設部門の新規雇用 12,0000 件を提供すると見込まれてい
る。回復計画には、クルーズ船の新ターミナルへの投資、リバプール国際園芸博覧会の会場に隣接した大規模な住

宅開発、パディントン・ヴィレッジにあるリバプール市のヘルス・イノベーション・キャンパスの次のフェーズ、及び同市の
Knowledge Quarter （KQ Liverpool）にある Copperas Hillのリバプール・ジョン・ムーア大学の開発の一部として Science 

and Tech Innovation Centreがある。 

https://liverpoolexpress.co.uk/liverpool-
submits-1-4bn-covid-19-recovery-plan-to-no-
10/  

マドリード スペイン 

5 月 29 日現在、マドリード市議会は商業、レジャー、接客業、文化の回復を促すため、税率を引き下げる決定を下
した。これにより事業に課せられる税金は 6,600 万ユーロ以上減少する予定。さらに、2020 年までには全ての経済活
動を維持し回復を加速させるため雇用維持の義務は取り払われる。ただし、雇用を維持する会社には経済活動税

（IAE）の恩恵が 2021年まで延長されることになっている。 

マドリード市は 5 月末にカーシェア専用の駐車場を新設した。新たなスペースはキャピタル・デ・エスパーニャ通りから 25
メートル、地下鉄のフェリア・デ・マドリード駅の出口のすぐ横にある。この試験事業は、毎日 10,000 台の自家用車が

流入するこの商業地区で持続可能なモビリティ及びインターモダリティの推進を試みるものだ。同市は、公共交通機
関を活用したい市民を支援するため 45キロのバス専用レーンも新たに設置する。これは、現在のバス交通網の 30%に

相当する。 

この市は、750 万ユーロの寄付を受けて文化施設・文化活動を対象とする回復計画「マドリード喝采計画」（Plan 
Aplaude Madrid）を承認した。現代美術・パフォーマンス・文化交流に特化した空間は年 2 回のプログラム助成金を

受けられ、市議会が 2020 年の不動産税と経済活動税の 25%減額を決めた。マドリードを象徴する 2 つの施設、シ

https://covidnews.eurocities.eu/2020/06/01/ma
drid-lower-taxes-for-local-businesses/  

https://diario.madrid.es/blog/notas-de-
prensa/el-ayuntamiento-rebaja-impuestos-
para-impulsar-la-recuperacion-de-comercio-
ocio-hosteleria-y-cultura/  

https://covidnews.eurocities.eu/2020/05/20/ma
drid-e7-5-million-for-culture/ 

https://diario.madrid.es/blog/notas-de-
prensa/el-ayuntamiento-presenta-el-plan-

http://www.oecd.org/coronavirus/jp/
https://www.lillemetropole.fr/sites/default/files/2020-06/Dossier%20de%20presse%20relance%20%C3%A9co.pdf
https://www.lillemetropole.fr/sites/default/files/2020-06/Dossier%20de%20presse%20relance%20%C3%A9co.pdf
https://www.lillemetropole.fr/sites/default/files/2020-06/Dossier%20de%20presse%20relance%20%C3%A9co.pdf
https://www.lillemetropole.fr/sites/default/files/2020-06/Dossier%20de%20presse%20relance%20%C3%A9co.pdf
https://liverpoolexpress.co.uk/liverpool-submits-1-4bn-covid-19-recovery-plan-to-no-10/
https://liverpoolexpress.co.uk/liverpool-submits-1-4bn-covid-19-recovery-plan-to-no-10/
https://liverpoolexpress.co.uk/liverpool-submits-1-4bn-covid-19-recovery-plan-to-no-10/
https://covidnews.eurocities.eu/2020/06/01/madrid-lower-taxes-for-local-businesses/
https://covidnews.eurocities.eu/2020/06/01/madrid-lower-taxes-for-local-businesses/
https://diario.madrid.es/blog/notas-de-prensa/el-ayuntamiento-rebaja-impuestos-para-impulsar-la-recuperacion-de-comercio-ocio-hosteleria-y-cultura/
https://diario.madrid.es/blog/notas-de-prensa/el-ayuntamiento-rebaja-impuestos-para-impulsar-la-recuperacion-de-comercio-ocio-hosteleria-y-cultura/
https://diario.madrid.es/blog/notas-de-prensa/el-ayuntamiento-rebaja-impuestos-para-impulsar-la-recuperacion-de-comercio-ocio-hosteleria-y-cultura/
https://diario.madrid.es/blog/notas-de-prensa/el-ayuntamiento-rebaja-impuestos-para-impulsar-la-recuperacion-de-comercio-ocio-hosteleria-y-cultura/
https://covidnews.eurocities.eu/2020/05/20/madrid-e7-5-million-for-culture/
https://covidnews.eurocities.eu/2020/05/20/madrid-e7-5-million-for-culture/
https://diario.madrid.es/blog/notas-de-prensa/el-ayuntamiento-presenta-el-plan-aplaude-madrid-dirigido-al-tejido-cultural/
https://diario.madrid.es/blog/notas-de-prensa/el-ayuntamiento-presenta-el-plan-aplaude-madrid-dirigido-al-tejido-cultural/
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ルコ・プライス劇場とフェルナンゴメス文化センターの改修に、220 万ユーロが投じられる予定である。文化センターは約

40 年ぶりの改修となる。 

7月 7日、市議会は経済と雇用、住宅と社会サービス、持続可能なモビリティ及び都市計画、文化に特化した 300

以上の施策からなる回復対策を承認した。 

aplaude-madrid-dirigido-al-tejido-cultural/ 
https://www.lavanguardia.com/local/madrid/202
00707/482179787284/pactos-villa-primera-
piedra-reconstruccion-madrid.html   

メデリン コロンビア 

メデリンは、交通に重点を置いて 2030 年までに炭素排出量の 20%削減を目指しつつ、コロナ後の経済回復の準備
を進めている。特に、3年以内に自転車専用レーンを 145キロへと約 50%拡大し、電車、トラム、ケーブルカーを含む相

互に接続した交通機関の路線数を 2030 年までに 2 倍以上に増やす計画である。さらに、市民が低価格でレンタル
できる電動自転車 50,000 台の提供に取り組み、10 年後を目途に全ての公共交通機関の電動化に力を注いでい

る。 

https://www.weforum.org/agenda/2020/06/colo
mbias-medellin-eco-city-coronavirus-covid19-
recovery  

メキシコシティ メキシコ 

メキシコシティは COVID-19パンデミック後、経済回復計画を発表した。10億ドルを投資して建設部門に約 100万件
の新規雇用を創出する。投資は、公共インフラと公営住宅を対象とする。この計画は、主に住宅改修や交通の便
のよい地域への公営住宅新設といった住宅整備事業を通じて、13の都市回廊の再開発に貢献すると見込まれる。
相乗効果と間接雇用を生み出すことから、市政府にとってインフラ・公営住宅への投資は回復戦略に不可欠であ

る。この戦略では、新たな高速バス路線（BRT）や 2 本の「ケーブルバス」（ケーブルカー）路線など、パンデミック前

に既に発表されていたモビリティ事業のリソースも活用する。 

https://www.sinembargo.mx/24-06-
2020/3811072 ; 
https://www.infobae.com/america/mexico/2020/
06/24/coronavirus-en-la-ciudad-de-mexico-
gobierno-planea-generar-987183-empleos-
tras-crisis-por-covid-19/ 

https://www.france24.com/es/20200514-
mexico-plan-desconfinamiento-reactivacion-
economia-pandemia-covid-19  

マリンガ ブラジル 

マリンガは 6月 29日に作業部会を設置し、市政府と Sebrae（ブラジル零細・小企業支援サービス機関）の協力に
基づき「経済社会開発回復計画」を策定した。この計画は、景気浮揚に向けた他の取り組みと並び、雇用創出、
新規投資、能力構築、法改革・給付金交付・融資アクセスの促進を目指している。市民の積極的な関与を基盤

とする計画であり、学術界や市民社会、民間部門も参加している。 

http://www2.maringa.pr.gov.br/site/index.php?s
essao=8e54409f63558e&id=36586  

ミドルズブラ 英国 

ミドルズブラは、公共交通機関の混雑や環境を汚染する自家用車の復活を防ぐ取り組みとして、英国全土での体

系的な実施の基盤を築くために、市全域での電動スクーターレンタル事業を都市として初めて試験的に立ち上げた。 
https://www.theguardian.com/environment/202
0/jul/03/e-scooters-go-on-trial-in-
middlesbrough-to-aid-uks-green-recovery  

ミラノ イタリア 

移動需要の削減（スマートワークやリモートワークの促進など）、移動手段の改善と多様化（自転車、電動スクータ
ー、カーシェアリングの推進など）、公共交通機関の安全性向上（バスや地下鉄の乗車人数制限、ソーシャルディス
タンシングを通じたバス停や駅での混雑軽減など）、歩道からの障害物の撤去、公共交通機関と他の移動システ

ムの連動、乗車チケット・駐車チケット・駐車許可証の自動化推進、一時的な駐車スペース整備への投資（医療・
緊急サービス用の必需物資の配送など）を行うための包括的な措置を定めた適応戦略を発表した。この戦略は社
会的イノベーションと、コミュニティとしての結束力を築きながら経済及び社会的目的を統合するスタートアップの支援

を目的としている。節電イニシアチブ、環境再開発、自宅の快適性改善と並行して、官民両方で既存の不動産資

産に幅広く保守と再開発プロジェクトを実施することで建設部門の回復を刺激したい考え。 

https://www.comune.milano.it/documents/2012
6/7117896/Milano+2020.+Adaptation+strategy.
pdf/d11a0983-6ce5-5385-d173-
efcc28b45413?t=1589366192908  

ニース フランス 

ニースは雇用協定によりパンデミック後の経済回復を支援する予定である。クリスチャン・エストロジ市長は地域で最
も脆弱な起業家や公共企業、戦略的な中小企業を対象に、350 万ユーロの追加予算を割り当てると発表した。こ

https://covidnews.eurocities.eu/2020/06/02/nic
e-pact-for-jobs/#more-4647  

http://www.oecd.org/coronavirus/jp/
https://diario.madrid.es/blog/notas-de-prensa/el-ayuntamiento-presenta-el-plan-aplaude-madrid-dirigido-al-tejido-cultural/
https://www.lavanguardia.com/local/madrid/20200707/482179787284/pactos-villa-primera-piedra-reconstruccion-madrid.html
https://www.lavanguardia.com/local/madrid/20200707/482179787284/pactos-villa-primera-piedra-reconstruccion-madrid.html
https://www.lavanguardia.com/local/madrid/20200707/482179787284/pactos-villa-primera-piedra-reconstruccion-madrid.html
https://www.weforum.org/agenda/2020/06/colombias-medellin-eco-city-coronavirus-covid19-recovery
https://www.weforum.org/agenda/2020/06/colombias-medellin-eco-city-coronavirus-covid19-recovery
https://www.weforum.org/agenda/2020/06/colombias-medellin-eco-city-coronavirus-covid19-recovery
https://www.sinembargo.mx/24-06-2020/3811072
https://www.sinembargo.mx/24-06-2020/3811072
https://www.infobae.com/america/mexico/2020/06/24/coronavirus-en-la-ciudad-de-mexico-gobierno-planea-generar-987183-empleos-tras-crisis-por-covid-19/
https://www.infobae.com/america/mexico/2020/06/24/coronavirus-en-la-ciudad-de-mexico-gobierno-planea-generar-987183-empleos-tras-crisis-por-covid-19/
https://www.infobae.com/america/mexico/2020/06/24/coronavirus-en-la-ciudad-de-mexico-gobierno-planea-generar-987183-empleos-tras-crisis-por-covid-19/
https://www.infobae.com/america/mexico/2020/06/24/coronavirus-en-la-ciudad-de-mexico-gobierno-planea-generar-987183-empleos-tras-crisis-por-covid-19/
https://www.france24.com/es/20200514-mexico-plan-desconfinamiento-reactivacion-economia-pandemia-covid-19
https://www.france24.com/es/20200514-mexico-plan-desconfinamiento-reactivacion-economia-pandemia-covid-19
https://www.france24.com/es/20200514-mexico-plan-desconfinamiento-reactivacion-economia-pandemia-covid-19
http://www2.maringa.pr.gov.br/site/index.php?sessao=8e54409f63558e&id=36586
http://www2.maringa.pr.gov.br/site/index.php?sessao=8e54409f63558e&id=36586
https://www.theguardian.com/environment/2020/jul/03/e-scooters-go-on-trial-in-middlesbrough-to-aid-uks-green-recovery
https://www.theguardian.com/environment/2020/jul/03/e-scooters-go-on-trial-in-middlesbrough-to-aid-uks-green-recovery
https://www.theguardian.com/environment/2020/jul/03/e-scooters-go-on-trial-in-middlesbrough-to-aid-uks-green-recovery
https://www.comune.milano.it/documents/20126/7117896/Milano+2020.+Adaptation+strategy.pdf/d11a0983-6ce5-5385-d173-efcc28b45413?t=1589366192908
https://www.comune.milano.it/documents/20126/7117896/Milano+2020.+Adaptation+strategy.pdf/d11a0983-6ce5-5385-d173-efcc28b45413?t=1589366192908
https://www.comune.milano.it/documents/20126/7117896/Milano+2020.+Adaptation+strategy.pdf/d11a0983-6ce5-5385-d173-efcc28b45413?t=1589366192908
https://www.comune.milano.it/documents/20126/7117896/Milano+2020.+Adaptation+strategy.pdf/d11a0983-6ce5-5385-d173-efcc28b45413?t=1589366192908
https://covidnews.eurocities.eu/2020/06/02/nice-pact-for-jobs/#more-4647
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の事業は、観光・貿易など最も大きな影響を受けた部門に加え、経済的な魅力を高めるための産業やイノベーショ

ンも対象としている。 
https://tribuca.net/collectivites_65767122-a-
nice-christian-estrosi-a-la-relance-avec-un-
pacte-eco-de-35m  

パリ フランス 

パリ市長は、普段は自動車が走行する 50キロ（30マイル）の道路を将来的に自転車専用にすると発表した。これ
にはポルテ・ドルレアン通り、ルクレール将軍通り（南側のセクション）、エトワール地下道、ポルト・マイヨが含まれる。
加えて歩道に人が密集するのを避けるため、学校周辺を中心に 30 本の通りを歩行者専用道路に指定する。首都

パリの中心部を東西に走るリヴォリ通りは、5月 11日時点で自転車専用になっている。この通りの走行を認められる

のは、バス、タクシー、配送トラック、さらには緊急車両や障害者用車両など一部の車に限られる。 

企業及び文化関係者・文化協会に対する支援計画を策定した。この計画に基づき市は、今後 5 年かけて以下に
取り組む。市のサービス事業者の 9割を中小企業にする、企業・職人・文化事業・革新的な新興企業に 600万ユー
ロの投資を行う、観光産業支援に 500 万ユーロを投じる、社会経済と社会連帯経済の担い手に 400 万ユーロの支

援を行う。 

https://www.france24.com/en/20200505-paris-
to-turn-more-streets-over-to-bicycles-as-covid-
19-coronavirus-lockdown-lifts  

https://www.sortiraparis.com/news/in-
paris/articles/219085-bikeways-in-paris-the-
rue-de-rivoli-entirely-for-bicycles-and-
pedestrians/lang/en  

https://www.paris.fr/pages/suivez-en-direct-le-
conseil-de-paris-7805  

レイキャビク アイスランド 

レイキャビクは COVID-19危機の改善後に向け、同市を目的地として宣伝するマーケティングキャンペーンを含む、観光

措置パッケージを発表した。 

https://www.oecd.org/coronavirus/policy-
responses/tourism-policy-responses-to-the-
coronavirus-covid-19-6466aa20  

リガ ラトビア  

スマートシティ対策として、市の教育文化スポーツ局が、生徒にバーチャル授業を行えるようデジタルプラットフォームを
導入した。リガ市開発局も週 1 日をリモートワークデイに指定し、対面会議の代わりに都市計画作成の事務文書に

関するウェビナーを開催した。 

https://pasvaldiba.riga.lv/ 

ロッテルダム オランダ 

ロッテルダムは、シームレスで新たな交通手段を提供するため、公営交通企業 RET（ロッテルダム電鉄）、及び自転
車・電動自転車・スクーターを提供する企業 4社と連携してモビリティ計画を策定した。この計画に伴い RETのアプリ

ケーション上でサービスを提供し、利用者が最も便利に最短時間で目的地にたどり着く方法を探せるようにしている。 

市は学童とホームレスの支援に投資している。240 万ユーロの投資で、落ちこぼれを防ぐために貧困家庭・貧困地域
の学童 6,000人に夏期補習講座を支援している。また、2000万ユーロのホームレス支援パッケージを通じて、緊急の危
機対応としてソーシャルディスタンスに配慮できる 150 のホームレス用シェルターに加えて、独立した住居、生活環境の

改善、カウンセリングの提供を支援していく。 

https://www.rotterdam.nl/  

サンフランシス

コ 
米国 

サンフランシスコ市は経済回復に向けた取り組みの指針となる戦略を立案するため「COVID-19経済回復作業部会」
を開催した。この作業部会は i)雇用と事業支援（特に中小企業）、ii)社会的弱者、iii)経済発展の 3つの主要分
野を軸として組織される。30 人以上のメンバーが、インタビュー、フォーカスグループ、集会、アンケートを通じて調査を実

施し、1,000 人以上の意見を通して総合的な経済回復に関する最終的な提言を作成した。この提言は、8 月に発

表される予定。 

https://onesanfrancisco.org/sites/default/files/2
020-
06/CCSF_ERTF_Task%20Force%20Meeting
%20%232%2006.11.20_FINAL.pdf  

シアトル 米国 

20 マイルの区間について車両交通を恒久的に禁止する。この決定は、ロックダウン中に市民がソーシャルディスタンシ
ングを確保しながら運動できるよう、臨時措置として 4月に導入された取り組み「Stay Healthy Streets」の続行を示す

ものだ。 

https://durkan.seattle.gov/2020/05/mayor-
durkan-urges-residents-to-continue-to-stay-
home-and-announces-stay-healthy-streets-
pilot-will-become-permanent-bike-projects-will-
be-expedited-in-2020/  

http://www.oecd.org/coronavirus/jp/
https://tribuca.net/collectivites_65767122-a-nice-christian-estrosi-a-la-relance-avec-un-pacte-eco-de-35m
https://tribuca.net/collectivites_65767122-a-nice-christian-estrosi-a-la-relance-avec-un-pacte-eco-de-35m
https://tribuca.net/collectivites_65767122-a-nice-christian-estrosi-a-la-relance-avec-un-pacte-eco-de-35m
https://www.france24.com/en/20200505-paris-to-turn-more-streets-over-to-bicycles-as-covid-19-coronavirus-lockdown-lifts
https://www.france24.com/en/20200505-paris-to-turn-more-streets-over-to-bicycles-as-covid-19-coronavirus-lockdown-lifts
https://www.france24.com/en/20200505-paris-to-turn-more-streets-over-to-bicycles-as-covid-19-coronavirus-lockdown-lifts
https://www.sortiraparis.com/news/in-paris/articles/219085-bikeways-in-paris-the-rue-de-rivoli-entirely-for-bicycles-and-pedestrians/lang/en
https://www.sortiraparis.com/news/in-paris/articles/219085-bikeways-in-paris-the-rue-de-rivoli-entirely-for-bicycles-and-pedestrians/lang/en
https://www.sortiraparis.com/news/in-paris/articles/219085-bikeways-in-paris-the-rue-de-rivoli-entirely-for-bicycles-and-pedestrians/lang/en
https://www.sortiraparis.com/news/in-paris/articles/219085-bikeways-in-paris-the-rue-de-rivoli-entirely-for-bicycles-and-pedestrians/lang/en
https://www.paris.fr/pages/suivez-en-direct-le-conseil-de-paris-7805
https://www.paris.fr/pages/suivez-en-direct-le-conseil-de-paris-7805
https://www.oecd.org/coronavirus/policy-responses/tourism-policy-responses-to-the-coronavirus-covid-19-6466aa20
https://www.oecd.org/coronavirus/policy-responses/tourism-policy-responses-to-the-coronavirus-covid-19-6466aa20
https://www.oecd.org/coronavirus/policy-responses/tourism-policy-responses-to-the-coronavirus-covid-19-6466aa20
https://pasvaldiba.riga.lv/
https://www.rotterdam.nl/
https://onesanfrancisco.org/sites/default/files/2020-06/CCSF_ERTF_Task%20Force%20Meeting%20%232%2006.11.20_FINAL.pdf
https://onesanfrancisco.org/sites/default/files/2020-06/CCSF_ERTF_Task%20Force%20Meeting%20%232%2006.11.20_FINAL.pdf
https://onesanfrancisco.org/sites/default/files/2020-06/CCSF_ERTF_Task%20Force%20Meeting%20%232%2006.11.20_FINAL.pdf
https://onesanfrancisco.org/sites/default/files/2020-06/CCSF_ERTF_Task%20Force%20Meeting%20%232%2006.11.20_FINAL.pdf
https://durkan.seattle.gov/2020/05/mayor-durkan-urges-residents-to-continue-to-stay-home-and-announces-stay-healthy-streets-pilot-will-become-permanent-bike-projects-will-be-expedited-in-2020/
https://durkan.seattle.gov/2020/05/mayor-durkan-urges-residents-to-continue-to-stay-home-and-announces-stay-healthy-streets-pilot-will-become-permanent-bike-projects-will-be-expedited-in-2020/
https://durkan.seattle.gov/2020/05/mayor-durkan-urges-residents-to-continue-to-stay-home-and-announces-stay-healthy-streets-pilot-will-become-permanent-bike-projects-will-be-expedited-in-2020/
https://durkan.seattle.gov/2020/05/mayor-durkan-urges-residents-to-continue-to-stay-home-and-announces-stay-healthy-streets-pilot-will-become-permanent-bike-projects-will-be-expedited-in-2020/
https://durkan.seattle.gov/2020/05/mayor-durkan-urges-residents-to-continue-to-stay-home-and-announces-stay-healthy-streets-pilot-will-become-permanent-bike-projects-will-be-expedited-in-2020/
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ソウル 韓国 

韓国ニューディールはデータや人口知能（AI）、サイバーセキュリティといったデジタル基盤とサービスを拡大し、気候変
動対策としてグリーンエコノミーの部門を育成することに注力している。ソウルは公共医療への大規模投資を決定し、

公立医科大学、感染症研究センター、疫学研究所を含む市営施設の新設を計画している。 

とりわけ、自動運転車、ロボットを使った配送、スマート駐車場の導入を通じて今後も様々なスマートグリーンモビリテ

ィの開拓を続けていく。こうした措置に加えて、2030 年に自転車のモーダルシェア 15%を達成することを目標に、自転

車専用高速道路の整備を急ピッチで進めている。 

ソウルは全ての市営建築物と住宅 100万戸へのソーラーパネルの設置を目指す野心的な太陽光発電計画を策定し

（44,500 件の雇用創出が見込まれ、同市は現在までに市営建築物に 98 メガワット相当の太陽光発電設備を設
置、13,125世帯以上がソーラーパネルの提供を受け、大気汚染物質 PM2.5の排出量が 8.7 トン減少した）、3月に

はソウル市は韓国の都市として初めて、新規商業建築・住宅建築への建材一体型太陽光発電設備導入に対し

助成計画（2020年は予算 10億ウォン）を発表した。 

https://www.asiapacific.ca/publication/south-
koreas-new-deal-example-post-covid-
economic-recovery  
https://www.lemonde.fr/international/article/202
0/06/16/park-won-soon-maire-de-seoul-nous-
voulons-faire-de-seoul-une-reference-de-l-
apres-covid_6043041_3210.html  
https://www.koreatimes.co.kr/www/nation/2020
/03/281_285885.html  

スウォンジー 英国 

スウォンジーベイは 6月、コロナ後のペンブルックシャー州の経済再生と気候変動への対処を目指す、6,000万ポンドの
海洋エネルギー事業「Pembroke Dock Marine」を発表した。この事業は、ペンブルックシャー州議会の支援を受けて民

間セクターが指揮している。今後 15 年間で 1,800 件以上の雇用創出が見込まれる。この事業は、ウェイブハブ社が
運営する、未来の発電技術の整備を実現する面積 90km2のペンブルックシャー実証実験地区、及びオフショア再生
可能エネルギー（ORE）カタパルトが運営する技術革新研究拠点である「海洋エネルギー工学研究所」を含む、4つ

の事業から構成されている。 

https://www.wales247.co.uk/green-light-for-60-
million-pembrokeshire-marine-energy-project/  

東京都 日本 

東京都は、事業者向け感染拡大防止ガイドラインを含め、COVID-19 感染症を乗り越えるためのロードマップを作成
するとともに、適切な機械設備を購入する中小企業への助成金制度を導入した。並行してホテル業界を支援する
ため、都はバリアフリー化支援事業を含め、リモートワークの場を提供する宿泊施設と、自宅でリモートワークすることが

難しい社員をマッチングする事業も立ち上げた。 

5月 25日にコロナウィルスをめぐる緊急事態宣言が解除された後も、東京都庁は職員に毎日テレワークとフレックスタ

イムを続けさせ、企業に対し柔軟な勤務体系の導入を促し、民間企業にテレワークとフレックスタイムを導入するよう
促している。リモートワーク用設備やソフトウェアの導入に必要な経費の助成金支給を通じて、中小企業など企業の

リモートワーク移行を支援する措置を講じている。 

都庁と業界団体は、都庁による緊急事態宣言の解除後に経済活動を再開できるよう、適切な予防策についての
ガイドラインを策定した。また、都庁は所定の対策を導入するための補助金を提供しアドバイザーを派遣することによっ

ても支援している。東京の納税者はコロナの影響で納税が困難な場合、納付の先延ばしを申請できる。また、都庁
は水道・下水道料金について、支払が困難との理由で先延ばしを要求した場合、一定期間支払いを延期できるよ

うにしている。 

都庁はデジタル変革の推進に向けた取り組みの加速に力を入れ、オンライン学習、遠隔医療、リモートワーク、公共
サービスのデジタル化を推進している。また、都立学校に通う全ての子どもと学生がオンラインで学習できるように、ス

マート・スクール・プロジェクトを進めている。自宅にハードウェアもインターネットもない生徒にはオンライン教育に必要な

端末を貸与する。 

https://www.bousai.metro.tokyo.lg.jp/1007942/
1007957.html 

https://www.bousai.metro.tokyo.lg.jp/taisaku/sa
igai/1007261/1008442.html  

https://www.bousai.metro.tokyo.lg.jp/taisaku/sa
igai/1007261/1008453.html 
https://covid19.supportnavi.metro.tokyo.lg.jp/ 
https://stopcovid19.metro.tokyo.lg.jp/en 

https://www.metro.tokyo.lg.jp/tosei/tosei/news/
2019-ncov.html#Eng 

トロント カナダ 

トロント市は、エンゲージメントと調査の調整、市の回復戦略の立案、市のプログラムやサービスの実施方法の再考・
再構築に向けた対策の提言を担う、トロント回復・再建局（TORR）を設置した。各コミュニティや社会・経済インフ

ラの復旧を成功させる上で、居住者、企業、コミュニティが重要な役割を果たすことになる。同市は今後も各機関や
コミュニティ、パートナーとの関与を続け、回復と再建に関連する市の対策の形成に資する意見を取り入れていく。ま
た、2020 年 7 月 15 日までに実施した調査で、どうすればトロントは回復・再建できるかについて市民の意見を求め

た。 

https://www.toronto.ca/home/covid-19/covid-
19-reopening-recovery-rebuild/covid-19-about-
reopening-recovery-rebuild/  

http://www.oecd.org/coronavirus/jp/
https://www.asiapacific.ca/publication/south-koreas-new-deal-example-post-covid-economic-recovery
https://www.asiapacific.ca/publication/south-koreas-new-deal-example-post-covid-economic-recovery
https://www.asiapacific.ca/publication/south-koreas-new-deal-example-post-covid-economic-recovery
https://www.lemonde.fr/international/article/2020/06/16/park-won-soon-maire-de-seoul-nous-voulons-faire-de-seoul-une-reference-de-l-apres-covid_6043041_3210.html
https://www.lemonde.fr/international/article/2020/06/16/park-won-soon-maire-de-seoul-nous-voulons-faire-de-seoul-une-reference-de-l-apres-covid_6043041_3210.html
https://www.lemonde.fr/international/article/2020/06/16/park-won-soon-maire-de-seoul-nous-voulons-faire-de-seoul-une-reference-de-l-apres-covid_6043041_3210.html
https://www.lemonde.fr/international/article/2020/06/16/park-won-soon-maire-de-seoul-nous-voulons-faire-de-seoul-une-reference-de-l-apres-covid_6043041_3210.html
https://www.koreatimes.co.kr/www/nation/2020/03/281_285885.html
https://www.koreatimes.co.kr/www/nation/2020/03/281_285885.html
https://www.wales247.co.uk/green-light-for-60-million-pembrokeshire-marine-energy-project/
https://www.wales247.co.uk/green-light-for-60-million-pembrokeshire-marine-energy-project/
https://www.bousai.metro.tokyo.lg.jp/1007942/1007957.html
https://www.bousai.metro.tokyo.lg.jp/1007942/1007957.html
https://www.bousai.metro.tokyo.lg.jp/taisaku/saigai/1007261/1008442.html
https://www.bousai.metro.tokyo.lg.jp/taisaku/saigai/1007261/1008442.html
https://www.bousai.metro.tokyo.lg.jp/taisaku/saigai/1007261/1008453.html
https://www.bousai.metro.tokyo.lg.jp/taisaku/saigai/1007261/1008453.html
https://covid19.supportnavi.metro.tokyo.lg.jp/
https://stopcovid19.metro.tokyo.lg.jp/en
https://www.metro.tokyo.lg.jp/tosei/tosei/news/2019-ncov.html#Eng
https://www.metro.tokyo.lg.jp/tosei/tosei/news/2019-ncov.html#Eng
https://www.toronto.ca/home/covid-19/covid-19-reopening-recovery-rebuild/covid-19-about-reopening-recovery-rebuild/
https://www.toronto.ca/home/covid-19/covid-19-reopening-recovery-rebuild/covid-19-about-reopening-recovery-rebuild/
https://www.toronto.ca/home/covid-19/covid-19-reopening-recovery-rebuild/covid-19-about-reopening-recovery-rebuild/
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ウィーン オーストリア 

ウィーンは、コロナ危機により深刻な被害を受けた若年層の支援を試みている。同市は、現在失業中の若者 16,000
人以上を支援するため 1,700 万ユーロを投資している。このパッケージには、若者世代を対象とした企業内職業訓

練、資格パスポート、休業期間中の遅れを取り戻すための支援、医療・介護・IT業界への参入支援が含まれる。 

さらに、ウィーンは今後数年内に 1,000 戸のアパートからなる市営住宅を新たに 7 カ所に建設すると発表した。この新

たな住宅を市内全域に展開し、魅力的な居住環境の中で高品質で手頃な価格の物件を開発する。この住宅事
業では、新たな住宅地区に歩行者専用区域と緑地、さらに徒歩圏内にスポーツ文化施設を設けることを目指して

いる。2022年に着工を予定している。 

https://covidnews.eurocities.eu/2020/06/10/vie
nna-education-and-training-for-young-people/ 

https://covidnews.eurocities.eu/2020/06/05/vie
nna-1000-new-municipal-apartments/  

https://www.wienerwohnen.at/wiener-
gemeindebau/municipal-housing-in-
vienna.html%22%7D%20--
%3E%20%3Cfigure%20class=%22wp-block-
embed%22%3E%3Cdiv%20class=%22wp-
block-embed__wrapper  

ビリニュス リトアニア 

ビリニュス都市自治体は、個人、企業、文化活動、及び機会の活用の主に 4分野(「方向性」)に主眼を置いた「ビリ
ニュス・プラン 4×3」という支援策を立案した。ビリニュスは、特に文化に注力し、近い将来文化部門を支援するため約

100万ユーロを充てる予定である。 

ビリニュス都市自治体は、企業への発注を増やし、高層住宅の改築を加速させ、地元の観光を促進し、遅延してい

たプロジェクトからお役所仕事をなくすことで、企業への支援を増やしている。また、企業に自治体のコミュニケーション
チャンネルを使わせ、積極的な活動の成果をできるだけ早く得られるよう企業向けの情報パッケージを開発するなど、

他にも様々な形で事業を支援している。 

政府に向けた提言として、ビリニュスの計画は公共調達局（Public Procurement Office）の責任者任命や、多機能

複合ビルまたは首都の全般的計画などの大型プロジェクトの承認といった具体的な手続きがある。 

文化・創造産業に向けては、キャンセルになったイベントの部分的な補償、舞台芸術への 1 回限りの支援、特定の
課税免除、教育機関の文化教育イベントへの参加、地元の作家や演奏家の出演を通じたフェスティバルの活性化

といった資金援助が与えられている。 

ビリニュスはリモートワークをさらに推進し、零細企業のデジタル化を奨励する意向である。 

同市は医療業界の経営改革を目指しており、医療業界の経営スキルと組織の強化を図り、市の複数の外来クリニ

ックをまとめることで経営を効率化させたい考えである。 

https://vilnius.lt/en/2020/05/05/its-official-
vilnius-introduced-its-plan-for-combating-after-
effects-of-the-pandemic/ 

横浜市 日本 

横浜市は、家賃補助付きセーフティネット住宅のオーナーに対する家賃減額補助の上限額を引き上げ、パンデミック

により収入が大幅に減少した入居者の家賃負担を軽減している。 

同市は、テイクアウトやデリバリーを行っている飲食店を紹介し支援するためのウェブサイト「テイクアウト＆デリバリー横

浜」を開設した。市が店舗に登録を依頼し、居住者が地図上で近所の店を検索できるようになっている。 

https://www.city.yokohama.lg.jp/kurashi/sumai-
kurashi/jutaku/joho/safety-kakuju.html 
https://takeout.city.yokohama.lg.jp/ 

http://www.oecd.org/coronavirus/jp/
https://covidnews.eurocities.eu/2020/06/10/vienna-education-and-training-for-young-people/
https://covidnews.eurocities.eu/2020/06/10/vienna-education-and-training-for-young-people/
https://covidnews.eurocities.eu/2020/06/05/vienna-1000-new-municipal-apartments/
https://covidnews.eurocities.eu/2020/06/05/vienna-1000-new-municipal-apartments/
https://www.wienerwohnen.at/wiener-gemeindebau/municipal-housing-in-vienna.html%22%7D%20--%3E%20%3Cfigure%20class=%22wp-block-embed%22%3E%3Cdiv%20class=%22wp-block-embed__wrapper
https://www.wienerwohnen.at/wiener-gemeindebau/municipal-housing-in-vienna.html%22%7D%20--%3E%20%3Cfigure%20class=%22wp-block-embed%22%3E%3Cdiv%20class=%22wp-block-embed__wrapper
https://www.wienerwohnen.at/wiener-gemeindebau/municipal-housing-in-vienna.html%22%7D%20--%3E%20%3Cfigure%20class=%22wp-block-embed%22%3E%3Cdiv%20class=%22wp-block-embed__wrapper
https://www.wienerwohnen.at/wiener-gemeindebau/municipal-housing-in-vienna.html%22%7D%20--%3E%20%3Cfigure%20class=%22wp-block-embed%22%3E%3Cdiv%20class=%22wp-block-embed__wrapper
https://www.wienerwohnen.at/wiener-gemeindebau/municipal-housing-in-vienna.html%22%7D%20--%3E%20%3Cfigure%20class=%22wp-block-embed%22%3E%3Cdiv%20class=%22wp-block-embed__wrapper
https://www.wienerwohnen.at/wiener-gemeindebau/municipal-housing-in-vienna.html%22%7D%20--%3E%20%3Cfigure%20class=%22wp-block-embed%22%3E%3Cdiv%20class=%22wp-block-embed__wrapper
https://vilnius.lt/en/2020/05/05/its-official-vilnius-introduced-its-plan-for-combating-after-effects-of-the-pandemic/
https://vilnius.lt/en/2020/05/05/its-official-vilnius-introduced-its-plan-for-combating-after-effects-of-the-pandemic/
https://vilnius.lt/en/2020/05/05/its-official-vilnius-introduced-its-plan-for-combating-after-effects-of-the-pandemic/
https://www.city.yokohama.lg.jp/kurashi/sumai-kurashi/jutaku/joho/safety-kakuju.html
https://www.city.yokohama.lg.jp/kurashi/sumai-kurashi/jutaku/joho/safety-kakuju.html
https://takeout.city.yokohama.lg.jp/
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追加資料 B：パンデミックの初期段階から進行段階までの都市の

COVID-19 危機対応策  

都市 国 アクション ウェブリンク 

アテネ ギリシャ 

アテネ市はギリシャ語に加え 8 カ国語で、COVID-19 に関する情報と予防スポットを繰り返し放送する市営ラジオ局を開設した。同市
は車道、歩道、歩道橋、広場、公立病院を継続的に除染、清掃すると確約した。また、アテネ市青少年文化・スポーツ協会
（OPANDA: City of Athens Culture, Sports and Youth Organization）の全てのスポーツ・文化施設、博物館、図書館、劇場、創造学習
センターの運営を停止した。アテネ市は食料と医薬品が必要な自宅から出られない人たちや、心の相談や応急処置を必要としてい

る人たちのため、市の医療センターの心理学者、ソーシャルワーカー、医師、看護師によるホットラインを運営している。特に COVID-19の
封じ込め策として営業を中止せざるをえなかった事業主に対しては、国税（ 下水道と街灯の利用料、電化施設に対する税）の免
除、公共スペース占用料の免除、短期滞在の一時的住居の購入に対する税の支払いの免除、商用施設の総売り上げに対する各

種料金支払いの免除と、この過去に例のない公衆衛生危機により影響を被ったアテネの企業に対し異例の経済的救済策を講じて

いる。 

https://www.cityofathens.gr  

ベルリン ドイツ 
国からの指示により、ベルリンは学校を閉鎖し、州の劇場、オペラとコンサートホールでのイベントを中止した。ドイツでは 3 人以上の集

会は禁止された。 

https://www.visitberlin.de/en/current-information-
corona-virus-berlin 

https://www.faz.net/aktuell/gesellschaft/gesundh
eit/coronavirus/live-blog-der-faz-zum-COVID-19-
alle-entwicklungen-im-ueberblick-16663569.html  

ビルバオ スペイン 

ビルバオは高齢者を中心とする社会的弱者を守るため市民と連携した。市民に対し、近所に孤立した人や基本的な生活ニーズへの
対応が困難な人、家族や社会の支援を受けていない人がいれば、市社会福祉サービスに連絡するよう求めた。近隣住民にそうした

事例が見つかった場合は自治体ソーシャル・サービス（Municipal Social Services ）に連絡することが義務付けられている。ホームレス、
移民、付添のいない未成年に対応するための施設も新たに設置された。必要に応じて宿泊できるよう、市のスポーツホールにベッドを

設置した。市議会が主宰する緊急相談サービスを通じて起業家、小規模小売店、中小企業の支援を目的とする具体策が立ち上
げられ、電話とオンラインで支援が提供された。税務手続きの処理期限は延長され、ビルバオ市長は 3 月 13 日、自治体緊急計画
（Municipal Emergency Plan）を発動した。当プランには電話とオンラインチャンネルによる市民サービス、手続き開始のためのオンライン

フォーム、電話による基本的ソーシャルサービス、孤立状況を検知するための市民の協力、掃除及び公衆衛生サービス、公共交通機
関の改変、税や料金の期日撤廃、行政手続きの変更、十分な公設市場、及び住宅の緊急時対応策といった対策が盛り込まれ

た。 

「Innovative Shops of Bilbao」のコミュニティは、#Adoptauncomercio（#Adoptashop）イニシアチブを立ち上げ、店舗はこのイニシアチブを通
して現下の困難な時代において生き残りを図るべく、店舗を支援したい人たちに割引券を配布している。ビルバオの商業観光業振興

www.bilbao.eus 

http://cibilbao.com/2020/04/14/adopta-un-
comercio-en-marcha-una-nueva-iniciativa-cib-
amable-y-solidaria-adopta-ezazu-denda-bat-cib-
aren-ekimen-atsegin-eta-solidario-berri-bat-
abian/ 

https://www.google.com/maps/d/u/0/viewer?hl=e
s&mid=1kWB0T8T_e2JYoW7SvzVmIerhPzJFW
SEp&ll=43.26417132039876%2C-
2.9356989999999996&z=13 

http://www.oecd.org/coronavirus/jp/
https://www.cityofathens.gr/
https://www.visitberlin.de/en/current-information-corona-virus-berlin
https://www.visitberlin.de/en/current-information-corona-virus-berlin
https://www.faz.net/aktuell/gesellschaft/gesundheit/coronavirus/live-blog-der-faz-zum-COVID-19-alle-entwicklungen-im-ueberblick-16663569.html
https://www.faz.net/aktuell/gesellschaft/gesundheit/coronavirus/live-blog-der-faz-zum-COVID-19-alle-entwicklungen-im-ueberblick-16663569.html
https://www.faz.net/aktuell/gesellschaft/gesundheit/coronavirus/live-blog-der-faz-zum-COVID-19-alle-entwicklungen-im-ueberblick-16663569.html
https://eur02.safelinks.protection.outlook.com/?url=http%3A%2F%2Fwww.bilbao.eus%2F&data=02%7C01%7CKate.BROOKS%40oecd.org%7C7decbdea85cc41ce750e08d7d157d1d1%7Cac41c7d41f61460db0f4fc925a2b471c%7C0%7C1%7C637208047546892462&sdata=yQdaWC0xq1BvlhnCVYgtOALDMVgpWBNjm50ybz8VG9I%3D&reserved=0
http://cibilbao.com/2020/04/14/adopta-un-comercio-en-marcha-una-nueva-iniciativa-cib-amable-y-solidaria-adopta-ezazu-denda-bat-cib-aren-ekimen-atsegin-eta-solidario-berri-bat-abian/
http://cibilbao.com/2020/04/14/adopta-un-comercio-en-marcha-una-nueva-iniciativa-cib-amable-y-solidaria-adopta-ezazu-denda-bat-cib-aren-ekimen-atsegin-eta-solidario-berri-bat-abian/
http://cibilbao.com/2020/04/14/adopta-un-comercio-en-marcha-una-nueva-iniciativa-cib-amable-y-solidaria-adopta-ezazu-denda-bat-cib-aren-ekimen-atsegin-eta-solidario-berri-bat-abian/
http://cibilbao.com/2020/04/14/adopta-un-comercio-en-marcha-una-nueva-iniciativa-cib-amable-y-solidaria-adopta-ezazu-denda-bat-cib-aren-ekimen-atsegin-eta-solidario-berri-bat-abian/
http://cibilbao.com/2020/04/14/adopta-un-comercio-en-marcha-una-nueva-iniciativa-cib-amable-y-solidaria-adopta-ezazu-denda-bat-cib-aren-ekimen-atsegin-eta-solidario-berri-bat-abian/
https://www.google.com/maps/d/u/0/viewer?hl=es&mid=1kWB0T8T_e2JYoW7SvzVmIerhPzJFWSEp&ll=43.26417132039876%2C-2.9356989999999996&z=13
https://www.google.com/maps/d/u/0/viewer?hl=es&mid=1kWB0T8T_e2JYoW7SvzVmIerhPzJFWSEp&ll=43.26417132039876%2C-2.9356989999999996&z=13
https://www.google.com/maps/d/u/0/viewer?hl=es&mid=1kWB0T8T_e2JYoW7SvzVmIerhPzJFWSEp&ll=43.26417132039876%2C-2.9356989999999996&z=13
https://www.google.com/maps/d/u/0/viewer?hl=es&mid=1kWB0T8T_e2JYoW7SvzVmIerhPzJFWSEp&ll=43.26417132039876%2C-2.9356989999999996&z=13
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のための官民団体 BILBAO DENDAK（ ビルバオ市議会も会員）は、営業中の店舗や自宅配送サービスを行っている店舗を掲載した
インタラクティブなマップを作成した。ビルバオ市議会は、若者が自宅から参加して楽しめるオンラインレジャーを提供するためのプログラ

ム#gazteklubaetxean を立ち上げた。警戒態勢中、ビルバオ市民図書館（Municipal Libraries of Bilbao）は市民に対し閉鎖されたが、
活動は維持され、市民にデジタルサービスを提供している。ビルバオ市議会が資金提供しているビルバオ・グッデンハイム美術館は
Google Arts & Cultureと共同でバーチャルイニシアチブを立ち上げ、同美術館の高精細な画像一覧をオンラインで楽しめるようになってい

る。 

https://www.bilbao.eus/cs/Satellite?c=BIO_Notici
a_FA&cid=1279197396455&language=es&page
id=3000075248&pagename=Bilbaonet%2FBIO_
Noticia_FA%2FBIO_Noticia  

http://bilbaokultura.eus/?lang=es 

https://blogbibliotekak.bilbao.eus/2020/04/12/las
-bibliotecas-estan-cerradas-pero-mantienen-su-
actividad/ 

https://artsandculture.google.com/project/gugge
nheim-bilbao  

ボゴタ コロンビア 

ボゴタでは、官民問わず 1,000人を超える催しは延期となった。さらに、組織は在宅勤務を求められ、接触を最小限に抑えるためのシ
フト勤務やラッシュアワー時の交通量削減、教育のオンライン学習への移行も求められた。ボゴタ市はフェイスマスクやジェル、アルコール
等の不足を避けるため、医療サービス・プロバイダー間で官民パートナーシップを締結した。市はまた、1970 年代から野心的に取り組ん

できた 500 kmの自転車専用道路をさらに 35 km延長すると発表した。 

https://www.eltiempo.com/bogota/medidas-de-
la-alerta-amarilla-en-bogota-por-el-coronavirus-
471792  

https://bogota.gov.co/mi-
ciudad/salud/coronavirus/ciclovia-habilitada-
durante-la-cuarentena-por-la-vida 

ボン ドイツ 

ボン市のボランティア機関と複数の地方イニシアチブが社会的弱者を助けるべくチームを結成した。数本のホットラインを用意し、助け
が必要な市民をボランティア団体に紹介している。今の困難な状況下、家族を支援するため、ボンの教育家族センター（Education 

and Family Centre）は追加のホットラインを開設した。 

ボンは国際都市であることから、市庁舎は外国人やドイツ語を話せない市民のニーズにも応えるべくコミュニケーションを強化した。全市
民に情報を伝えるため、市は定期的に英語のウェブサイトを更新し、英語のツイッターアカウントを使用している。また、英語以外の外

国語への翻訳も提供している。 

https://www.bonn.de/microsite/en/services/medi
cal-care/Corona.php 

ブラガ ポルトガル 

ブラガ市は C0VID-19関連の疑問に答える公的ホットラインを開設し、ミーニョ大学ヘルスサイエンス学部（School of Health Sciences of 
University of Minho）と共同で、市民に対する心理的サポートのソリューションを開発した。市は COVID-19 の感染者が出た老人ホーム

等の施設にいる人々のため、ユニバーシティレジデンス内のリヤセンター（rear center）の立ち上げに向けミーニョ大学を支援した。 

市は孤立した高齢者と弱い立場にいる高齢者を支援するため「+60」という無料ホットラインも設置した。このホットラインは高齢者がス

ーパーマーケットで買い物したり、緊急に薬を買うのを手助けするもの。 

一部の高齢者向け住宅での問題に関し、ブラガ市はセンターにいる全ての専門職と高齢者に COVID-19 の検査費用を負担するポル
トガルで初の市だった。これは現在も続いており、すでに複数のセンターを対象としている。市は特にマスクその他の防護用品などの寄

付を受け付けている。現在はこうした用品を介護施設に寄付し、職員や居住者の防護に役立ててもらっている。 

市内全域にウィルスが広がるのを防ぐため、「Civil Protection of the Municipality」（自治体市民保護）と「Fire Department of Braga」（ブ

ラガ消防局）は老人ホームの除染活動を実施した。市はブラガの消防ボランティアに、防護用品に加え、今年度に対する追加助成

金も提供した。 

https://www.cm-braga.pt/pt/0203/viver/protecao-
e-seguranca/covid-19 

ブラジリア ブラジル 
政府はコロナ危機の初期段階から連邦地域の公立学校の授業を中止した。社会開発省と教育省の事務局は、閉鎖した学校から
連邦地区の社会機関に日用品や食品を分け与えるためパートナーシップを締結した。映画館と劇場は閉鎖されたままである。政府は

https://www.agenciabrasilia.df.gov.br/2020/03/16
/ccoronavirus-confira-aqui-o-que-o-gdf-faz-para-
combate-lo/ 

http://www.oecd.org/coronavirus/jp/
https://www.bilbao.eus/cs/Satellite?c=BIO_Noticia_FA&cid=1279197396455&language=es&pageid=3000075248&pagename=Bilbaonet%2FBIO_Noticia_FA%2FBIO_Noticia
https://www.bilbao.eus/cs/Satellite?c=BIO_Noticia_FA&cid=1279197396455&language=es&pageid=3000075248&pagename=Bilbaonet%2FBIO_Noticia_FA%2FBIO_Noticia
https://www.bilbao.eus/cs/Satellite?c=BIO_Noticia_FA&cid=1279197396455&language=es&pageid=3000075248&pagename=Bilbaonet%2FBIO_Noticia_FA%2FBIO_Noticia
https://www.bilbao.eus/cs/Satellite?c=BIO_Noticia_FA&cid=1279197396455&language=es&pageid=3000075248&pagename=Bilbaonet%2FBIO_Noticia_FA%2FBIO_Noticia
http://bilbaokultura.eus/?lang=es
https://blogbibliotekak.bilbao.eus/2020/04/12/las-bibliotecas-estan-cerradas-pero-mantienen-su-actividad/
https://blogbibliotekak.bilbao.eus/2020/04/12/las-bibliotecas-estan-cerradas-pero-mantienen-su-actividad/
https://blogbibliotekak.bilbao.eus/2020/04/12/las-bibliotecas-estan-cerradas-pero-mantienen-su-actividad/
https://artsandculture.google.com/project/guggenheim-bilbao
https://artsandculture.google.com/project/guggenheim-bilbao
https://www.eltiempo.com/bogota/medidas-de-la-alerta-amarilla-en-bogota-por-el-coronavirus-471792
https://www.eltiempo.com/bogota/medidas-de-la-alerta-amarilla-en-bogota-por-el-coronavirus-471792
https://www.eltiempo.com/bogota/medidas-de-la-alerta-amarilla-en-bogota-por-el-coronavirus-471792
https://bogota.gov.co/mi-ciudad/salud/coronavirus/ciclovia-habilitada-durante-la-cuarentena-por-la-vida
https://bogota.gov.co/mi-ciudad/salud/coronavirus/ciclovia-habilitada-durante-la-cuarentena-por-la-vida
https://bogota.gov.co/mi-ciudad/salud/coronavirus/ciclovia-habilitada-durante-la-cuarentena-por-la-vida
https://www.agenciabrasilia.df.gov.br/2020/03/16/ccoronavirus-confira-aqui-o-que-o-gdf-faz-para-combate-lo/
https://www.agenciabrasilia.df.gov.br/2020/03/16/ccoronavirus-confira-aqui-o-que-o-gdf-faz-para-combate-lo/
https://www.agenciabrasilia.df.gov.br/2020/03/16/ccoronavirus-confira-aqui-o-que-o-gdf-faz-para-combate-lo/
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主なバス停にアルコールジェルを設置した。地域の貿易、工業、サービス部門はオンラインチャットサービスを立ち上げた。ジェル状アルコ

ールその他の COVID-19対策用品に対する商品流通サービス税（ICMS）は引き下げられた。 

ブラチスラバ 
スロバキア

共和国 

ブラチスラバは公共交通機関利用時のマスク着用を義務付けた。運輸局は、運転手に近い前方のドアからの乗車、降車も禁止し

た。ドアは自動的に開くため、乗客がボタンを押す必要はない。 

ブラチスラバは老人ホームへの訪問を全面的に禁止し、学校を閉鎖した。市は食料や医薬品を配達し社会との接点を提供するため、

高齢者専用の無料電話窓口を設置した。学校が閉鎖されたことで、市は小児心理学者と共同で、親と子が直面する在宅学習に

関する問題や不安について話し合える、親のためのフリーコールを用意した。 

市長は地元の有名な漫画家に依頼し、住民の健康を維持するための基本原則を描いてもらった。市長はさらに市民からの質問に答

えるため Facebookの動画セッションを主催し、俳優や有名人を起用した動画を制作して市民に責任ある行動を求めた。 

www.bratislava.sk  

zvladneme.to 

https://www.ktopomozeslovensku.sk/  

https://www.youtube.com/watch?v=JBmb-
wZDPuM. 

ブリストル 英国 

市長はビデオメッセージを通して住民に最新状況を伝えてきた。ブリストル市には、市議会だけでなく例えば警察からの市全域の情報
が集まる COVID-19 対策チームが設置されている。約 18 のワークストリーム、市議会のコミュニケーションセル（重要な情報を掲示する

場）、及び幹部職員が週に 2回会合し、中心的な意思決定機関となっている。 

市のワンシティ・アプローチにより、市全域の活動と意思決定が可能になった。 

ビジネス・エネルギー・産業戦略省は、企業が COVID-19に対応できるように立ち上げた 2つの助成金制度の一部として英国の全ての
地方自治体が中小企業に給付した金額についてデータを公表した。4月 20日時点で、ブリストル市は小規模事業助成基金（Small 

Business Grants Fund）とリテール・ホスピタリティ・レジャー・ビジネス助成基金（Retail, Hospitality and Leisure Business Grants Funds）
のうち、5,330万ポンド（約 61％）以上を配分していた。複数の販路を持つ企業は、それぞれの販路が別々の地方自治体の地域に
あれば、異なる地方自治体から複数の助成金を得ることができる。6,100 件以上の小規模事業向け助成金申請が寄せられ、ブリス

トルの企業支援として約 5,890 万ポンドに相当する 4,600 件以上の助成金が与えられた。これらの企業には、助成金が役に立ってい

るか確認された。 

https://www.bristol.gov.uk/crime-
emergencies/coronavirus-covid-19-what-you-
need-to-know 

https://thebristolmayor.com/2020/03/17/bristols-
response-to-coronavirus-update-17-03-20/ 

ブエノスアイレス 
アルゼンチ

ン 

COVID-19蔓延の初期段階において、市役所は 200人以上が集まる娯楽、社会、文化活動を一時中止した。学校での活動も中止
されたが、最も脆弱な子どもたちが食事をとることができるよう学校は開いたままだった。ブエノスアイレスは、中央政府と対策及び恒久

的協議を調整中である。市は感染防止法をアドバイスするデジタルプラットフォームを開発した。比較的長距離を移動する必要がある
人々を優先するため、全地下鉄網のうちごく一部の駅だけ利用できるようにした。短い距離であれば歩くか自転車で移動することも

推奨された。 

「Connected Educational Community」は学校のヘルプデスクであり、親はこのヘルプデスクを通してオンラインで意見を出し合い、質問し、
コンテンツを見て、仮想教育プラットフォームで子どもの学習プロセスを実体験できるというものである。ヘルプデスクは無料通話か市の

オンラインチャットを通してアクセス可能となっている。 

「Mayores Cuidados」は高齢者のケアをする市のボランティアからなる協同ネットワーク。孤立した高齢者の気持ちを穏やかにし、食べ物
や薬の購入を手伝い、ペットの散歩も行う。 

市内では、通りの歩行空間が拡張され、歩行者の流れが激しい歩道は手直しを加えて、近隣のビジネスを活性化し今の再開段階

においてソーシャルディスタンスを確保できるようにした。道路の部分的・全体的削減が行われ、路上の境界設定と市内の各地で速

度制限が行われた。 

https://www.lanacion.com.ar/cultura/COVID-19-
que-dice-decreto-suspende-buenos-aires-
nid2342710 

https://www.buenosaires.gob.ar/COVID-19 

https://www.buenosaires.gob.ar/subte/noticias/todas-
las-lineas-de-subte-prestaran-un-servicio-especial-2 

https://www.buenosaires.gob.ar/educacion 

https://www.buenosaires.gob.ar/coronavirus/mayores
-cuidados 

http://www.oecd.org/coronavirus/jp/
https://eur02.safelinks.protection.outlook.com/?url=http%3A%2F%2Fwww.bratislava.sk%2F&data=02%7C01%7CSena.SEGBEDZI%40oecd.org%7C9944c53df366455c530708d7cb637d34%7Cac41c7d41f61460db0f4fc925a2b471c%7C0%7C0%7C637201500501155248&sdata=dZ4dXOysorC%2BZgJcn3HNW5pS69diGr9KkVsfSMrAwbU%3D&reserved=0
https://eur02.safelinks.protection.outlook.com/?url=https%3A%2F%2Fwww.ktopomozeslovensku.sk%2F&data=02%7C01%7CSena.SEGBEDZI%40oecd.org%7C9944c53df366455c530708d7cb637d34%7Cac41c7d41f61460db0f4fc925a2b471c%7C0%7C0%7C637201500501155248&sdata=0VufNO%2FqENCd3ELnPQOGXHafpdNb%2FYC1SD%2BuRUVdS0s%3D&reserved=0
https://www.bristol.gov.uk/crime-emergencies/coronavirus-covid-19-what-you-need-to-know
https://www.bristol.gov.uk/crime-emergencies/coronavirus-covid-19-what-you-need-to-know
https://www.bristol.gov.uk/crime-emergencies/coronavirus-covid-19-what-you-need-to-know
https://thebristolmayor.com/2020/03/17/bristols-response-to-coronavirus-update-17-03-20/
https://thebristolmayor.com/2020/03/17/bristols-response-to-coronavirus-update-17-03-20/
https://www.buenosaires.gob.ar/coronavirus
https://www.buenosaires.gob.ar/subte/noticias/todas-las-lineas-de-subte-prestaran-un-servicio-especial-2
https://www.buenosaires.gob.ar/subte/noticias/todas-las-lineas-de-subte-prestaran-un-servicio-especial-2
https://www.buenosaires.gob.ar/educacion
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市は全ての医療センターと病院にオンラインの医療相談を用意した。これらの相談では、患者がインターネット回線とコンピュータまたは

携帯電話を持っている場合、専門家が患者と電話、もしくはビデオ通話でやり取りする。 

さらに、市民を COVID-19 から守るため特別なチャットボットが開発された。一連の質問の後、その人に疾病の症状があるかどうかを判
断する WhatsApp チャットボットである。症状がある場合、公衆衛生の基準が適用され、エマージェンシー・メディカル・ケア・システム

（Emergency Medical Care System）のオペレーターに疑わしい事例が報告される。オペレーターは早急に治療できるよう同じチャットを通

してつながっている。 

ブエノスアイレスの大都市圏で公共旅客輸送を利用できるのはエッセンシャルワーカーだけである。市は、近場での移動は徒歩か自転

車、スケートボードを利用し、他の交通手段を利用する場合もなるべくそうした移動方法を組みわせることを奨励している。 

制限解除により商店の 72%の店舗が再開できる。これらのビジネスは奇数または偶数日ごとに、顧客の最後の ID ナンバーに従って営

業し、雇用主は衛生とソーシャルディスタンスの対策を講じる義務を負う。主な商店街の店舗は閉鎖されたままである。 

家族開発省（Family Development Directorate）の専門職員は、隔離期間中に自宅で一緒に過ごすことによる不快感を抱える人々
に対応する。システムが家族について詳しく知るため、システムを通じて一連の質問を投げかけられ、答えるとシステムを通じて同じチャ
ットにいる専門スタッフに通知される。近隣住民から求められたり、専門スタッフが必要と判断したりした場合、電話で協議を続けるこ

ともできる。 

https://www.buenosaires.gob.ar/laciudad/noticias/cor
onavirus-la-ciudad-lanza-unaconvocatoria- 

para-colaborar-con-los-adultos 

https://www.buenosaires.gob.ar/laciudad/noticias/el-
chat-de-la-Ciudad-ya-recibiomas- 

de-35000-consultas-por-sintomas-de-coronavirus 

https://www.buenosaires.gob.ar/noticias/se-van-
intervenir-100-mil-m2-de-avenidas-calles-y-veredas-
para-garantizar-el  

https://www.buenosaires.gob.ar/vicejefatura/noticias/
cuarentena-la-ciudad-lanzo-una-linea-especial-de-
atencion-y-asesoramiento 

https://www.buenosaires.gob.ar/noticias/como-fue-el-
primer-dia-de-apertura-de-comercios-barriales-de-
indumentaria-y-calzado-en-la-ciudad 

ケンブリッジ 英国 
ケンブリッジ市はホームレスに食事を提供するため地元の企業と提携した。保護施設は人手が足りず食事を用意する余裕がないた
め、市は昼食と夕食用にパックの食事を提供する地元レストランと契約を交わした。これらの食事はその後、保護施設や食事を非常

に必要としている施設に配達された。 

https://www.cambridgema.gov/covid19/News/20
20/03/ongoingsupportforseniorsandhomelessco
mmunityduringthecovid19crisis 

ケープタウン 南アフリカ 
ケープ保健省（Cape Department of Health）は同都市圏での発症事例を速やかに把握、検出するため、監視システムを導入してい

る。例えば、該当する旅行歴や感染エリアとの濃厚接触がある人を選別、監視するといったシステムである。 
https://www.westerncape.gov.za/department-of-
health/coronavirus 

コペンハーゲン デンマーク 
急ピッチで公共工事事業を実施しており、これにより市当局に 50～100 の新規雇用を創出すると推定される。これは、公共調達に

対する資本支出の制約を撤廃することで容易になる。 

https://www.c40knowledgehub.org/s/article/How-
cities-can-strengthen-local-economic-recovery-
by-investing-in-building-
retrofits?language=en_US 

デトロイト 米国 

公衆衛生に反するとの抗議を受けて、料金未納を理由に給水を停止していたデトロイトの数千世帯への水道用水供給を一時的に
再開した（2014年、米国史上最大の自治体破綻申請からまもなく、同市は大規模な閉鎖措置に入った。初年度で 31,000世帯の

水道が断水した。） 

https://amp-theguardian-
com.cdn.ampproject.org/c/s/amp.theguardian.co
m/us-news/2020/mar/12/detroit-water-shutoffs-
unpaid-bills-coronavirus 

大邱 韓国 
検査需要の急増に対応するため「ドライブスルー方式」の検査所を開設した。この施設を使えば、市民が車に乗ったままの状態で直接
検査を実施できる。検査は患者が病院や保健所に出向くよりはるかに安全で短時間で済む。時間は約 10 分で、検査結果は 3 日

以内にテキストメッセージで通知される。 

http://www.donga.com/news/article/all/20200325
/100350229/1 

http://www.oecd.org/coronavirus/jp/
https://www.buenosaires.gob.ar/noticias/se-van-intervenir-100-mil-m2-de-avenidas-calles-y-veredas-para-garantizar-el
https://www.buenosaires.gob.ar/noticias/se-van-intervenir-100-mil-m2-de-avenidas-calles-y-veredas-para-garantizar-el
https://www.buenosaires.gob.ar/noticias/se-van-intervenir-100-mil-m2-de-avenidas-calles-y-veredas-para-garantizar-el
https://www.buenosaires.gob.ar/vicejefatura/noticias/cuarentena-la-ciudad-lanzo-una-linea-especial-de-atencion-y-asesoramiento
https://www.buenosaires.gob.ar/vicejefatura/noticias/cuarentena-la-ciudad-lanzo-una-linea-especial-de-atencion-y-asesoramiento
https://www.buenosaires.gob.ar/vicejefatura/noticias/cuarentena-la-ciudad-lanzo-una-linea-especial-de-atencion-y-asesoramiento
https://www.cambridgema.gov/covid19/News/2020/03/ongoingsupportforseniorsandhomelesscommunityduringthecovid19crisis
https://www.cambridgema.gov/covid19/News/2020/03/ongoingsupportforseniorsandhomelesscommunityduringthecovid19crisis
https://www.cambridgema.gov/covid19/News/2020/03/ongoingsupportforseniorsandhomelesscommunityduringthecovid19crisis
https://www.westerncape.gov.za/department-of-health/coronavirus
https://www.westerncape.gov.za/department-of-health/coronavirus
https://www.c40knowledgehub.org/s/article/How-cities-can-strengthen-local-economic-recovery-by-investing-in-building-retrofits?language=en_US
https://www.c40knowledgehub.org/s/article/How-cities-can-strengthen-local-economic-recovery-by-investing-in-building-retrofits?language=en_US
https://www.c40knowledgehub.org/s/article/How-cities-can-strengthen-local-economic-recovery-by-investing-in-building-retrofits?language=en_US
https://www.c40knowledgehub.org/s/article/How-cities-can-strengthen-local-economic-recovery-by-investing-in-building-retrofits?language=en_US
http://www.donga.com/news/article/all/20200325/100350229/1
http://www.donga.com/news/article/all/20200325/100350229/1
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デュッセルドルフ ドイツ 

デュッセルドルフ市は、コロナウィルスに関する 24時間電話相談窓口を開設し、ホームページ上にリアルタイムで表示するテロップを掲載
した。ガイゼル市長は動画メッセージを公開し、デュッセルドルフが COVID-19 とどう戦っていくか市民に示した。市の中心部には一般診

療への負担を軽減する目的で専用の診断センターが設立された。自宅で自主隔離できない、またはデュッセルドルフで行き場を失う
可能性がある潜在患者のために、難民収容センターを空けて検疫所として使用した。市はこうしたリスクを抱える人々に生活必需品

の買い出しや様々な用事を済ませられるようソーシャルサービスを提供した。 

デュッセルドルフはステイホーム中に支援を必要とする人々のため電話相談サービスを立ち上げた。また、助けを必要としている女性や
子ども用に宿泊施設、救護施設、保護サービスを用意した。デュッセルドルフの文化施設はソーシャルディスタンシングを保ちながら、講

演や教室、インフォテインメントを提供している。デュッセルドルフはパニック買い対策として調剤品を規制する一般ルールを発布した。ま

た、市内の支援サービスや支援事業者に関する情報を掲載したオンラインポータルを立ち上げた。このポータルでは、宅配サービスを行
っているショップやレストランに関する情報、文化、スポーツ、オンライン学習、家族向けの有益情報などを得ることができる。同市は

COVID-19の検査能力を 1日 800 件に拡大し、COVID-19 に関する情報経路も最適化した。職員は広範なトレーニングを受け、一般

市民からの COVID-19に関する問い合わせに対応する電話案内が用意された。 

https://corona.duesseldorf.de/ 

エジンバラ 英国 

エジンバラ市は国内状況を監視し対応できるよう英国政府と緊密に協力し、個人の衛生管理について市としてアドバイスを提供して
いる。検査プロセスは市のウェブサイトに掲載されている。各事例はスコットランド政府保健省（Scottish Government Department for 

Health and Social Care）が確認する。COVID-19への対応、情報、アドバイスはスコットランド健康保護局（Health Protection Scotland)

が調整している。国と地域の NHSサービスが個人を検査し、NHS 111への電話を通してアドバイスを提供する。 

https://www.edinburgh.gov.uk/coronavirus 

フランクフルト ドイツ 

フランクフルト市は経済支援事業の一環として、地元店舗を宣伝するキャンペーンを行っている。ポスターや、紙またはオンラインの広告
を活用して地元の企業や飲食店を宣伝したり、市民に様々なデリバリーの利用を促している。狙いは、市民と顧客に地元企業を応

援してもらうことにある。 

https://covidnews.eurocities.eu/2020/06/09/frankfurt
-campaign-for-local-shops/ 

福岡市 日本 

市のウェブサイトは対面でのやり取りを減らすため移動のピーク時間とオンラインサービスに関する情報を提供している。福岡市は、市役
所、民間企業ともにフレックスタイムを推進中。市のウェブサイトには混雑状況が掲載され、学校は子どもたち向けに在宅で学べる学

習用動画を配信してきた。市は COVID-19蔓延の影響を被った中小企業に低金利ローンやコンサルティングサービスを提供している。 

https://translate-city-fukuoka-lg-jp.j-
server.com/LUCFOC/ns/tl.cgi/https%3a//www.city.fuk
uoka.lg.jp/hofuku/hokenyobo/health/kansen/nCorV.ht
ml?SLANG=ja&TLANG=en&XMODE=0&XCHARSE
T=utf-8&XJSID=0  

ヘント ベルギー 

ヘント市は、地元経済を支えるため追加の支援策（支払の延期等）を講じるとともに、特別に立ち上げたボランティアプラットフォー

ム「Ghent Helps」を通して、例えば支援を求めている人たちとボランティアを容易にマッチングできるようにした。 

ヘント市はホームレスに救護施設と食事を提供する 21のイニシアチブに追加の資金も提供している。 

さらに、医療費を拠出したり健康的な食事を配達したりすることで社会的弱者を COVID-19から守るため、市民社会と非政府組織に

より連帯基金「Solidary Ghent」が設立された。 

次年度に向け、年度の残りの期間と夏季休暇中、全ての学校が状況に応じた支援を提供できるよう予算が確保された。 

復活祭の間、ヘント市は脆弱な環境で暮らす 51 か所の子ども約 600 人に児童保護を提供した。また、ヘント市は「Digipolis Ghent」
（市の ITサポート機関）と共同で地元の恵まれない生徒にラップトップとタブレットを無償供与した。また、この生徒たちに 1,500本の

ゲームと読み物も無料で提供した。 

ヘント市は経済的に困窮しているヘント市民に一連の救済策を講じた。「Ghent Taskforce Relaunch」は 2020年 4月 3日に、経済的

に困窮しているヘント住民を支援する対策パッケージを決議した。これらの社会的対策は、所得水準に関わらず、生活賃金、追加資

金援助金、及び家賃の支払いや必需品の購入など家族に対する緊急支援を行うものである。 

https://visit.gent.be/en/additional-measures-against-
spread-coronavirus-covid-19 

イスタンブール トルコ 
トルコのイスタンブール都市圏は市内における COVID-19 の対策を管理するためイスタンブール・エイド＆コーディネーション・センター

（Istanbul Aid and Coordination Center）を設立した。支援を提供したい人と受けたい人を結ぶオンラインプラットフォームが構築された。 
https://bit.ly/2WH8HT6 

http://www.oecd.org/coronavirus/jp/
https://translate-city-fukuoka-lg-jp.j-server.com/LUCFOC/ns/tl.cgi/https%3a/www.city.fukuoka.lg.jp/hofuku/hokenyobo/health/kansen/nCorV.html?SLANG=ja&TLANG=en&XMODE=0&XCHARSET=utf-8&XJSID=0
https://translate-city-fukuoka-lg-jp.j-server.com/LUCFOC/ns/tl.cgi/https%3a/www.city.fukuoka.lg.jp/hofuku/hokenyobo/health/kansen/nCorV.html?SLANG=ja&TLANG=en&XMODE=0&XCHARSET=utf-8&XJSID=0
https://translate-city-fukuoka-lg-jp.j-server.com/LUCFOC/ns/tl.cgi/https%3a/www.city.fukuoka.lg.jp/hofuku/hokenyobo/health/kansen/nCorV.html?SLANG=ja&TLANG=en&XMODE=0&XCHARSET=utf-8&XJSID=0
https://translate-city-fukuoka-lg-jp.j-server.com/LUCFOC/ns/tl.cgi/https%3a/www.city.fukuoka.lg.jp/hofuku/hokenyobo/health/kansen/nCorV.html?SLANG=ja&TLANG=en&XMODE=0&XCHARSET=utf-8&XJSID=0
https://translate-city-fukuoka-lg-jp.j-server.com/LUCFOC/ns/tl.cgi/https%3a/www.city.fukuoka.lg.jp/hofuku/hokenyobo/health/kansen/nCorV.html?SLANG=ja&TLANG=en&XMODE=0&XCHARSET=utf-8&XJSID=0
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イスタンブール都市圏では、市の広場、主要幹線道路、礼拝所、会場、講演、ビーチ、裁判所、銀行等で定期的な消毒作業が行
われている。さらに、全ての運搬車両、全てのバス停と地下鉄駅を消毒し、所定の場所には手の消毒剤を配置し、乗員にはマスクを

配布するとともにサーマルカメラを据え付けた。全ての医療関係者を対象に、必要な人全員に移動のためのバスが用意されている。 

イスタンブール都市圏はバスと都バスの乗員数を 50%未満に減らし、公共交通機関を使う際はマスク着用が義務付けられた。公共

交通機関ではマスクが無料配布された。イスタンブールは SNS を通してオンラインの文化イベントや自宅でのエクササイズ情報を、市民

とシェアしている。 

2020年 6月現在、社会的弱者には、追加のソーシャルサポートに加え、36,000枚の無料ショッピングカードと 560,000個のフードパッケー
ジが配布された。「Cash Support Card」ナンバーは約 75,000世帯に利用され、市内の水道ガス料金を払えない 172,000世帯以上を支

援するため、ごく短期間で 350万ドルが集まった。 

2020年 6月現在、イスタンブール都市圏は計 860,000世帯を支援している。75,000世帯が現金による援助を受け、115,000世帯がイ

スタンブールカード（ショッピングカード）によって援助された。 

都市圏では、水道ガス料金を払えない市内 172,000 以上の世帯を支援するため、極めて短期間で 350 万ドルが調達された。また、

専用ウェブサイト経由で、料金を支払えない人と、パンデミック時に連帯を示すため代わりに料金を負担したい人をマッチングした。 

女性用の避難所にするためいくつかの建物が改修され、緊急事態にある女性への対応を優先するため女性 NGO と密接な協力関

係を確立した。 

市はイスタンブール都市圏の不動産のテナントから 3か月間賃料を徴収しないこと、また契約を 3か月延長することを決定した。 

イスタンブールの農家は、植え付け及び収穫期に無償での種まき、肥料、殺虫剤、農業技術者からコンサルティングを受ける機会な

ど、様々な助成制度で支えられている。 

市警及び獣医師会（Directorate of Veterinarian Services）により、野放しにされている動物に 30トン分の食べ物が与えられた。 

https://birliktebasaracagiz.ibb.gov.tr/ 

https://covid19bilgi.saglik.gov.tr/tr/  

https://enstitu.ibb.istanbul/covid19/ 

http://askidafatura.ibb.gov.tr 

http://ibb.tv/ 

https://bit.ly/3fIXFFV 

https://twitter.com/istatistikofisi 

https://birliktebasaracagiz.ibb.gov.tr/ 

https://bit.ly/2YWggIk 

キング郡 米国 

キング郡は追加の一時保護施設を建て、現在は隔離・検疫目的に転用している。同郡は慈善団体と協力して救済基金を設立し、

支援を必要とする人と提供できる人を結びつける寄付マッチング用のページを開設した。 

COVID-19発生の初期、感染拡大を調査するため米国疾病管理センター（CDC）の職員が派遣された。学校や、その他の人が集ま
る場は閉鎖された。COVID-19 に関する公衆衛生上のアドバイスは数か国語で用意されている。キング郡の自治体は発症件数につい

てリアルタイムで最新情報を発表している。 

www.kingcounty.gov/covid  

ラスベガス 米国 

3 月 17 日、ネバダ州知事はカジノの他、バーや映画館、ジムを 1 か月間閉鎖すること、またレストランのダイニングルームを閉鎖してテイ
クアウトか宅配注文のみを受け付けるよう命じた。在宅勤務できる従業員はそうするよう求められ、体調の悪い従業員は家にいなけ

ればならない。企業は対面で働く従業員を、その職場に即したソーシャルディスタンシングのガイドラインに従って守る義務を負う。高齢
者、健康状態に問題のある人やリスクを抱えている人は、自宅に居て他人との不要な接触を避けるよう指示されている。自治体は

公共の集会場の収容人数を、消防保安官により許可されている人数の 50%以下に抑えるよう義務付けられている。 

https://nvhealthresponse.nv.gov/preparation-in-
nv/ 

https://nvhealthresponse.nv.gov/wp-
content/uploads/2020/03/coronavirus-mitigation-
press-release.pdf 

リスボン ポルトガル 

リスボンは市の博物館、ギャラリー、図書館、劇場を閉鎖した。同市は全てのスポーツ活動を一時中止とし、スイミングプールと遊び場
も閉鎖した。学校は閉鎖となり、市が奨励する研究訪問など教育の補助的活動や市の交通機関を使う活動は中止された。老人ホ

ームへの訪問も全国的に中止となった。 

https://www.portugal.gov.pt/pt/gc22/governo/co
municado-de-conselho-de-ministros?i=330 

リマ ペルー 

リマは市の公園を当面閉鎖し、コンサートやスポーツ、文化イベントも中止した。COVID-19 の検査施設として、保健省の医療機関網

に自治体連帯病院（Municipal Solidarity Hospitals）が加えられた。地元警察が国の警察と協力して公共スペースを監視している。 

市は COVID-19の予防と対応策を考案・策定するため、リマ市災害危機管理ワークチーム（Work Team for Disaster Risk Management 
of the Municipality of Lima）を創設した。同チームは戦略の一体化を図るべく他の全ての地方自治体と連携している。1 回目の都市

圏協議会（Metropolitan Council Session）はテレビ会議を通して開催され、リアルタイムで投票が行われた。 

https://andina.pe/agencia/noticia-coronavirus-
suspenden-visitas-a-parques-zonales-y-demas-
actividades-masivas-788069.aspx 

http://www.gob.pe/coronavirus 

http://www.oecd.org/coronavirus/jp/
http://askidafatura.ibb.gov.tr/
https://bit.ly/3fIXFFV
https://twitter.com/istatistikofisi
http://www.kingcounty.gov/covid
https://nvhealthresponse.nv.gov/preparation-in-nv/
https://nvhealthresponse.nv.gov/preparation-in-nv/
https://nvhealthresponse.nv.gov/wp-content/uploads/2020/03/coronavirus-mitigation-press-release.pdf
https://nvhealthresponse.nv.gov/wp-content/uploads/2020/03/coronavirus-mitigation-press-release.pdf
https://nvhealthresponse.nv.gov/wp-content/uploads/2020/03/coronavirus-mitigation-press-release.pdf
https://eur02.safelinks.protection.outlook.com/?url=https%3A%2F%2Fwww.portugal.gov.pt%2Fpt%2Fgc22%2Fgoverno%2Fcomunicado-de-conselho-de-ministros%3Fi%3D330&data=02%7C01%7CSena.SEGBEDZI%40oecd.org%7C546aef046e3d49077cac08d7c77a1de9%7Cac41c7d41f61460db0f4fc925a2b471c%7C0%7C0%7C637197199951312093&sdata=hgoUQ9zdkcugRo6kttUYTxfC57QPqsH5wKFc5bXu8ys%3D&reserved=0
https://eur02.safelinks.protection.outlook.com/?url=https%3A%2F%2Fwww.portugal.gov.pt%2Fpt%2Fgc22%2Fgoverno%2Fcomunicado-de-conselho-de-ministros%3Fi%3D330&data=02%7C01%7CSena.SEGBEDZI%40oecd.org%7C546aef046e3d49077cac08d7c77a1de9%7Cac41c7d41f61460db0f4fc925a2b471c%7C0%7C0%7C637197199951312093&sdata=hgoUQ9zdkcugRo6kttUYTxfC57QPqsH5wKFc5bXu8ys%3D&reserved=0
https://andina.pe/agencia/noticia-coronavirus-suspenden-visitas-a-parques-zonales-y-demas-actividades-masivas-788069.aspx
https://andina.pe/agencia/noticia-coronavirus-suspenden-visitas-a-parques-zonales-y-demas-actividades-masivas-788069.aspx
https://andina.pe/agencia/noticia-coronavirus-suspenden-visitas-a-parques-zonales-y-demas-actividades-masivas-788069.aspx
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市中心部でのごみ回収、公共交通機関の消毒と徹底した洗浄が行われている。リマは交通量の多い市内の幹線道路で COVID-19
の除染活動に携わっている車両に対し、通行料を一時的に免除した。リマは市内の最も脆弱な地域に飲料水を確実に届けるべく、

まずは飲料水 10タンクの配送から始めた。 

リマは高齢者のためのボランティアのオンライン登録制度に加え、感染予防策に関する情報や医療相談・心理カウンセリングを提供す

る電話窓口を設置した。同市は市民社会団体やボランティアの協力を得て、社会的弱者へ食糧・必需品の配達を手配、支援して
いる。また、ホームレスの移動と保護のため古くからある闘牛場の整備に着手した。隔離期間中に虐待されていた女性用に「Casa de 

la Mujer」（女性の家）という避難施設を開設した。 

リマ市は市民に各種教育リソースを提供する仮想プラットフォーム「Aprende con Lima Educación」と、人々が会議や無料のオンラインワ

ークショップにアクセスできる教育プロジェクト「La Escuela de Lima」（リマの学校）を立ち上げた。 

https://sites.google.com/munlima.gob.pe/corona
virus-lima 

http://www.munlima.gob.pe/ 

リュブリャナ スロベニア 

リュブリャナ市はリスクのある家庭の子どもや高齢者への（市バス運転手による）食品配達を実施した。配達は市営バスの運転手
がボランティアで行っている。リュブリャナ保健所は現在の COVID-19 流行状況に苦しむ全ての人への電話またはメールでの心理社会
的なサポートをした。在宅介護協会は、高齢者とその家族を対象に、自宅での高齢者の自立を促す電話での治療支援・相談支援

を無料で行った。 

リュブリャナ市は大学医療センター（University Medical Centre）の職員が宿泊施設として利用できるよう、公共機関リュブリャナキャッ
スルにより運営されているホステル・セリカ（Hostel Celica）に消毒済の空室を提供した。このホステルにより、職場まで他の町から来る

職員は毎日自宅まで運転して帰る必要がなく、自己防衛が容易になるというメリットがある。 

コロナ禍の中、公的機関のヤングドラゴンズも若者向けに質の高いアクティブなレジャータイムを企画している。デジタルユースセンター

DigiMCがオープンし、若者が自分の趣味に合うコンテンツを選んで会話やその他の活動に参加できる。 

リュブリャナのコミュニティヘルスセンターは患者にあらゆる救急治療サービスを提供するとともに、生後 12か月以内の子どもには予防接

種を含む定期検査を行っている。 

https://www.ljubljana.si/sl/mestna-
obcina/mestna-uprava-mu-mol/oddelki/oddelek-
za-zdravje-in-socialno-varstvo/koronavirus-
informacije-in-ukrepi/ 

ロサンゼルス 米国 

ガーセッティ市長が、ロサンゼルスの公衆衛生機関による迅速な行動と調整を支援するため緊急事態を宣言した。 

ロサンゼルス市は緊急時と災害時に住民と企業にボイスメッセージ、テキストメッセージ、電子メールを送信するため、「NotifyLA」という

公的な一斉通知システムを採用した。 

https://corona-virus.la/ 

マドリード スペイン 

病床数の増床に向け新たな官民協業体制が構築された。ホテル、パビリオン、軽症者用の老人ホームは医療用として転用された。 

文化センター、シニアセンター、図書館、スポーツセンターといった市の全施設と共に学校も閉鎖となった。地域政府は公共交通機関

を毎日消毒すると発表し、全ての地下鉄、郊外電車、路面電車、駅や椅子等が対象となった。地下鉄は電車の 64%が自動ドアに

なった。 

マドリード市議会は、経済活動税や娯楽・ホスピタリティ・商業施設、旅行代理店、百貨店に対する税金について、年末まで雇用を

維持することを条件に 6300万ユーロの減税を承認した。 

市は政治的な活動を最小限に減らし、全ての地区で議会本会議が延期された。 

https://www.madrid.es/portales/munimadrid/es/I
nicio/El-Ayuntamiento/Medidas-especiales-por-
el-coronavirus-SARS-CoV-
2/?vgnextfmt=default&vgnextchannel=2f7abc18
998c0710VgnVCM2000001f4a900aRCRD 

https://elpais.com/espana/madrid/2020-03-
11/coronavirus-en-madrid-medidas-puestas-en-
marcha.html 

メキシコシティ メキシコ 

メキシコシティは、COVID-19 の感染者数と死亡者数に関するリアルタイムの統計と対応する病院について調べられる専用ウェブサイト
を立ち上げた。情報は地区単位（アルカルディア）での提供。サイトには COVID-19 に起因する社会的・経済的問題に対処するため
の各種プログラムに関する情報が載っている。また、危機に対応するための公的リソース（契約、中小企業への支援、失業保険等）

の利用についても説明されている。市民は利用できる公的サービスとそれらの利用方法について知ることができる。 

https://datos.cdmx.gob.mx/pages/covid19/ 

ミラノ イタリア 

ミラノ市長は困窮者を援助し都市活動の回復を支援するための互助基金の設立を発表した。既に市議会が承認した 300 万ユーロ
の予算に加えて、この基金は貢献したい個人、企業、団体による経済活動への参加に充てられる。基金は初日（2020 年 3 月 14

日）に 80万ユーロを調達した。 

https://www.comune.milano.it/-/coronavirus.-dal-
comune-di-milano-un-fondo-di-mutuo-soccorso 

http://www.oecd.org/coronavirus/jp/
https://sites.google.com/munlima.gob.pe/coronavirus-lima
https://sites.google.com/munlima.gob.pe/coronavirus-lima
http://www.munlima.gob.pe/
https://www.ljubljana.si/sl/mestna-obcina/mestna-uprava-mu-mol/oddelki/oddelek-za-zdravje-in-socialno-varstvo/koronavirus-informacije-in-ukrepi/
https://www.ljubljana.si/sl/mestna-obcina/mestna-uprava-mu-mol/oddelki/oddelek-za-zdravje-in-socialno-varstvo/koronavirus-informacije-in-ukrepi/
https://www.ljubljana.si/sl/mestna-obcina/mestna-uprava-mu-mol/oddelki/oddelek-za-zdravje-in-socialno-varstvo/koronavirus-informacije-in-ukrepi/
https://www.ljubljana.si/sl/mestna-obcina/mestna-uprava-mu-mol/oddelki/oddelek-za-zdravje-in-socialno-varstvo/koronavirus-informacije-in-ukrepi/
https://corona-virus.la/
https://www.madrid.es/portales/munimadrid/es/Inicio/El-Ayuntamiento/Medidas-especiales-por-el-coronavirus-SARS-CoV-2/?vgnextfmt=default&vgnextchannel=2f7abc18998c0710VgnVCM2000001f4a900aRCRD
https://www.madrid.es/portales/munimadrid/es/Inicio/El-Ayuntamiento/Medidas-especiales-por-el-coronavirus-SARS-CoV-2/?vgnextfmt=default&vgnextchannel=2f7abc18998c0710VgnVCM2000001f4a900aRCRD
https://www.madrid.es/portales/munimadrid/es/Inicio/El-Ayuntamiento/Medidas-especiales-por-el-coronavirus-SARS-CoV-2/?vgnextfmt=default&vgnextchannel=2f7abc18998c0710VgnVCM2000001f4a900aRCRD
https://www.madrid.es/portales/munimadrid/es/Inicio/El-Ayuntamiento/Medidas-especiales-por-el-coronavirus-SARS-CoV-2/?vgnextfmt=default&vgnextchannel=2f7abc18998c0710VgnVCM2000001f4a900aRCRD
https://www.madrid.es/portales/munimadrid/es/Inicio/El-Ayuntamiento/Medidas-especiales-por-el-coronavirus-SARS-CoV-2/?vgnextfmt=default&vgnextchannel=2f7abc18998c0710VgnVCM2000001f4a900aRCRD
https://elpais.com/espana/madrid/2020-03-11/coronavirus-en-madrid-medidas-puestas-en-marcha.html
https://elpais.com/espana/madrid/2020-03-11/coronavirus-en-madrid-medidas-puestas-en-marcha.html
https://elpais.com/espana/madrid/2020-03-11/coronavirus-en-madrid-medidas-puestas-en-marcha.html
https://datos.cdmx.gob.mx/pages/covid19/
https://www.comune.milano.it/-/coronavirus.-dal-comune-di-milano-un-fondo-di-mutuo-soccorso
https://www.comune.milano.it/-/coronavirus.-dal-comune-di-milano-un-fondo-di-mutuo-soccorso
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ミラノ市は医師と小児科医（患者用）、商店経営者、タクシードライバー、公営住宅にはマスクを、また乗客にはセーフティキットを配
布している。市が所有する空きビルには要隔離の社会的弱者を受け入れる。「Milano Aiuta」は医療とソーシャルケアの併合を目的とし

て、市民にとって必要なサービスを続けながら現地のボランティア活動を調整するプログラムである。 

社会的弱者である家族に食事を配給する暫定的な制度としてフードハブ（Food Hubs）がある。市は無収入や失業により COVID-19

の影響を最も受けた家族に、食料品を購入するための引換券を提供した。また、日用品を販売し、自宅まで配達してくれる小規模

なショップ全てを網羅するマップも作成した。 

https://www.comune.milano.it/documents/20126/
78875953/ORDINANZA_SINDACO_13_del_16+
marzo2020.pdf/3a0d313b-42e3-6165-497c-
a341fe7ef09b?t=1584385189124 

https://web.comune.milano.it/dseserver/webcity/
garecontratti.nsf/WEBAll/A500BE28DEB5576D
C125853D002F2BEA?opendocument&fbclid=Iw
AR3lTo1EQP5YvEa80hayDNjPxVwrDlnnkjVRxq
PHKFDS6uEjjy9ztQofQUI 

https://web.comune.milano.it/dseserver/webcity/
garecontratti.nsf/WEBAll/A500BE28DEB5576D
C125853D002F2BEA?opendocument&fbclid=Iw
AR3lTo1EQP5YvEa80hayDNjPxVwrDlnnkjVRxq
PHKFDS6uEjjy9ztQofQUI 

http://www.foodpolicymilano.org/oltre-15-000-
persone-raggiunte-dagli-hub-temporanei-per-
laiuto-alimentare/ 

https://www.comune.milano.it/-/coronavirus.-
buoni-spesa-pubblicata-sul-sito-la-graduatoria-
dei-beneficiari 

https://geoportale.comune.milano.it/portal/apps/
webappviewer/index.html?id=8331c92136d2417
eb20e9916d0d36664 

モンペリエ フランス 
モンペリエ大学病院（CHU）は、入院を必要とせず自宅待機となっている COVID-19 の患者を遠隔監視できる Mhlink アプリケーショ

ンを使用している。 

https://www.chu-montpellier.fr/fr/a-propos-du-
chu  

モントリオール カナダ 

モントリオールは地域の公衆衛生課が発行した勧告とガイドラインに従い、COVID-19 から市民を守るため一連の対策を講じた。例え
ば、予約なしで誰でも入れる大規模な検査クリニック、モントリオールの事業を支援する一連のリソースと経済対策、ホームレスの住民

に対する支援と共同体組織がある。また、市は現状に対処するため政府及び地域のパートナーとも協業している。 

モントリオールは COVID-19 危機の間ホームレスを支援する対策も取った（避難所サービス、排せつ物を化学処理するトイレ、衛生用
品、食料支援、継続的な冬季支援）。 同市は複数のパートナーと協力して、ホームレスの避難所に利用できそうな場所を探してい
る。 

COVID-19 とその経済への多大な影響により、モントリオールは緊急財政支援を提供し、企業支援策を講じている。市は企業が情報
や提供されている支援を得られるようホットラインとフォームを用意した。支援策には、市町村税の延期、緊急経済支援、元利金の自

動的な支払猶予が含まれる。 

https://montreal.ca/en/articles/coronavirus-covid-
19 

https://montreal.ca/en/news/city-taking-
measures-to-support-homeless-residents  

https://montreal.ca/en/articles/covid-19-support-
measures-montreal-businesses 

モスクワ ロシア 
公立学校やスポーツ専門校、その他の教育機関は閉鎖され、生徒は「モスクワ電子学校」を通してオンラインで学習している。COVID-

19の患者と疑わしい症例を診るため特別なメディカルビルが用意された。 

https://www.mos.ru/city/projects/covid-
19/?adfox&utm_place=893819&utm_ban=35405
44&ues=1 

http://www.oecd.org/coronavirus/jp/
https://www.comune.milano.it/documents/20126/78875953/ORDINANZA_SINDACO_13_del_16+marzo2020.pdf/3a0d313b-42e3-6165-497c-a341fe7ef09b?t=1584385189124
https://www.comune.milano.it/documents/20126/78875953/ORDINANZA_SINDACO_13_del_16+marzo2020.pdf/3a0d313b-42e3-6165-497c-a341fe7ef09b?t=1584385189124
https://www.comune.milano.it/documents/20126/78875953/ORDINANZA_SINDACO_13_del_16+marzo2020.pdf/3a0d313b-42e3-6165-497c-a341fe7ef09b?t=1584385189124
https://www.comune.milano.it/documents/20126/78875953/ORDINANZA_SINDACO_13_del_16+marzo2020.pdf/3a0d313b-42e3-6165-497c-a341fe7ef09b?t=1584385189124
https://web.comune.milano.it/dseserver/webcity/garecontratti.nsf/WEBAll/A500BE28DEB5576DC125853D002F2BEA?opendocument&fbclid=IwAR3lTo1EQP5YvEa80hayDNjPxVwrDlnnkjVRxqPHKFDS6uEjjy9ztQofQUI
https://web.comune.milano.it/dseserver/webcity/garecontratti.nsf/WEBAll/A500BE28DEB5576DC125853D002F2BEA?opendocument&fbclid=IwAR3lTo1EQP5YvEa80hayDNjPxVwrDlnnkjVRxqPHKFDS6uEjjy9ztQofQUI
https://web.comune.milano.it/dseserver/webcity/garecontratti.nsf/WEBAll/A500BE28DEB5576DC125853D002F2BEA?opendocument&fbclid=IwAR3lTo1EQP5YvEa80hayDNjPxVwrDlnnkjVRxqPHKFDS6uEjjy9ztQofQUI
https://web.comune.milano.it/dseserver/webcity/garecontratti.nsf/WEBAll/A500BE28DEB5576DC125853D002F2BEA?opendocument&fbclid=IwAR3lTo1EQP5YvEa80hayDNjPxVwrDlnnkjVRxqPHKFDS6uEjjy9ztQofQUI
https://web.comune.milano.it/dseserver/webcity/garecontratti.nsf/WEBAll/A500BE28DEB5576DC125853D002F2BEA?opendocument&fbclid=IwAR3lTo1EQP5YvEa80hayDNjPxVwrDlnnkjVRxqPHKFDS6uEjjy9ztQofQUI
https://web.comune.milano.it/dseserver/webcity/garecontratti.nsf/WEBAll/A500BE28DEB5576DC125853D002F2BEA?opendocument&fbclid=IwAR3lTo1EQP5YvEa80hayDNjPxVwrDlnnkjVRxqPHKFDS6uEjjy9ztQofQUI
https://web.comune.milano.it/dseserver/webcity/garecontratti.nsf/WEBAll/A500BE28DEB5576DC125853D002F2BEA?opendocument&fbclid=IwAR3lTo1EQP5YvEa80hayDNjPxVwrDlnnkjVRxqPHKFDS6uEjjy9ztQofQUI
https://web.comune.milano.it/dseserver/webcity/garecontratti.nsf/WEBAll/A500BE28DEB5576DC125853D002F2BEA?opendocument&fbclid=IwAR3lTo1EQP5YvEa80hayDNjPxVwrDlnnkjVRxqPHKFDS6uEjjy9ztQofQUI
https://web.comune.milano.it/dseserver/webcity/garecontratti.nsf/WEBAll/A500BE28DEB5576DC125853D002F2BEA?opendocument&fbclid=IwAR3lTo1EQP5YvEa80hayDNjPxVwrDlnnkjVRxqPHKFDS6uEjjy9ztQofQUI
https://web.comune.milano.it/dseserver/webcity/garecontratti.nsf/WEBAll/A500BE28DEB5576DC125853D002F2BEA?opendocument&fbclid=IwAR3lTo1EQP5YvEa80hayDNjPxVwrDlnnkjVRxqPHKFDS6uEjjy9ztQofQUI
http://www.foodpolicymilano.org/oltre-15-000-persone-raggiunte-dagli-hub-temporanei-per-laiuto-alimentare/
http://www.foodpolicymilano.org/oltre-15-000-persone-raggiunte-dagli-hub-temporanei-per-laiuto-alimentare/
http://www.foodpolicymilano.org/oltre-15-000-persone-raggiunte-dagli-hub-temporanei-per-laiuto-alimentare/
https://www.comune.milano.it/-/coronavirus.-buoni-spesa-pubblicata-sul-sito-la-graduatoria-dei-beneficiari
https://www.comune.milano.it/-/coronavirus.-buoni-spesa-pubblicata-sul-sito-la-graduatoria-dei-beneficiari
https://www.comune.milano.it/-/coronavirus.-buoni-spesa-pubblicata-sul-sito-la-graduatoria-dei-beneficiari
https://geoportale.comune.milano.it/portal/apps/webappviewer/index.html?id=8331c92136d2417eb20e9916d0d36664
https://geoportale.comune.milano.it/portal/apps/webappviewer/index.html?id=8331c92136d2417eb20e9916d0d36664
https://geoportale.comune.milano.it/portal/apps/webappviewer/index.html?id=8331c92136d2417eb20e9916d0d36664
https://www.chu-montpellier.fr/fr/a-propos-du-chu
https://www.chu-montpellier.fr/fr/a-propos-du-chu
https://montreal.ca/en/articles/coronavirus-covid-19
https://montreal.ca/en/articles/coronavirus-covid-19
https://eur02.safelinks.protection.outlook.com/?url=https%3A%2F%2Fmontreal.ca%2Fen%2Fnews%2Fcity-taking-measures-to-support-homeless-residents&data=02%7C01%7CKate.BROOKS%40oecd.org%7Cbb02512a93c34aafd8a308d7d0ea0b14%7Cac41c7d41f61460db0f4fc925a2b471c%7C0%7C1%7C637207575948692311&sdata=MF%2FsEgN0bZ1RcSEV95PtOJJdDr%2FaVSL43nGOTymOJ0o%3D&reserved=0
https://eur02.safelinks.protection.outlook.com/?url=https%3A%2F%2Fmontreal.ca%2Fen%2Fnews%2Fcity-taking-measures-to-support-homeless-residents&data=02%7C01%7CKate.BROOKS%40oecd.org%7Cbb02512a93c34aafd8a308d7d0ea0b14%7Cac41c7d41f61460db0f4fc925a2b471c%7C0%7C1%7C637207575948692311&sdata=MF%2FsEgN0bZ1RcSEV95PtOJJdDr%2FaVSL43nGOTymOJ0o%3D&reserved=0
https://eur02.safelinks.protection.outlook.com/?url=https%3A%2F%2Fmontreal.ca%2Fen%2Farticles%2Fcovid-19-support-measures-montreal-businesses&data=02%7C01%7CKate.BROOKS%40oecd.org%7Cbb02512a93c34aafd8a308d7d0ea0b14%7Cac41c7d41f61460db0f4fc925a2b471c%7C0%7C1%7C637207575948702306&sdata=%2FnQwNFuz%2FAnMLayFUf6x9DmUEsKdkWdCyQkEDzPbcXs%3D&reserved=0
https://eur02.safelinks.protection.outlook.com/?url=https%3A%2F%2Fmontreal.ca%2Fen%2Farticles%2Fcovid-19-support-measures-montreal-businesses&data=02%7C01%7CKate.BROOKS%40oecd.org%7Cbb02512a93c34aafd8a308d7d0ea0b14%7Cac41c7d41f61460db0f4fc925a2b471c%7C0%7C1%7C637207575948702306&sdata=%2FnQwNFuz%2FAnMLayFUf6x9DmUEsKdkWdCyQkEDzPbcXs%3D&reserved=0
https://www.mos.ru/city/projects/covid-19/?adfox&utm_place=893819&utm_ban=3540544&ues=1
https://www.mos.ru/city/projects/covid-19/?adfox&utm_place=893819&utm_ban=3540544&ues=1
https://www.mos.ru/city/projects/covid-19/?adfox&utm_place=893819&utm_ban=3540544&ues=1
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感染状況の悪い国から来た患者は感染症臨床病院に紹介される。市内の病院にそうした患者用として追加のベッドが用意された。

産婦人科の病院が一時的に COVID-19の患者用として入院病棟に転用された。 

企業は症状がある従業員を帰宅させることになっている。 

モスクワメトロの入口では非接触でランダムに体温チェックが行われた。 

モスクワの経済運営本部（Operational Headquarters for Economic Affairs）は、COVID-19により活動が制限されている企業や組織を

支援する提案書を作成した。 

ニューヨーク 米国 

ニューヨークは最新動向に関する定期的なアップデートを伝えるため、テキストでの通知システムを採用した。 

同市は店側が市民に過大請求するのを防ぐため、マスク、手の除菌ローションと消毒タオルは一時的に品不足だと宣言した。また、

社会的弱者にも手頃な価格で手に入るよう、大幅な値上げを一時的に措置として違法にした。 

ニューヨークは一般市民と企業、雇用主、及び 16,000 人の地域パートナー向けに、手洗いや医療の受け方についてアドバイスが書かれ

た手のひらサイズのカードや FAQ、ファクトシート（15か国語）、教材を配布した。 

衛生的に保ち、万が一症状が出た場合には治療を受けることを勧めるため、650 万ドルを投じて地下鉄、デジタル、及びマルチメディ

アでのキャンペーンが立ち上げられた。感染拡大の震源地であるニュー・ロシェルにドライブスルー式の検査施設が創設された。 

https://twitter.com/NYGovCuomo/status/123821
1385034706944 

https://thehill.com/policy/healthcare/public-
global-health/487360-new-york-governor-
announces-new-public-drive-thru 

https://nypost.com/2020/03/13/new-rochelle-
gets-drive-thru-coronavirus-testing/ 

オークランド 米国 
オークランドは緊急事態宣言を発令し、大規模な公共イベントを中止するとともに、住居のない住民に対する衛生サービスを拡充し

た。市は COVID-19緊急対策チームを設立し、郡の公衆衛生局及びカリフォルニア州公衆衛生局と緊密に協力している。 

https://www.oaklandca.gov/news/2020/new-
coronavirus-covid-19-update 

シチリア島パレル

モ 
イタリア 

パブ、ナイトクラブ、ジム等に加え、学校、映画館、劇場、博物館も閉鎖された。葬式や結婚式といった民間や宗教的な儀式も中止

となった。 

パレルモは来訪者が応急処置の待合室にいることを禁止した。 

https://www.comune.palermo.it/ 

パリ フランス 

パリは毎日の危機対策会議に全てのステークホルダーを参加させている。情報は「paris.fr」ウェブサイトでアップデートされている。パリは、
感染したまたは疑わしい患者をモニタリングするためデジタルアプリの「Covidom」を使用している。このアプリを使うことで、病院は来院す

る患者数を調整できる。感染が疑われるものの入院の必要はないホームレス向けに 2つのセンターが開設された。 

センターを利用するには地方衛生局（ARS）に相談のうえ医師のアドバイスを受ける必要がある。パリ・オペラ座やアポロシアターなど
は、ネット上で作品を無料公開した。4月 17日（金）、パリ市は感染の疑いがあり、他人に伝染する可能性があるが入院の必要は

ない人々を隔離してその家族を守るため、Parisian Public Hospitals （AP-HP）と ACCOR社と共同で「COVISAN」プロジェクトをスタート
させた。ボランティアとして参加する人には特別に改装したホテルの部屋が与えられた。当初は、最近の調査でウィルスによる影響が比
較的多いとされる労働者階級の地域が優先された。プロジェクトを確実に成功させるべく、各機関、専門家、ボランティアといった全て

の関係者とパートナーシップを築いた。4月 9日、パリ市はキャンティーン（学校のカフェテリア）の利用レートが低額の家庭に月額 50～
150ユーロ（第 2子、第 3子の場合のみ追加 50ユーロ）という異例の援助を提供した。パリの 28,579世帯、52,000人の子どもが恩
恵を受けることになる。パリ市は州及びパリ地域と共同で、経済の担い手をバックアップ、支援するため様々な政策を策定した（家

賃、道路税とテラス税、及び休業した企業や NGOに対する各種市税の凍結、個人事業主と物流企業を結びつける支援）。 

https://www.paris.fr/pages/coronavirus-7545 

https://www.nouveal.com/covidom-le-suivi-des-
patients-porteurs-du-covid-19 

https://presse.paris.fr/pages/19402 

https://www.leparisien.fr/paris-75/coronavirus-la-
ville-de-paris-debloque-une-aide-de-3- 

5-millions-d-euros-pour-les-familles-les-plus-
demunies-09-04-2020-8297106.php 

https://www.paris.fr/pages/coronavirus-soutien-
aux-entreprises-parisiennes-7678 

フィラデルフィア 米国 登録した居住者を対象に COVID-19アラートメッセージを発信した。 
https://www.phila.gov/services/mental-physical-
health/environmental-health-hazards/covid-
19/covid-19-and-pregnancy/ 

http://www.oecd.org/coronavirus/jp/
https://twitter.com/NYGovCuomo/status/1238211385034706944
https://twitter.com/NYGovCuomo/status/1238211385034706944
https://thehill.com/policy/healthcare/public-global-health/487360-new-york-governor-announces-new-public-drive-thru
https://thehill.com/policy/healthcare/public-global-health/487360-new-york-governor-announces-new-public-drive-thru
https://thehill.com/policy/healthcare/public-global-health/487360-new-york-governor-announces-new-public-drive-thru
https://nypost.com/2020/03/13/new-rochelle-gets-drive-thru-coronavirus-testing/
https://nypost.com/2020/03/13/new-rochelle-gets-drive-thru-coronavirus-testing/
https://www.oaklandca.gov/news/2020/new-coronavirus-covid-19-update
https://www.oaklandca.gov/news/2020/new-coronavirus-covid-19-update
https://www.comune.palermo.it/
https://www.paris.fr/pages/coronavirus-7545
https://www.nouveal.com/covidom-le-suivi-des-patients-porteurs-du-covid-19
https://www.nouveal.com/covidom-le-suivi-des-patients-porteurs-du-covid-19
https://presse.paris.fr/pages/19402
https://www.paris.fr/pages/coronavirus-soutien-aux-entreprises-parisiennes-7678
https://www.paris.fr/pages/coronavirus-soutien-aux-entreprises-parisiennes-7678
https://www.phila.gov/services/mental-physical-health/environmental-health-hazards/covid-19/covid-19-and-pregnancy/
https://www.phila.gov/services/mental-physical-health/environmental-health-hazards/covid-19/covid-19-and-pregnancy/
https://www.phila.gov/services/mental-physical-health/environmental-health-hazards/covid-19/covid-19-and-pregnancy/


78    

新型コロナウィルス（COVID-19）への都市の政策対応 © OECD 2020 

  

https://twitter.com/ThomasAMartin2/status/1238
146288853671936?s=19 

ローマ イタリア 

ローマはサービス事業者 2社を通じて数千台のスクーター導入を実現するため、電動スクーターシェアサービスの指針を承認した。 
https://www.comune.roma.it/web/it/notizia/coron
avirus-fase-2-tutti-i-provvedimenti-del-
campidoglio-le-informazioni-necessarie.page  

レシフェ ブラジル 

3月 17日、50人超のイベントは禁止され、バーとレストランは定員の 50%で営業するよう勧告された。 

市は公衆衛生の専門家を採用し、29の行動からなる COVID-19緊急事態計画を採択した。  

4月に予定されていた伝統行事「キリストの受難」（Passion of Christ）は 9月に延期された。 

http://www2.recife.pe.gov.br/etiquetas/coronavir
us 

レイキャビク アイスランド 

COVID-19の診断が初めて行われた後 2月 28日に国家警戒宣言が発令されて以来、エガルトソン市長率いるレイキャビク市緊急委
員会（City of Reykjavík Emergency Committee）は、パンデミック対応の緊急時対応策を練るため毎日のように会合を開いた。同対
応策の目的は、ウィルスの蔓延を食い止め、市民と職員をできるだけ守り、市のサービスに障害が生じないようにすることである。博物
館、スポーツセンター、スキーリゾート、公営プールに加え、レイキャビクのコミュニティセンター、デイケアセンター、作業・運動専門の支援サ

ービス、及び高齢者、障害者、基礎疾患を抱える人々のための短期受け入れ先は一時的に中止となった。市は廃棄物管理の担当

職員を守るため追加の対策を講じた。 

3 月 16 日にはすでに、COVID-19 に関する一般情報や衛生と安全に関する職員向けの重要ガイドライン、現状における職員の法的
権利と義務についての情報を 10 か国語で記載したウェブサイトが立ち上げられた。市は状況の変化とともに当サイトを定期的に更新

している。 

市のウェブサイト www.reykjavik.isには最新の意思決定、ニュース、発表が定期的に掲載される。 

レイキャビク市は電子サービスの利用を奨励しており、職員は可能であれば在宅勤務するよう求められている。子どもの場合ウィルス感
染リスクが限定的で、蔓延リスクも明らかに低いことから、小学校と幼稚園は運営されている。そのため、特に COVID-19 の緊急対策

に携わっている親は働き続けることができている。大学と中等学校は閉鎖。 

https://reykjavik.is/en-covid19 

https://www.covid.is/english 

 https://www.covid.is/data  

リガ ラトビア 

リガでは、学校と文化施設は閉鎖され、リモート体制となった。幼稚園は、親が主に国や自治体の機関（警察、医療スタッフ、教
師）で働いている家庭を対象に、小規模のグループでの運営となった。通常の授業に近いもののリモートで行われる、デジタルプラット

フォームのバーチャル授業が導入される予定。 

公共交通機関での感染拡大を減らすため、トロリーバスとバスのフロントドアは使われず、客を乗せてないタクシーは前の列の座席まで
覆われて乗客が入れないようになっている。運転手は片道だけのチケットを売らない。公共交通機関の乗客には音声による情報が提
供され、行きと帰りで必要なものはないか確認している。座席には 2 メートル距離を空けるようマークしてある。5 月 12 日から、乗客は

口と鼻を覆うマスクを着用することが義務付けられた。信号の呼び出しボタンは歩行者の非接触検出装置に置き換えられている。 

変更に関する情報は全て定期的にマスメディアに伝えられ、ウェブサイトや SNSに掲載されて公共輸送機関のモニターにも流される。 

緊急事態中、リガの文化機関は住民に、博物館の所蔵物を知り、展示物を見て、電子書籍ライブラリーに登録して、コンサートの録

音を聴くなど、電子環境を使って文化に触れる機会を提供した。 

6 月 10 日現在、ほとんどの制約が解除され、住民は市のスポーツ施設を利用可能。文化施設は 6 月 10 日から全面的に稼働する

予定となっている。 

市の部署によっては、週 1 日をリモートワークデイに指定し、対面会議の代わりに複数回のウェビナーを開催することも予定している。さ
らに、可能な場合、職員はテレワークを続けるものとし、職場まで来る職員には朝夕の混雑時を避けるため、フレックスタイムが奨励さ

れている。職員は公共交通機関でなく自転車、スクーター、徒歩で通勤（自宅～職場～自宅）することが奨励されている。 

https://www.mk.gov.lv/en 

http://www.oecd.org/coronavirus/jp/
https://twitter.com/ThomasAMartin2/status/1238146288853671936?s=19
https://twitter.com/ThomasAMartin2/status/1238146288853671936?s=19
https://www.comune.roma.it/web/it/notizia/coronavirus-fase-2-tutti-i-provvedimenti-del-campidoglio-le-informazioni-necessarie.page
https://www.comune.roma.it/web/it/notizia/coronavirus-fase-2-tutti-i-provvedimenti-del-campidoglio-le-informazioni-necessarie.page
https://www.comune.roma.it/web/it/notizia/coronavirus-fase-2-tutti-i-provvedimenti-del-campidoglio-le-informazioni-necessarie.page
http://www.reykjavik.is/
https://reykjavik.is/en-covid19
https://www.covid.is/english
https://www.covid.is/data
https://www.mk.gov.lv/en
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道路構造上可能な場合、道路の両サイドに green traffic wave が用意される。公用車の運転席と後部座席は入念に清掃、消毒さ
れる。カスタマーサービスセンターと管理事務所には保護用のプラスチックが装備されている。カスタマーサービスセンターのスタッフとチケッ

ト検査員にも保護マスク、手袋、各人用の殺菌剤が渡されている。 

リオデジャネイロ ブラジル 

3 月 13 日、市長が COVID-19 の封じ込め策を発表した。学校と文化活動は中止となり、市は交通機関の混雑を避けるため仕事を
シフト制とし、工業は最初のシフトで午前 6時から、商業は午前 8時から、サービス業は 10時から開始することを勧告した。可能な場

合はテレワークとする。免疫力の低い人々（ぜんそく、肺炎、結核、癌、慢性腎疾患と腎移植）は自宅にいるよう指示された。 

リオデジャネイロは情報源として連邦政府の公式資料を使い、輸送、電話、メディア業界と提携して全ての SNS で普及啓発キャンペ
ーンを実施した。衛生、文化、教育、社会的支援と人権、公共の秩序、輸送、金融、公営住宅とヘルシーエイジングの事務局メンバ

ーと共同で危機管理内閣が設置された。 

http://prefeitura.rio/cidade/-prefeitura-anuncia-
medidas-de-prevencao-na-cidade-contra-a-
doenca/ 

佐賀県 日本 

佐賀県では、歩道を活用した新たな形の飲食店・バーが試験的に運営されている。この事業は「SAGA ナイトテラスチャレンジ」として、
佐賀市と地元商店街振興組合の協力のもとで市中心のビジネス街で試行運営されており、安全に飲食できる場を提供するとともに

地元企業を支援している。 

https://project.nikkeibp.co.jp/atclppp/PPP/news/0
52801568/  

サンフランシスコ 米国 

サンフランシスコは専用ウェブサイトと、テキストによる専用ニュースアラートサービスを立ち上げた。 

市は、特に社会的弱者を守るため、基幹労働者以外は全員自宅勤務とする「屋内退避」（shelter in place）戦略を採択した。市
は COVID-19 による家計の悪化（COVID-19 パンデミックによる事業所の閉鎖、労働時間や賃金の減少、解雇、もしくは医療費の自

己負担等）で立ち退きを迫られている市民に猶予期間を与えた。立ち退きの猶予は 30 日間で、大統領令があれば市長によりさら
に 30日間延長可能となっている。住民は医療機関に直接出向くのではなく、まず電話するよう促され、実際に必要な場合のみ緊急

治療室に入ることを奨励されている。 

https://www.sfdph.org/dph/alerts/files/Updated-
DPH-Recommendations-coronavirus-English-
03062020.pdf 

https://www.sfdph.org/dph/alerts/coronavirus.as
p 

https://sfmayor.org/article/mayor-london-breed-
announces-moratorium-evictions-related-covid-
19-pandemic 

サンノゼ 米国 

サンノゼはホームレスに対し COVID-19 の支援策を講じた。この社会的弱者に対する支援策としては、1)偶発的な感染を避けるため野
営の撤去を一時中止する、2)野営に手洗い場、携帯トイレ、水を用意する、3)シェルターの収容人数を増やし冬季避難所を確保す

る、4)自身を守る方法について理解させるため野営に支援チームを派遣する、5)シェルターに入れるか他者から切り離す必要がある、

慢性疾患を抱えている 50才以上の人を特定する、6)隔離や検疫が必要な人を移送する際の手順を決める、といった項目がある。 

https://www.sanjoseca.gov/news-
stories/news/emergency-notifications 

サンパウロ ブラジル 

ブラジルは COVID-19対策を拡大し、新規に集中治療用ベッドを 1,000床確保した。 

サンパウロ市は感染が疑われる、または感染確認済の症状を治療するための支援策を作成した（サービスの標準化と患者の入院に

対する具体的基準、遠隔医療を通したデジタル・モニタリング）。 

http://www.saopaulo.sp.gov.br/ultimas-
noticias/governo-de-sao-paulo-anuncia-novas-
medidas-de-combate-ao-coronavirus/ 

シントラ ポルトガル 

3 月初頭、シントラ市が主催/参加した全ての公的活動が延期となった。シントラ市はなるべく人が 1 か所に集まらないようにする必要
があると判断し、文化センターやスイミングプール、博物館、スタジオ、ジムなど、市のあらゆる文化・スポーツ・レジャー施設を閉鎖する決

定を下した。市民が集まる場合は厳しい条件を付すことも決まった。 

市の職員に関しては、大多数がテレワーク中であるものの、市長室や参事室、健康、衛生、市民保護の担当官など、ごく少数の必

要不可欠な人材だけを現場勤務とした。 

シントラ市は従来からの投資を中断せず、業者が業務を中断していても契約を順守し続けている（保育園、劇場、オーケストラ、バン

ド、牧場等）。 

市議会は公営住宅の居住者と非営利団体（IPSS、スポーツ文化協会）の全ての家賃支払を 3か月間（6月 30日まで）保留し

た。全体として、これらの措置は約 1,700世帯、70団体が該当することになる。 

https://cm-sintra.pt/medidas-preventivas-para-
travar-o-coronavirus 

http://www.oecd.org/coronavirus/jp/
http://prefeitura.rio/cidade/coronavirus-prefeitura-anuncia-medidas-de-prevencao-na-cidade-contra-a-doenca/
http://prefeitura.rio/cidade/coronavirus-prefeitura-anuncia-medidas-de-prevencao-na-cidade-contra-a-doenca/
http://prefeitura.rio/cidade/coronavirus-prefeitura-anuncia-medidas-de-prevencao-na-cidade-contra-a-doenca/
https://project.nikkeibp.co.jp/atclppp/PPP/news/052801568/
https://project.nikkeibp.co.jp/atclppp/PPP/news/052801568/
https://www.sfdph.org/dph/alerts/files/Updated-DPH-Recommendations-coronavirus-English-03062020.pdf
https://www.sfdph.org/dph/alerts/files/Updated-DPH-Recommendations-coronavirus-English-03062020.pdf
https://www.sfdph.org/dph/alerts/files/Updated-DPH-Recommendations-coronavirus-English-03062020.pdf
https://www.sfdph.org/dph/alerts/coronavirus.asp
https://www.sfdph.org/dph/alerts/coronavirus.asp
https://sfmayor.org/article/mayor-london-breed-announces-moratorium-evictions-related-covid-19-pandemic
https://sfmayor.org/article/mayor-london-breed-announces-moratorium-evictions-related-covid-19-pandemic
https://sfmayor.org/article/mayor-london-breed-announces-moratorium-evictions-related-covid-19-pandemic
https://www.sanjoseca.gov/news-stories/news/emergency-notifications
https://www.sanjoseca.gov/news-stories/news/emergency-notifications
http://www.saopaulo.sp.gov.br/ultimas-noticias/governo-de-sao-paulo-anuncia-novas-medidas-de-combate-ao-coronavirus/
http://www.saopaulo.sp.gov.br/ultimas-noticias/governo-de-sao-paulo-anuncia-novas-medidas-de-combate-ao-coronavirus/
http://www.saopaulo.sp.gov.br/ultimas-noticias/governo-de-sao-paulo-anuncia-novas-medidas-de-combate-ao-coronavirus/
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テルアビブ・ヤフ

ォ 
イスラエル 

テルアビブ・ヤフォは数種のデジタルツールを使用するとともに、最先端の方法をサポートするためアプリケーションを独自開発している。
市は、Personal Commitment プロジェクトの一環として高校生が小学生に教える「Big Brother」というイニシアチブを立ち上げた。全生徒

が直接アクセスできるよう、市は遠隔学習に適したデバイスを持っていない子どもたちに 750 台のラップトップと 100 台以上のタブレット

を配布した。 

特に配慮が必要な人々（リスクを抱える子どもと若者、DV、ホームレス、薬物乱用）に対するソーシャルサービス局（Social Services 

Administration）の対応は、この 2週間で大幅に拡大した。 

市は「ステイホーム」（Stay at Home）キャンペーンを打ち出し、住民に自宅に留まるよう要請して、退屈しないよう多種多様なアクティ

ビティを用意している。 

コロナウィルスの感染拡大を受け、市は事業主に対する救済策を打ち出し、この策は自治区（Self-Government Cities: 財政的に自律
しており国の借金や開発助成金に依存しない自治区）からなるイスラエルのフォーラム「Forum 15」によっても承認された。救済策に
は、政府と自治体共同での資金供給による市税の 3 か月間支払い免除（年間税額の 25%割引）、椅子とテーブルの配置、歩道

にパーテーションを設置することに対する徴収の免除、夜間営業の免許に課される料金の免除、及び冬期にレストランとカフェで使われ

るガラス張りの延長部分の撤去義務の延期がある。 

https://www.tel-aviv.gov.il/en/Documents/Tel 
Aviv-Yafo Municipalitys Response to the 
COVID-19 Pandemic.pdf 

東京都 日本 

東京都は感染者数、感染状況、感染者の特徴（年齢、性別）、コールセンターへの相談件数、地下鉄利用者数などの COVID-19
のリアルタイムな発生状況を集約したワンストップ・データベースを作成した。さらにサイトのソースコードをオープンデータとして提供し、他の

自治体や機関がデータを活用して同様のウェブページを作成できるようにしている。 

東京都は、例えば設備の使用を一時的に中止するなど、ウィルスのさらなる蔓延を防ぐため東京の協力要請に全面的に協力する姿

勢を示した中小企業に一時金を支払うことを発表した。また、パンデミックの影響を受けている中小企業に向けた緊急融資制度や無
料相談窓口を通して、テレワークに必要な設備やソフトウェアの導入助成金を給付するなど、中小企業等を支援する具体策も講じて

いる。 

都知事は東京のコロナウィルス最新情報を伝えるべくほぼ連日日本語で生中継を行っており、毎週金曜日には英語でも放送されて

いる。 

都は 4 月 17 日、外国人からの幅広い問い合わせに対応するコールセンターである、東京都外国人新型コロナ生活相談センター

（Tokyo COVID-19 Support Centre for Foreign Residents）を新たに設置し、英語や中国など 14か国語で対応している。 

東京都庁は 5 月 22 日、COVID-19 の蔓延阻止と経済活動のバランスを取りながら、徹底的な手洗いとマスク着用、ソーシャルディス
タンスの確保、「3密」（Closed spaces, Crowded places, Closed conversation）を避けて「新たな日常」を強固に確立した社会の実現

を目指す、ウィルスに打ち勝つためのロードマップを策定した。 

上下水道料金に関し、東京都は利用者から支払いが困難との理由で猶予を求められた場合、一定期間支払いを延期することを

認めている。 

東京都は日本語と 5か国語で電話による DV相談を受け付けている。 

都と業界団体は都庁の緊急事態宣言解除後、業務を再開するための適切な予防策についてガイドラインを策定した。また、都庁は

適切な対策に補助金を出し、アドバイザーを派遣することでそうした企業を支援している。 

都庁は食品業界などがウィルス拡散を防ぐため、適切な対策を講じていることを証明して人々がそれらの施設を安心して利用できる

ようステッカーを用意する予定である。 

都庁は市中感染のリスクを減らし都民が感染を疑っている場合に、すぐに診察に行けるようデジタル接触者追跡サービスを採用した。
公共の施設を利用する際に QR コードで電子メールアドレスを登録すると、その施設を利用した誰かがコロナ陽性と判定された場合に

電子メールか LINEアプリで通知を受け取る仕組みになってる。 

都庁は COVID-19でホームレスになった人々に一時的にホテルの部屋と都営住宅を提供した。 

https://stopcovid19.metro.tokyo.lg.jp/en 

https://www.metro.tokyo.lg.jp/tosei/tosei/news/20
19-ncov.html#Eng 

https://www.metro.tokyo.lg.jp/tosei/tosei/news/20
19-ncov.html#Eng 

http://www.oecd.org/coronavirus/jp/
https://stopcovid19.metro.tokyo.lg.jp/en
https://www.metro.tokyo.lg.jp/tosei/tosei/news/2019-ncov.html#Eng
https://www.metro.tokyo.lg.jp/tosei/tosei/news/2019-ncov.html#Eng
https://www.metro.tokyo.lg.jp/tosei/tosei/news/2019-ncov.html#Eng
https://www.metro.tokyo.lg.jp/tosei/tosei/news/2019-ncov.html#Eng
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都庁はパフォーマンスやイベントの延期または中止を余儀なくされたアーティストやクリエーターを幅広く支援する「アートにエールを! 東京
プロジェクト」を立ち上げた。出演料の代わりに 5～10 分のビデオを送ってきた人にお金を支払うというものである。さらに、観客を入れ

ないか入場制限して劇場やコンサートホールでイベントを開催し、一定期間無料でビデオをストリーミング配信する場合、イベントの主

催者を資金的にサポートすることも決定した。 

4 月から 5 月まで、都知事はウィルスに関する最新情報を伝えるため日本語でほぼ毎日、英語でも毎週金曜日にインターネットで配

信した。6月の第 1週と第 2週には日本語での配信だった。 

ベネト州ヴェネツ

ィア 
イタリア 

ヴェネツィアはパンデミックの初期段階にボート、ゴンドラ、バスを全面的に消毒した。国からの指示により、5 月に開始予定だったヴェネ

ツィア・ビエンナーレ（Biennale di Venezia）は 8月に延期された。 

https://primavenezia.it/cronaca/biennale-di-
venezia-2020-rinviata-ad-agosto-a-causa-del-
coronavirus/ 

ヴァルミエラ ラトビア 

VTU ヴァルミエラ（Valmiera）社とヴィドゼメ（Vidzeme）病院との全面的な協力により、ヴァルミエラは必要な人に交通手段と自主

隔離・検査の場を提供している。また、ヴァルミエラは一人暮らしの市民に食べ物や薬の宅配サービスも行っている。 

この間、家族や働く親を支援するため、同町は貧困または低所得で複数の子どもがいる家庭の 1年生から 6年生、並びに 7年生か
ら 9 年生までの全生徒に昼食の宅配を実施した。高齢者と一人暮らしの町民、救急医療サービス省と COVID-19 検疫所の専門家

には温かい昼食も配られた。 

不動産税の納付期限は 3月から 11月に延期された。 

5月 20日から 6月 4日までの水曜日と木曜日、COVID-19に関する最新情報を話し合うため町と地元企業の間でテレビ会議が行わ
れた。COVID-19 後の回復を支援するため、中小企業に対する支援策が作られた。また、起業家をサポートするため、屋外営業税

（outdoor trade tax）を撤廃するとともに、屋外ケータリングの条件を緩和した。不動産や動産に対する賃料支払いも減免されてい

る。 

https://www.valmiera.lv/lv/jaunumi/izglitibas_zina
s/23238_valmiera_nosledzas_brivpusdienu_pie
gade_skoleniem/print  

https://www.valmiera.lv/lv/jaunumi/izglitibas_zina
s/23238_valmiera_nosledzas_brivpusdienu_pie
gade_skoleniem/   

https://www.valmieraszinas.lv/valmieras-
pilsetas-pasvaldiba-parcel-nin-samaksas-
terminu-uz-15-novembri-2/  

http://developvalmiera.lv/piegades-valmiera/  

https://developvalmiera.lv/covid-19/  

https://www.valmiera.lv/lv/jaunumi/uznemejdarbi
bas_zinas/23309_tiessaistes_diskusijas_parrun
a_atbalsta_iespejas_krizes_parvaresanai/  

https://www.valmiera.lv/lv/jaunumi/uznemejdarbi
bas_zinas/23264_atverta_pieteiksanas_valmier
as_mvu_atbalsta_programma/print  

ウィーン オーストリア 

ウィーンは感染者数の増加を見込んで、展示会場を食事と基本的な医療を提供する大規模な療養施設に転用した。この施設は入

院の必要はないが自宅で自立した生活が難しい軽症状患者を収容するためのものである。 

ウィーン市は感染症の流行抑制を支援する感染症管理システム（EMS: Epidemic Management System）の開発と実装に向け、デジ
タルトランスフォーメーションの世界的なリーダーであるアトス社に依頼した。現在続いている COVID-19 危機に伴い、オーストリア国内の
他の都市や州に、患者発生報告の把握・追跡を含め全ての患者データとウイルス関連データをリアルタイムで保管し管理するデジタル

プラットフォーム、EpiSYSも提供された。 

ウィーンは現在、ドイツ語、数学、英語の補修が必要な 10～14歳の生徒（高等学校低学年に相当）を対象に無料個人指導プロ

ジェクト、Förderung 2.0（サポート 2.0）を提供している。 

https://www.faz.net/aktuell/gesellschaft/gesundh
eit/coronavirus/live-blog-der-faz-zum-
coronavirus-alle-entwicklungen-im-ueberblick-
16663569.html  

https://www.wien.gv.at/presse/2020/03/17/coron
a-virus-880-betten-in-betreuungseinrichtung-in-
der-messe-wien-stehen-bereit  

http://www.oecd.org/coronavirus/jp/
https://primavenezia.it/cronaca/biennale-di-venezia-2020-rinviata-ad-agosto-a-causa-del-coronavirus/
https://primavenezia.it/cronaca/biennale-di-venezia-2020-rinviata-ad-agosto-a-causa-del-coronavirus/
https://primavenezia.it/cronaca/biennale-di-venezia-2020-rinviata-ad-agosto-a-causa-del-coronavirus/
https://www.valmiera.lv/lv/jaunumi/izglitibas_zinas/23238_valmiera_nosledzas_brivpusdienu_piegade_skoleniem/print
https://www.valmiera.lv/lv/jaunumi/izglitibas_zinas/23238_valmiera_nosledzas_brivpusdienu_piegade_skoleniem/print
https://www.valmiera.lv/lv/jaunumi/izglitibas_zinas/23238_valmiera_nosledzas_brivpusdienu_piegade_skoleniem/print
https://www.valmiera.lv/lv/jaunumi/izglitibas_zinas/23238_valmiera_nosledzas_brivpusdienu_piegade_skoleniem/
https://www.valmiera.lv/lv/jaunumi/izglitibas_zinas/23238_valmiera_nosledzas_brivpusdienu_piegade_skoleniem/
https://www.valmiera.lv/lv/jaunumi/izglitibas_zinas/23238_valmiera_nosledzas_brivpusdienu_piegade_skoleniem/
https://www.valmieraszinas.lv/valmieras-pilsetas-pasvaldiba-parcel-nin-samaksas-terminu-uz-15-novembri-2/
https://www.valmieraszinas.lv/valmieras-pilsetas-pasvaldiba-parcel-nin-samaksas-terminu-uz-15-novembri-2/
https://www.valmieraszinas.lv/valmieras-pilsetas-pasvaldiba-parcel-nin-samaksas-terminu-uz-15-novembri-2/
http://developvalmiera.lv/piegades-valmiera/
https://developvalmiera.lv/covid-19/
https://www.valmiera.lv/lv/jaunumi/uznemejdarbibas_zinas/23309_tiessaistes_diskusijas_parruna_atbalsta_iespejas_krizes_parvaresanai/
https://www.valmiera.lv/lv/jaunumi/uznemejdarbibas_zinas/23309_tiessaistes_diskusijas_parruna_atbalsta_iespejas_krizes_parvaresanai/
https://www.valmiera.lv/lv/jaunumi/uznemejdarbibas_zinas/23309_tiessaistes_diskusijas_parruna_atbalsta_iespejas_krizes_parvaresanai/
https://www.valmiera.lv/lv/jaunumi/uznemejdarbibas_zinas/23264_atverta_pieteiksanas_valmieras_mvu_atbalsta_programma/print
https://www.valmiera.lv/lv/jaunumi/uznemejdarbibas_zinas/23264_atverta_pieteiksanas_valmieras_mvu_atbalsta_programma/print
https://www.valmiera.lv/lv/jaunumi/uznemejdarbibas_zinas/23264_atverta_pieteiksanas_valmieras_mvu_atbalsta_programma/print
https://www.faz.net/aktuell/gesellschaft/gesundheit/coronavirus/live-blog-der-faz-zum-coronavirus-alle-entwicklungen-im-ueberblick-16663569.html
https://www.faz.net/aktuell/gesellschaft/gesundheit/coronavirus/live-blog-der-faz-zum-coronavirus-alle-entwicklungen-im-ueberblick-16663569.html
https://www.faz.net/aktuell/gesellschaft/gesundheit/coronavirus/live-blog-der-faz-zum-coronavirus-alle-entwicklungen-im-ueberblick-16663569.html
https://www.faz.net/aktuell/gesellschaft/gesundheit/coronavirus/live-blog-der-faz-zum-coronavirus-alle-entwicklungen-im-ueberblick-16663569.html
https://www.wien.gv.at/presse/2020/03/17/corona-virus-880-betten-in-betreuungseinrichtung-in-der-messe-wien-stehen-bereit
https://www.wien.gv.at/presse/2020/03/17/corona-virus-880-betten-in-betreuungseinrichtung-in-der-messe-wien-stehen-bereit
https://www.wien.gv.at/presse/2020/03/17/corona-virus-880-betten-in-betreuungseinrichtung-in-der-messe-wien-stehen-bereit
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https://www.globenewswire.com/news-
release/2020/04/03/2011304/0/en/coronavirus-
Atos-and-the-City-of-Vienna-implement-system-
for-digital-epidemic-management.html 

https://www.worldbank.org/en/topic/edutech/brief
/how-countries-are-using-edtech-to-support-
remote-learning-during-the-covid-19-pandemic. 

ワシントン 米国 

ワシントン DC の ReOpen DC」は、COVID-19 が今後もたらす状況を踏まえて交通機関の利用に着目したロードマップを定めている。公
共空間の方向性を見直すための具体的な措置として、歩道拡大への重点的取り組み、自転車専用レーンの増設、幹線道路を運
行するバス路線へのレーン割当拡充などが含まれる。ワシントン首都圏交通局（WMATA）も、低い乗車率を利用して建設・修復作
業を広く展開する夏場の安定運行と、9 月以降の段階的な再開に重点を置いた計画を作成した。再開時は混雑を避けるため、バ

スの運行ルートを見直し地下鉄の時刻表に合わせる。WMATA は、異なる交通手段の運賃をセット販売し、まとめて非接触型決済を

展開する取り組みにも力を入れている。 

米国とカナダの 1,500 以上の官民部門の会員から構成される米国公共交通協会（APTA）は、パンデミック中の公共交通サービス
復旧に向けたチェックリスト、交通機関消毒の指針、公共交通機関の従業員及び利用者の安全対策に関する白書を含む幅広い
文書を発表している。APTAは 4月に「モビリティ復旧回復作業部会」を新たに設置した。この作業部会は、COVID-19パンデミック後の

世界における公共交通サービス用ロードマップを作成している。作業部会の成果には、従業員と利用者の安全対策、市民と利用者
からの信頼、顧客重視の運行、レジリエンシー、公平性、社会的ニーズなど、公共交通機関の今後の成功に不可欠な幅広い課題を

扱った一連の提言が含まれる予定である。 

https://coronavirus.dc.gov/reopendc 
https://www.wmata.com/about/board/meetings/b
oard-pdfs/upload/3A-COVID-19-Recovery-
Final.pdf 
https://www.apta.com/news-publications/press-
releases/releases/american-public-
transportation-association-creates-new-mobility-
recovery-and-restoration-task-force/  

https://www.apta.com/research-technical-
resources/standards/security/apta-ss-sem-wp-
016-20/ ; https://www.apta.com/public-transit-
response-to-coronavirus/apta-resources/; 
https://www.apta.com/wp-
content/uploads/COVID-
19_Transit_Guide_FINAL_04132020.pdf  

横浜市 日本 

横浜市は学校を閉鎖するとともに、自宅で世話をしてもらえない子どもたちのために小学校に特別なプログラムを用意した。市は eラー
ニングシステムの会社と協力して、4月 8日からインターネットで小学校、中学校、高校の生徒（約 270,000人）を対象に授業のビデ
オ配信を開始した。インターネットにアクセスできない生徒がいる可能性があるため、4月 20日から一部の授業を地元テレビ局（テレビ

神奈川）のサブチャンネルで視聴できるようにした。 

市主催のイベントは中止か延期となり、市の施設（図書館、スポーツセンター、博物館等）は閉鎖された。市は中小企業に特別な

融資枠を提供する中小企業向けの特別経営相談窓口を創設した。高齢者・児童福祉施設に 500,000枚の備蓄サージカルマスクが

配られた。 

横浜市は、関連団体である横浜市国際交流協会（YOKE）を通じて市内在住の外国人への COVID-19関連の情報提供を強化し

た。YOKEはウェブサイトを開設し、特に英語と中国語で関連情報を収集している（横浜には大きな中華街があるため）。 

市は 5月 1日から、解雇で住居を失った（寮から立ち退きを迫られた等）、あるいは収入源で家賃を払えない人々からの市営住宅

（50戸）入居申請を受け付けている。住宅は少なくとも 6か月間（1年間に延長可）、最低家賃で提供される。 

https://www.city.yokohama.lg.jp/ 

https://yoko-covid19.com/en 

http://www.oecd.org/coronavirus/jp/
https://www.globenewswire.com/news-release/2020/04/03/2011304/0/en/coronavirus-Atos-and-the-City-of-Vienna-implement-system-for-digital-epidemic-management.html
https://www.globenewswire.com/news-release/2020/04/03/2011304/0/en/coronavirus-Atos-and-the-City-of-Vienna-implement-system-for-digital-epidemic-management.html
https://www.globenewswire.com/news-release/2020/04/03/2011304/0/en/coronavirus-Atos-and-the-City-of-Vienna-implement-system-for-digital-epidemic-management.html
https://www.globenewswire.com/news-release/2020/04/03/2011304/0/en/coronavirus-Atos-and-the-City-of-Vienna-implement-system-for-digital-epidemic-management.html
https://www.worldbank.org/en/topic/edutech/brief/how-countries-are-using-edtech-to-support-remote-learning-during-the-covid-19-pandemic
https://www.worldbank.org/en/topic/edutech/brief/how-countries-are-using-edtech-to-support-remote-learning-during-the-covid-19-pandemic
https://www.worldbank.org/en/topic/edutech/brief/how-countries-are-using-edtech-to-support-remote-learning-during-the-covid-19-pandemic
https://coronavirus.dc.gov/reopendc
https://www.wmata.com/about/board/meetings/board-pdfs/upload/3A-COVID-19-Recovery-Final.pdf
https://www.wmata.com/about/board/meetings/board-pdfs/upload/3A-COVID-19-Recovery-Final.pdf
https://www.wmata.com/about/board/meetings/board-pdfs/upload/3A-COVID-19-Recovery-Final.pdf
https://www.apta.com/news-publications/press-releases/releases/american-public-transportation-association-creates-new-mobility-recovery-and-restoration-task-force/
https://www.apta.com/news-publications/press-releases/releases/american-public-transportation-association-creates-new-mobility-recovery-and-restoration-task-force/
https://www.apta.com/news-publications/press-releases/releases/american-public-transportation-association-creates-new-mobility-recovery-and-restoration-task-force/
https://www.apta.com/news-publications/press-releases/releases/american-public-transportation-association-creates-new-mobility-recovery-and-restoration-task-force/
https://www.apta.com/research-technical-resources/standards/security/apta-ss-sem-wp-016-20/
https://www.apta.com/research-technical-resources/standards/security/apta-ss-sem-wp-016-20/
https://www.apta.com/research-technical-resources/standards/security/apta-ss-sem-wp-016-20/
https://www.apta.com/public-transit-response-to-coronavirus/apta-resources/
https://www.apta.com/public-transit-response-to-coronavirus/apta-resources/
https://www.apta.com/wp-content/uploads/COVID-19_Transit_Guide_FINAL_04132020.pdf
https://www.apta.com/wp-content/uploads/COVID-19_Transit_Guide_FINAL_04132020.pdf
https://www.apta.com/wp-content/uploads/COVID-19_Transit_Guide_FINAL_04132020.pdf
https://www.city.yokohama.lg.jp/
https://yoko-covid19.com/en
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追加資料 C：諸機関による都市における

COVID-19 危機対応事例 

都市間でベストプラクティスを容易に共有できるよう、様々な国際機関がイニシアチブを立ち上げた。OECD のイニシアチ

ブと同様、これらのアクションは直接的な体験を収集し世界中で共同の対応を奨励している。 

ブルーグバーグ・フィランソロピーズは公衆衛生と都市行政リーダーシップの仮想専門家会議を行っている。ブルームバーグ・

フィランソロピーズはジョンズ・ホプキンス大学公衆衛生大学院（John Hopkins Bloomberg School of Public Health）

及びブルームバーグ・ハーバード都市行政リーダーシップ・イニシアチブ（Bloomberg Harvard City Leadership Initiative）

と共同で、米国の市長らが刻々と変化するコロナウィルス危機に速やかに対応できるよう、新たなサポートプログラムを立ち

上げた。また、ブルームバーグ・フィランソロピーズは全米都市連盟と提携し、COVID-19: Local Action Tracker385を立

ち上げた。このトラッカーには、全米の自治体トップがコロナウィルスの感染拡大を抑え、コミュニティへの影響に対処するた

めに行っている政策決定とアクションを詳しく説明した、分類可能な項目リストが用意されている。自治体トップは自身の

アクションを提出してトラッカーに掲載し、トラッカーはコロナ危機の刻々と変化する動向を反映して日々アップデートされる。

自治体トップが新たな慣行や各都市で何が奏功しているか把握できるよう、検査手順、外出禁止令、募金活動、食糧

プログラムといったアクションにスポットを当てる386。ブルームバーグ・フィランソロピーズは全米都市交通局協会と提携し、公

共輸送が直面している COVID-19 に関係した多数の短期的、長期的問題を軽減するため、市長や市の交通局にバー

チャルガイダンスと技術支援を提供すべく、公共交通対応センターを創設した387。さらに、ブルームバーグ・フィランソロピーズ

は米国市長会議と共同で都市財政追跡・連邦償還イニシアチブ（City Fiscal Tracking and Federal 

Reimbursement Initiative）を立ち上げた。このイニシアチブはベストプラクティスの柱の役割を果たし、米国の各都市が

COVID-19 からの回復をサポートするため連邦政府のプログラムと資金調達メカニズムを利用・追跡する方法を案内する

予定である388。 

世界大都市気候先導グループ（C40）は経済回復を進めるため、公衆衛生を改善し格差を緩和し気候変動危機に

対処するグローバル・メイヤーズ COVID-19 リカバリー・タスク・フォース（Global Mayors COVID-19 Recovery Task 

Force）を設立した。 同タスクフォースは、気候崩壊が世界経済と世界中の共同体の命と暮らしにとって一層大きな危

機にならないように努め、人々が仕事に戻れるよう、COVID-19 からの経済回復を図る方法を模索していく。タスクフォー

スのメンバーは次のとおり。タスクフォース会長：ミラノ（イタリア）市長 Giuseppe Sala、フリータウン（シエラレオネ）市

長 Yvonne Aki Sawyerr、香港特別行政区（中国）環境局長 KS Wong、リスボン（ポルトガル）市長 Fernando 

                                                           
385https://www.nlc.org/program-initiative/covid-19-local-action-tracker  

386https://www.nlc.org/program-initiative/covid-19-local-action-tracker  

387 https://www.bloomberg.org/program/public-health/coronavirus-response/#coronavirus-global-response-initiative 

388 https://nacto.org/program/covid19/ 

http://www.oecd.org/coronavirus/jp/
https://www.nlc.org/program-initiative/covid-19-local-action-tracker
https://www.nlc.org/program-initiative/covid-19-local-action-tracker
https://www.bloomberg.org/program/public-health/coronavirus-response/#coronavirus-global-response-initiative
https://nacto.org/program/covid19/
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Medina、ロッテルダム（オランダ）市長 Ahmed Aboutaleb、メデジン（コロンビア）市長 Daniel Quintero Calle、メ

ルボルン（オーストラリア）市長 Sally Capp、モントリオール（カナダ）市長 Valérie Plante、ニューオーリンズ（米国）

市長 LaToya Cantrell、シアトル（米国）市長 Jenny Durkan、ソウル（韓国）市長 Won-soon Park389。5月 7

日に、タスクフォースは COVID-19 からの健全かつ持続可能で、公平な経済回復を目指す諸原則に関する声明を発表

した。この声明は、回復は摂氏 3度の温度上昇に向かっていた従来通りの事業活動に戻るものであってはならないと強く

求め、公衆衛生と科学的専門知識に従うこと、公共サービスを保証すること、格差解消に取り組むこと、気候変動危機

の緩和と適応のための取り組みを推進することの重要性を強調している390。7 月には、これらの原則をさらに具体化した

「C40 Mayors Agenda for a Green and Just Recovery,（C40市長連合のグリーンで公平な回復のためのアジェン

ダ）」で、グリーン雇用の創出、重要性の高い公共サービスへの投資、公共交通機関の保護、エッセンシャルワーカー（社

会機能を維持するために必要不可欠な労働者）の支援、及び公共空間の人々と自然への回帰に重点を置いた対策

を提示した391。さらに、C40 はロックダウンが社会経済に及ぼす影響の緩和や対処型の長期政策対応の優先化といっ

た、COVID-19に関係するトピックについて加盟都市からベストプラクティスを共有し合っている392.。 

Metropolis の Cities for Global Health は、都市・自治体連合が開発し UN-Habitat が支援している Live 

Learning Experience: beyond the immediate response to the outbreakの一部である。彼らは知見や戦略、及

び世界中の自治体が採用した行動計画へのアクセスを提供する共同のオンラインプラットフォームを開発した。この仮想空

間は COVID-19 の大流行と闘うため各都市がそれぞれのイニシアチブやプランで何を行っているかに焦点を当てている393。

このプラットフォームには 32 か国、97都市から 600 以上のイニシアチブがアップロードされた。同連合は都市とパートナー間

の公共サービス提供の役割に関連したトピックについてオンライン上での情報交換も行っている394。 

Core Cities UK の「コアの強化」（Strengthening the Core）プログラムは、すでに都市部がもたらしている英国経済

の 26%を保護し、周辺の町や市の経済を守り、できるだけ最強の経済回復を成し遂げようというもの。イングランド内の

都市と地方分権政府からなるグループとして、Core Cities UKはただちに責任あるインパクトを与えられる英国全域のネ

ットワークを提供する。短期から中期では、組織は都市及び各都市のエコシステム内で部門ごとにどのように回復が達成

されるか、ある程度詳しい提案を描ける。これは地方政府の金融レジリエンスに取り組み、各市において国と地域の経済

刺激となりうる大きな触媒的プロジェクトを集め、都市の未来について再考することで達成される。加えて、Core Cities 

UKは 5つの主要政策分野である 1)文化とコミュニティ、2)輸送とインフラ、3)雇用、企業、金融支援、4)住宅とホームレ

ス、5)公衆衛生に従って、グループ分けされたネットワークからベストプラクティスを収集した395。 

Council of Europe Bank （CEB）は、社会の団結を促し活気に満ち、レジリエントなコミュニティを構築するという使

命に即して、加盟国の都市が COVID-19 回復戦略を採用し総合的なレジリエンスを強化するのを手助けするため、柔

                                                           
389 https://www.c40.org/press_releases/11-mayors-unite-global-mayors-covid-19-task-force 

390 https://www.c40.org/press_releases/taskforce-principles  

391https://www.c40knowledgehub.org/s/article/C40-Mayors-Agenda-for-a-Green-and-Just-Recovery?language=en_US 

392 https://www.c40knowledgehub.org/s/article/Cities-and-Coronavirus-COVID-19?language=en_US 

393 https://www.citiesforglobalhealth.org  

394 https://www.uclg.org/en/media/news/beyondtheoutbreak-live-learning-experience-value-public-services-provision-response 

395 https://www.corecities.com/cities-take-action-covid-19 

http://www.oecd.org/coronavirus/jp/
https://www.c40.org/press_releases/11-mayors-unite-global-mayors-covid-19-task-force
https://www.c40.org/press_releases/taskforce-principles
https://www.c40knowledgehub.org/s/article/C40-Mayors-Agenda-for-a-Green-and-Just-Recovery?language=en_US
https://www.c40knowledgehub.org/s/article/Cities-and-Coronavirus-COVID-19?language=en_US
https://www.citiesforglobalhealth.org/
https://www.uclg.org/en/media/news/beyondtheoutbreak-live-learning-experience-value-public-services-provision-response
https://www.corecities.com/cities-take-action-covid-19
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軟かつ時宜にかなった融資を行う396。CEBは迅速に支援を展開できることで、都市と自治体の企業は COVID-19パン

デミックの経済的影響に対応し、予定していたインフラ投資計画を続行することが可能になる397。CEB は環境の持続可

能性を促進し地球温暖化ガスの排出量を減らし、都市の気候変動への適応を手助けする投資に共同投資することで、

持続可能でレジリエントな回復を達成しようという都市の努力を支援している。2020 年 3 月に Green Social 

Investment Fund （GSIF）を創設し、CEB は出資先の投資プロジェクトにおける気候行動及び環境持続可能性を

一層強力に支援できるようになっている。GSIF により、都市は COVID-19 から回復する際、より持続可能で気候変動

に対応しうる地域経済を構築することができる。GSIF は、社会的弱者でも比較的低コストで簡単に気候行動やその他

の環境持続可能性対策を講じられるようにしながら、環境の持続可能性を促進し、脱炭素化を拡大し、CEB 出資の

社会インフラを気候変動に対してよりレジリエントにすることを目的に、各種助成金を提供している。同基金の助成金を

取得するプロジェクトが気候関連の社会、環境にプラスの影響を与えることを証明する必要がある398。さらに、CEB の資

金供給は高齢者や移民、難民といった低所得、社会から取り残された社会的弱者に対し、COVID-19 パンデミックが

与える社会的・経済的影響を緩和することを目的としている。CEB はヘルシンキやトゥルク、ティラナ、ジェノアといったヨー

ロッパの数都市が将来のショックに備えてレジリエンスを高めるために講じている対策を明らかにするとともに、COVID-19

からの回復が社会的に包摂的でグリーンなものになるよう、それら都市の市長と一連の対話を開始した399。 

ユーロシティーズは COVID-19 危機の専用ウェブページに都市の活動例をまとめている400。各項目はいくつかの主要カテ

ゴリー（例: 文化、経済）の 1つにグループ分けされ、都市の活動を簡単に要約したのち、その都市（あるいは他の専用）

ウェブサイト内の詳細情報へのリンクが貼られている401。2020 年 6 月に、都市ネットワークは「都市が推進する EU の回

復」（EU recovery powered by cities）と題した共同宣言を出し、欧州委員会に対し EUの回復プログラムに都市

を一層関与させること、都市が欧州の資金援助を直接利用できるようにすることを求めた402。 

欧州委員会の Intelligent Cities Challengeは、欧州と世界の都市から都市主導の効果的な介入についてベストプラ

クティスを学び共有できるよう、COVID-19 に対する幅広い支援パッケージを立ち上げた403。このイニシアチブの目的は都

市が現在の危機を乗り越え適切な対応を実施できるようにすることである。 

European Territorial Cooperation Program （URBACT）は現在、欧州の都市におけるパンデミックへの全ての

対応を収集・マップ化している404。いくつかの National URBACT Pointはこのトピックについてより多くの情報を収集し、

このページに掲載するためそれらの都市を積極的に関与させている。ほとんどの OECD 加盟国の都市は地元企業の支

援策に特に大きな関心を持っている。 

                                                           
396https://coebank.org/en/project-financing/projects-approved-administrative-council/; https://coebank.org/en/about/member-countries/ 

397 https://coebank.org/media/documents/Technical_Brief_4_Promoting_Inclusive_Growth_in_Cities.pdf; 

398 https://coebank.org/en/donors-and-trust-funds/ceb-green-social-investment-fund/ 

399 https://coebank.org/en/project-financing/cebs-response-covid-19/cities-recovery/ 

400 https://covidnews.eurocities.eu/  

401 http://nws.eurocities.eu/MediaShell/media/Overview_of_city_measures_to_mitigate_the_socio-economic_impact_of_COVID-19_.pdf 

402 https://covidnews.eurocities.eu/2020/06/12/recovery-mayors-call-for-a-new-pact-between-the-eu-and-cities/ 

403 https://www.intelligentcitieschallenge.eu/covid-19-webinars 

404 https://urbact.eu/how-are-urbact-cities-reacting-covid-19 

http://www.oecd.org/coronavirus/jp/
https://eur02.safelinks.protection.outlook.com/?url=https%3A%2F%2Fcoebank.org%2Fen%2Fproject-financing%2Fprojects-approved-administrative-council%2F&data=02%7C01%7CTadashi.MATSUMOTO%40oecd.org%7C95d56511000a4c198d1308d828d19667%7Cac41c7d41f61460db0f4fc925a2b471c%7C0%7C1%7C637304227937297075&sdata=pJq9VikIl%2FSuvXyOv61xFKBfIyzp7Zw4JRQ0BZqlAdw%3D&reserved=0
https://eur02.safelinks.protection.outlook.com/?url=https%3A%2F%2Fcoebank.org%2Fen%2Fabout%2Fmember-countries%2F&data=02%7C01%7CTadashi.MATSUMOTO%40oecd.org%7C95d56511000a4c198d1308d828d19667%7Cac41c7d41f61460db0f4fc925a2b471c%7C0%7C1%7C637304227937297075&sdata=cmNKvn51oV29Jjnx%2F9MKfkO0x0yjhADDPh5rWRGqih8%3D&reserved=0
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Global Parliament of Mayors （GPM）はウェブサイトに Mayors Act Now Campaign（ただちに行動する市長

のキャンペーン）を立ち上げるとともに、パンデミック中に各市長をオンラインでつなぎ世界中で地域ごとのイニシアチブを共

有できるよう仮想議会を創設した405。 

グローバル・レジリエント・シティーズ・ネットワーク (GRCN)406 と世界銀行は、各都市が COVID-19にどう対応しているか

について毎週オンラインで Speakers Series を開催している。このシリーズには危機対応の知識と経験を共有すべく、最

高レジリエンス責任者とその他の主要な都市政策決定者が定期的に参加している。GRCN は各都市が知識や教訓を

共有し、危機の影響に対処するとともに将来の世界規模の課題に備えて体制をさらに強化するための重要な措置や取

り組みを特定するための、参加型、協調型のオープンなプラットフォームを創設した407。Making Cities Resilient 

Campaign（災害に強い都市の構築キャンペーン）のパートナーとして、特定のセッションを先着順に開講している。 

Local 2030はメッセージを作成するため Local COVID-19 Response and Recoveryを開催。また、地方レベルの能

力構築、資金供給、及び SDG の理念（包摂性、持続可能性、誰一人取り残さないという原則）を準備、対応、回

復の各段階に継続的に取り込むための Call for Actionを開催した。当イニシアチブはパートナーがもっと定期的に連絡を

取り合い、COVID-19 への対応について様々な解決策を意見交換するメカニズムを突き止めることである。Local 2030

はショートビデオを通して COVID-19 危機への現地対応に関わるステークホルダー間で知識と経験を容易に共有できるよ

う、Local 2030 Spotlight Series も立ち上げた。コロナウィルス流行と闘うため、世界中のパートナーとステークホルダーが

主な問題点に対する見方と地方レベルで開発された革新的ソリューションを紹介する 2 分間の動画を作成・共有できる

408。 

MetropolisはEuro-Latin-American Alliance of Cooperation among Cities, AL-LAsとの共同イニシアチブCities 

for Global Health409 を立ち上げ、都市・自治体連合が開発し（上述の）UN-Habitat と Metropolis が支援する

Live Learning Experience: beyond the immediate response to the outbreakの一部である410。 

OPEN IDEO （世界中の人々が協力して今の困難な社会問題に対する解決策を構築できる IDEOのオープンイノベー

ションプラクティス）は現在、人々が COVID-19 に関する実用的で有益な情報を得られるよう世界の担当当局と調整

を図っている。彼らは世界中から多様な経験を共有することを目指している411。 

国際連合教育科学文化機関（UNESCO）は、パンデミックへの対応として提供されているサービスに十分アクセスでき

ない社会的弱者の一部に対応するための地域介入と、あらゆる形の差別や汚名と闘うために行われている都市レベルの

イニシアチブについて情報を収集するため体験談（call for stories）を呼びかけた。UNESCO は一連のウェビナーを開

                                                           
405 https://globalparliamentofmayors.org/  

406 https://www.linkedin.com/company/global-resilient-cities-network/ 

407 https://www.resilientcitiesnetwork.org/tools-resources 

408 https://www.local2030.org/story/view/335 

409 https://www.citiesforglobalhealth.org/ 

410 https://www.uclg.org/fr/node/30955 

411 https://www.openideo.com/challenge-briefs/covid19-communication-challenge 
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催するとともに、在宅学習、遠隔学習や文化といったトピックについて、学習者、教師、親、政策立案者向けのベストプ

ラクティスと提言も公開した412。 

都市・自治体連合（UCLG）は Global Network of Local Authorities（地方自治体の世界的ネットワーク）と共

同で情報共有に取り組んでいる。Global City Platformはすでに世界中の都市の 295以上の経験を収集している。市

長がホームレスに対する解決策、病院その他の重要施設を利用できるような交通機関の継続、そして子どもと高齢者に

影響するデジタル格差など、主要な問題について意見交換するため、ライブ形式の学習体験というフォーラムが開催され

た413。また、文化・市民サービス分野の労働者の生活手段に対する解決策として、移民と移住者の権利、食料の安全

性、及び文化へのアクセスについても議論されている。このフォーラムでは様々な点について議論するため毎週ディベートが

行われ、現在、議論は各都市が回復のプロセスをどのようにこなしていくかに移りつつある。 

国連資本開発基金（UNCDF）は COVID-19対策としての地方自治体の資金調達に関するイニシアチブを立ち上げ

た。全ての予防・封じ込め策はリソースを必要とし、リソースには金銭的な面もある。地方自治体は感染症対策の資金

源としてその自治体の収入、自治体同士での資金のやり取り、及び地方の借入という主として 3つの財源に頼っている。

UNCDF は即時対応について地方自治体にアドバイスを与え、成功する対応の主な条件を伝授することを目的としてい

る。 

国連環境計画 （UNEP） は、Sustainable Infrastructure Partnership （SIP）の複数のパートナーと共同で持

続可能かつレジリエントなインフラに投資することを主眼に置き、コロナ後の回復に向けて 10 の原則を策定した。

Principles for Recovery（回復の原則）はコロナ後の回復と刺激策のためのインフラ支出に関する意思決定の枠組

みとなる。同原則は、コロナ後の回復に向けたインフラ支出について、「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」

（2030 Agenda for Sustainable Developmen）と気候変動に関するパリ協定に沿う形で戦略立案することを求め

ている。また、立案に際しては部門間及び時空を超えた体系的なつながりを考慮すべきとしている。将来の危機を避ける

ため、同原則は計画をシステムレベルで一体化し、柔軟性と余裕を組み入れてレジリエンスを確保するようなインフラを奨

励している414。 

What Works Citiesは地方自治体の長に向け、COVID-19: Local Government Response and Resource Bank

をまとめた415。都市の例、リソース、コメントを収集し、整理したこのリストは、地方自治体について有益な知見を提供する

ことを目的としており、1)データツールとリソース、2)地方自治体用のリソース、3)自治体の行動、4)地方自治体を対象と

した論説とコメント、及び 5)COVID-19のガイドラインとアップデートの 5つのセクションに分かれている。 

世界経済フォーラム （WEF）は世界保健機構（WHO）のパートナーとして、COVID-19 との闘いにおいて命と暮らし

を守るためステークホルダーを動員している。WEFの戦略的インテリジェンスツールでは、プラットフォームに登録されてない人

                                                           
412 https://en.unesco.org/covid19 

413 https://www.uclg.org/en/issues/live-learning-experience-beyondtheoutbreak 

414 http://sdg.iisd.org/news/principles-for-recovery-urge-investing-in-sustainable-and-resilient-

infrastructure/?utm_medium=email&utm_campaign=SDG%20Update%20-%202%20July%202020&utm_content=SDG%20Update%20-

%202%20July%202020+CID_3992c49db5c89cd27b87da208214d2e0&utm_source=cm&utm_term=Read 

415 https://medium.com/@WhatWorksCities/covid-19-local-government-response-and-resource-bank-df47e38791ba  
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でも COVID-19 の概要にアクセスできる416。WEF が最近立ち上げた COVID Action Platform は、1)世界のビジネス

界が団結して行動するよう促し、2)人々の暮らしを守り事業を継続しやすくし、3)COVID-19への対応として協力と事業

サポートを動員するという、3つの優先分野に注力する予定である417。 
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